
地方財政の状況

昭和47年３月

自

　　

治

　

省



地方財政の状況

昭和47年３月



目 次

はじめに

第１

　

昭和45年度の地方財政…………………………………………

１

２

昭和45年度の地方財政をとりまく環境･･,……………………２

（1）経済見通しと国の財政運営方針……………………

（2）地方財政計画…………

（3）経済および財政運営の経過………………

２

　

地方

(2)

(4)

２

　

４

５

７

（1）地方公共団体の数……………………………………………７

（3）決算収支……………………………………………………10

　

7

　

実質収支…………………………………………………10

　

イ

　

単年度収支…………………………………………………12

ウ

　

財政再建…‥ …………………………12

ア

　

歳

イ

　

歳

入
出

C
Ｏ

1
０

1

　

１

　

ウ

　

一般財源の充当状況………………………………………18

（5）人口急増市町村および過疎市町村の財政状況……………19

３

　

住民負
＼
ａ
　
　
　
　
　
　
　
　
ｌ
ｏ

(
M

(
Ｍ

26

（1）歳入の概況

（2）地

　

方

　

税……………………………

ア

　

租税

－１

●●●●・●●●・●・・●

●●●●●■Ｉ●■●●●●●●・・●●●●●●●●・●●●●●・●●●●●・●●●・●・●●●●・●●●●丿・●●・●●

●●・●●■●●●●●●●●・●●●・●■■●■●●●●●●●●●・●●●●●●■●●●●●丿・・●●・●●●●

●■●■■■●●●●●●●●●●・●●■●丿●・●●●●●●●●

●●・●●・●４●●●●●●●●Ｉ・・●●●・●●・●●・●●●Ｉ●●●●●●

負担率…………………………………………………26

担の動向…………………………………………………

財政構造……………………………………………………13

決算規模……………………………………………………９

財政の概況…………………………………………………



イ

　

租税の

（4）国・

ア

ア

　

イ

カ

(3)

　

ウ

　

地方税の内容………………………………………………28

（3）地方譲与税、地方交付税……………………………………32

（5）地

　

方

　

債

（6）その他の収入…‥

４

　

地方財政の

3
6

　

3
7

（1）国の財政と地方の

イ

　

政府の財貨サ

（2）行政目的別歳出の

ウ

　

産業

エ

　

民生の安定…………………………………………………55

オ

　

保健・衛生と公

５

　

地方経費の

（1）概

（2）投資的経費……………………………………………………69

　

7

　

普通建設事業費……………………………………………70

イ

　

災害復旧

ウ

　

失業対策事業費……………………………………………76

費
費

件
助

人
扶

ア

　

イ

- ２－

７

　

(
Ｍ

７

　

０
０●ｌ●●●■¶●●●・●●・●●●●●●■慟●●●●●●・●●●●●●●・●・●●・●●●●●●●●●●●・●●

●●●●●Ｉ●●●●●●●●●●●●●●■・●・・●●Ｉ■■●●●●●・●●●●●●４●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●Ｉ●●●●・■■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●・・■●■●●・●●●Ｉ●●●●●●●●●●●●●●Ｉ●●・●●●●●●Ｉ●●●●■●●●●●●●■

義務的経費……………………………………………………76

事業費……………………………………………75

況……………………………………………………66

構造…………………………………………………66

警察と消防…………………………………………………64

害防止……………………………………61

の振興…………………………………………………51

教育と文化…………………………………………………48

土木建設…………………………………………………45

状況………………………………………41

－ピス購入…………………………………40

財政規模…………………………………………………39

財政………………………………………39

役割…………………………………………………39

県支出金…………………………………………………34

配分…………………………………………………27



　

ウ

　

公

　

債

　

費

（4）その他の経費

ア

　

物

　

件

エ

　

繰

　

出

オ

　

積

　

立

岡
倒
固

C
Ｏ

Ｃ
Ｏ

０
０

０
０

イ

　

維持補修費………………………………………

ウ

　

補助費等

………84

8
　
1

　

8
5

一

　
　

一

ヵ

　

投資及び出資金

キ

　

貸

　

付

　

金

ａ
Ｕ

　

β
０

０
０
　
　
　
　
０
０

６

　

将来にわたる財政運営の状況…………………………………87

　

（1）将来にわたる財政負担………………………………………87

　　

7

　

地方債現在高………………………………………………87

　　

イ

　

債務負担行為………………………………………………89

　

（2）将来のための財政運営………………………………………89

7

　

公共施設の現況…………………………………………………90

8

　

地方公営事業の状況…………………………………………105

（1）地方公営企業………………………………………………105

　　

7

　

概

　　　

況………………………………………………105

　　

イ

　

経営状況………………………………………………108

　　

ウ

　

事業別状況………………………………………………U2

　　

（ア）水道事業……………………………………………112

　　

（ｲ）工業用水道事業………………………………………115

（ウ）交通事業‥･ 116

119

120

病院事業……………………………………………121

- ３－

●●・・Ｉ４●●●●●●●●●

●●・●●●●●●¶●Ｉ●●●・●・●Ｉ●●・・●●●●●●●●●●●●■●・暉●●

●●●●●●●●●●・●●●●●●・●●丿●●●●●●●●●●●●●●・丿・●●●■●φ●●●●●●●

●●●●●●●・●■●・■●●●●●●●●●●●●●●●●・■●■・■●●●

・●●●●●●●●●●●●●●●Ｉ・●●●●●●●●●●●●●●・●●●●●●●●４丿・●●●●●●・丿●●・●●

●●●●・・■●●●●●・●●●●●●●●●●・●●■■●●●●●●●●●●●●■●・●●●●●●

ガス事業………………………………………

電気事業……………………………………………

金…………………………………………………85

金……………………………………

費…………………………………………………83



１

（キ）公共下水道

（3）その他の

ア

123

Ｑ
５

０
５

９
Ｊ

(
Ｍ

１

　

１

130

１

　

９
３

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

１

　

１

133

133

134

140

１

　
　

１

４

　
　

４

１

　
　

１

151

155

（ｸ）その他の地方公営企業……… ･■124

（2）国民健康保険事業…………………………………………126

　

ア

　

事業勘定………………………………………………127

イ

　

直診勘定…………… ・129

イ

　

共済事業………………………………………………130

（ア）交通災害共済事業………

（ｲ）農業共済事業

ウ

　

そ

　

の

（2）地方

資

　

料

　

編

第２

　

昭和46年度および昭和47年度の地方財政の見通し………133

昭和46年度の地方

（1）経済見通しと国の財政運営方針

（3）経済および財政運営の経過………………………………135

（4）地方公営事業に関する財政運営…………………………138

（5）地方財政運営の状況……………

２

　

昭和47年度の地方

（1）経済見通しと国の財政運営方針

　　

（2）地方財政計画………………………………………………142

　　

（3）地方公営企業に関する財政運営…………………………144

第３

　

最近の地方財政の傾向と課題………………………………146

図表索引………………………

-
４

●●・●・●・●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●Ｚ・●・●●●・●●●●●・●・●●・丿●●●●ｆ●・●●●●

●●●●●●●●●●●●●●・●●●●●●●●・●●●●●・●・●●●●●●●●●●

●●●●●Ｉ●●●●●●●●●●●

財政………………………………………

財政計画………………………………………………

●●●Ｉ・・●●・●

財政………………………………………

他………………………………………………

収益事業………………………………………………

事業………………………………………………

事業………………………………………



本書における主な用語の意義等は次のとおりである。

１｢決算額｣とは、とくにことわりのない限り、普通会計にかかる地方財政純計にお

　

ける額である。

　

２｢地方財政純計額｣、｢純計決算額｣または｢純計｣とは、都道府県決算額と市町村決

　

算額の単純合計額から地方公共団体相互間における重複額を控除した額である。し

　

たがって、都道府県決算額と市町村決算額の合計額は地方財政純計額に一致しない

　

ことがある。

　

３｢普通会計｣とは、地方公共団体における公営事業会計以外の会計をいう。

　

４｢地方公営事業会計｣とは、地方公共団体の経営する公営企業、国民健康保険事

　

業、収益事業、公益質屋事業、農業共済事業、交通災害共済事業および公立大学附

　

属病院事業にかかる会計の総称である。

　

５｢市町村決算額｣とは、大都市、都市、町村、特別区および一部事務組合における

　

決算額の単純合計額から、一部事務組合と一部事務組合を組織する市町村との間の

　

相互重複額を控除したものである。

　

６｢大都市｣とは、大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市および北九州市をい

　　

う。なお、地方公営企業中交通事業については、北九州市は｢その他都市｣に含めて

　　

いる。

７｢都市｣とは、大都市以外の市をいい、｢中都市｣とは、都市のうち昭和46年３月

　

31日現在の行政区域における昭和45年国勢調査人口10万以上の市をいい、｢小都

　

市｣とは、人口10万未満の市をい‰

８｢一部事務組合｣とは、とくにことわりのない限り普通会計にかかるものである。

９｢財政力指数｣とは、普通交付税の算定に用いた基準財政収入額を基準財政需要額

　

で除して得た数値で、昭和43年度、44年度、45年度にかかる数値の単純平均値で

　

ある。

10｢一般財源｣とは、地方税、地方譲与税および地方交付税の合計額をいう(昭和41

　

年度にあっては臨時地方特例交付金、42年度にあっては臨時地方財政交付金が含

　

まれる｡)。

　　

なお、市町村においては、これらのほか、都道府県から市町村が交付を受ける軽

　

油引取税交付金(大都市のみ)、娯楽施設利用税交付金、自動車取得税交付金をさら

　

に加えた額をいうが、これらの交付金は、地方財政の純計額においては、都道府県

　

と市町村との間の重複額として控除される。

11｢一般財源等｣とは、前記10に掲げる一般財源のほかに、その使途が制約されて

　

いない一般財源以外の収入を合算したものをいう。

12

　

各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものである。

　

したがっ

　

て、その内訳は合計と一致しない場合がある。

　　

なお、各項目の詳細な計数は｢資料編｣に集録してある。

５
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昭和45年度は、内政充実の年代といわれる’70年代のスタートの年度に当

たり、人間尊重の精神に基づいた社会の調和のある発展を図るための第一歩

が踏み出された年度である。 ’60年代において、わが国経済は高度の成長を

持続し、また、国民生活面でも所得、消費水準の向上など著しい進展がみら

れたが、そのかげに、社会資本の立ち遅れによる生活環境の悪化、公害、交

通難、過疎・過密などの社会的ひずみの拡大を招くこととなった。このよう

な状況にかんがみ、’70年代においては、従来の経済成長重視の政策から生

活環境施設等社会資本の充実を図り、住み良い生活の場を整備するという政

策へ転換すべきことが強く要請され、その出発点の年度に当たる昭和45年

度においては、このような新たな局面への転換をめざしていくための施策が

行なわれた。

　

すなわち、内政充実の年代にふさわしい人間性豊かな社会の実現をめざし

て、新経済社会発展計画の策定をはじめ、新道路整備５ヵ年計画の実施や

新たな住宅建設５ヵ年計画、下水道整備５ヵ年計画、交通安全施設等整備

事業５ヵ年計画の策定などを通じて、各種の社会資本の整備と住みよい生活

環境づくりが積極的に推進されることとなった。また、公害を防止し、生活

環境の保全を強力に推進するため、公害関係法令について抜本的な整備が行

なわれ、国、地方を通ずる本格的な公害対策がスタートした。さらに、この

年の国勢調査にみられるような急激な人口移動等社会経済の変動に伴り過

疎・過密等の地域的な諸問題に対処するため、過密地域、人口急増地域につい

て都市施設の整備、土地利用の高度化等を積極的に推進するとともに、過疎

地域について過疎地域対策緊急措置法が制定され、総合的な過疎対策が講じ

られることとなった。また、行政の広域化の要請に応えて、広域市町村圏の

振興のための体制づくりが本格的に進められた。なお、総合農政の観点から

米の生産調整対策が大きくとりあげられたのもこの年度であった。

　

このような環境のもとにおいて地方財政は、時代の要請に応えて新たな政

策課題に取り組み、立ち遅れの著しい生活環境施設の整備や地域住民の福祉

の増進のための施策を、積極的に推進すべきことを強く期待されているが、

その最近における状況を昭和45年度の決算を中心に述べることとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－１－



１

第１

　

昭和45年度の地方財政

昭和45年度の地方財政をとりまく環境

　

昭和45年度の地方財政をとりまく環境を年度当初における経済見通しと

国の財政運営方針、地方財政計画の基本方針ならびに年度中の経済の推移と

国の財政および地方財政の補正措置によってみると、次のとおりである。

（１）経済見通しと国の財政運営方針

　

国の予算編成時においては、昭和45年度のわが国経済はなおかなりの拡

大傾向を示し、消費者物価の騰勢に加えて卸売物価の動向も懸念される情勢

にあった。他方、国際収支は、世界貿易の伸びの低下から輸出鈍化が見込ま

れるものの、なおかなりの黒字を続け、これを背景に国際的視点に立った経

済運営を図り、わが国経済の効率化を一段と推進する必要があると考えられ

た。さらに経済の急速な成長の過程において生じてきた公害、交通難、過密

過疎等の社会的ひずみの拡大、社会資本の立ち遅れ、住宅難等の諸問題に積

極的に対処するとともに、労働力需給の逼迫、資源確保の必要性の増大、情報

化の進展等の急速な環境条件の変化への対応を図り、長期にわたる経済社会

の発展基盤を培養することが急務であるとされた。

　

そこで、昭和45年度の

経済運営に当たっては、財政金融政策をはじめとする経済政策の適切かつ機

動的な運営により、総需要を適正に保ち、わが国経済の持続的成長を確保する

とともに、物価の安定、経済の国際化と効率化の一層の推進および社会開発の

強力な展開等を図ることとされた。このような経済運営の基本的態度のもと

において、昭和45年度の国民総生産の規模は72兆4,400億円程度に達し、

その成長率は実質11.1％（名目15.8 %)程度となると見込まれた。また、消

費者物価は依然根強い上昇基調にあるが、各般の物価対策を強力に推進する

ことにより前年度比4.8％程度の上昇にとどめるよう努めるものとされた。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－２－



　

昭和45年度の国の予算編成に当たっては、このような経済見通しと経済

運営の基本的態度にのっとり、わが国経済の持続的成長の確保と物価の安定

を眼目として、

　　

１

　

財政面から景気を刺激することのないよう、財政規模を適度のものに

　　

とどめ、公債発行額を縮減するとともに、

　　

２

　

国民負担の軽減を図るため、所得税および住民税の減税を行ない、

　　

３

　

現下の経済財政事情にかんがみ、法人課税の増徴を行ない、

　　

４

　

歳出内容について、社会経済情勢の変化に即応した整理更新を行ない、

　　

重点施策の着実な遂行を図り、

　

地方財政の慎重な運営と民間における堅実な態度とあいまって、国民福祉

の着実な向上に努めるものとされた。

　

このような基本方針のもとに編成された昭和45年度当初予算の概要は、

次のようなものである。

　

第１に、一般会計予算の規模は７兆9,497億円で、前年度予算(６兆7,395億

円)と比べて１兆2,102億円、17.9%の増加となっており、前年度補正後予算

と比べると１兆189億円、14.7%の増加となっている。

　

また、財政投融資計画の規模は３兆5,799億円で、前年度当初計画(３兆

770億円)と比べて5,029億円、16.3％の増加となっている。

　

第２に、公債発行額は、4,300億円(前年度当初4,900億円)に圧縮された。

この結果、一般会計の公債依存度は、前年度当初予算の7.2％から5.4％に

低下している。

　

第３に、前年度に引き続き総合予算主義の原則にのっとり、追加補正要因

の解消に努め、予見しがたい支出に備え、予備費を充実することとされた。

　

第４に、財源の適正かつ効率的な配分に努め、物価の安定、各種社会資本

の整備、社会保障の充実等国民の福祉向上のための諸施策を着実に推進する

こととされた。

　

第５に、歳入面では、国民の租税負担を緩和するため、所得税2,461億円、

個人の住民税654億円の減税を行なうほか、財政経済事情にかんがみ、２

年間の臨時的措置として、法人税の税率を1.75%引き上げることとし、昭
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和45年度においては、629億円増徴することとされた。

（２）地方財政計画

　

昭和45年度の地方財政計画は、経済情勢の推移および地方財政の現状に

かんがみ、国と同一の基調により、行政経費の効率化と重点化に徹し、節度

ある行財政運営を行なうことをその基本とし、地方財源の確保に配慮しつつ

住民負担の軽減合理化を推進するとともに、財源の重点的な配分を通じて地

方の行政水準の一層の向上を図り、あわせて、地方公営企業の健全化をさら

に促進することを目途として、次の方針に基づいて策定された。

　　

１

　

個人の住民税、個人の事業税等について地方税負担の軽減合理化を図

　　

る。

　　

２

　

行政の広域化への要請に応えて広域市町村圏の振興のための体制を整

　　

備する。

　　

３

　

都市化の著しい進展に対応し、都市財源を強化して都市行政の充実を

　　

図る。

　　

（1）法人課税の増徴に伴う法人税割の増収を全額市町村の税源として賦

　　　

与する。

　　

（2）人口急増地域における街路、学校、住宅等の各種の施設整備を推進

　　　

する。

　　

（3）公共用地の先行取得を円滑化するための措置を強化する。

　　

（4）都市交通対策に資するため、地下鉄の建設および経営に対する助成

　　　

措置を拡充する。

　　

（5）都市圏補正の合理化等により地方交付税の配分を充実する。

　

４

　

過疎地域の振興を図るため総合的に過疎対策を推進する。

　　

（1）過疎地域における生活関連施設、農業基盤施設等を整備する。

　　

（2）過疎対策事業債制度を創設するとともに、辺地対策事業債を充実す

　　　

る。

　　

（3）へき地医療の確保等過疎地域における行政水準の維持向上を図る。

　

５

　

住民の日常生活に直結する各種の公共施設の計画的な整備を推進し
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て、住みよい生活の場を整備する。

　　

（1）地方道、下水道および清掃施設などとくにその実施が急務とされて

　　　

いる施設を積極的に整備する。

　　

（2）交通安全対策、公害対策など新規の財政需要に対処するための措置

　　　

を講ずるとともに、防災、救急体制をさらに整備する。

　　

６

　

地方公営企業の経営の基盤を強化して、その健全化を図る。

　　

（1）地方公営企業に対する貸付資金の増額を図るとともに、公営競技収

　　　

益金の一部の公営企業金融公庫への導入等により貸付条件を改善す

　　　

る。

　　

（2）公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化をすすめる。

　　

７

　

地方財政の健全化を推進するとともに、財政秩序を確立する。

　　

（1）地方交付税の総額について、法人課税の増徴に伴う増収を確保する。

　　　

なお、市町村民税臨時減税補てん債および特別事業債の償還に要する

　　

経費は、地方交付税で措置する。

　　

（2）昭和45年度の地方交付税の総額について、その増加状況等を勘案

　　　

し、所要の特例措置を講ずる。

　　

（3）定員管理の合理化を推進し、既定経費を節減する。

　　

（4）国庫補助負担事業にかかる地方団体の超過負担および住民の税外負

　　　

担を解消するための措置を講ずる。

　　

（5）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に対処する

　　　

ため、あらかじめ財源を留保する。

　

以上の方針に基づいて策定された昭和45年度の地方財政計画は、総額７

兆8,979億円で、前年度（６兆6,397億円）と比べると、１兆2,582億円、

18.9％増加している。計画の内容においては、経済の拡大を反映した増加一

般財源を、住みよい生活の場を整備するための事業に重点的に投入するとい

う方向が明確に示されている。

（３）経済および財政運営の経過

わが国経済は、昭和45年度当初においては前年度に引き続きなお根強い

　　　　　　　　　　　　　　

－５－



拡大を続けた。しかし、景気調整措置の効果は金融面から実体経済面へ徐々

に浸透し、昭和45年夏ごろから生産、出荷の伸びなやみ、製品在庫率の上

昇、卸売物価の落ち着き等の変化が次第に現われてきた。こうした進展のな

かで、従来成長を主導してきた産業を中心に需要の停滞と供給力の増大が顕

著となり、生産計画の縮小、設備投資の繰延べ等がみられるに至り、景気は

下期に入ってかなり鎮静化の度合を深めていった。このような経済の推移の

もとに、年度を通ずる総需要の伸びは前年度のそれを下回ることとなり、経

済成長率は、当初見込の実質11.1 % (名目15.8 o/o)を若干下回る実質9.5%

(名目16.4%)となった。

　

国の財政においては、当初予算成立後に、国家公務員の給与改善等に要する

経費、国内米の政府買入数量の著増等に基づく食糧管理特別会計の損失額増

大、日雇労働者健康保険の擬制適用の廃止による国民健康保険被保険者の増

加等の追加補正要因が生じ、昭和46年２月2,633億円の補正予算が編成さ

れた。これによって、一般会計予算は８兆2,131億円、前年度補正後予算に

対する増加率は18.5％となった。補正財源としては、租税および印紙収入

3,011億円、税外収入122億円が追加計上され、他方、国債500億円が減額

されて、一般会計の公債依存度の引下げが図られた。

　

地方財政においては、地方交付税が国の補正予算における国税三税の追加

計上および昭和45年度の特例措置による繰延額300億円が繰り延べされな

いこととなったため、1,087億円増額されたが、このうち、地方交付税の再

算定を通じて、土地開発基金の増加措置に要する370億円、給与改定および当

初算定の際の調整減額分の復活に要する652億円、あわせて1,022億円の措

置が講じられた。残りの65億円は特別交付税であり、このうち30億円は琉

球政府および沖繩の市町村に対して交付することとされた。この結果、地方

交付税は１兆8,012億円、前年度に対する増加率は24.2%となった。

　

なお、地方公務員の給与改定については、昭和45年度の人事院勧告が手当

の引上げを含めると12.67 %という大幅ななものであったうえ、国がこれを

勧告どおり５月１日に遡って実施したことに伴い、地方公務員についてもこ
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れに準じて給与改定を行なう場合の所要額は2,999億円(国庫補助負担金579

億円、一般財源2,420億円、うち交付団体分1,857億円)と見込まれ、このう

ち一般財源分については、地方交付税の再算定を通じて措置された。また、

公共被害額1,651億円に及ぶ災害が発生したが、これらの現年発生の災害復

旧に伴う地方負担分の増加については、地方債計画に180億円が追加計上

され、特別交付税の配分とあわせて措置された。

２

　

地方財政の概況

　

地方公共団体は、人口、産業構造、財政規模等においてそれぞれ異なって

いるが、等しく住民の福祉の向上のため行財政活動を営んでいる。これら地

方公共団体の財政の集合体である地方財政の決算規模、決算収支および財政

構造の状況は、次のとおりである。

（１）地方公共団体の数

　

ア

　

団体種類ごとの団体数

　

昭和46年３月31日現在における地方公共団体（財産区および地方開発事

業団を除く。）の数は、46都道府県、596市、2,665町村、23特別区、合計3,330

団体で、これに2,217一部事務組合を加えると5,547団体であり、前年同期

と比べて、55町村が滅少し、32市、142組合が増加している。

　

市が増加したのは、人口が５万未満の町村であっても、人口が３万をこ

え、かつ、都市的要件が備わっているものについては、暫定措置として、こ

れを市とすることができるよう地方自治法の改正があったことにより、いわ

ゆる３万市が誕生したこと等によるものであり、一部事務組合が増加したの

は、毎年増大しているごみ、し尿の広域的、合理的な処理の必要がますま

す高まっていること、常備消防力の広域的な充実強化が図られていることも

あって、じんあい、し尿処理組合54、消防関係組合47等が増加しているこ

と等によるものである。
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都市および町村の数について最近における推移をみると、都市は、昭和

41年３月31日現在の560市が46年同期には596市と36市増加しており、

一方、町村は、2,812町村が2,665町村と147町村減少している。

　

イ

　

財政力指数段階ごとの団体数

　

昭和46年３月31日現在における都道府県および市町村の数(3,307団体）

を財政力指数段階ごとに分けてみると、全団体の81.3%に相当する2,689団

体が財政力指数0.50未満の団休であり、財政力指数1.00以上の団体は、全

団体の2.5%に相当する82団体である。

　

これを団体種類別にみると、都道府県では、財政力指数0.50未満の団体

は全体の60.9%に当たる28団体であり、財政力指数1.00以上の団体は全

体の8.7％に当たる４団体となっている。

　

また、市町村では、財政力指数

0.50未満の団体は全体の81.6%に当たる2,661団体であり、財政力指数1.00

以上の団体は、全体の2.4％に当たる78団体となっているわ

　

とくに、市町

村では財政力指数0.30に満たない団体が全体の52.2%を占めている。

　

ウ

　

人口増減段階ごとの団体数

　

昭和46年３月31日現在の行政区域における45年10月１日現在の国勢

調査人口を前回（40年10月１日）の国勢調査人口と比べて、増減段階ごと
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に分けてみると、次のとおりである。全団体の29.2%に当たる971団体が

人口増加団体であり、このうち、384団体は、前回調査と比べて10％以上

の人口増加を示している。また、全団体の70.8％に当たる2,359団体が人口

減少団体であり、このうち、1,039団体は、前回調査と比べて10％以上の人

口減少を示している。

　

これを団体種類別にみると、都道府県では、全体の73.9%に当たる34団

体が人口増加団体であり、このうち、６団体は、前回調査と比べて10％以

上の人口増加を示している。また、市町村では、全体の28.5%に当たる937団

体が人口増加団体であり、このうち、378団体は、前回調査と比べて10％

以上の人口増加を示している。

　

とくに、市町村では、全休のn.5%に当た

る2,347団体が人口減少団体であり、このうち、1,039団体は前回調査と比

べて10％以上の人口減少を示している。最近における人口の都市への集中

傾向を反映して、都市では、全休の65.8%に当たる392団体において人口が

増加していること、町村では、全体の79.8%に当たる2,127団体において人口

が減少していることが注目さ

れる。

(２)決

　

算

　

規

　

模

　

昭和45年度の地方公共団

体の普通会計決算額の単純合

計額は、

　

歳入

　

10兆5,891億円

　

(前年度

　

８兆7,234億円)

　

歳出

　

10兆3,000億円

　

(前年度

　

８兆4,521億円)

であり、前年度と比べて、歳

入１兆8,657億円、21.4%、

歳出１兆8,479億円、21.9%

それぞれ増加している。

第１図

　

決算規模の推移
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つぎに、単純合計額から地方公共団体相互間の重複額4,851億円を控除し

た純計決算額は。

　　　　

歳入

　

10兆1,040億円

　

（前年度

　

８兆3,052億円）

　　　　

歳出

　

９兆8,149億円

　

（前年度

　

８兆339億円）

であり、前年度と比べて、歳入１兆7,988億円、21.7%、歳出１兆7,810億

円、22.2%それぞれ増加している。

　

決算規模は、第１図にみられるとおり、昭和36年度と比べると、4.10倍

の伸びとなっており、国民総生産（名目）の伸びを上回るものとなっている。

このような決算規模の増大は経済の好況に伴う一般財源の増加に支えられ

て、地方公共団体が高度化、複雑化する行政需要に対処していることを示し

ている。

(３)決

　

算

　

収

　

支

　

ア

　

実

　

質

　

収

　

支

　

昭和45年度の歳入歳出差引額(形式収支)は, 2,891億円(都道府県1,389億

　　　　　　　　　

第２図
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円、市町村1,502億円)の黒字となっている。

　

形式収支から翌年度への事業の繰越し等に要する財源1,537億円(都道府

県966億円、市町村571億円)を控除した実質収支は1,354億円(都道府県

423億円、市町村931億円)の黒字で、前年度1,335億円(都道府県449億円、

市町村887億円)と比べて19億円(都道府県△25億円、市町村44億円)の黒

字が増加している。

　

実質収支が赤字の団体についてみると、前年度赤字であった222団体(１

都、150市町村、71一部事務組合)のうち、３町村が合併により消滅し、65市

町村、30一部事務組合が赤字を解消して黒字団体となり、一方、前年度の黒

字団体のうち、78市町村、30一部事務組合が赤字団体となり、昭和45年度末

の赤字団体数は232団体(１都、妬心jiｽﾞを、71一部事務組合)となっている。

なお、232団体の赤字額は186億円となっており、前年度(222団体、163億

円)と比べて、10団体、23億円増加している。

　

実質収支を都道府県と市町村に分けてみると、都道府県では、黒字団体

(45道府県)の黒字額は445億円で、前年度(466億円)と比べて21億円減少

しており、赤字団体(１都)の赤字額は22億円で、前年度(17億円)と比べて

５億円増加している。

　

また、市町村では、黒字団体5,270団体(3,101市町

村、23特別区、2,146一部事務組合)の黒字額は1,095億円で、前年度(1,032

億円)と比べて63億円増加しており、赤字団体231団体(160市町村、71一

部事務組合)の赤字額は164億円で、前年度(146億円)と比べて、19億円増

加している。

　

赤字団体の赤字額の推移は、

字額649億円は、赤字棚上

げ措置により31年度末で

は142億円に滅少したが、

37年度から再び赤字増加

の傾向に転じ、39年度末

では372億円に達した。そ

の後、経済の順調な伸びによ

第２図にみられるとおり、昭和29年度の赤

　　　　

第３図

　

決算規模(歳出)に対する

　　　　　　　

実質収支の比率の推移
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る一般財源の増加、財政改善措置等に支えられて、赤字額は毎年度減少の傾向

で推移していたものの、昭和45年度においては186億円と、前年度と比べて

23億円赤字が増加しており、39年度以降初めて増加に転じている。

　

決算規模(歳出)に対する実質収支の比率の推移は、第３図にみられるとお

り、昭和41年度以降ほぼ横ばいに推移していたものの、45年度は1.4％で前

年度(1.7%)と比べて0.3%その比率を低めている。

　

イ

　

単年度収支

　

昭和45年度の実質収支から前年度の実質収支を差引いた単年度収支は、

20億円の黒字となっている。

　

これを団体種類別にみると、都道府県では25

億円の赤字で、前年度(20億円の黒字)と比べて、45億円減少し、昭和39年

度以降はじめて赤字に転じている。

　

また、市町村では45億円の黒字で、前

年度(217億円)と比べて172億円減少している。

　

単年度収支に昭和45年度中の基金への積立額(418億円)および地方債繰

上償還額(51億円)を黒字とみなし、基金とりくずし額(382億円)を赤字とみ

なして調整した実質単年度収支は、107億円の黒字で、前年度(521億円)と

比べて414億円減少している。これを団体種類別にみると、都道府県では、

64億円の赤字で、前年度(168億円の黒字)と比べて232億円減少しており、

市町村では、171億円の黒字で、前年度(354億円の黒字)と比べて183億円

減少している。

　

ウ

　

財

　

政

　

再

　

建

　

昭和45年度の実質収支が赤字である161団体(一部事務組合を除く。)のう

ち、37市町村が地方財政再建促進特別措置法による財政再建団体として計

画的な財政運営により赤字解消を図っている。

　

財政再建団体数の推移は、第４図にみられるとおり、昭和29年度の赤字

団体のうち財政再建団体となったものは588団体(18府I県、570市町村)で

あったが、その後財政再建は順調に進み、45年度末までにはすべての

団体が財政再建を完了している。一方、昭和30年度以降の赤字団体で地方

財政再建促進特別措置法の規定に基づき財政再建を行なうものは、当初８

団体であり、34年度、35年度において大幅に増加したが、その後漸減し。
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45年度末においては37団体となっている。

　　　　　　　　　

第４図

　

財政再建団体数の推移
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（注）全適団体とは、昭和29年度の赤字団体で財政再建債を発行して再建を行なうものをいい、一迫

　　

団体とは昭和29年度の赤字団体で財政再建債を兇行しないで再建を行なうものをいう。

（4）財

　

政

　

構

　

造

　

ア

　

歳

　　

入

　

昭和45年度の歳入純計決算額は10兆1,040億円で、前年度(８兆3,052 m

円)と比べると１兆7,988億円、21.7%増加している。歳入決算額の構成比は、

地方税が37.1%で最も高く、国庫支出金(20.7 %-)、地方交付税(17.8％)、地

　　　　　　　　　　　　

歳入決算額の構成比の推移

区 分
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（注）国庫支出金には、交通安全対策特別交付金、国有捉供施設等所在市町村助成交付金を含む。
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方債(6.4％)がこれに次いでいる。

　

昭和40年度以降における歳入決算額構成比の推移をみると次のとおりで

ある。地方税は、昭和40年度、41年度においては景気の沈滞に起因して、そ

の構成比は低くなっていたが、42年度からは経済の好況等を反映して徐々に

その比率を高めてきた。しかし、昭和45年度においては、法人課税の増徴

に伴う住民税法人税割の増収があったにもかかわらず、歳入総額の増加串に

は及ばなかったため、その構成比は、44年度のそれを0.1％下回る37.1%と

なっている。

　

地方交付税は、昭和41年度においてはその構成比が15.0％であったが、

その後、交付税率の改定、国税三税の順調な伸びもあってその比率を高めて

きた。昭和45年度においては、年度前半における経済の拡大等により法人

税収が伸びたこともあって、構成比は44年度のそれを0.2％上回る17.8%

となっている。

　

国庫支出金は、昭和40年度から42年度までの間は24％前後で推移して

きたが、43年度以降は低下の傾向を示し、45年度においては20.7％となっ

ている。

　

地方債は、昭和40年度、41年度において市町村民税臨時減税補てん債の発

行、公共事業関連の地方債の増額発行等により７％台となったほかは、５％

台で推移してきたが、45年度においては過疎対策事業債等が新設されたこと

およびいわゆる水田取得にかかる地方債が新たに措置されたこともあって

6.4%となっている。

　

以上のような結果、一般財源総額の構成比は昭和40年度の52.3%から41

年度の51.2 %に低下したが、42年度以降は徐々にその比率を高めてきてお

り、45年度においては44年度の55.9%を0.1％上回る56.0%となっている。

　

第５図は、国と地方の歳入決算額について昭和40年度以降各年度の増減

率を示したものである。国の歳入の増減率は相当の変動をみせているのに対

し、地方の歳入は変動の幅が小さい。

　

地方の歳入を構成する主なものについて、増減率の状況を示しだのが第６

図である。
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第６図

　

国税および地方の主な歳入の対前

　　　

第５図

　　　　

年度増減率の状況
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す係数で、各年皮の増減率について
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地方税は国税と比較して変動の幅は小さく、経済が好況であった昭和43

年度、44年度においては国税の増加率に比べて低くなっており、景気の変

動に対しては国税より弾力性を欠いている。他面、地方交付税は、国税三税

にリンクされているため、その増減率の変動の幅は地方税より大きいものに

なっている。

　

イ

　

歳

　　　

出

　

昭和45年度の歳出純計決算額は９兆8,149億円で、前年度(８兆339億円)

と比べると１兆7,810億円、22.2%増加している。

　

地方公共団体の経費は、その行政目的によって、議会・総務費、民生費、

衛生費、労働費、農林水産一商工費、土木費、警察・消防費、教育費に大別

することができる。次に掲げる表は最近における地方経費の目的別構成の推

移を示したものである。
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地方公共団体の経費のうち最大の比率を占めているのは、土木費(昭和45

年度25.2 %)である。次いで教育費、農林水産・商工費、議会・総務費、民

生費の比率が大きい。最近における推移をみると、昭和44年度までは教育

費が最大の比率を占めていたが、地方公共団体が住民の要望に応えて立ち遅

れた社会資本を充実するため、道路・橋りよう、住宅、街路等の整備充実に

積極的に取り組んだことを反映して土木費の比率が高まり、45年度におい
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ては土木費が教育費に代って最大

　　

第７図

の比率を占めるようになってい

る｡このほか、民生費も児童福祉、（tJ

老人福祉等の充実が図られたこと

もあってその比率を高めており、

　　　

40

教育費は昭和44年度までは比率

　　

30

が低下していたが、45年度におい

ては人口急増地域における学校施

設の整備等の建設事業費の伸びが

大きかったこともあってその比率

を高めている。反面、議会・総務

歳出決算額に占める義務的経費

と投資的経費の比率の推移

二二一二一二

普通建設事業費

40

　

41

41.7

37.2
34.6
32.7

44

　

45(年度)

費、労働費はその比率が低下しており、昭和44年度まで比率を高める傾向

にあった農林水産・商工費も45年度ではその比率が低下している。

　

第７図は、義務的経費と投資的経費の構成比の推移を示したものである。

義務的経費はその支出が義務づけられている経費であり、人件費のほか、生

活保護等の扶助費および地方債の元利償還のための公債費からなっている。

投資的経費は直接資本形成に向けられる経費であり、道路、小・中学校校

舎、公営住宅等の建設に要する普通建設事業費、災害復旧事業費および失業

対策事業費からなっている。

　

義務的経費は、昭和45年度において歳出総額の41.7%を占めているが、

前年度に対する増加率は19.7%で歳出総額の増加率を2.5%下回っており、

歳出総額に占める比率は、40年度から年々低下の傾向にある。

　

これは、

義務的経費のうち最大のウェイトを占めている人件費の歳出総額に占める比

率(昭和45年度32,7 %)が年々低下していることによるものである。　しか

し、人件費の増加率は歳出総額の増加率を下回っているものの、毎年度その

増加率が大きくなっている。

　

投資的経費の歳出総額に占める比率は、昭和45年度においては37.2 ?'oと

44年度(36.2%)を1.0％上回っており、44年度までの横ばい傾向から少し上

向いている。その中にあって、地方公共団体が道路、住宅、学校施設等の建
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設に努めたことを反映して、普通

　　

第８図

建設事業費が年々比率を高めてき

ており、昭和45年度においては

34.6 %と人件費に代って、歳出総

額の中で最大の比率を占めるよう

になったことが注目される。

　

民間の設備投資と、政府による

資本形成の実績をみると、第８図

にみられるとおり、民間の設備投

資は急速な伸びを示しており、社

会資本整備の相対的な立ち遅れが

目立っている。

　

このような社会資本の整備の立

ち遅れをとりもどし、住民のため

に住みよい生活の場を整備し、豊

(兆円)
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と地方）

40

　

41

　

42

　

43

　

44

　

45（年度）

かな地域社会を建設していくため、地方公共団体は、過疎・過密、交通、公

害等の諸施策の実施をはじめとして、道路、下水道、清掃施設などの各種の

生活関連施設の整備充実に努めてきている。その結果、地方公共団体の財政

構造面においても、行政目的別には土木費、民生費の比率が高まり、性質

別には普通建設事業費の比率が高まる等若干の変化をみせている。

　

ウ

　

一般財源の充当状況

　

昭和45年度の一般財源は５兆6,576億円で、前年度(４兆6,441億円)と比

べると１兆135億円、21.8%増加している。

　

一般財源の各経費に対する充当状況についてみると、総額の48.0 %(前年

度48.3 %)にあたる２兆7,125億円が義務的経費に充当されており、その

内訳は、人件費２兆3,168億円(一般財源総額に占める比率41.0 %)、扶助費

1,096億円(1.9 %)、公債費2,861億円(5.1 %)となっている。一方、投資

的経費には26.6 %(前年度25.5 %)にあたる１兆5,072億円が充当されてお

り、その内訳は普通建設事業費１兆4,465億円(一般財源総額に占める比率
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第９図

　

一般財源充当額構成比(性質別)の推移
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‘一翌年度への繰越

-その他の経費

１．１災害復旧事業費

-および失業対策

　　

事業費

一普通建設事業費

45（年度）

25.6%)、災害復旧事業費117億円(0.2％)、失業対策事業費489億円(0.9 %)

となっている。

　

前年度に対する増加状況をみると、給与改定の幅が大幅なものであったた

め、一般財源増加額の39.3%が人件費に充当され、前年度(32.9 %-)を大き

く上回っているのが注目される。次いで、普通建設事業費が31.7 % (前年度

30.1%)となっており、この両者で一般財源増加額全体の71.0％を占めてい

る。

　

一般財源の性質別経費への充当額構成比の昭和40年度以降における推移

をみると、第９図にみられるとおり、人件費、災害復旧事業費および失業対

策事業費への充当の比率は低下する傾向にあり、普通建設事業費への充当の

比率は高まる傾向にある。

（５）人口急増市町村および過疎市町村の財政状況

　

地方財政の一般的な状況は、以上にみたとおりであるが、最近における人

口と産業の不均衡な都市集中により、過密・過疎現象が顕著となっているこ

とに伴い、市町村財政がいかなる影響を受けているかという観点から、さら

に、人口急増市町村および過疎市町村の財政状況についてみると、次のとお
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りである。
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注(1ト人口急増市町村とは、当該団体の昭和45年の国勢調査人口が、40年の国勢調

　　

査人口と比べて10％以上増加している378市町村(３特別区を含むj。)を、過疎

　　

市町村とは、46年４月30日現在、過疎地域対策緊急措置法に基づき過疎地域

　　

の市町村として公示されている1,049市町村を、一般市町村とは、全国市町村

　　

(特別区、一部事務組合を含む｡)から、人口急増市町村および過疎市町村を=除い

　　

た市町村をいうものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

尚

　

(2)文中および図中に用いた数値は、注(1)り要件に該当する市町村ごとﾉに昭和45

　　

年度の決算額および公共施設の状況を集計したものによっている。なお、人口１

　　

人当たり額は、45年の国勢調査人口を用いて計算七だものである。レ

　

ア歳

　　

入

　　　　　　　　

ト

　　　　

。、

　　　

＝

　

人口急増市町村、一般市町村および過疎市町村におけるj歳入決算額の状況

を人口１人当たり額でみると、大人白急増市町村は41,900円、ﾆｰ般市町村は

43,200円、過疎市町村は54,000円となっている。

　

その内訳では、所得水準

の状況等を反映して、地方税収入額において著しい格差のあることが注目さ

れる。すなわち、人口急増市町村における地方税収入額は16,900円と最も高

く、次いで一般市町村14,000円となっている。過疎市町村は6,600円で、その

額は＝般市町村の２分の１以下となっている。このよ引こ、人口１人当たり額

でみると、地方税収入額では、過疎市町村が最も小さい額とならているが、一

般的に行政執行に要する経費は、人口が少ない市町村ほど割高となる実情を

　

第10図

　

人口急増市町村等の歳入決算額の構成比

　　

勘案して、これに応じた

人口急増市町村

　

41,900円

　

(100.0％)

一般市町村

　

43,200円

　

(100.0％)

過疎市町村

　

54,000円

　

(100､o％)
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財源措置が講じられてい

ることもあって、歳入総

額では過疎市町村が最も

大きい額となっ七いる。

　

第10図は、人口急増市

町村、一般市町村および

過疎市町村における歳入

の構成比を示したもめで

ある。地方税の歳入総額

に占める比率は、人口急

その他231

　　　　　　　

22.5

　

都道府吼

　　　　

4.2-レ

　　　　　　　

5.

‥

韻葵
‥。1

　　

‥‥‥‥‥12 7
【響声り1今，‘s

　　　

ご琵丿宍

　

’

地方債11’t

　　　　　　　

゛

地方交寸税'>1 K≫≪≫≪19.0

地方税4･0.4

　　　　　　　　

32.4

　　　　　　　

15.8

　　　

畷

　　

10.

:･:･:･:･:･:･:･:･:･:Ill

●●●●丿●●・●
●●●●●●・●●●‥‥‥‥‥1a

　　　　　　　

40.1

　　　　　　　

12.



増市町村が40.4%、一般市町村が32.4%であるのに対し、過疎市町村は12.2

％にとどまっている。一方、地方税とともに一般財源の主柱である地方交付

税の比率は、人口急増市町村9.8%、一般市町村19.0％、過疎市町村40.1 %

と、地方税とは逆に過疎市町村における比率が大きくなっている。

　

この結

果、地方税と地方交付税を合わせた比率は、三者ほぼ同じとなっている。

　

国庫支出金については、人口急増市町村における比率が10.2%、過疎市町

村における比率が11.1%と、一般市町村(12.7 %)と比べて、ともに低くなっ

ている。

　

地方債については、人口急増市町村において、小・中学校の用地取得費をは

じめ、人口の急増に伴い必要となる各種建設事業の財源として多額の地方債

が起こされていることを反映して、その比率は11.6%と、一般市町村(8.3 %)

を大きく上回っている。また、昭和45年度に過疎対策事業債が新設されたこ

とにより、過疎市町村における比率も10.0％と、一般市町村を上回るものと

なっている。なお、過疎市町村において都道府県支出金の比率が大きいのは、

過疎市町村が主として農山漁村であることにより、土地改良事業や林道整備

事業等、農林水産関係の普通建設事業に対する間接補助金が多いためである。

　

イ

　

歳

　　　

出

　

人口急増市町村、一般市町村および過疎市町村における歳出決算額の状況

　　　　　　

第11図

　

人口急増市町村等の目的別歳出決算額の構成比
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を人口１人当たり額でみると、人口急増市町村は40,400円、一般市町村は

41,800円、過疎市町村は52,400円となっている。

　

歳出の目的別内訳は、第11図にみられるとおり、地域の特殊事情を反映

して、人口急増市町村、過疎市町村ともに、それぞれ特色のあるものとなっ。

ている。

　

人口急増市町村にあっては、一般市町村と比べて、土木費、教育費、衛生

費の比率が高いのが目立っている。これは、人口の急激な増加、進展する都

市化に対応して、良好な環境をもった市街地を整備するための都市計画事業、

小中学校の施設整備、し尿やごみの処理に対して多額の支出を迫られている

ことを示すものである。

　

一方、過疎市町村にあっては、農林水産業費が17.9%と、一般市町村(6.7%)

と比べて約2.7倍と高い比率を示している。これは、過疎市町村が主として

農山漁村であるため、産業振興の重点が農林水産業に置かれていることによ

るものである。民生費、衛生費は、一般市町村と比べて、その比率が小さく

なっている。

　

性質別歳出の状況は、第12図のとおりであるが、人口急増市町村における

普通建設事業費が40.3%と高い比率になっているのが注目される。

　　　　　　

第12図

　

人口急増市町村等の性質別歳出決算額の構成比
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ウ

　

建設投資と公共施設の状況

　

第13図は、人口急増市町村、一般市町村および過疎市町村における普通

建設事業費の目的別内訳を、人口１人当たり額で示したものである。

　

人口急増市町村にあって、人口１人当たり額が最も大きいのは小･中学校費

(4,700円）で、その額は、一般市町村(2,500円）の約1.9倍となっている。

　

また、普通建設事業費総額に占める比率も29.1%と、一般市町村の17.0％

を大きく上回っている。これは、児童･生徒の急激な増加に対処するため、小･

中学校の新増改築が急

速に進められているこ

とによるものである。

なお、人口急増市町村

立小・中学校の整備状

況をみると、昭和46年

5月1日現在の小・中学

第13図

　

人口急増市町村等の目的別普通建設事

　　　　　

業費の状況(人口１人当たり額の対比)

｢葺石フ

｢蔀Ｔ評‾司

校5,266校のうち、校舎「不７苧厚別

面積が必要面積に達し

ていないものは、2,245

　

匯囮匯至」

校と、全体の42.6%を

占めており、この率は

全国市町村の平均33.8

％を上回っている。

　

次いで大きいのは都

匹７‾司

6,400円
(32.8%)

5,600円(34.1%)
5,600円(36.8%)

5,500円く27.5%)

人口急増市町村

　

（注）（

　

）伶きの散は、それぞれの市町村の坏通硬設
一般市町村

匹

　　

小業費総額にl’iめる構成比である。
過疎市町村

市計画費の3,100円（普通建設事業費総額に占める比率19.0 %)であるが、こ

れも、一般市町村の2,400円(16.3 %)を上回る額となっている。これは、人

口急増市町村において、人口や産業の集中によってひき起こされた都市環

境の悪化、都市郊外部の無秩序なスプロール化等の問題に対処するため、街

路・都市公園等の整備、土地区画整理事業等に対する支出が多いことを示す

ものである。

　

道路橋りよう費(2,300円）もかなりの額でにのぼっているが、一般市町村
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2,300円(14.1%)

　

‥‥‥‥‥‥‥‥2,600円(17.8%)
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3,100円(15.6%)
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(2,600円)や過疎市町村と比べると相対的に小さくなっている。また、普通

建設事業費総額に占める比率も、人口急増市町村は、14.1%と、一般市町村

(17.8 %)、過疎市町村(22.5 %)を下回っており、人口急増市町村において

は、道路、橋りょうの整備よりも小・中学校の整備等緊急を要する事業に

ウェイトが置かれていることを示している。

　

なお、人口急増市町村における道路の整備状況をみると、改良率は23.0%、

舗装率は18.3%と、全国市町村の平均(15.7%、9.8%)を上回っているが、

公共施設の現況で述べるように、一般国道や都道府県道と比べて、その整備

水準は極めて低いものとなっている。

　

また、人口急増市町村にあっては、普通建設事業費の27.4 % (全国市町村

の平均19.8 %)に相当する4,500円が用地取得のために支出されているのが

注目される。これら地域における地価の上昇が著しいこと等によるものであ

るが、このような用地費の増こうがこれら事業の円滑な実施にとって大きな

隆路となっている。

　

一方、過疎市町村においては、農林水産業費が6,400円(32.8 %)と最も大

きい額となっており、その額は、一般市町村の1,800円(12.1 %)の約3.6倍

となっている。なかでも、農道整備を中心とした農業基盤整備事業、林道整

備事業のウェイトが大きいものとなっている。

　

また、道路橋りょう費は4,400円と、一般市町村、人口急増市町村を大き

く上回る額となっており、普通建設事業費総額に占める比率も22.5%と他の

２者を上回っている。これは、過疎市町村における道路の整備状況が、改良

率で8.6％、舗装率で2.5%と、全国市町村の平均を著しく下回っているこ

ともあって、過疎市町村において道路の整備が緊急課題とされていることに

よるものである。

　

小・中学校費も3,100円(15.6％)と、一般市町村を上回る額となってい

るが、これは、過疎市町村において危険校舎の改築、学校の統廃合が進めら

れていることによるものである。なお、過疎市町村立小学校の危険校舎面積

は、総面積の14.8%と、全国市町村の平均10.8％を上回っている。
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住民負担の動向

　

昭和45年度における地方歳入の状況、国民の租税負担の状況、租税の配

分状況により、住民は経費をどのように負担しているかをみると、次のとお

･りである。

（１）歳入の概況

　

昭和45年度の歳入決算額（10兆1,040億円）の構成比についてみると、地

方税は37.1%で、45年度後半に至って景気がかなり鎮静化してきたこと、

前年度に引き続き減税等が行なわれたこともあって前年度と比べて0.1％

j低下し、地方交付税は年度前半における経済の拡大等により法人税収が伸び

たこともあって、17.8%と前年度に比べて0.2％高くなっている。国庫支出金

･は、財政面から景気を刺激することのないようにとの配慮もあって予算計上

が抑制されたこと、また、前年度まで国庫支出金として支出されていた市町村

民税臨時減税補てん債元利補給金が、昭和45年度においては地方交付税に

より措置されたこと等もあって20.6％と前年度(21.8 %)に引き続きその比

率は低くなっている。地方債は、過疎対策事業債等が新設されたこと、義務教

育施設整備のための地方債等が充実されたこと、また、いわゆる水田取得

にかかる地方債が新たに措置されたことなどもあって6.4%となり、前年度
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(5.3 %)と比べて1.1％その比率を高めている。

　

これらの結果、一般財源の比率は56.0%となり、前年度(55.9%)と比べ

て0.1％高くなっている。

　

歳入総額の増加率は21.7 %で、前年度(19.3％)を上回る伸びを示してい

る。歳入の主なものについて増加の状況をみると、地方交付税は、23.1％と

前年度のそれ(29.8%)を下回ったものの、歳入総額の伸びを上回っており、

地方債も46.8 %(前年度18.7 %)と歳入総額の伸びを大きく上回っている。

一方、地方税は、21.4%と前年度(19.8%)を上回ったものの、歳入総額の伸

びには及ばず、また、国庫支出金も14.9 %(前年度12.8 %)と前年度に引き

続き歳入総額の伸びを大幅に下回っている。

(２)地

　　

方

　　

税

　

ア租税負担率

　

国、地方を通じて行政遂行のための経費の約80％は租税によってまかな

われている。昭和45年度において租税として徴収された額は11兆5,261億

円で、前年度(９兆5,456億円)と比べると１兆9,805億円、20.7%増加して

いる。

　

これを国税と地方税に分けてみると、国税７兆7,754億円、地方税３兆

7,507億円で、前年度と比べるjと国税１兆3,200億円、20.4%、地方税6,605

億円、21.4%それぞれ増加している。

　

国民所得に対す芯租税負担の割合である租税負担率の推移をみると、大幅

減税が実施された昭和41年度は17.8%と低くなったが、その後は毎年度高

くなっており、45年度においては19.5％(前年度19.1％)と、30年代後半

とおおむね同程度になっている。

　

このうち地方税の租税負担率は6.4％で、

同様に昭和41年度(5.8％)以降毎年度高くなっている。

　

租税負担の軽重は、国によって歳出の内容、１人当たり国民所得水準、１

人当たり個人保有資産の水準等に差異があって、一概にはいえないが、昭和

40年度以降のわが国と諸外国の租税負担率についてみると、イギリスの3&

％前後、アメリカの28％前後、イタリア･の24％前後のいずれと比べても。
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わが国の租税負担率は低く、これら諸外国の２分の１から４分の３程度の負

担率となっている。

　

イ

　

租税の配分

　

昭和45年度における国と地方公共団体の主な税目ごとの状況は、第14図

にみられるとおりである。

　

わが国の租税体系の特徴は、所得税、法人税、住民税、事業税、固定資産

税等の直接税を基幹とし、酒税、物品税、たばこ消費税等の個別消費税を中

心とする間接税等でこれを補完していることにある。

　

租税総額に占める直接税と間接税等の比率の推移をみると、直接税は所得

税、住民税を中心として減税が行なわれているものの、年々その比率が高

まっており、昭和45年度では70.0％となっている。

　

直接税と間接税等の比率について、諸外国と比較すると、アメリカは圧倒

的に直接税の比率が高く、イギリスはわが国にほぼ近い姿を示しているが、

イタリア、フラｙス、西ドイツ等のヨーロッパ諸国は、租税体系のなかで取

引高税または付加価値税のような一般売上税が大きいため、いずれも相対的

に間接税等の比率が高い。

　

また、昭和45年度における地方税について、直接税と間接税等の比率をみ

　　　　　　　　　　

第14図

　

国税と地方税の状況
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ると、道府県民税、市町村民税、固定資産税等の直接税の比率は78.3%となっ

ており、たばこ消費税、軽油引取税等の間接税等は21.7%となって1ヽる。

　

租税総額に占める国税と地方税の比率は、国税67.5%、地方税32.5%であ

り、昭和40年代においては、その比率にほとんど変化はみられない。

　

しか

し、租税総額の最終的な配分は、国では、国税として徴収した額の２分の１

以上を地方交付税、地方譲与税、国庫支出金等として地方公共団体に交付し

ているが、一方、地方公共団体は、国の直轄事業に対する負担金を国に納付

している。

　

このような関係を調整した昭和45年度の国と地方との間の租税

の実質的配分状況をみると、その比率は租税総額に占める国税と地方税の比

率とは逆に、国33.9%、地方公共団体66.1 % (44年度国33.3%、地方公共

団体66.7 %)となっている。

　

ウ

　

地方税の内容

　　

(ア)収

　

入

　

状

　

況

　

地方税の収入額は３兆7,507億円で、前年度(３兆902億円)と比べると

6,605億円、21.4%増加しており、徴収率も96.5%で、地方公共団体の徴税

努力、納税者の協力等を反映して前年度(96,3%)を上回っている。

　

地方税総額に占める道府県税と市町村税との比率は、道府県税56.3%、市

町村税43.7%となっており、･年々わずかながら道府県税の比率が高くなって

きている。この比率の推移をみると、昭和30年代においては、38年度まで

は市町村税の占める比率が高かったが、39年度以降は道府県税の比率が高

くなっている。このよ引こ道府県税の比率が高くなっているのは、道府県税

においては、その主柱となっている事業税と道府県民税が、経済の高度成長

を反映して大きく伸びているほか、自動車の普及を反映して自動車税、軽油

引取税が大きく伸びたこと、また、昭和43年度に自動車取得税が新設された

こと等の事情があるのに対し、市町村民税と固定資産税がその大部分を占め

ている市町村税においては、市町村民税が順調な伸びを示しているものの、

いま一つの主要税目である固定資産税は、土地について39年および45年の

２回にわたり全面的な評価替えが行なわれたが、これに伴う税負担の激変を

緩和するための負担調整措置がとられていること等の影響もあって著しい伸
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びがみられず、結局、市町村税全体としての伸びが道府県税のそれより低く

なっていることによるものである。

　

地方税収入額のうちその大宗をなす住民税および事業税についてその増加

状況をみると、法人住民税については、法人課税の増徴に伴う増収があった

こと等も影響して、その増加率は27.1%と前年度(25.9%)を1.2％上回った

が、法人事業税の増加率は24.6%と前年度(26.2%)を1.6%下回っている。

　

なお、法人住民税、法人事業税は、いずれも地方税総額の増加率(21.4 %)

を上回っており、また、地方税総額に占める比率も35.5 %と前年度(34.4%)を

1.1%上回っている。

　

つぎに、個人住民税、個人事業税はそれぞれ24.8%、21.5%増加しており、

両税とも減税等があったものの、個人所得の伸びが高かった昭和44年中の

所得を課税標準としていることおよび個人住民税については、前年度に特別

徴収方法の改正が行なわれて45年度に徴収繰越が行なわれたため前年度の

伸びが低かったこと等もあって、前年度の伸びを大幅に上回り、地方税総額

10

2，

第15図

　

道府県税収入額の状況
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に占める比率も20.2%と前年度

(19.7％)より高くなっている。

　

なお、昭和45年度の個人住民税

の課税最低限(夫婦、子２人の給

与所得者の場合)は、44年度の

555,481円と比べて、約85,000円

(15.4%)引き上げられて640,940

円とされ、住民負担の軽減が図ら

れている。

　　　

ａ

　

道府県税の収入状況

　

道府県税の収入額は２兆1,111

億円で、前年度(１兆7,276億円)

と比べると3,835億円、22.2%増

加している。

　

道府県税の税目別内訳は第15
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図のとおりであり、税目別構成比では事業税が45.9%と最も高い比率を;占

め、道府県民税(19.4 %)、自動車税(8.1％)、軽油引取税(6.8％)がこれに次

いでいる。

　

主な税目の増減状況をみると、普通税では、道府県民税および事業税は法

人分が年度後半からの景気鎮静化の影響を受けたこと等もあって前年度の伸

びを若干下回ったが、個人分は、個人所得の伸びが高かった昭和44年中の

所得を課税標準としていることおよび個人住民税については、特別徴収方法

の改正が行なわれたため前年度の伸び率が低かったという事情もあって、45

年度では住民税26.1 %(前年度8.1％)、事業税21.5% (13.6%)とそれぞれ前

年度を大幅に上回っている。また不動産取得税38.1% (20.3%)、娯楽施設利

用税28.8% (17.4^)も前年度を大幅に上回り、この結果、普通税全体として

は前年度(21.7 %)を1.9％上回る伸びとなっている。

　

また、目的税は自動車取得税(7.1％、前年度65.2 %)、軽油引取税(13.9%、

２
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第16図

　

市町村税収入額の状況
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前年度16.7%)の伸びが低かうだため、

その増加率は11.4%と前年度(80.4％)

を大幅に下回っている。

　

これらの結果、道府県税全体では前年

度の増加率(22.6 %)を若干下回る22.2

％となっている。

　　　

ｂ

　

市町村税の収入状況

　

市町村税の収入額は１兆6,395億円

で、前年度(１兆3,626億円)と比べると

2,769億円、20.3%増加している。

　

市町村税の税目別内訳は第16図のと

おりである。税目別構成比では市町村民

税が43.1%と最も高い比率を占め、固

定資産税35.2%がこれに次いでおり、

両税で市町村税総額の78.3%を占めて

いる。
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主な税目の増減状況をみると、個人の市町村民税については、個人の道府

県民税と同様の理由により、その増加率は24.0%と前年度(10.3％)を大幅

に上回っている。また、法人の市町村民税は法人課税の増徴に伴う道府県民税

法人税割の増収分を市町村民税の法人税割に帰属させるという措置がとられ

たこともあって、28.7%と前年度(25.8%)を上回る増加率となり、市町村民

税全体でも25.7%と前年度の増加率(15.5 %)を大幅に上回っている。さら

に、固定資産税も17.2%と前年度(16.1 %)の伸びを上回ったが、これは、

土地について昭和45年度の評価替に伴い、負担調整率の改正が行なわれた

こともあって、土地にかかる固定資産税が伸びたことによるものである。

　

これらの結果、市町村税全体では前年度の増加率(16.3 %)を上回る20.3 %

となっている。

　　

(イ)法定外普通税

　

法定外普通税の収入額は18億円で、前年度(15億円)と比べると３億円、

20.0％増加している。道府県における法定外普通税は、まゆ引取税(岐阜県)、

文化観光税(奈良県)で、その収入額は6,000万円である。

　

市町村における法定外普通税は、犬税(34団体)、商品切手発行税(12団

体)、林産物移輸出税(７団体)、広告税(７団体)、その他(６団体)で、その

収入額は17億9,000万円である。

　　

(ウ)超

　

過

　

課

　

税

　

超過栗

前年度(295億円)と比べると34億円、11.5%減少しており、市町村税収入

額に占める比率は1.6%となっている。

　

超過課税を実施している市町村は、市町村民税所得割では全市町村の17.7

％に当たる577団体(前年度899団体)、法人税割では44.8%に当たる1,471

団体(1,581団体)、固定資産税では27.0%に当たる886団体(968団体)であ

り、年々減少している。とくに、市町村民税所得割については、昭和44年

度から３年度間で超過課税の解消合理化を積極的に進めるよう指導が行なわ

れていることもあって、45年度においては830の市町村が税率の引き下げ

を行なった。
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（３）地方譲与税、地方交付税

　

国税として徴収されたうえ、地方公共団体の一般財源として、国から譲与

または交付される地方譲与税および地方交付税の状況は次のとおりである。

　

ア地方譲与税

　

地方譲与税には、道路経費の財源として都道府県および大都市に譲与され

る地方道路譲与税および石油ガス譲与税と開港所在市町村に譲与される特別

とん譲与税がある。

　

地方譲与税の決算額は1,087億円(地方道路譲与税902億円、石油ガス譲

与税122億円、特別とん譲与税63億円)で前年度(931億円)と比べると156

億円、16.8%増加している。

　

イ

　

地方交付税

　

地方交付税は、すべての地方公共団体が自主的にその財産を管理し、事務

を処理し、および行政を執行する権能をそこなわずに、その財源の均衡化を

図り、地方行政の計画的な運営を保障することによって、地方自治の本旨の

実現に資するため国税三税(所得税、法人税、酒税)の一定割合(昭和45年度

32％)の額を国が地方公共団体に交付する税である。

　

地方交付税の決算額は１兆7,982億円で、前年度(１兆4,608億円)と比べ

ると3,374億円、23.1%増加している。

　

地方交付税の収入状況を団体種類別にみると、道府県9,632億円(前年度

8,299億円の16.1%増)、市町村8,351億円(6,309億円の32.4%増)となって

おり、前年度に引き続き過疎･過密対策等を中心として市町村に重点的に配分

されている(道府県対市町村の配分割合は、昭和44年度56.8対43.2、45年度

53.6対46.4)。さらに、市町村を団体種類別にみると、大都市586億円(399

億円の47.0%増)、都市3,244億円(2,409億円の34.7%増)、町村4,521億円

(3,501億円の29.1%増)となっている。

　

なお、これ以外に昭和45年度限りの特別措置として沖繩に対し特別交付

税30億円が交付されている。

　

地方交付税の交付状況をみると、普通交付税の不交付団体は、都道府県で
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は、東京都、神奈川県、愛知県および大阪府の４団体で前年度と変らないが、

市町村では前年度の70団体から58団体に滅少している。

　

地方交付税による地方公共団体間の財源調整の状況を、昭和45年度におけ

る歳入総額に占める地方税、地方交付税等の一般財源の比率でみると、第17

図のとおりで、財政力、団体の規模にかかわらず、歳入総額に占める一般財源

の比率には大きな差異はみられないが、都市および町村については、規模の小

さい団体ほど地方税の比率が低く、地方交付税の比率が高くなる傾向を示し

ている。

（４）国・県支出金

　

ア

　

国庫支出金

　　

(ア)'収

　

入

　

状

　

況

　

国庫支出金は、国と地方公共団体の経費の負担区分に基づき国が地方公共

団体に対して支出する負担金、委託費、奨励的補助金等である。

　

国庫支出金の決算額は２兆808億円で、前年度(１兆8,108億円)と比べる

と2,700億円、14.9%増加している。

　

国庫支出金の内訳は、普通建設事業にかかるものが43.5%と最も高い比

率を占め、義務教育(23.0％)、生活保護(10.6％)にかかるものがこれに次い

でおり、これらで国庫支出金総額の77.1%を占めている。

　

国庫支出金の内訳を前年度と比べると、児童福祉対策、老人福祉対策が前

年度に引き続き重点的に行なわれたこともあって、児童保護費負担金(対前

年度増加率30.6 %)、老人保護費負担金(27.9 %)が大きい伸びを示し、また、

生活保護費負担金もそのうちの約60％を占める医療扶助補助金が、単価の

改定、診療報酬改定の平年度化により増加したこと等もあって20.5%と前年

度の伸び(11.3 %)を上回り、さらに国庫支出金の中でウェイトの高い普通建

設事業支出金は立ち遅れた社会資本の整備を推進するという要請をりけて

18.6％(前年度12.3 %)、義務教育費負担金は給与改善措置が講じられた

こと等により18.4% (14.3%)とそれぞれ前年度の伸びを上回っている。反

面、前年度まで国庫支出金として支出されていた市町村民税臨時滅税補てん
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債元利補給金が地方交付税により措置されることとなったため、財政補給金

が前年度と比べて83.5％の減少となったこと等もあって、国庫支出金総額の

伸びは前年度(12.8%)を2.1%上回る14.9%にとどまっている。

　

国庫支出金の内訳を団体種類別にみると、都道府県では普通建設事業にか

かるものが43.9%と最も高い比率を占め、義務教育にかかるもの(30.4 %)

がこれに次いでいる。市町村では普通建設事業にかかるものが42.3%と最

も高い比率を占め、生活保護にかかるもの(28.6 %)がこれに次いでいる。

　　

(イ)補助金の整理統合等

　

昭和45年度においては、前年度に引き続き財政資金の効率的使用を図る

見地から、非効率的な補助金の廃止等、補助金の整理統合が行なわれた。そ

の内訳は、新設された補助金が82件、210億円、廃止された補助金が47件、

62億円、補助率等が変更されたものが53件(うち終期の設定されたもの26

件)、そのほか統合されたものが３件(統合前６件)となっている。

　　

(ウ)超過負担の解消

　

国庫補助、負担金の単価、数量および対象範囲の不合理に起因する地方公

共団体の超過負担については、事業費ベースで昭和41年度331億円、42年

度266億円、43年度320億円、44年度312億円の解消措置が講じられ

ているが、さらに45年度においても42年度調査による公営住宅建設費補

助金、公立文教施設費補助金等の６項目、271億円、43年度調査による保

育所措置費補助金等の４項目、85億円、その他収容施設措置費補助金等の

６項目、97億円、合計453億円(事業費ベース)の解消措置が講じられ、地

方財政の改善に寄与している。

　

イ

　

都道府県支出金

　

都道府県支出金は、都道府県が市町村に対して交付する負担金、補助金、

交付金等であり、国庫補助を伴うものと都道府県費のみのものとに分けられ

る。なお、地方財政の純計額においては、都道府県と市町村の間の重複額と

して全額控除される。

　

都道府県支出金の決算額は2,452億円で、前年度(2,236億円)と比べると

216億円、9.7％と前年度の増加率(30.4 %)を大幅に下回っている。これは
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昭和44年度において国庫補助を伴う間接補助金として措置された稲作特別

対策事業費補助金が、45年度においては、地方公共団体を通さずに国から･

直接農家に交付される奨励金となったこと等によるものである。

　

都道府県支出金の内訳をみると、国庫補助を伴うもので都道府県予算を通

じて市町村に支出される間接補助金等が54.0%を占め、都道府県の単独施

策によるものが46.0%となっているが、この比率を前年度(63.8 %対36.2 %)

と比べると、国庫補助を伴うものは前にも述べた理由により9.8％その比率

が低下している。なお、都道府県の単独施策によるものでは、立ち遅れた社

会資本の整備充実を図るという市町村の財政需要を反映して、普通建設事業

に対する支出金の伸びが大きいものとなっている。

　

また、対象事業別では、普通建設事業に対するものが都道府県支出金総額

の55.2%と最も高い比率を占め、災害復旧事業に対するもの(7,1％)がこれ

に次いでいる。

　

なお、都道府県の単独施策による支出金の決算額は1,128億円で、前年度

(810億円)と比べると318億円、39.2%増加している。

　

そのうちの54.9%

(620億円)が普通建設事業に対するものである。

(５)地

　　

方

　　

債

　

地方債は、地方公共団体が特定の事業の費用にあてるために、債券発行ま

たは証書借入れの方法によって資金を借入れることにより負う債務である。

地方債の発行については、許可制度が採られており、赤字比率または公債費

比率が著しく高い団体、地方税の徴収率の低い団体または収益事業の収益金

が著しく多額な団体については、地方債の発行を制限することによって財政

の健全性を確保する措置がとられている。

　

地方債の決算額は6,429億円で、前年度(4,381億円)と比べると2,049億円、

46.8%増加し、前年度の伸び(18.7％)を28.1%上回る大幅な伸びを示して

いる。これは、過疎対策事業債等が新設されたこと、義務教育施設、公営住

宅、清掃施設等の各種公共施設を整備するための地方債の充実が図られたこ

と、また、米の生産調整の一環として、地方債による水田取得を促進する制
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度が新たに導入されたことなどによるものである。

（６）その他の収入

　

ア

　

分担金、負担金

　

分担金は、地方公共団体が行なう事業に関しその費用に充てるため、特に

利益を受ける者から、その受益の限度において地方公共団体が徴収するもの

であり、負担金は、一定の事業について特別の利害関係を有する者から、法

律の根拠に基づきその受益の程度に応じて地方公共団体が賦課徴収するもの

である。

　

分担金、負担金は、同級他団体からのもの、市町村からのもの、市町村分賦

金、その他からなっているが、同級他団体からのもの、市町村からのもの、

市町村分賦金については、地方財政の純計額において、都道府県と市町村

間、同級団体間等の重複額として全額控除される。

　

分担金、負担金の決算額は1,013億円で、前年度(801億円)と比べると212

億円、26.5%増加している。

　

イ

　

使用料、手数料

　

使用料は、地方公共団体の行政財産または公の施設の利用に対して経費の

一部を負担させるために徴収されるものであり、手数料は、特定の者のため

にする当該地方公共団体の事務に要する費用の範囲内で徴収されるもので

ある。

　

使用料、手数料の決算額は2,091億円で、前年度(1,893億円)と比べると

198億円、10.5％増加している。

　

使用料は1,513億円で、前年度(1,357億円)と比べると156億円、11.5％増

加している。その内訳をみると、公営住宅使用料(446億円)と授業料(321億

円)で使用料総額の50.7％を占めている。

　

授業料のうち高等学校授業料は生徒数の減少により昭和42年度以降毎年

度減少しているのに対し、保育所使用料は保育施設の増加等により19.9%

とほぽ前年度と同様の伸びとなっている。
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手数料は578億円で、前年度(536億円)と比べると42億円、7.8％増加し

ている。その内訳をみると、戸籍手数料、自動車運転免許手数料等徴収の根

拠、金額等が国の法令に定められているもの250億円(前年度230億円)、身

分証明、印鑑証明書の交付手数料、入学試験手数料等地方公共団体の条例に

よるもの327億円(306億円)となっている。

　

ウ

　

繰

　　

入

　　

金

　

繰入金は、他会計から受け入れたものおよび年度間の財源の不均衡を調整

するために積立てている財政調整基金、地方債の元利償還費にあてるために

積立てている減債基金等の基金からのとりくずしによるものなどである。

　

繰入金の決算額は1,070億円で、前年度(682億円)と比べると388億円、

56.8%増加している。

　　　　

。

　

繰入金の内訳をみると、基金からのとりくずし額が850億円(前年度506

億円)で最も多く、その額は前年度に引き続き増加しており、繰入金総額の

79.4%(前年度74.2%)を占めている。

　

エ

　

繰

　　

越

　　

金

　

繰越金の決算額は2,716億円で、前年度(2,359億円)と比べると357億円、

15.1%増加している。

　

このうち、前年度からの事業の繰り越しにかかるものば1,284億円で、前

年度(1.118億円)と比べると166億円、14.8%増加しており、純繰越金は

1,432億円で、前年度(1,241億円)と比べると191億円、15.4%増加してい

る。

　

オ

　

その他の収入

　

その他の収入の決算額は１兆215億円で、前年度(8,244億円)と比べると

1,971億円、23.9%増加している。

　

その他の収入の内訳をみると、財産の売却、財産の貸付等の財産収入

1,933億円、競馬、自転車競技、小型自動車競走、モーターボート競走、宝

くじの各事業からの収入である収益事業収入1,551億円、貸付金元利収入

4,396億円、その他の収入2,335億円となっている。
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４

　

地方財政の役割

　

国の財政と地方財政との関係および地方公共団体における主な行政部門別

の経費支出の状況により、地方財政はどのような役割を果たしているかをみ

ると、次のとおりである。

（１）国の財政と地方の財政

　

ア

　

財

　

政

　

規

　

模

　

昭和45年度における国(一般会計と交付税及び譲与税配付金特別会計、公

共事業関係の５特別会計の純計)と地方(普通会計)の純計歳出額は14兆

1,981億円で、前年度と比べると２兆4,554億円、20.9%増加し、国民総支

出の増加率16.4%を大幅に上回っている。

　

この純計歳出額を最終支出者としての国と地方に分けてみると、国は４兆

5,094億円(前年度３兆8,092億円)、地方は９兆6,887億円(前年度７兆9,335

億円)で前年度と比べると国は7,002億円、18.4％、地方は１兆7,552億円、

22.1%それぞれ増加している。この純計歳出額に占める比率は国31.8％(前

年度32.4%)、地方68.2 %(67.6 %)で近年における両者の比率はほぼ１対２

となっている。

　

純計歳出額の国民総支出に対する比率をみると、昭和45年度後半から景

気が鎮静化したため、民間の設備投資の伸びが低かったこともあって19.4%

(国6.2％、地方13.2％)と前年度(18.7％)を0.7%上回っている。この比率

の最近における推移をみると、昭和42年度以降18％台で推移してきたが、

45年度においては41年度と同じ19.4%となっている。

　

昭和45年度における国と地方の純計歳出額の主な内訳をみると、国土保

全および開発関係３兆3,609億円(純計歳出額の23.7 %)、教育関係２兆7,808

億円(19.6%)、社会保障関係２兆6,007億円(18.3%)、農林水産、商工関係

１兆6,475億円(11.6 %)等となっている。
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このうち、第18図にみられるとおり、外交、防衛等のように当然国が行

なう行政は別として、国民生活に関連する公営住宅建設等の住宅費、公衆衛

生、清掃等の衛生費、小・中学校、高等学校等の学校教育費、道路整備、都

市計画、土地改良等の国土開発費、河川海岸等の国土保全費、警察、消防等

の司法警察費については、その大部分が地方公共団体の手を通じて執行され

ている。

　

イ

　

政府の財貨サービス購入

　

政府の財貨サービス購入は、人件費、事務費等のよ引こ民間から財貨およ

びサービスを購入して使用するための支出である経常購入と、公共施設等の

建設、政府企業の設備投資等の有形固定資産を作り出すための支出および政

府企業の在庫品増加である資本支出からなっている。

　

昭和45年度における中央、地方を通じての財貨サービス購入額は12兆

2,189億円(経常購入６兆651億円、資本形成６兆1,538億jエ1)で、前年度と

第18図

　

昭和45年度における国・地方を通ずる純計歳出規模(目的別分類)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[二二二]岡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｙ刀フフフフ1地方

（注）Ｏ　容は、目的別羅費に占める国・地方の割合を示す。
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比べると17.9 %(経常購入19.4%、資本形成16.5 %)増加しており、国民総

支出の増加率(16.4%)を1.5%上回っている。また、この購入額が国民総支

出に占める比率をみると16.7%で、前年度と比べると0.2％高まっている。

　

政府の財貨サービス購入を中央と地方に分けてみると、中央政府(三公社、

公庫、公団等を含む。)分は５兆3,414億円(経常購入41.0％、資本形成59.0%)

で前年度と比べると11.0％(経常購入16.6%、資本形成7.4％)増加してお

り、国民総支出に対する比率は7.3％(経常購入3.0％、資本形成4.3%)と

;なっている。中央政府分の財貨サービス購入額の増加率は、前年度(4.2%)

と比べてかなり大きくなっているが、これは人事院勧告に伴い人件費の伸び

が大きかったこと等により経常購入が増加したこと、道路、住宅等の資本形

成のための支出の伸びが大きかったこと等によるものである。

　

地方政府(公営企業、住宅供給公社を含む。)分は６兆8,775億円(経常購入

56.3%、資本形成43.7%)で、前年度と比べると23.9% (経常購入21.0%、資

丿本形成27.9%)増加している。　地方政府分の増加率も前年度(18.7 %)と比べ

てかなり大きくなっているが、これは、中央政府分と同様に、人件費が伸び

たこと等に伴い経常購入が増加したこと、住宅、道路、学校施設等に対する

建設事業の支出が前年度に引き続いて大きい伸びを示したこと等によるもの

である。

･（２）行政目的別歳出の状況

　

昭和45年度歳出決算額(９兆8,149億円)の目的別構成比をみると、土木費

25.2%と教育費24.9%の両者で歳出総額の50.1％を占め、総務費(9.4 %)、

農林水産業費(8.6 %)、民生費(7.7 %)、衛生費(5.9 %)、商工費(4.2 %)、警

察費(4.1 %)がこれに次いでいる。前年度までは、歳出決算額の目的別構成

｡比の中で教育費が最も高い比率を占めていたが、地方公共団体が道路、住宅

等地域住民の日常生活に直結した公共施設の整備に努めた結果、昭和45年

度においては土木費が教育費を上回り、最も高い比率を占めるに至ってい

る。
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第19図

　

目的別歳出決算額の構成比

吻囲皿蕊回

農林水土木費教育費総務費その他
産業費

　

これらを団体種類別にみると、第19図にみられるとおりで、都道府県、

市町村のいずれにおいても土木費、教育費の比率が高いが、これに次いで都

道府県では農林水産業費、市町村では民生費の比率が相対的に高い。市町村

の歳出決算額の目的別構成比を団体種類別にみると、大都市では、道路、街

路等の生活環境施設等の整備のための土木費の比率が他の団体と比べて極め

て高く、教育費、民生費、総務費、衛生費がこれに次いでいる。都市では、

土木費、教育費、総務費、民生費の比率が高く、町村では都市と異なり、教

育費の比率が最も高く、土木費、総務費、農林水産業費がこれに次いでい

る。

　

これらを前年度と比べると、増加額では土木費5,023億円(歳出増加額に

占める比率28.2 %)と教育費4,535億円(25.5 %)の両者で総増加額の53.7%

を占め、民生費1,658億円(9.3 %)、総務費1,410億円(7.9%)、農林水産業費
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1､275億円(7.2 %)がこれに次いでいる。また、増加率では、民生費(28.0%)、

衛生費(26.9 %)、土木費(25.5 %)、消防費(25.3 %)等が歳出総額の増加率

(22.2 %)を上回っており、総務費(18.0％)、農林水産業費(17.7 %)、労働費

(13.4 %)等は歳出総額の増加率を下回っている。

　

目的別歳出決算額のうち主なものについての昭和40年度からの推移は、

第20図にみられるとおりで、土木費(2.65倍)が最も大きい伸びを示し、商

工費(2.50倍)、民生費(2.46倍)、農林水産業費(2.27倍)が歳出総額の伸び

(2.25倍)を上回っており、衛生費、消防費(2.24倍で同じ。)、警察費(2.20倍)、

教育費(2.12倍)が歳出総額の伸びを下回っている。この５年間に歳出総額

の伸びを上回っている経費の主な細目をみると、土地開発基金に対する繰出

金が著しく増加した上木管理費が5.90倍と最も大きく、ついで老人福祉費

(3.41倍)、保健体育費(3.15倍)、住宅費、児童福祉費(3.11倍で同じ。)、社

会教育費(3.10倍)等住民生活に密着した経費が大きく伸びている。

　

経費の支出状況を行政の目的に従って土木建設(土木費)、教育と文化(教

育費)、産業の振興(農林水産業費、商工費)、民生の安定(民生費、労働費)、

保健衛生と公害防止(衛生費)、警察と消防(警察費、消防費)に分けてみる
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と次のとおりである。

　

ア

　

土

　

木

　

建

　

設

　

地方公共団体において土木行政の占めるウェイトはますます高まってきて

いる。最近の都市化、過疎化の進行、日常生活圏の広域化等の中で、通勤、

通学等地域住民の生活に身近な道路をはじめ住宅、公共下水道等各種公共施

設の整備は急を要しており、今後ますますその促進が望まれている。

　

土木費の決算額は２兆4,744億円で、歳出総額の25.2% (都道府県25.0

％、市町村24.2 %)を占め、前年度(１兆9,720億円)と比べると5,023億円、

25.5%増加している。

　

土木費の目的別内訳は第21図にみられるとおりで、道路橋りようの新設、

改良等の道路橋りよう費(35.8 %)と街路の整備、区画整理等の都市計画費

(22.8 %)の両者で、土木費総額の58.6%を占め、公営住宅の建設等の住宅

費(16.1%)、河川の改修、海岸の保全等の河川海岸費(11.1 %)がこれに次い

ている。

　

これらを前年度と比べると、住宅費が1,194億円、43.0％と最も大きい伸

びを示し、空港費17億円、42.3%、土木管理費507億円、28.8%、道路橋り

よう費1,859億円、26.6%がこれに次いでおり、それぞれ土木費総額の増加

率(25.5 %)を上回っている。住宅費が最も高い伸びを示しているのは、第一

期住宅建設五箇年計画の最終年度に当たり、前年度を上回る住宅戸数が建設
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土木費の目的別内訳
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また、土木費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、道路橋

りよう費の比率(37.7%)が最も高く、河川海岸費(16.9%)、住宅費(16.0％)、

都市計画費(15.4%)がこれに次いでいる。市町村では、道路橋りよう費、都

市計画費がいずれも33.5%の比率を占め、住宅費(15.6％)、土木管理費(11.3

％)がこれに次いでいる。なお、河川改修、海岸保全にかかる事業が主とし

て都道府県において行なわれていることもあって、都道府県の河川海岸費が

市町村の8.7倍となっており、逆に市町村の街路、区画整理の整備等の都市

計画費が都道府県の1.6倍となっている。

　

土木費の性質別内訳は、第22図にみられるとおり、普通建設事業費が、

１兆8,384億円で、土木費総額の74.3%と最も高い比率を占め、この普通建

設事業費の61.8％が補助事業費と国直轄事業負担金で、単独事業費は38.2

％となっている。

　

これらを前年度と比べると、普通建設事業費は、3,726億円、25.4%増加

し、増加率は前年度(20.1％)を上回っている。普通建設事業費のうち補助事業

費は、1,534億円、17.5%、国直轄事業負担金は、255億円、30.8％、単独事
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土木費の性質別内訳
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業費は、1,936億円、38.1％それぞれ増加している。

　

なお、単独事業費の増

加率が前年度(32.3 %)と比べて大幅に上回っているのは、地方公共団体が、

道路網の整備、住宅の建設等の事業を積極的に実施したことによるものであ

る。また、住宅供給公社等への住宅関係融資等の貸付金の増加率(36.9％)は

前年度(31.7％)を上回っている。なお、失業対策事業費は失業者の減少およ

び対象者の老齢化に伴って特別失業対策事業が昭和44年度限りで廃止され

たことにより45年度決算には現われていない。

　

また、土木費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県、市町村とも

に普通建設事業費がそれぞれ土木費総額の79.4%、68.1％と高い比率を占め

ている。このうち補助事業費と国直轄事業負担金を加えたものの普通建設事

業費に占める比率は、都道府県では71.4%、市町村では41.2%である。都道府

県で著しく高くなっているのは、国の補助事業等が都道府県でより多く実施

されていることによるものである。なお、土木費の性質別内訳のうち、普通

建設事業費と維持補修費について、目的別に前年度の増加率と比べると、普

通建設事業費では、住宅費(44.0

％)、道路橋りよう費(28.6%)。
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倍等となっており、生活環境施設等の整備を図る経費の伸びが大きい。ゲ

　

なお、道路交通安全対策施設等の経費は主として土木費、警察費から支圀

されているが、その状況をみると次のとおりである。

　　　　　　　　

犬

　

自動車交通量の増加等に伴い激増する交通事故の防止を図るため、地方公

共団体は交通安全施設の整備、交通安全思想の普及等各般にわたって幅広い

対策を講じており、交通安全

　　　

第24図

　

道路交通安全対策経費の状況

対策に関する地方公共団体の

支出は年々増加している。

　

昭和45年度の道路交通安

全対策費として支出された経

費(土木費以外の費目にかか

るものも含む。)は781億円

(前年度655億円)で、前年度

と比べると126億円、19.2%

増加している。道路交通安全

対策経費の内訳は、第24図

にみられるとおり、歩道、歩道

橋、防ごさく、信号機等の交通安全施設整備のための経費603億円(交通安

全対策費経費総額に占める比率77.2 %)が最4,高い比率を占め、踏切の立体

交差等の改善整備費83億円(10.6％)、救急業務施設整備費、交通安全運動経

費等95億円(12.2%)がこれに次いでいる。なお、道路交通安全対策経費は、

昭和40年度と比べて8.5倍増加している。

　

イ

　

教育と文化

　

地方公共団体における教育行政は、行政部門の中では基本的なものの一つ'

である。とくに最近においては、社会教育の推進、全国的な学校給食り

普及に伴う給食施設の整備の促進等新たな需要が増大しており、さらには、

人口急増地域において、小･坤学校の整備、学校用地の取得等の問題が生ずる･

等、教育行政の役割は年々その重要性を増している。

　　　　　　　　

‥

　

教育費の決算額は２兆4,403億円で、歳出総額の24.9 %(都道府県27.0%。
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市町村19.7 %)と高い比率を占めており、前年度(１兆9,867億円)と比べる

と4,535億円、22.8%増加している。

　

教育費の目的別内訳は、第25図にみられるとおりで、義務教育にかかる

経費である小学校費(38.3％)と中学校費(21.3 %)の両者で教育費総額の59.6

％を占め、高等学校費(17.8 %)、学校給食費、体育施設費等の保健体育費

(5.7％)、青年・婦人教育費、文化施設の維持運営にかかる経費等の社会教

育費(4.1 %)がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、幼稚園費85億円、39.9%が大きい伸びを示

し、社会教育費263億円、36.2%、保健体育費347億円、33.7%、小学校費

1,772億円、23.4%、中学校費901億円、21.0 %がこれに次いでいる。教

育費の大宗をなす小学校費と中学校費の伸びは前年度の増加率(小学校費

18.0％、中学校費15.0％)を大幅に上回っているが、これは、人口急増地域

における小、中学校の整備、学校用地の取得等のための経費が増こりしてい

ること等によるものである。また、公立幼稚園が普及したため幼稚園費も前

年度の増加率(30.3 %)を大幅に上回っている。

　

教育費における各目的別経費のうち主なものの推移をみると、昭和40年度

と比べて、保健体育費が3.15倍で最も大きい伸びをみせており、ついで社会

教育費が3.10倍、小学校費が2.16倍でそれぞれ教育費総額の伸び(2.12倍)

を上回り、高等学校費は2.00倍、中学校費は1.89倍となっている。

　

このよ

引こ保健体育費の伸びが高いのは、学校給食の普及により学校給食施設の整

備充実が図られたこと

によるものである。

　　　　　　　　　　　　　　

川赳肩以

　

また、教育費の目的

　　

卜79l.j.|il

別内訳を団体種類別に

みると、都道府県では

小学校費の比率(36.6

％)が最も高く、高等

学校費(25.1 %)、中学

校費(21.3%)がこれに

次いでいる。市町村で
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は小学校費の比率(41.3 %)が最４高く、中学校費(21.0 %)、保健体育費(14.0

％)がこれに次いでいる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

●。

　

教育費の性質別内訳は、第26図にみられるとおり、人件費は１兆5,609

億円で教育費総額の64.0％を占め、普通建設事業費5,737億円、23.5 %(う

ち単独事業費13.6％)の両者で教育費総額の87.5%を占めている。

　

これらを前年度と比べると、人件費2,387億円、18.1%、普通建設事業費

1,606億円、38.9%といずれも前年度の増加率を上回っている。人件費が

このように伸びたのは、人事院勧告に伴う給与改定の幅が大きかったこと、

児童・生徒の教育の向上を図るため教職員定数が改善されたこと等によるも

のであり、また、普通建設事業費が伸びたのは、小・中学校の整備、学校

用地の取得等義務教育施設等の事業量が増大したことによるものである。

なお、普通建設事業費のうち単独事業費が1,100億円増加し、その増加率も

49.5%で前年度(32.7 %)と比べると大幅に伸びているが、とくに市町村の伸

びが著しい。

　

また、教育費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県では義務教育

諸学校教職員、都道府県立高等学校教職員の人件費を支弁しているため、人
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件費の比率(84.2%)が高く、市町村では義務教育施設整備等の普通建設事業

費の比率(50.2 %)が高い。

　

公立学校の児童・生徒数の推移は、第27図にみられるとおりで、小学校

児童数は昭和34年度以降毎年度減少傾向を示していたが、43年度から逆に

増加に転じ、中学校生徒数は38年度以降、高等学校生徒数は41年度以降そ

(万人

１

第27図

　

公立学校児童・生徒数の推移
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(注)学校基本調査による

れぞれ減少傾向を示し

ている。また、昭和44

年５月と46年５月に

おける小・中学校の児

童・生徒数の状況を都

道府県別にみると、人

口の都市への集中傾

向を反映して、東京

都、大阪府、愛知県お

よびその近隣府県で

増加の傾向を示し、

その他の道県では減

少の傾向を示してい

る。

　

ウ

　

産業の振興

　　

(ア)農林水産行政

　

地方公共団体は、農林漁業の生産性と農林漁家の生活水準を向上させ、食

糧の安定した確保を図るため、生産基盤の整備、消費流通対策の充実等の施

策の実施にあたっているが、最近においては、さらに、米の生産調整問題を契

機とした総合農政対策、農薬による土壌汚染や工場汚水による沿岸漁業への

影響等に対処するための公害対策等の施策の推進に努めている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である農林水産業費の決算額は8,478

億円で、歳出総額の8.6％(都道府県11.3 %、市町村6.7%)を占め、前年度

(7,203億円)と比べると1,275億円、17.7%増加している。
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農林水産業費の目的

別内訳は、第28図に

みられるとおりで、土

地改良事業、干拓事業、

農用地開発事業等農業

基盤整備等の農地費

(36.6 %)と、農業改良

普及事業、農業経営近

代化施設整備事業、農

業経営の指導奨励事業

等の農業費(29.1 %)の

第28図

　

農林水産業費の目的別内訳

純

　　

計
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両者で農業水産業費総額の約３分の２を占め、林業費(18.0％)、水産業費

(9.3 %)、畜産業費(7.0％)がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、水産業費が漁港整備、漁業近代化資金貸付金

の拡充等が図られたことにより173億円、28.0%と最も大きい伸びを示し、

農地費634億円、25.7%、畜産業費113億円、23.5%、林業費258億円、19.9
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％がこれに次いでいる。農業費が102億円、4.3％の伸びにとどまっている

のは、前年度において稲作特別対策事業費補助金が新設されたことにより

24.6%と大きな伸びを示していたが、昭和45年度においては、この補助金

が、地方公共団体を通さずに国から直接農家に交付される奨励金となったこ

とによるものである。

　

農林水産業費における各目的別のうち主なものの推移をみると、昭和40

年度と比べて、農地費は2.70倍と農林水産業費総額の伸び率(2.27倍)を上回

る伸びを示しているが、農業費は前述の影響もあって1.94倍となっている。

　

農林水産業費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では農地費

(36.3％)、農業費(28.2 %)の比率が高く、市町村では農業費(38.5 %)、農地

費(32.2 %)の比率が高い。

　

農林水産業費の性質別内訳は、第29図にみられるとおりで、普通建設事

業費は5,254億円で、農

林水産業費総額の62.0％

（りち補助事業費46.8％）

第30図

　

農林水産業費の普通建設事業費の推移
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農林水産業費における各目的別普通建設事業費の推移は、第30図にみら

れるとおりで、これらを昭和40年度と比べると、普通建設事業費総額では

2.54倍、農地費2.84倍、林業費2.23倍、農業費2.22倍となっており、なか

でも農地費の伸びの著しいことが注目される。また、これらの農林水産業費

の普通建設事業費総額に占める比率をみると、農地費が53.4%と全体の２分

の１を占める高い比率を占め、林業費(21.5％)、農業費(11.6 %)がこれに次

いでいる。

　　

(イ)商

　

工

　

行政

　

地方公共団体は、地域における商工業の近代化、合理化を図るため、工業

団地等の団地造成、中小企業機械設備近代化の促進、商工業の指導育成等各

種の施策の推進を行なっている。

　

これら施策の推進に要する経費である商工費の決算額は4,105億円で、歳

出総額の4.2 % (都道府県5.1%、市町村2.6%)を占め、前年度(3,376億円)

と比べると729億円、21.6 %増加している。

　

商工費の性質別内訳は、第31図にみられるとおり、貸付金が2,775億円

で商工費総額の67.6%と最も高い比率を占め、普通建設事業費357･億円、

8.7％、商工団体等に対する補助費等333億円、8.1%がこれに次いでいる。

　　　　　　　　　　　

第31図

　

商工費の性質別内訳
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これらを前年度と比べると、貸付金が554億円、25.0%と最も大きい伸び

を示し、普通建設事業費55億円、18.1％、補助費等49億円、n.1%がこれ

に次いでいる。

　

このよ引こ資金の貸付事業が商工行政の中心となっているのは、地域産業

のための中小企業に対する経営運転資金、機械設備の近代化、高度化等の運

用資金、企業の合理化資金等の資金を低

　　

第32図

　

商工費の貸付金貸付額

利で貸付けることによって、中小企業の

健全な育成を図ろうとしていることによ

るものである。

　

商工費の性質別内訳を団体種類別にみ

ると、都道府県では、貸付金が76.0％と

(億円)

3,0001

商工費の大部分を占め、市町村では、貸

　

2･500

付金が42.8%と最も高く、普通建設事業

費(16.4%)、補助費等(14.3 %)がこれに

次いでいる。

　

商工費のうち貸付金の推移をみると、

第32図にみられるとおりで、毎年度大

きい伸びを示し、貸付金額は昭和40年

度と比べて2.61倍となっており、商工

費総額に占める比率も上昇する傾向を示

している。

　

エ民生の定定

　　

（ア）社会福祉行政

　

最近における社会経済情勢の進展に伴

1.500

1,000

い、社会福祉行政においても老人の健康

　　

500

管理、生活保障等の老人対策、児童の健

全な育成、身体障害者、精神薄弱者等

の社会福祉施設の整備拡充をはじめ各種

　　　

０
の社会福祉対策の強化に迫られている。
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地方公共団体においては、これらの諸問題に対処するため社会保障の充実を

図り、福祉国家の実現に寄与するため努力を続けている。

　

社会福祉行政に要する経費である民生費の決算額は7,587億円で、歳出総

額の7.7％(都道府県4.6％、市町村12.0 %)を占め、前年度(5,929億円)と比

べて1,658億円、28.0%と歳出決算の項目のなかで最も大きな増加率を示し

ている。

　

このように民生費が大幅な増加を示しだのは、国民生活水準の上昇したこ

と等に伴う生活保護基準の引き上げ、診療費の増こう、保育所の施設の拡充

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

および運営費の増こ似

　

第33図
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老人医療の充実、老人

ホームの整備等による

ものである。

　

民生費の目的別内訳

は、第33図にみられる

とおり、生活困窮者に

必要な援護を行なうた

めの生活保護費が民生

費総額の39.4%を占め

て最も高く、保育所、

母子福祉対策費等の児

童福祉費(32.2 %)、心身障害者対策費、社会福祉施設整備費等の社会福祉

費(20.2%)、老人の健康診断、老人ホーム関係経費等の老人福祉費(8,0％)

がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、老人福祉費が191億円、46.1 %と最も大き

な伸びを示し、児童福祉費618億円、33.9%、社会福祉費341億円、28.7%

がこれに次いでおり、それぞれ民生費総額の増加率(28.0%)を上回っている

が、生活保護費は502億円、20.2%の伸びとなっている。

　

民生費における各目的別のうち主なものの推移をみると、生活保護費は所

得水準の向上と労働市場における労働力需要の増大によって被保護人員の城
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少傾向が続いてきたことにより、昭和40年度の48,3%から45年度は39.4 %

と民生費総額に占める比率が年々低下している反面、社会福祉行政の重点が

母子保健対策による母子福祉の充実、要保護児童の健全な育成、心身障害者

(児)の福祉の増強、老令人口の割合が高まっていることに伴う老人福祉の増

進等、時代の要請に応じた福祉行政に転じたこともあって、児童福祉費、社会

福祉費、老人福祉費はここ数年来大きい伸びを示している。

　

民生費の目的別内訳を団体種類別にみると、まず、民生費総額において

は、福祉行政の窓口である市町村が都道府県の約２倍となっている。

　

これ

は、保育所等の施設の設置および運営、老人福祉対策の推進が主として市町村

によって行なわれていること、都市区域にかかる生活保護の業務を市が行

なっていることによるものである。つぎに、目的別にその構成比についてみる

と、都道府県、市町村ともほぽ同様で、生活保護費の比率(都道府県35.6％、市

町村38.8 %)が最も高く、児童福祉費(都道府県29.7%、市町村33.9 %)、

社会福祉費(都道府県24.6 °/o、市町村19.7%)がこれに次いでいる。　　、

　

民生費の性質別内訳は、第34図にみられるとおりで、被保護者に対する

生活扶助、医療扶助等の扶助費、保育所等の入所措置児童に対する措置費。

　　　　　　　　　　　

第34図

　

民生費の性質別内訳
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第35図

　

民生費の普通建設事業費の推移

40 41 42 43 44 45(年度)

老人ホームの入所者に対

する措置費等に要する経

費である扶助費が3,983

億円で民生費総額の52.5

％と最も高い比率を占

め、施設関係職員等の人

件費1,603億円、21.1%、

普通建設事業費915億

円、12.1%がこれに次い

でいる。

　

これらを前年度と比べ

ると、扶助費は798億円、

25.1%の増加率を示して

いるが、構成比において

は1.2％（前年度構成比

53.7%)低下しだのに対

し、普通建設事業費は

295億円、47.6%と大幅な増加率を示し、構成比においても1.6％高くなって

いる。普通建設事業費がこのように増加の傾向を示しているのは、保育所、

老人ホーム、身体障害者施設等の各種の施設の整備が進められたことによる

ものである。

　

また、民生費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県では扶助費が

48.5%と約２分の１を占め、人件費(14.4%)、普通建設事業費(12.2 %)、貸

付金(5.2 %)がこれに次いでおり、市町村でも扶助費が50.7%と最も大きい

比率を占め、人件費(23.0 %)、普通建設事業費(12.3%)がこれに次いでい

る。

　

民生費のうち各目的別普通建設事業費の推移は、第35図にみられるとお

りで、昭和40年度と比べると、老人福祉費が4.52倍、社会福祉費が4.26倍

とそれぞれ普通建設事業費総額の伸び率(4.01倍)よりも大きい伸びを示し。
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第36図

　

生活保護の被保護人員

　　　　

および保護率の推移
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児童福祉費は3.94倍となって:い

る。

　

生活保護の被保護人員および保

護率の推移は、第36図にみられ

るとおりで、雇用情勢の好転、賃

金水準の上昇等により最近では昭

和38年度をピークに毎年度減少

の傾向を示している。被保護者の

傾向をみると、失業による対象者

は減少し、老令者、母子世帯、心身

障害者等のウェイトが高まり生活

保護の対象者に変化がみられる。

　

扶助の内訳についてみると、生

活扶助人員は、被保護人員とほぼ

同様に減少し、住宅扶助人員は、

一時微増したが総じて減少傾向にある。また教育扶助人員は、学令児童数の

減少により急激な減少を示している。これに対して医療扶助人員をみると、

その伸びは著しく、とくに昭和38年度以降においてその増加傾向は顕著と

なり、38年度には教育

扶助人員を、43年度に

は住宅扶助人員を追い

抜いて増加を続けてき

たが、45年度におい

て減少に転じｔいる。

　

（イ）労働行政

　

地方公共団体は、労

使関係の安定の促進、

職業訓練の充実強化、

労働者の福祉増進のた

第37図

　

労働費の目的別内訳
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めの援助、失業者対策等の諸施策を推進し、労働者の福祉の向上と職業の確

保に努めている。

　

これら諸施策の推進に要する経費である労働費の決算額は1,627億円で、

歳出総額の1.7％(都道府県1.4%、市町村1.8%)を占め、前年度(1,435億

円)に比べて193億円、13.4%増加している。

　

労働費の目的別内訳は、第37図にみられるとおりで、失業対策費が労働

費総額の67.3%を占め、その他の32.7%は職業訓練費、労働者金融対策、

労働福祉対策等の労政費、労働委員会費等の経費である。

　

労働費のうち主要なものである失業対策費の推移をみると、景気の上昇に

よる労働力需要の増大、雇用奨励制度の充実等に伴って失業対策事業吸収人

員は減少傾向を示し、昭和40年度の１日平均吸収人員が173千人であった

のに対し、45年度においては140千人に減少している。

　

また、この失業対

策費を前年度と比べると87億円、8.7%と、前年度の増加率(15.1 %)

を大幅に下回っている。このように失業対策費の伸びが低iFしているの

は、吸収人員に対する賃金の単価アップ、資材費の高とうという増加の要因

はあるが、前述のとおり吸収人員の減少等により低下しているものであっ

て、労働費に占める割合も昭和40年度の74.8%から45年度は67.3%と
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労働費の性質別内訳
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年々減少傾向を示している。

　

また、労働費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では失業対策

費が46.1%、職業訓練費および労政費等が53.9%とそれぞれほぼ２分の１

程度の比率を占めているが、市町村では失業対策費が88.9％と労働費総額

の大部分を占めている。

　

労働費の性質別内訳は、第38図にみられるとおりで、土木関係、清掃関

係等の失業対策事業費が1,025億円で労働費総額の63.0％（うち補助事業費

48.1%)と高い比率を占め、労政および職業訓練関係職員の人件費209億円、

12.8%がこれに次いでいる。

　

オ

　

保健・衛生と公害防止

　

地方公共団体は、住民の日常生活に密着したし尿・ごみ処理施設の整備、

最近の医療需要の変化に対応するがん等の成人病、救急医療等にかかる専門

医療機関の整備、へき地医療対策、食品衛生対策さらには逐年深刻な様相を

呈してきている公害対策の推進等、住民の健康の確保増進をめぐる諸問題の

早急な解決に迫られている。

　

これらの諸問題の解決を図るための諸施策の推進に要する経費である衛生

費の決算額は5,759億円で、歳出総額の5.9％（都道府県4.7%、市町村7.0

％)を占め、前年度(4,5

39億円)と比べると1,2

20億円、26.9%増加し

ている。

　

衛生費の目的別内訳

は、第39図にみられ

るとおり、公衆衛生費

44.8%と清掃費35.5%

の両者で衛生費総額の

80.3％を占め、結核対

策費(10.5％)、保健所

第39図

　

衛生費の目的別内訳
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これらを前年度と比べると、公衆衛生費は619億円、31.6%、清掃費は

453億円、28.5%とそれぞれ衛生費総額の増加率を上回る大きな増加率を示

して:いる。衛生費における各目的別のうち主なものの推移をみると、公衆衛

生費、清掃費は毎年度上昇傾向を示しており、衛生費に占める比率を高めて

きている。このよ引ここれらの経費が伸びているのは、公衆衛生費について

は住民の健康に対する意識の向上に伴い、いままでの個々の疾病に対する予

防にとどまらず公害問題、食品衛生問題をはじめとする日常の健康の保持増

進に対する積極的な施策が要請されるよ引こなったこと、清掃費については、

近年における人口の都市集中と産業活動の進展等により、し尿・ごみ等の一

般廃棄物に加えて産業廃棄物の衛生処理に対する需要が強まってきたこと等

によるものである。

　

これに対して結核対策費は、公衆衛生の向上、予防対策の充実、治療法の

飛躍的な進歩等によって、結核患者数が急減したこともあって伸びが鈍化し

ている。

　

また、衛生費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では精神衛

生、食品衛生等にかかる公衆衛生費の衛生費総額に占める比率が、55.6%と

最も高く、結核対策費(16.4%)、保健所費(14.9 %)がこれに次いでいる。市
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衛生費の性質別内訳
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町村では、し尿・ごみの収

集職員の人件費、処理施設

の整備等にかかる清掃費

が、55.4%と衛生費総額の

２分の１をこえる高い比率

を占めており、公衆衛生費

(35.5 %)、結核対策費(5.3

％)がこれに次いでいる。

　

衛生費の性質別内訳は、

第40図にみられるとおり、

保健所職員、清掃事業関

(億

第41図

　

衛生費の普通建設事業費の推移
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45(年度)

係職員等の人件費が、1,754億円で衛生費総額の30.5％と最も高い比率を占

め、普通建設事業費984億円、17.1％、扶助費979億円、17.0％、物件費

899億円、15.6％がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、普通建設事業費が318億円、47.7%増加して

　

第42図

　

公害対策経費の状況

機械器具購入費41億円1.1％

（注）建殼劃|費には下水道、廃棄物処理施設、基地公

　　

害にかかるものを含む。
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いる。普通建設事業費のうち補助

事業費は31.0％、単独事業費は実

に56.8%増加し、いずれも衛生費

総額の増加率(26.9 %)を大きく上

回っている。そのほか、補助費等

が29.3%、また、簡易水道事業等に

対する繰出金が28.7%と衛生費

総額の増加率を上回っている。

　

また、これらを団体種類別にみ

ると、都道府県では結核医療、精神

障害者の医療にかかる措置費等の

扶助費の比率が、30.7％と最も高

く、市町村では、施設関係職員等

の人件費(34.2 %)、し尿・ごみ処
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理施設の建設費等の普通建設事業費(22.7 %)および清掃委託料、健康診断委

託料等の物件費(20.1％)の比率がそれぞれ相対的に高くなっている○

　

衛生費における普通建設事業費の推移は、第41図にみられるとおりで、

昭和40年度と比べると、2.38倍の伸びを示している。普通建設事業費の大

半は、し尿・ごみ処理施設等の建設のための清掃事業にかかるもの七ある。

　

最近の経済社会の急激な発展と社会情勢の変化に伴って生じてきた大気汚

染、水質汚濁、騒音および振動、地盤沈下。悪臭等の公害問題は年々広域化、

複雑化し、深刻の度を深めているが、これに対処して、地方公共団体は公害

防止条例の制定、公害防止協定の締結、公害の監視・測定体制の強化、下水

道等の社会資本の整備などの積極的な防止対策措置を講じてきている。

　

昭和45年度においてこれら公害問題に対処するため、地方公共団体が支

出した経費(衛生費以外の費目にかかるものを含む。)は、3,735億円(都道府

県1,299億円、市町村2,436億円)となっている。公害対策経費の内訳は、第

42図にみられるとおりで、公害の防止のための施設の建設事業費が92.4%

と大部分を占めている。

　

ヵ

　

警察と消防

　　

(ア)警

　

察

　

行

　

政

　

犯罪の捜査、交通安全の確保、その他地域社会の安全秩序を維持し、国民

の生命財産を保護すること等が、警察行政の主な任務である。とくに最近に

おいては、モータリセージ。ンの進展等により交通事故およびそれによる死

傷者の増加傾向は著しく、交通安全行政面における充実強化が重要となって

いる。

　

警察費の決算額は4,018億円で、歳出総額の4.1％を占め、前年度(3,271億

円)と比べると、747億円、22.8^増加している。
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警察費の性質別内訳
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警察費の性質別内訳は、第43図にみられるとおり、警察官等の人件費が、

3,229億円で警察費総額の80.4％と最も高い比率を占め、交通信号機の設置

等の普通建設事業費402億円、10.0％、物件費313億円、7.8%がこれに次

いでいる。

　

人件費を前年度と比べると、576億円、21.7%増加している。

　

昭和46年４月１日現在における警察職員についてみると、国家公務員で

ある警視正以上の階級にある地方警務官(390人)を除く都道府県の警察職員

は、20万４千人(前年度19万７千人)であり、そのうち警察官は17万７千人

で、前年度(17万２千人)と比べて５千人、2.5%増加している。また、警察

事務職員は、２万７千人で、前年度(２万５千人)と比べると２千人、8.8%

増加しているが、これは交通事故防止等の充実強化を図るため、新たに交通

巡視員制度が設けられたことによるものである。

　　

(イ)消

　

防

　

行

　

政

　

都市の過密化、危険物施設の増加、ビルの高層化、地下街等の建設により、

火災に対する危険度はますます高まり、一方過疎地域においては、消防団員

の減少等の問題が生じている。さらに、交通事故の多発等に伴う迅速な救急

業務のための施設の必要性が高まっている。

　

このような事態に対処するため、地方公共団体においては、消防力の近代

化、組織の常備化、広域消防体制の確立等により消防力の充実強化と救急体

制の整備に努めている。

　

消防費の決算額は1,493億円で、歳出総額の1.5％(都道府県0.4％、市町

　　　　　　　　　　　

第44図

　

消防費の性質別内訳

村2.9％)を占め、前年度と比べると301億円、25.3%増加している。

　

消防費の性質別内訳は、第44図にみられるとおり、消防関係職員の人件

費が、976億円で消防費総額の65.4%と最も高い比率を占め、消防自動車・
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救急自動車の購入、防火水そうの建設等の普通建設事業費270億円、18.1%、

物件費159億円、10.6％がこれに次いでいる。

　

昭和46年４月１日現在における消防組織の現況をみると、常備消防にあっ

ては、消防本部・署数は3,238箇所で前年同期と比べて237箇所増加し、消防

職員は７万２千で、前年同期と比べて６千人増加している。反面、消防団に

あっては、3,682団体で前年同期と比べて17団体滅少し、団員数は119万

人で、前年同期と比べて２万１千人滅少し、ここ数年来この傾向が続いてい

る。

　

また、消防施設の状況をみると、消防ポンプ自動車、化学消防自動車、救

急自動車、消防無線電話等の施設の近代化、機械化が図られている。

　

消防行政の一環として、昭和39年４月から制度化された救急業務につい

ては、交通事故をはじめとする各種災害の多発により、救急搬送等の業務量

が急激に増加しており、昭和45年中の救急出動件数は87万３千件(前年72

万５千件)に、搬送人員は83万１千人(前年68万６千人)に達し、いづれも

前年と比べて20％以上の増加を示している。

　

また、救急業務を実施してい

る市町村の数も、大幅に増加し、昭和46年４月１日現在1,125団体で前年

同期(835団体)と比べて290団体、34.7%増加している。

　

５

　

地方経費の構造

　

地方公共団体の経費を性質別に分類すると、投資的経費、義務的経費、そ

の他の経費に大別されるが、これらの状況をみると、次のとおりである。

（１）概

　　　　　

況

　

昭和45年度歳出決算額(９兆8,149億円)の性質別構成比をみると、普通

建設事業費が34.6%を占め、前年度(33.1 %)と比べると､1.5％高くなってお

り、最も大きい比率を示している。人件費は、32.7 % (前年度33.4 %)でこ

れに次いでおり、前年度まで最高の比率を占めていたが昭和45年度におい

ては、第２位となっている。そのほかでは、物件費(6.3 %)、貸付金(5.5％)、

扶助費(5.2 %)、補助費等(3.9 %)がこれに次いでいる。
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団体種類別に義務的経費と投資的経費の構成比をみると、第45図にみら

れるとおりで、義務的経費の歳出総額に占める比率は、都道府県(42.8 %)が

市町村(35.7 %)に比べて高くなっている。これは、都道府県が義務教育諸学

校教職員および警察職員の給与を支払っているためである。

　

また、市町村のうち町村における義務的経費の比率が低いのは、町村が扶

助費の給付をほとんど行なっていないためである。

　

性質別の歳出決算額の推移は、第46図にみられるとおりで、昭和40年度と

比べると、とくに、繰出金が5.69倍と大きい伸びをみせており、積立金

(3.24倍)、普通建設事業費(2.58倍)、公債費(2.40倍)も歳出総額の伸び(2.25

倍)を上回っている。災害復旧事業費(1.02倍)、失業対策事業費(1.48倍)、人

件費(2.00倍)、物件費(2.12倍)等は、歳出総額の伸びを下回っている。

(２)投資的経費

　

地域社会の均衡ある発展を図るとともに住民の生活環境施設等公共施設の

整備を進めるため、地方公共団体は、毎年度、計画的、重点的な建設投資を

行なっている。

　

投資的経費の決算額は３兆6,492億円で、前年度(２兆9,047億円)と比べ

ると7,445億円、25.6 %増加している。

　

投資的経費を、普通建設事業費、災害復旧事業費および失業対策事業費
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におけてみると、次のとおりである。

　

ア

　

普通建設事業費

　

普通建設事業費は行政施設水準の向上に直接資する経費であるが、その

決算額は３兆3,988億円で、前年度(２兆6,625億円)と比べると、7,363億

円、27.7%増加している。このよ引こ、前年度の増加率(21.3％)を大幅に

上回っているのは、単独事業費が38.4％(前年度30.1％)と前年度に引き続

き大きな伸びを示したほか、補助事業費も19.6%と前年度(16.0％)を上回

る伸びを示したことによるものである(第47図)。

　

第48図は、普通建設事業費の増加状況を、昭和36年度を100とした指数

で示したものであるが、地方公共団体の建設投資の伸びは、毎年度、歳出決算

額、国民総生産の伸びを上回っている。なかでも、単独事業費が、昭和43年

度以降、大きな伸びをみせ、45年度には36年度の6.39倍となっているが、

このことは、経済の高度成長による税収の伸びをはじめ、一般財源が増加し

たことに支えられて、地方公共団体が住民の期待に積極的に応えるべく住民

の生活環境の改善を図るための公共施設の整備に意欲的に取り組んできたこ

とを示すものである。
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普通建設事業費の決算額を団体種類別にみると、都道府県では１兆

9,482億円、市町村では１兆6,323億円であり、歳出総額に占める比率は、市

町村(37.2%)が都道府県(32.9 %)に比べて高い。また、補助事業費および国直

轄事業負担金の普通建設事業費に占める比率をみると、都道府県では66.2%

を占め、市町村の40.2%と比べて著しく高くなっており、国による公共事

業への投資が、都道府

県を通じてより多く実

施されていることを示

している。つぎに、この

比率の推移をみると、

都道府県では、補助事

業費が65％から75％

の間を前後しているの

に対し、市町村では、

年度をおって単独事業

費の比率が増加してい

第49図

　

普通建設事業費の目的別増加状況

ヨ六窓
県では24.6 % (前年度

17.4%)、市町村では

い／呻

30.7％(26.0％)と、いずれも歳出総額の増加率を上回っている。

　　

(ア)普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳をみると、産業基盤整備や生活関連道路の建

設などのための道路橋りよう費が7,460億円、21.9%と最も高い比率を占め

ており、街路の整備や区画整理等のための都市計画費4,149億円(12.2 %)が

これに続き、以下、住宅費2,980億円(8.8％)、土地改良を中心とする農地

費2,807億円(8.3％)、河川海岸費2,598億円(7.6 %)、小学校費2,328億円

(6.9％)となっている。

　

このように土木費だけで普通建設事業費の２分の1
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を超える１兆8,384億円(54.1 %)に達している。

　

普通建設事業費の目的別内訳の推移は、第49図にみられるとおり、昭和

40年度と比べて、民生費は4.01倍と大きな伸びを示していることが注目さ

れるが、内訳をみると、老人福祉費が4.52倍、社会福祉費が4.26倍、児童

福祉費が3.94倍となっている。また、教育費は2.84倍となっているが、社

会教育費(4.91倍)、小学校費(3.26倍)の伸びが大きく、土木費は2.48倍で、

住宅費(2.96倍)、道路橋りょう費(2.72倍)の増加が著しい。

　

地価の高とうは、公共用地の取得難を招くとともに、公共施設の整備のう

えで大きな財政負担となり、地方公共団体が建設事業を実施するに当たり、

最大の障害となっている。昭和45年度における普通建設事業費のうち用地

取得に要した経費を、41年度と比較したのが第56図である。用地取得費の

伸びは、用地取得の困難等の事情をかかえた大都市の場合を除いては、普通

建設事業費の伸びを大きく上回っている。昭和45年度の決算額をみると、都

道府県2,769億円、市町村3,212億円で、それぞれ普通建設事業費の14.2%

(前年度13.8 %)、19.7 % (15.8%)を占め、前年度と比べると、それぞれその

ウェイトを高めている。また、団体種類別にその増加状況をみると、都道府県

609億円、28.2%、市町村1,242億円、63.1%、それぞれ増加している。こ

のよ引こ用地取得が活発に行なわれたのは、昭和45年度にいわゆる水田取

得にかかる地方債が措置され
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たことなどによるものであ

り、用地取得費の増加額1,851

億円の財源をみると、1,199

億円(64.8 %)が地方債による

ものであり、用地取得費の歳

出決算額の財源に占める地方

債の比率は、前年度の22.9%

から35.9%へ高まっている。

　

普通建設事業費の目的別内

訳を団体種類別にみると、都

「
門
㈲
」

－72－

iに]Rrkﾆｺ之･普通建設事業費

　　　　　

－･･-うち用地取得費

　　　　　　　　

[蔀巫]

(指数)

　

400

　　　　　

206

　

224

　　　

300

　　　　　

200

419

　

㎜

　　　　

100

　　　　　

192

　　　

肖

　　　　　

228

　　　　　

180

　　　

市

　　　　　　　　　　　　

252

　　　　　　　　

374



道府県では、道路橋りょう費(25.4 %)、河川海岸費(12.3 %)、農地費(11.5

％)等の比率が高いが、住宅費(8.8 %)、高等学校費(5.1 %)等の比率が高く

なってきている。市町村では、道路橋りょう費(17.1 %)、都市計画費(15.6

％)、小学校費(14.3％)等、住民の日常生活に密接な関連のある事業にかか

る経費の比率が高く、これらのほか、中学校費(6.7 %)、清掃費(3.3 %)、児

童福祉費(2.3 %)等が都道府県と比べて高くなっている。

　

普通建設事業費の目的別内訳の増加率をみると、老人福祉費の80.2％を

筆頭に、社会教育費(57.1 %)、社会福祉費(45.2 o/o)、住宅費(44.0%)等の伸

びが著しい。

　　

(イ)補助事業費の内訳

　

国からの補助または負担をうけて施行される補助事業費の決算額は１兆

7,625億円で、前年度(１兆4,741億円)と比べると、2,884億円、19.6%増加

している。増加率は、昭和42年度における公共事業費の繰延べ等により43

年度の増加率が高かったこともあって、伸びが鈍化を示した前年度の増加率

(16.0％)を上回っているが、これを、団体種類別にみると、都道府県におけ

る増加率は18.3%で、前年度に引き続き市町村の増加率(20.3 %)を下回っ

ている。

　

補助事業費の構成比を目的別にみると、道路橋りょう費(17.4 %)等の交通

施設整備事業、農地費(12.6 %)等の産業基盤整備事業、河川海岸費(10.2 %)

等の国土保全施設整備事業の比率が高いが、最近では、都市計画費(14.2 %)、

住宅費(12.6 %)、清掃費(1.3 %)、社会教育費(1.0 %)等、ともすれば遅れが

ちであった生活環境施設整備事業等の増加が目立っている。

　　

(ウ)単独事業費の内訳

　

地方公共団体が、国からの補助をうけずに自主的に施行している単独事業

費の決算額は１兆5,187億円で、前年度(１兆975億円)と比べると、4,211

億円、38.4%、と著しい増加を示している。団体種類別に増加率をみると。
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都道府県では36.6%、

市町村では39.7%増加

し、補助事業費同様、

市町村の伸びが都道府

県のそれを上回ってい

る。

　

単独事業費の構成比

を目的別にみると、道

路橋りょう費(25.2%)、

都市計画費(10.9 %)、

小学校費(7.8％)等の

第51図

　

普通建設事業費の目的別の状況

道路橋りょう費

　

(7,460億円)

都市計画費

　

(4,149(S円)

農

　　

地

　　

費

　

(2,807億円)

河川海岸費

　

(2,598億円)

小

　

学

　

校

　

費

　

(2,328億円)

比率が高く、住宅費

　　

清

　

掃

　

費

(5.0 %)、高等学校費

(4.8％)がこれに次いでいる。

(597億円)

　

単独事業費と補助事業費の構成比を目的別にその主なものについてみる

と、第51図にみられるとおり、農地費、河川海岸費および都市計画費にお

いては補助事業費の比率が高いのに対して、清掃費、小学校費および道路橋

りょう費においては、単独事業費の比率が高くなっている。なお、道路橋り

ょう費において、単独事業費の比率が比較的高いのは、市町村が、住民ﾀﾞ)生

活に密接な関連のある市町村道の整備について、地域の要請に応じて計画

的、重点的に取り組んでいることによるものである(市町村の道路橋りょう

費総額2,785億円のうち単独事業費は2,225億円、79.9 %)。

　

単独事業費の増加率を目的別にみると、住宅費(77.2 %)、中学校費

(72.6 %)、保健体育費(69.3 %)、清掃費(49.7 %)等の増加が目立っている。

　　

(エ)国直轄事業負担金の内訳

　

地方公共団体が法令の規定により、土木その他の建設事業の負担金として

拠出する国直轄事業負担金の決算額は1,176億円で、前年度(908億円)と
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比べると、268億円、29.4%増加している。

　

国直轄事業負担金を目的別にみると、道路橋りょう費(48.4%)、河川海岸

費(24.6 %)、港湾費(18.2%)の三者で全体の91.2%を占めている。　なお、

都道府県が負担する国直轄事業負担金は全体の93.2 % (1,096億円)と大きな

比率を占めている。

　　

(オ)普通建設事業費の充当財源

　

普通建設事業費に充当された財源の構成比の推移は、第52図にみられる

とおりである。

　

一般財源等の充当額は、前年度

と比べると27.9%増加し、構成比(ご

は、前年度と同じ47.1%で昭和

40年度以降最も高い比率となっ

　

40

ている。国庫支出金(26.0 %)と地

方債(16.2%)の合計額の、普通建　30

設事業費の財源総額に占める比率

　

20

は、42.2%で、前年度の41.9%と

比べると若干上回ったが、なお、

　　

10

一般財源等の比率が高い傾向が続

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０
いている。

　

イ

　

災害復旧事業費

第52図

　

普通建設事業費の財

　　　　

源構成比の推移

47.1
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43

　　

44

　　

45(年度)

　

災害による被害をうけた施設等を原形に復するための経費である災害復旧

事業費の決算額は1,479億円で、前年度(1,436億円)と比べると、43億円、

3.0％増加している。災害復旧事業費の歳出総額に占める比率は、被害件数

の減少や防災のための努力等により年々低下しているが、昭和45年度におい

ても前年度(1,8％)を下回る1.5%となっている。

　

これを性質別にみると、補助事業費1,298億円(災害復旧事業費総額に占

める比率87.7 %)、単独事業費153億円(10.4%)、国直轄事業負担金29億

円(1.9％)であり、補助事業費と国直轄事業負担金の両者で総額の89.6%を

占めている。
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また、これを目的別にみると、道路、河川、港湾、漁港等の公共土木施設

で1,051億円(71.0 %)、農地、農業用施設等の農林水産業施設で315億円

(21.3 %)となっており、両者で総額の92.3%を占めている。

　

さらに、災害復旧事業費に充当された財源についてみると、一般財源等の

占める比率はわずかに130億円(8.7 %)で、国庫支出金938億円(63.4%)と

地方債359億円(24.3 %)とで大部分を占めている。

　

年災別災害復旧事業の進捗状況を、補助事業および国直轄事業についてみ

ると、昭和42年災害は45年度末までにすべて復旧を完了し、43年から45年

までの災害の復旧所要額の合計額は、3,573億円で、45年度末までに2,289

億円、64.1%実施されている。なお、昭和45年災害の進捗率は32.5%である。

　

ウ

　

失業対策事業費

　

失業者に就労の場を提供するために行なう道路の補修や公園の清掃等の

事業に必要な経費である失業対策事業費の決算額は1,025億円で、前年度

(986億円)と比べると、39億円、3.9%増加している。

　

これを性質別にみると、補助事業費が783億円で76.4%を占め、単独事業

費が242億円で23.6%を占め、また、財源についてみると、国庫支出金が

457億円で44.6%を占め、一般財源等が542億円で52.9%を占めている。

(３)義務的経費

　

義務的経費は、その支出が義務づけられている経費であり、人件費、扶助

費および公債費からなっている。

　

義務的経費の決算額は４兆832億円で、前年度(３兆4,101億円)と比べる

と、6,731億円、19.7%増加している。

　

とくに、人件費は人事院勧告による給与改定の幅が12.67 %という大幅な

ものであったうえ、これが５月に遡って実施されたこと(昭和44年度は10.2

％で、６月期の期末勤勉手当を除き６月から実施)などにより、19.6%と前

年度(16.2 %)と比べると大きい増加率を示している。
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また、扶助費は5,081億円で、その大半を占める生活保護費において被保

護人員が滅少している反面、生活水準の向上に伴う生活保護基準の引き上げ

がなされたこともあって、前年度と比べて941億円、22.7%増加している。

　

公債費についても3,696億円と前年度(3,151億円)と比べると545億円、

17.3%増加している。

　

義務的経費の増加率は歳出総額の増加率(22.2％)を若干下回っているもの

の、前年度の増加率14.7%を大きく上回っており、今後財政運営を硬直化

させるおそれがみられる。

　

ア

　

人

　　

件

　　

費

　

人件費には、一般職等の職員の給与、地方公務員共済組合負担金、退職
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金、議員報酬等が含まれている。

　

人件費の決算額は３兆2,055億円で、前年度(２兆6,810億円)と比べると

5,245億円、19.6%増加している。また、人件費の増加額が歳出総額の増加

額に占める比率(29.4 %)は、前年度(28.6 %)と比べて高くなっている。人件

費の歳出総額に占める比率は32.7%で、昭和40年度以降徐々に低下してお

り、著しい伸びを示している普通建設事業費の比率(34.6 %)を下回ることと

なったものの、このような人件費の増加の傾向は、今後の財政運営の弾力性

を失わせるおそれがあり、警戒を要する。

　

人件費の歳出決算額構成比を団体種類別にみると、都道府県は36.1 %(前

年度36.7 %)で、義務教育諸学校教職員および警察職員の給与を支弁してい

るため、市町村の24.4 %(前年度24.8 %)と比べてかなり高い比率を示してい

る。人件費の増加額が歳出総額の増加額に占める比率を団体種類別にみる

と、都道府県33.3 %(前年度31.4 %)、市町村22.7 %(21.1 %)といずれも前

年度と比べて高くなっている。

　

昭和36年度以降における人件費の推移は、第53図にみられるとおりで、

毎年度増加を続けている。その要因としては、第１に地方公務員の給与改定

が人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に準じて毎年度実施されている

こと、次いで、民生、衛生、教育、消防、警察関係等の職員が増加している

ことなどがあげられる。

　　

(ア)人件費の内訳

　

人件費の内訳をみると、職員給が最も高い比率(82.2 %)を占めており、次

いで地方公務員共済組合負担金(6.6 %)、退職金(5.3 %)、恩給および退職年

金(1.6 %)、議員報酬手当(1.5 %)等となっており、構成比は、ほぼ前年度と

同じになっている。

　

人件費の内訳を団体種類別にみると、職員給の比率は、都道府県83.5%

(前年度83.1 %)、市町村79. 7% (79.2%)であり、退職金の比率は、都道府県
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6.0％(前年度6.3％)、市町村40 % (4.0 %)と都道府県が市町村を上回って

いる。議員・委員等報酬手当および特別職の職員の給与は、都道府県1.0％

(前年度0.9％)と比べて市町村は8.5％(8.8％)と高くなっている。

　

人件費の財源についてみると、一般財源等80.1 % (前年度79.7 %)が大部

分を占めており、国庫支出金16.7 % ( 17.0 %)がこれに次いでいる。これを

さらに団体種類別にみると、一般財源等の比率は、都道府県74.2 % (前年度

74.1%)、市町村90.0％(90,0％)と市町村が都道府県より高いのに対し、国庫

支出金の比率は都道府県が23.5% (前年度23.5%)と市町村の2.4％(2.2％)と

比べて高くなっている。これは都道府県が支出している義務教育諸学校教職

員の人件費について国庫負担制度が設けられていることによるものである。

　　

(イ)職

　　

員

　　

給

　

職員給総額は２兆6,356億円で、前年度(２兆1,943億円)と比べると4,413

億円、20.1%増加している。このうち、教育関係が49.9% (前年度50.5 %)

で、他の行政部門と比べて高い比率を占めているが、年々その比率は低下し
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ている。反面、民生関係5.5 %(前年度5.2％)、衛生関係6.1% (5.9%)等の

比率が高まっている。

　

職員給の部門別構成を団体種類別にみると、都道府県では、職員給総額１

兆7,830億円のうち、教育関係63.3％(前年度63.7%)と警察関係15.3% (14･

9％)の両者で全体の約80％を占めている。市町村では、職員給総額8,526

億円のうち、戸籍事務、税務事務等の総務企画関係が30.5％(前年度31.8％)

と最も高い比率を占め、次いで教育関係22.0% (21.9%)、民生関係12.8%

(12.3 %)、衛生関係11.2 %(10.9 %)等となっている。

　

なお、昭和46年４月１日現在における地方公務員(全会計)の職種別１人

当たり平均給料月額を主な職種についてみると、一般行政職61,356円、警

察職67,873円、小・中学校教育職77,202円で、最も高いのは医師歯科医師

職137,525円となっている。

　

また、団体種類別、職種別の職員！人当たり平均給料月額は第54図のと

おりである。

　　

(ウ)地方公務員の数

　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は、昭和46年４月

第55図

　

地方公務員数の構成

5％）

消防関係職員
58千人(7.0%)

（注）地方公務員数は、昭和46年４月１日現在の地方公務員給与

　　

実態調査によるものである。
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適正配置、新陳代謝の
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増加をきたさないよう
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ように職員数が増加したのは、主として、最近の社会情勢の変化に伴う行政

の拡大と高度化に対処し、住民に密着したサービスを提供するための措置に

基づくものであり、民生、衛生関係職員(１万９千人増)、教育関係職員(２

万人増)、警察関係職員(７千人増)、消防関係職員(６千人増)等で、増加数

の大部分を占めている。たとえば、民生、衛生関係職員の主なものについて

前年度と比べると、保育所関係８千人、14.2 %(昭和46年４月１日現在６万

６千人)、社会福祉施設関係２千人、7.5％(2万６千人)、し尿、ごみ処理等

の清掃施設関係５千人、9.3 %( 6万３千人)とそれぞれ増加しており、また、

これらの職員数はここ数年増加の傾向を示している。

　

職員数の構成は、第55図にみられるとおりで、教育関係職員102万２千人、

46.1%、一般行政関係職員91万９千人、41.5%、警察関係職員20万４千人、

9.2%および消防関係職員７万２千人、3.2%で、教育関係職員の比率が最も

高い。

　

一般行政関係職員を行政部門別にみると、議会・総務部門(企画部門を含

む。)23万１千人(総職員に占める比率10.5％)、土木部門15万１千人(6.8％)、

民生部門15万３千人(6.9 %)、衛生部門13万人(5.9％)等である。

第56図
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行政部門別職員の増

加状況は、第56図に

みられるとおり、衛

生、民生、消防等直接

住民サービスを担当す

る職員が毎年増加して

いる。

　

地方公務員のうち医

師の不足については、

たとえば、地域住民の

健康にきわめて重要な

役割を果している保健
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所832箇所(昭和46年４月現在)に勤務する常勤医師は1,381人で、１保健

所当たり1.7人という充足状況であり、医療施設、重度身体障害者援護施

設、老人福祉施設等の充実を図ろうとする地方公共団体にとって、医師の確

保は切実な問題となっている。

　

団体種類別地方公務員数の構成は、第55図にみられるとおりで、義務教

育諸学校教職員が含められている関係もあって都道府県が全休の62.8 % (前

年同期63.4%)を占めており、そのうち教育関係職員は59.5% (59.9%)で最

も高く、一般行政関係職員24.9% (24.7%)、警察関係職員U.6%(UA%)、

消防関係職員1.0％(1.0％)となっている。市町村は、全体の37.2 %(前年同

期36.6 %)を占めており、そのうち一般行政関係職員69.5% (69.6%)、教育

関係職員23.5% (23.7%)、消防関係職員7.0 %(6.7 %)となっている。

　

イ

　

扶

　　

助

　　

費

　

扶助費は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者、身体

障害者等、日常生活に支障をきたしている者を援助するための経費である。

　

扶助費の決算額は5,081億円で、前年度(4,139億円)と比べると941億円、

22.7%増加している。

　

扶助費の構成比を目的別にみると、生活保護費2,754億円が総額の54.2%

を占めて最も高く、児童福祉

費858億円(16.9％)、結核対

策費520億円(10.2%)がこれ

に次いでいる。

　

扶助費の目的別構成比の推

移をみると、第57図にみら

れるとおり、生活保護費は被

保護人員の減少に伴い昭和

42年度(56.4%)から、また、

結核対策費は結核患者数の減

少により40年度(17.0％)か

ら、ともにその比率を低下さ

訟
ト
よ
Ｔ
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せてきている。一方、児童福祉費、老人福祉費および社会福祉費は、要保護

児童、老人、心身障害者等に対する福祉施策の充実の要請に対応して年々そ

の比率を高めており、これが扶助費の大幅な増加の要因となっている。

　

ウ

　

公

　　

債

　　

費

　

地方債の元利償還金および一時借入金利子の支払いに要する経費である公

債費の決算額は3,696億円で、前年度(3,151億円)と比べると545億円、17.3

％増加し、前年度の増加率(5.1 %)を大幅に上回っているが、これは、主とし

て前々年度において、昭和27年度から37年度までの間に発行された公共災

害復旧事業債のうち250億円が繰上償還されたことにより前年度の増加率が

著しく低くなったためである。

　

公債費の内訳は、元金2,044億円(公債費総額に占める比率55.3%、前年

度54.0 %)、利子1,563億円(42.3 %、43.6 %)、一時借入金利子90億円(2.4

％、2.4％)である。

　

公債費に充当された財源についてみると、一般財源等が全休の85.8%を

占めている。

　

地方債償還額を目的別にみると、漁港、農林道、消防施設等の各事業に充

当された一般単独事業債572億円が全体の28.0％を占めて最も高く、災害復

旧事業債251億円(12.3 %)、港湾、河川、海岸等の各事業に充当された一般

補助事業債237億円(11.6 %)、義務教育施設整備事業債191億円(9.4％)が

これに次いでいる。

（4）その他の経費

　

ア

　

物

　　

件

　　

費

　

行政の執行に伴い事務的に必要とされる消耗品購入費、備品購入費等の経

費である物件費の決算額は、6,208億円で、前年度(5,142億円)と比べると

1,066億円、20.7％(前年度17.1 %)増加している。

　

物件費の内訳は、消耗品購入費、光熱水費、印刷製本費等の需用費2,386

億円(物件費総額に占める比率38.4 %)、備品購入費907億円(14.6 %)、旅
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費804億円(12.9 %)、通信運搬費、筆耕料等の役務費531億円(8.6 %)、賃

金280億円(4.5％)、その他1,300億円(21.0％)となっている。

　

イ

　

維持補修費

　

公用または公共用施設の効用を維持するための経費である維持補修費の決

算額は1,559億円で、前年度(1,291億円)と比べると268億円、20.8%増加

している。これを目的別にみると、道路橋りょう関係853億円(維持補修費

総額に占める比率54.7 %)が最も多く、小学校関係104億円(6,7％)、公営

住宅関係100億円(6.4％)がこれに次いでおり、これら土木施設および教育

関係施設の維持管理に要した経費が全体の84.7%を占めている。

　

ウ

　

補

　

助

　

費

　

等

　

社会福祉団体、農林漁業団体等の公共的団体、地方公営企業(法適用)等に

対し、公益上必要がある場合に支出するための経費である補助費等の決算額

は3,853億円で、前年度(3,370億円)と比べると483億円、14.3 % (前年度

27.4%)増加している。これを目的別にみると、農林水産業費752億円(補助

費等総額に占める比率19.5 %)が最も多く、総務費623億円(16.2 %)、衛生

費581億円(15.1 %)、教育費485億円(12.6 %)、土木費470億円(12.2%)が

これに次いでいる。

　

なお、衛生費の伸び率が29.3%となっているが、これ

は、生活に直結する清掃施設の充実、上水道事業、病院事業等に対する補助

費等の増加に伴うものである。

　

また、補助費等のうち、地方公営企業に対する負担金、補助金は926億円

(前年度733億円)で、前年度と比べると26.3%増加しており、前年度の増

加率(27.5 %)を下回っているものの引き続き大幅な増加を示している。これ

を事業別にみると、病院事業に対するもの335億円(法適用の地方公営企業

に対する補助費等総額に占める比率36.1 %)と公共下水道事業に対するもの

307億円(33.2 %)で全体の69.3%を占めており、交通事業138億円(14.9 %)、

上水道事業92億円(10.0％)がこれに次いでいる。

　

なお、病院事業および公

共下水道事業に対する負担金、補助金は前年度(485億円)と比べて大きい伸

びを示しており、これらの事業に対する負担金、補助金の伸びが地方公営企

業に対する負担金、補助金総額の大きい増加率の原因となっている。
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エ

　

繰

　　

出

　　

金

　

普通会計から地方公営企業法の適用を受けない公営事業会計、定額の資金

を運用するための基金および財産区へ繰り出すための経費である繰出金の決

算額は2,192億円で、前年度(1,710億円)と比べると482億円、28.2%増

加している。

　

これを繰出先別にみると、基金に対するもの1,272億円(繰出

金総額に占める比率58.0 %)が最も多く、地方公営企業(法非適用)667億円

(30.4％)、国民健康保険事業175億円(8.0％)がこれに次いでいる。繰出先

別の比率において基金が最大の比率を占めているのは、公共用地先行取得の

ための土地開発基金に対するものが大きく、これに対する繰出金は、都道

府県524億円、市町村602億円、合計1,126億円(繰出金総額に占める比率

51.4%)となっている。

　

なお、地方公営企業(法非適用)に対する繰出金の50.4%は建設費財源、

32.0％は公債費財源としてそれぞれ繰り出され、国民健康保険事業に対して

は、その47.5^が赤字補てん、35.4%が事務費の財源としてそれぞれ繰り

出されている。

　

オ

　

積

　

立

　

金

　

年度間の財源の不均衡を調整し、または学校建設、災害救助等将来の財政

需要に対処することなどを目的として資金を積み立てるための経費である積

立金の決算額は935億円で、前年度(852億円)と比べると83億円、9.8%増加

している。積立金の増加額および増加率は前年度(242億円、39.6 %)と比べて

大きく下回っている。

　

積立金の内訳は、財政調整基金および減債基金積立金418億円、その他特

定目的基金積立金517億円であり、このほか、歳計剰余金処分による積立金

が64億円となっている。

　

昭和45年度において積立金をとりくずした額は680億円で、前年度(398億

円)と比べると282億円、70.9%と大幅に増加している。

　

その内訳を目的別

にみると、小・中学校、道路橋りょう、都市計画事業等の建設事業に使用さ

れたもの479億円(積立金とりくずし額に占める比率70.4 %)、災害のため

に使用されたもの22億円(3.2 %)、財産取得のために使用されたもの13億
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円(1.9 %)、公債費充当のために使用されたもの７億円(1.0％)等となってい

る。

　

歳出決算による積立金に歳計剰余金処分による積立金を加え、この額から

積立金とりくずし額を控除した昭和45年度の純積立額は318億円で前年度

(513億円)と比べると195億円(38.0％)滅少している。

　

ヵ

　

投資及び出資金

　

地方公共団体が会社の株式を所有し、財団法人に対して出えん金を出資す

る等のための経費である投資及び出資金の決算額は630億円で、前年度(524

億円)と比べると106億円、20.2%増加している。これを目的別にみると、

公共下水道事業、住宅供給公社等の土木関係が279億円(投資及び出資金総

額に占める比率44.3 %)で最も多く、病院事業、上水道事業等の衛生関係

167億円(26.6 %)、工業用水道事業、市場事業、観光事業等の商工関係65億円

(10.4 %)がこれに次いでいる。これらのうち、地方公営企業(法適用)に対す

る投資及び出資金は413億円で、前年度(284億円)と比べて129億円、45.4%

(前年度6.8％)と大幅に増加している。

　

これは、住民の生活環境施設を整

備するための公共下水道事業、上水道事業等ならびに医療施設を充実するた

めの病院事業に対する投資及び出資金が大幅に伸びたこと等によるもので

ある。

　

昭和45年度末の投資及び出資金の現在高は3,104億円で前年度末(2,484億

円)と比べると620億円、25.0％増加している。現在高のうち主なものは、

観光、交通関係360億円(現在高総額に占める比率11.6 %)、商工関係351億

円(11.3 %)、電力関係266億円(8.6 %)等である。　これに基金の運用による

もの(17億円)を加えると、その現在高は3,121億円で前年度末(2,499億円)

と比べると622億円、24.9%増加している。

　

キ

　

貸

　　

付

　　

金

　

貸付金の決算額は5,358億円で、前年度(4,175億円)と比べると1,183億

円、28.4%増加している。

　

これを目的別にみると、中小企業に対する経営資金、設備近代化資金等の

商工関係2,775億円(貸付金総額に占める比率51.8 %)と住宅供給公社への融
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資等の土木関係1,1V3億円(21.9 %)とで貸付金総額の73.7%を占めている。

　

地方公営企業(法適用)に対する貸付金は481億円で、前年度(392億円)と

比べると89億円、22.7%増加しているが、その貸付金総額に占める比率は、

9.0％で前年度(9.4 %)と比べて滅少している。これを事業別にみると、交通

事業215億円(44.7 %)、病院事業94億円(19.5 %)、工業用地造成事業60億

円(12.5%)の３事業に対するもので全体の76.7%を占めている。

　

昭和45年度末の貸付金の現在高は6,937億円で、前年度末(5,488億円)と

比べると1,449億円、26.4%増加している。現在高のうち主なものは、商工

関係2,877億円(41.5 %)、住宅関係997億円(14.4%)、埋立等の開発関係

657億円(9.5 %)等である。これに基金の運用によるもの(489億円)を加える

と、その現在高は7,426億円で、前年度末(5,750億円)と比べると、1,676億

円、29.2%増加している。

６

　

将来にわたる財政運営の状況

　

歳入歳出決算に現われているもののほかにも地方債、債務負担行為のよう

に、一年度限りでなく、将来にわたって財政負担となるものや、積立金のよ

うに、将来における財政運営に弾力的に対処するため財源を留保するものが

あるが、これらの状況をみると、つぎのとおりである。

（１）将来にわたる財政負担

　

ア

　

地方債現在高

　

地方債の発行は、地方財政の健全性の確保に留意しつつ、住民の生活の基

礎となる社会資本の整備を効率的に進め、社会経済の進展に即応した住み

よい生活環境づくりのための経費に重点的に充当されている。昭和45年度

末における地方債の現在高は２兆9,777億円で、前年度末（２兆4,850億円）

と比べると4,927億円、19.8%増加している。
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地方債現在高の規模は、昭和45年度における一般財源総額の52.6 ^(都道

府県37.9 %、市町村71.5 %)に相当し、この比率は、41年度の63.6％をピー

クに低下してきている。

　

また、地方債の現在高は、昭和40年度と比べると

2.21倍となっており、歳入総額の2.26倍とほぼ同じ伸びを示しているが、一

般財源の2.42倍と比べるとやや下回っている。

　

地方債現在高を目的別にみる

と、港湾、河川、海岸、各種災害(億円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

30,000
関連事業等の各事業に充当された

一般補助事業債、文教施設、警察

施設、道路、庁舎、漁港、林道等

の各事業に充当された一般単独事

　

25,000

業債、公営住宅建設事業債および

義務教育施設整備事業債で全体の

55.4%を占めており、災害復旧事

業債(8.0％)がこれに次いでいる。

　

20,000

増加率では、昭和45年度に新た

にいわゆる水田取得のための地方

債が措置されたため、公共用地先

行取得事業債の99.5%増や公営住

　

15,000

宅建設事業債(38.8 %)の伸びが著

しかったが、このほか、辺地対策

事業債(33.4 %)、新産業都市等建

　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 000
設事業債(33.2 %-)等が高い増加率　　'

を示している。

　

地方債現在高の借入先別状況

は、第58図にみられるとおり、政

　　　　　　　　　　　　　　　　　

5,000
府資金が57.2% (前年度60.7 %)

第58図

　

地方債現在高の推移
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45（年度）

と最も高い比率を占め、市中銀行

　　

（注）（

　

）内の数値は､昭和40乍度を100とした指

が22.4% (19.9%)とこれに次いで
数である。
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いるが、その推移をみると、政府資金のウェイトが年々低下し、逆に、市中

銀行の比率が上昇している。

　

イ

　

債務負担行為

　

地方公共団体は、将来の支出を約束するものとして、債務負担行為をする

ことができる。債務負担行為には、当該年度に支出義務を負担し、これに伴

う経費の支出は、当該年度以降に及ぶものと、地方公共団体が、第三者の損

失を補償するための契約を締結する場合のよ引こ、必ずしも経費の支出を伴

わずにその目的が達せられるものとに分けられ、前者の場合は、後年度の財

政運営を拘束することとなるので、とくに、その運用には慎重を期する必要

がある。地方公共団体は、財源面での制約もあって、債務負担行為をするこ

とにより、学校用地等の先行取得、大規模団地における関連公共施設の立替

施行等、当面緊急とされる財政需要に対処している。

　

債務負担行為に基づく昭和46年度以降における支出予定額は１兆1,374億

円で、44年度(8,794億円）と比べると2,580億円、29.3%増加している。債

務負担行為額中5,666億円、49.8%と、ほぼ２分の１を占めている土地・建

造物の購入にかかるものは、増加率も34.7 % (前年度36.0％）という高い伸

びを示している。

（２）将来のための財政運営

　

将来の財政需要に備え、財源をあらかじめ確保すること等によって、財政

の健全な運営を図るため、地方公共団体が積立てる積立金の昭和45年度末

現在高は2,730億円で、44年度末(2,413億円)と比べると317億円、13.1％

(前年度26.1%)増加しているが、都道府県においては、とりくずし額が大

きかったこともあって、積立金現在高は３億円減少している。積立金現在

高の内訳は、年度間の財源調整を行なうために積立てている財政調整基金
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1､453億円(構成比53.2 %)、償還

期限を繰り上げて行なう地方債

の償還の財源にあてるための減

債基金86億円(3.1 %)、災害救助

法に基づき、災害により生じた経

費の財源にあてるための積立金お

よび学校建設等の資金として積立

てている基金等特定目的のための

　

2,000

基金1,191億円(43.6 %)となって

いる。

　

積立金現在高の推移は、第59図

にみられるとおりで、歳出総額に

対する比率は、昭和40年度の2.1

％から44年度の3,0％へ増加し

　

1,000

てきたが、45年度にいたり、2.8

％と低下を示している。

７

　

公共施設の現況

第59図

　

積立金現在高の推移
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）内の数値は、昭和40年度を100とした

　

指数である。

　

今までみてきたよりに、地方公共団体は、補助事業費、単独事業費等の投

資的経費の充実によって、住民福祉の向上に直接つながる公共施設の整備に

努めている。

　

第60図は、この投資的経費の目的別内訳を人口１人当たり額で示したも
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のであるが、最も多額の投資がなされているのは道路橋りょう費で、人口１

人当たり7,200円となっている。次いで、農林水産業費5,100円、都市計画

費4,000円、小・中学校費3,300円、住宅費2,900円の順となっており、土

木関係への投資が非常に多いのが目立っている。民生費、衛生費はともに

900円にとどまってはいるものの、前年度と比べて著しい増加をみせている。

　

これらの経費によって、道路、橋りょう、農道、林道、上下水道、住宅、

文教施設、清掃施設、社会福祉施設等公共施設の整備、充実が図られている

のであるが、以下、これらの公共施設の水準がどのようなものになっている

か、主要なものについてその現況をみることとする。

　

（注) (1)昭和46年５月１日現在における小学校、中学校および高等学校の校舎

　　　　　

面積ならびに小学校および中学校の屋内運動場にかかる数値については、

　　　　　

前年同期における調査と異なる調査方法で求められているため、これらの

　　　　　

数値についての前年同期との対比は行なわない。

　　　　　　

なお、高等学校の屋内運動場設置学校数については、昭和46年５月１日

　　　　　

現在では調査されていない。

　　　　

（2）昭和46年３月31日現在におけるし尿処理およびごみ処理のための収集

　　　　　

職員および収集・運搬車にかかる数値については、（1）と同様の理由によ

　　　　　

り、これらの数値についての前年同期との対比は行なおない、

第60図

　

投資的経費の目的別の状況(人口１人当たり額)
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(１)道

　　　

路

　

昭和46年３月31日現在における地方道の延長は99万3,681 km (前年度

99万1,081 km)である。このうち，改良済延長は19万1,135 km (18万462

km)，舗装済延長は13万9,523 km (11万938 km)である。また，普通貨物

自動車が通行できない路線等の延長(以下｢交通不能道延長｣という。)は32万

6､732 km (33万7,369 km)である。

％）

第61図

　

道路整備の状況

　

総延長に占める比率

は、改良済延長19.2%

(前年度18.2%)、舗装

済延長14.0%(11.2%)、

交通不能道延長32.9%

(34.0 %)であり、前年

度と比べると改良率

1.0％、舗装率2.8%、

交通不能道比率1.1%

の改善がそれぞれなさ

れている。つぎに、国

道および地方道の整備

状況をみると、第61図

にみられるとおりで、改良率は一般国道80.6％、都道府県道44.9%、市町村

道15.7%、また、舗装率は一般国道83.6%、都道府県道44.5%、市町村道

9.8％となっており、とくに、市町村道の整備状況は低い水準にある。住民に

密着した市町村道の立ち遅れは、日常生活および生産活動に不便をきたして

おり、機能に応じたその整備の促進は市町村にとっての重要課題である。

　

なお、諸外国の道路舗装率は、第62図にみられるとおりであり、諸外国

と比べて、わが国の道路整備の水準が低いことを示している。
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ア都道府県道 第62図

　

外国の道路舗装率の状況(1970年現在)

　

都道府県道の延長は

　　

日

　

本

12万821 km （前年度
アメリカ

12万3,559 km)であ　　西ドイツ

る。このうち、改良済

延長は５万4,251 km

(5万1,864 km)、舗装

フランス

イタリア

イギリス

12.6%

(建殷省｢道路統計年報｣1972年版資料による｡)

済延長は５万3,765 km ( 4万6,233 km)である。また、交通不能道延長は

4,742km (5,236km)である。

　

総延長に占める比率は、第61図にみられるとおり、改良済延長44.9% (前

年度42.0 %)、舗装済延長44.5% (37.4%)、交通不能道延長3.9％(4.2％)で

あり、前年度と比べると改良率2.9%、舗装率7.1％、交通不能道比率0.3％

の改善がそれぞれなされている。

　

イ

　

市

　

町

　

村

　

道

　

市町村道の延長は87万2,860 km (前年度86万7,522km)である。このう

ち、改良済延長は13万6,884 km (12万8,598 km)、舗装済延長は８万5,758

km(6万4,705 km)である。また、交通不能道延長は32万1,990 km (33万

2,133km)である。

　

総延長に占める比率は、第61図にみられるとおり、改良済延長15.7% (前

年度14.8 %)、舗装済延長9.8% (7.5%)、交通不能道延長36.9％(38.3％)で

あり、前年度と比べると改良率0.9%、舗装率2.3%、交通不能道比率1.4%

の改善がそれぞれなされている。

（２）橋

　

リ

　

よ

　

う

　

昭和46年３月31日現在における地方道にかかる橋りょう数は54万7,731

橋(前年度54万5,942橋)である。これを構造別にみると，鋼橋，コンクリー

ト橋および石橋からなる永久橋(以下｢永久橋｣という。)の数は38万7,190橋

(37万5,885橋)，木橋の数は15万5,914橋(16万5,448橋)，混合橋の数は
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4､627橋(4,609橋)となっている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋70.7％(前年度68.9 %)、木橋28.5

％(30.3％)、混合橋0.8％(0.8％)であり、前年度と比べると、永久橋は1.8

％増加し、混合橋は前年度と同じである。

　

つぎに、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は

16万5,720橋(前年度17万4,208橋)である。このうち、重量が制限されてい

る荷重制限橋は５万7,777橋(６万3,643橋)であり、残りの10万7,943橋(11

万565橋)が交通不能橋である。制限橋の総橋りょう数に占める比率は、荷重

制限橋10.5％(前年度11.7 %)、交通不能橋19.7% (20.3%)となっている。

　

ア

　

都道府県道にかかる橋リよう

　

都道府県道にかかる橋りょ５数は10万192橋(前年度10万1,956橋)であ

る。これを構造別にみると、永久橋の数は９万1,933橋(９万1,668橋)、木

橋の数は7,916橋(9,876橋)、混合橋の数は343橋(412橋)となっている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋91.8％(前年度89.9 %)、木橋7.9％

(9.7％)、混合橋0.3％(0.4％)であり、前年度と比べると、永久橋は1.9%

増加したのに対して、木橋は1.8％、混合橋は0.1％滅少している。

　

つぎに，構造上の理

由から，住民の利用を

一部制限している橋

りょう数は5,933橋

(前年度7,497橋)であ

る。このうち，重量が

制限されている荷重制

限橋は4,674橋(6,119

橋)であり，残りの

1,259橋(1,378橋)が交

通不能橋である。制

限橋の総橋りょう数に

占める比率は，荷重制
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橋りょう整備の状況
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限橋4.7 % (前年度6.0％)、交通不能橋1.3％(1.4％)となっている。

　

イ

　

市町村道にかかる橋りょう

　

市町村道にかかる橋りょう数は44万7,539橋(前年度44万3,986橋)であ

る。これを構造別にみると、永久橋の数は29万5,257橋(28万4,217橋)、木

橋の数は14万7,998橋(15万5,572橋)、混合橋の数は4,284橋(4,197橋)と

なっている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋66.0％(前年度64.0 %)、木橋33.1％

(35.0％)、混合橋0.9％(1.0％)であり、前年度と比べると、永久橋は2.0%

増加したのに対して、木橋は1.9%、混合橋は0.1％滅少している。

　

つぎに、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は

15万9,787橋(前年度16万6,711橋)である。このうち、重量が制限されて

いる荷重制限橋は５万3,103橋(５万7,524橋)であり、残りの10万6,684橋

(10万9,187橋)が交通不能橋である。制限橋の総橋りょう数に占める比率

は、荷重制限橋11.9 %(前年度13.0％)、交通不能橋23.8% (24.6%)となっ

ている。

　

なお、都道府県道、市町村道別の橋りょうの整備状況は、第63図にみら

れるとおりである。

（3）公営住宅等

　

昭和46年３月31日現在における公営住宅等の総戸数は126万2,481戸(前

年度116万5,920戸)であり、前年度と比べると９万6,561戸増加している。

　

これを住宅の種類別にみると、公営住宅法に基づいて建設される公営住宅

は115万9,440戸(前年度107万3,314戸)、住宅地区改良法に基づいて建設

される改良住宅は５万1,645戸(４万3,058戸)、地方公共団体が独自で建設

する単独住宅は５万1,396戸(４万9,548戸)となっており、総戸数に占める

比率は、公営住宅91.8％(前年度92.1 %)、改良住宅4.1％(3.7％)、単独住

宅4.1％(4.2％)となっている。

　

また、住宅の構造別にみると、非木造住宅は69.2%に当たる87万3,045戸

であり、残りの30.8％に当たる38万9,436戸は木造住宅となっている。前
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第64図

　

公営住宅等の設置者別比率

　　　　　　　

都道府県営
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年度の非木造対木造の比率66.0対34.0と比べると、非木造は3.2%その比

率を高めている。

　

つぎに、前年度に対する増加率をみると都道府県では公営住宅10.0％、改

良住宅12.2%、単独住宅3.9%となっており、市町村では公営住宅6.8％、

改良住宅23.5%、単独住宅3.6％となっている。

　

なお、公営住宅等の設置者別比率の状況は、第64図にみられるとおりで

ある。

　

ア

　

都道府県営の住宅

　

都道府県営の公営住宅等は47万6,223戸(前年度43万3,643戸)で、総戸

数の37.7 % (前年度37.2 %)を占めており、前年度と比べると４万2,580戸

増加し、設置者別比率で0.5％その比率を高めている。

　

これを住宅の種類別にみると、公営住宅は44万820戸(前年度40万650

戸)、改良住宅は１万5,156戸(１万3,505戸)、単独住宅は２万247戸(１万

9,488戸)となっている。

　

イ

　

市町村営の住宅

　

市町村営の公営住宅等は78万6,258戸(前年度73万2,277戸)で、総戸数

の62.3 % (前年度62.8 %)を占めており、前年度と比べると５万3,981戸増
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加している。

　

これを住宅の種類別にみると，公営住宅は71万8,620戸(前年度67万

2,664戸)，改良住宅は３万6,489戸(２万9,553戸)，単独住宅は３万1,149戸

(３万60戸)となっている。

　

ウ

　

入居競争率

　

昭和45年度中の公営住宅等の入居公募戸数は13万4,720戸(前年度11万

6､915戸)、これに対する応募件数

は90万580件(96万6,392件)で(

あり、その入居競争率は6.7倍

(8.3倍)となっている。入居競争

率は前年度を下回っているが依然

　　

10

として高い競争率を示している。

入居競争率の状況を設置者別にみ

ると、第65図にみられるとおり

　　

５

であり、都道府県営は10.3倍、

市町村営は3.8倍となっている

が、市町村営のなかでは、大都市

　　

０

および特別区の入居競争率がきわ

めて高いものとなっている。

（4）幼

　　

稚

　　

園

第65図

　

入居競争率の状況
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昭和46年５月１日現在における国公私立幼稚園の状況は、園数１万1,180

園(前年度１万796園)、園児数171万６千人(前年度167万５千人)である。

このうち、公立の幼稚園数は36.9%に当たる4,121園(前年度3,908園)、園

児数は23.1 %に当たる39万６千人(39万８千人)であり、前年度と比べると、

園数では213園増加したのに対し園児数では２千人滅少している。

　

公立幼稚園を設置者別にみると、都道府県立は19園、その園児数は２千人

であり、また、市町村立は4,102園、その園児数は39万４千人で、公立の幼
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第66図

　

幼稚園数と園児数の設置者別比率
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立
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立

公立のうち
市町村立

公立のうち
都道府県立

稚園の大部分が市町村

立となっている。

　

なお、幼稚園の設置

者別比率は、第66図

にみられるとおりであ

る。

　

つぎに、小学校第１

学年児童数171万１千

人中に占める幼稚園修

了児童数96万１千人の割合(就園率)は56.2 %(前年度53.7 %)であり、年々

上昇の傾向を示している。

(５)小

　　

学

　　

校

　

昭和46年５月１日現在における公立小学校の数は２万4,308校(前年度２

万4,558校)であり，その校舎面積は5,188万７千m2である。校数を前年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　

と比べると，分校等の統廃合により
第67図

　

学校施設の状況(小学校)
250校滅少している。

　

つぎに、校舎を構造別にみると、非

木造校舎面積は2,384万６千㎡、木

造校舎面積は2,804万１千m2であり、

校舎面積に占める比率は、第67図に

みられるとおり、非木造校舎46.0%、

木造校舎54.0%となっている。

　

なお、危険校舎面積は552万９千㎡

で、校舎面積の10.7％を占めている。

また、危険校舎面積のうち要改築校舎

面積は330万５千㎡で、校舎面積の6.4%を占めて:いる。

　

屋内運動場を設置している学校数は、全校の72,7%に当たる１万7,670校

である。

　

また、プールを設置している学校数は、全校の40.0％に当たる
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9,720校（前年度8,654校）である。

（６）中

　　

学

　　

校

　

昭和46年５月１日現在における公立中学校の数は１万195校(前年度１万

380校)であり、その校舎面積は2,889万m2である。校数を前年度と比べる

と、小学校と同様の理由により185校滅少している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

つぎに、校舎を構造別にみると、非

第68図

　

学校施設の状況(中学校)
木造校舎面積は1,415万㎡、木造校

舎面積は1,474万㎡であり、校舎面

積に占める比率は、第68図にみられ

るとおり、非木造校舎49.0%、木造

校舎51.0％となっている。

　

なお、危険校舎面積は152万８千m2

で、校舎面積の5.3％を占めている。

また、危険校舎面積のうち要改築校舎

面積は95万９千m2で、校舎面積の

3.3％を占めている。

　

屋内運動場を設置している学校数は、全校の81.7％に当たる8,327校で

ある。また、プールを設置している学校数は、全校の34.8%に当たる3,552

校（前年度3,143校）である。

（７）高

　

等

　

学

　

校

　

昭和46年５月１日現在における公立高等学校の数は3,552校(前年度3,550

校)であり、その校舎面積は2,033万６千m2である。校数を前年度と比べる

と、２校増加している。

　

つぎに、校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は1,381万２千m2、木造

校舎面積は652万４千m2であり、校舎面積に占める比率は、第69図にみ

られるとおり、非木造校舎67.9%、木造校舎32.1％となっている。

　

なお、危険校舎面積は78万４千m2で、校舎面積の3.9%を占めている。
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第69図

　

学校施設の状況(高等学校)
また、危険校舎面積のうち要改築校舎

面積は74万１千m2で、校舎面積の

3.6％を占めている。

　

さらに、プールを設置している学校

数は、全校の34.3%に当たる1,217校

(前年度1,059校)であり、屋内運動場

を設置している学校数(昭和46年３月

31日現在調査)は、全校の82.8 %に当

たる2,942校(前年同期2,875校)であ

る。

(８)保

　　

育

　　

所

　

昭和45年12月31日現在における公私立保育所(へき地保育所を除く。)の

数は１万4,101箇所(前年度１万3,416箇所)であり、前年度と比べると685

箇所増加している。公立保育所の数は8,817箇所(8,399箇所)で、総箇所数

の62.5 % (62.6 %)を占めており、前年度と比べると418箇所増加したが、

比率では0.1％滅少している。

　

つぎに、専任職員数と在籍者数についてみると、専任職員数10万６千人

(前年度９万５千人)に対し、在籍者数は113万１千人(106万６千人)であ

り、職員１人当たりの在籍者数は10.7人である。

　

これを前年度の11.2人と

比べると0.5人改善されている。

　

公立の保育所についてこの関係をみると、専任職員数６万１千人(５万

４千人)に対し、在籍者数は69万人(65万３千人)であり、職員１人当たり

の在籍者数は11.3人である。

　

これを前年度の12.0人と比べると0.7人改善

されている。

(９)老人ホーム

　

昭和45年12月31日現在における公私立老人ホーｊ､の数は1,014箇所(前

年度947箇所)であり、前年度と比べると67箇所増加している。公立の老人
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ホームの数は642箇所(613箇所)で、総箇所数の63.3% (64.7%)を占めてお

り、前年度と比べると29箇所増加したが、比率では1.4％減少している。

　

つぎに、専任職員数と在籍者数についてみると、専任職員数１万４千人

(１万２千人)に対し、在籍者数は７万５千人(７万人)であり、職員１人当た

りの在籍数は5.4人である。これを前年度の5.7人と比べると0.3人改善さ

れている。公立の老人ホームについてこの関係をみると、専任職員数7,629

人(6,883人)に対し、在籍者数は４万3,687人(４万1,267人)であり、職員１

人当たりの在籍者数は5.7人である。これを前年度の6.0人と比べると0.3人

改善されている。

　

老人ホームを種類別にみると、次のとおりである。

　

ア

　

養護老人ホーム

　

養護老人ホームは、居宅で養護を受けることの困難な65歳以上の老人を

収容する老人ホームである。

　

養護老人ホームの数は810箇所(前年度790箇所)で、老人ホーム総箇所数

の79.9% (83.4%)を占めており、前年度と比べると20箇所増加している。

また、公立の養護老人ホームの数は573箇所(561箇所)で、大部分(534箇所)

が市町村の経営によるものである。

　

イ

　

特別養護老人ホーム

　

特別養護老人ホームは、身体上または精神上著しい欠陥があるため常時の

介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難な65歳以上

の老人を収容する老人ホームである。

　

特別養護老人ホームの数は152箇所(前年度109箇所)で、老人ホーム総箇

所数の15.0％(11.5％)を占めており、前年度と比べると43箇所増加してい

る。また、公立の特別養護老人ホームの数は44箇所(30箇所)であり、その

他は社会福祉法人の経営によるものである。

　

ウ

　

軽費老人ホーム

　

軽費老人ホームは、身寄りのない老人等を無料または低額な料金で収容

し、給食その他日常生活上の便宜を与えるための老人ホームである。

　

軽費老人ホームの数は52箇所(前年度48箇所)で、老人ホーム総箇所数の
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5｡1% (5.1%)を占めており、前年度と比べると４箇所増加している。また、

公立の軽費老人ホームの数は25箇所(22箇所)であり、その他は社会福祉法

人等の経営によるものである。

（10）清

　

掃

　

施

　

設

　

地方公共団体が重点的に清掃を実施する地域を特別清掃地域としており、

この地域についてし尿およびごみの収集計画をそれぞれ策定し、計画区域内

にかかるし尿およびごみの収集業務を実施している。

　

ア

　

し

　

尿

　

処

　

理

　　

(ア)収集計画人口と収集人口

　

昭和46年３月31日現在の収集計画人口は9,016万人で、前年度(8,629万

人)と比べて4.5％増加しており、総人口(住民基本台帳人口)に対する比率

は、第70図にみられるとおり、86.2％(前年度83.4%)となっている。

　

この収集計画に基づいて実際に収集業務が実施された区域内の収集人口は

6,686万人で、前年度(6,469万人)と比べて3.4%増加しており、収集計画人

口に対する実施率は74.2 %(前年度75.0％)となっている。

　

第70図

　

し尿の収集計画人口等と衛生処理率の推移
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（イ）収集職員等

　

し尿の収集処理業務に従事する職員数は、３万832人である。収集職員等

のうち78.6%に当たる２万4,227人は収集業務を行なう職員である。

　

つぎに、し尿を収集し運搬するための車両は１万1,199台であり、このう

ちバキューム車は１万760台、運搬車は439台となっている。

　　

（ウ）収集処理量

　

昭和45年度中の収集計画人口にかかるし尿の総排出量は4,400万kl（前年

度4,100万kl）である。

　

このうち、市町村の収集処理によるものは64.5 %

(66.5 %)、住民の自家処理によるもの

は35.5％(33.5％)となっている。

　

市町村の収集処理によるものの内訳は、

第71図にみられるとおりで、施設処理

45.1% (44.9%)、下水道マンホール投入

4.1％(4.3％)、その他15.3% (17.3%)であ

り、自家処理の内訳は下水道放流10.3％

(10.0％)、浄化そう10.0％(9.4％)、その他

15.2% (14.1%)である。

第71図

　

し尿の処理状況

　

つぎに、施設処理、下水道放流および浄化そう処理による衛生処理率は

69.5% (68.6%)であり、残りの30.5％(31.4％)は海上投棄、農村還元等の

処理によっている。

　

イ

　

ご

　

み

　

処

　

理

　　

(ア)収集計画人口と収集人口

　

昭和46年３月31日現在における収集計画人口は9,180万人で、前年度

(8,677万人)と比べて5.8%増加しており、総人口(住民基本台帳人口)に対す

る比率は、第72図にみられるとおりで、87.8 %(前年度83.8 %)となってい

る。この収集計画に基づいて:実際に収集業務が実施された区域内の収集人口

は8,083万人で、前年度(7,555万人)と比べて7.0％増加しており、収集計画

人口に対する実施率は88.0% (87.1%)となっている。

　　

(イ)収集職員等

　

ごみの収集処理業務に従事する職員数は、４万9,218人である。収集職員
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第72図

　

ごみの収集計画人口等と衛生処理率の推移
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等のうち81.0％に当たる３万9,858人は収集業務を行なう職員である。

　

つぎに，ごみを収集し運搬するための車両は１万5,066台であり，このう

ち特殊運搬車は9,014台，運搬車は6.052台となっている。

　　

（ウ）収集処理量

　

昭和45年度中の収集計画人口にかかるごみの総排出量は3,300万ｔ（前年

　　　　　　　　　　　　　　

度2,800万ｔ）である。このうち，市町村の

第73図

　

ごみの処理状況

0｡7％

収集処理によるものは75.6% (75.8%)、住

民の自家処理によるものは24.4%(24.2%)

となっている。市町村の収集処理によるも

のの内訳は、第73図にみられるとおり、

焼却処理38.6% (40.4%)、高速堆肥化処理

0.7% (1.0%)、その他36.3 % (34.4 %)で

ある。

　

つぎに、焼却処理および高速堆肥化処理

による衛生処理率は39.3% (41.4%)であ

り、残りの60.7% (58.6%)は埋立等の処

理によっている。
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８

　

地方公営事業の状況

　

地方公共団体が経営する水道、下水道、交通、病院事業等の地方公営企業、

国民健康保険事業、収益事業、交通災害共済事業、その他の事業の経営状況

は、次のとおりである。

(１)地方公営企業

　

ア

　

概

　　　　　

況

　　

(ア)団体数および経営規模

　

昭和45年度末において、地方公共団体が経営する地方公営企業は団体数

でみると、第74図にみられるとおり、総数は6,435(6,464事業)で、その内

訳は、上水道事業1,524、簡易水道事業1,804、工業用水道事業77、交通事

業120、電気事業37、ガス事業72、病院事業716、公共下水道事業280、そ

の他の地方公営企業1,805となっており、総数を前年度(6,264)と比べると

171団体増加している。また、これらの団体が全体に占める比率をみると、

水道事業と簡易水道事業をあわせた水道関係が3,328で全体の51.7%と最も

多く、病院事業(11.1％)、観光施設事業(8.9 %)、宅地造成事業(6.9 %)、と

畜場事業(6.6 %)がこれ

に次いでいる。

　

昭和45年度の経営規

模(歳出決算規模)は２兆

3,139億円で、前年度と

比べると4,442億円、

23.8%増加しており、ま

た、40年度と比べると

2.2倍に達し、45年度の

普通会計歳出決算額の

23.6%に相当する規模

第74図

　

経営団体数でみた地方公営企業

　　　　

の状況
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となっている。

　

昭和45年度末における職員数は28万人で、前年度(27万人)と比べると

１万人増加している。また、この職員数は、普通会計職員(昭和46年４月１日

現在の給与実態調査による。ただし、教育、警察および消防職員を除く。)の

30.4％に相当している。

　

なお、水道事業、交通事業、病院事業の３事業は、第75図および第76図

にみられるとおり、経営規模では全体の51.1%、職員数では、全体の84.4%

を占めている。

第75図

　

経営規模でみた地方公営企

　　

第76図

　　　　

業の状況

職員数でみた地方公営企業

の状況

　

建設投資額は、第77図にみられるとおり、１兆829億円で、前年度

(8,732億円）と比べると2,097億円、24.0%増加し、依然として大きい伸

びを示している。伸びの大きいものは、公共下水道事業、宅地造成事業等

である。

　

建設投資額の内訳は、水道事業2,480億円、公共下水道事業2,244億円、宅地

造成事業1,859億円で、全体に占める比率は、それぞれ23％、21％、17％

となっている。

　

なお、人口、産業の集中している東京都および大都市について、その全体

に占める比率をみると、事業数ではわずか81事業で1.3%にすぎないが。
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経営規模では7,553億円で

32.6%、職員数では79,210

人で28.4%とかなりの比率

　　

（f

　　　　　　　　　　　　　　　

10
を占めている。

　　

（イ）公益事業中の地

　　　　　

位

　

地方公営企業が民営を含

　　

５

めた公益事業全体に占める

地位をみると、次のとおり

である。

ａ

　

水道事業（簡易水道事

　

業を含む。）は、給水人口

第77図

　

地方公営企業の建設投資額の推移

乍度）

　

8,018万人のうち7,698万人(96.0 %)が公営である(昭和45年３月31日現

　

在)。

ｂ

　

軌道、地方鉄道事業は、年間輸送人員94億93百万人のうち15億39百

　

万人(16.2%■)が公営である(昭和44年度)。

ｃ

　

自動車運送(乗合)事業は、年間輸送人員99億48百万人のうち23億42

　

百万人(23.5 %)が公営である(昭和44年度)。

ｄ

　

病院事業は、病床数1,062千床のうち186千床(17.5 %)が公営である

　

(昭和45年12月31日現在)。

　

このほか公共下水道事業は100％公営であるが、工業用水道事業は総配水

量の99.3%、電気事業は年間発生電力量の2.3％(昭和45年度)、ガス事業

は年間ガス販売量の4.1% (45年度)が公営となっている。

　　

(ウ)都道府県営企業の伸展

　

地方公営企業は、その沿革から上水道、交通、病院のよ引こ住民生活に密

着したものが多いため、市町村経営のものが多かったが、最近、地域開発、

広域処理等に関する公営企業への要請が急速に強まり、都道府県営の公営企

業が増加している。

　

都道府県の経営する地方公営企業の数は、昭和36年度末では165であった
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が、41年度末では254となり、45年度末では326となっている。この結果、

都道府県営の地方公営企業の全地方公営企業中に占める比率は、36年度末に

おいて3.5%であったものが、45年度末では5.0％と高まっている。昭和45年

度末現在の都道府県営の地方公営企業のうち、それを経営する数の多いもの

は、港湾整備70、病院45、有料道路40、工業用水道35、宅地造成34等である。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

昭和45年度の地方公営企業の経営状況は、建設改良費の増大に伴う資本

費の増こう、人件費の高とう等経営環境の悪化もあって、依然として困難な

状況にあり、とくに、法適用企業である交通事業、病院事業の経営状況の悪

いことが目立っている。

　　

（ア）法適用企業の経営状況

　

法適用･企業の経営状況は、ここ数年来赤字基調であるが、昭和45年度に

おいても依然として赤字を

続けている。

　　　

ａ

　

損

　

益

　

収

　

支

　

昭和45年度における総

収益は9,708億円で、前年

度(7,842億円)と比べると

1,866億円、23.8%増加し

ているものの、総費用は

9,882億円で前年度(7,922

億円)と比べると1,960億

円、24.7%増加しており、

総収益対総費用比率は、第

％

第78図

(法適用企業)

　　　　　

110.7

　　　　　　

111.2

40 41 42

79.7

44 45

交通

久

78図にみられるとおり、98.2%とほぽ前年度の横ばいとなっている。

　

純利益は401億円で、前年度(378億円)と比べると23億円増加し、その事

業数も1,860 (前年度1,794)となっている。　また、純損失額は、575億円で、

前年度(458億円)と比べると117億円増加し、その事業数は923 (前年度929)

となっている。なお、純損失を生じた事業数が全事業に占める比率は34.1%

　　　　　　　　　　　　　　　

―108－

　　　　　　　　　　　　　　

86.4

　　　　　　　　　

≪4.0

　　　　　

S4.6

y2

　　

83.2

/I

1,･ご“?,l

イ゛ﾌﾞ;iiﾓ

1

′

105.8

ぷ

l

ド1

　

101.6

　

／ヽ～４?!♪･

　　　　　　　

100.7工業用水
沢
.
た秀一安嘩一達男

詣洋一．な，

　

94.5

　

j¥4j.5'4

　

96･哨

　

院

　　

Ｓこ？

　

95.0

　　

95.0

事業別総収益対総費用比率の推移

／



第79図

　

料金収入に対する企業債元利償

　　　

第80図

　

料金収入に対する職員

　　　　

還金の割合の推移(法適用企業)

　　　　　　　

給与費の割合の推移
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から33.2%と低くなっているが、単年度欠損金比率は7.0％と前年度(6.8 %)

に比べると上昇している。

　

累積欠損金は2,363億円で、前年度(1,958億円)と比べると405億円、20.7

％増加し、その営業収益に対する割合は28.7 % (前年度28.0 %)となってお

り、不良債務額は1,714億円で、前年度(1,408億円)と比べると306億円、

21.7%増加している。また、企業債元利償還金および職員給与費の料金収入

に対する比率は、第79図および第80図にみられるとおり、それぞれ35.0 %

(前年度39.0 %)、44.2% (45.5%)となっている。

　

これらを事業別にみると、企業債元利償還金の料金収入に対する比率は、

工業用水道事業が90.8%で最も高く、電気事業(69.7 %)、交通事業(46.9％)

がこれに次いでおり、また、職員給与費の料金収入に対する比率では、交通

事業が90.9%で最も高く、病院事業(58.7 %)も依然として高い率を示して

いる。

　　　

ｂ

　

資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出額は9,600億円で、前年度(7,992億円)と比べると1,608億円、

20.1%増加している。その財源をみると、内部留保資金および外部調達資金
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が主なものであるが、その額は9,169億円であり、差引き431億円の資金不足

額は、前年度(482億円)と比べると51億円滅少している。

　

この不足額は、

一時借入金等の短期資金によって措置されている。

　　

(イ)法非適用企業の経営状況

　

昭和45年度における法非適用企業(地方公営企業法を適用せず官公庁会計

方式によっている企業)の事業数は3,601で、前年度(3,493)と比べると108

事業増加している。その経営状況は、収入総額4,189億円、支出総額4,098億

円で、差引き91億円の黒字であるが、これについて繰上充用、繰越財源等の

差引きを行なった実質収支をみると60億円の黒字となっている。

　

これを、法適用企業の総収益対総費用比率にほぽ相当する収益的収支比率

(一奮姦よ晶價轟ｔ灯〇〇卜みると、その比率は127.0 %である。こ

れを事業別にみると、公共下水道事業(85.8%)、市場事業(91,0％)、と畜場

事業(93.6％)および観光施設事業(98.0 %)を除いた他の事業は収支均衡点を

上回っている。

　　

(ウ)建設投資の財源

　

地方公営企業の建設投資の財源は、事業によって若干異なっているが、お

おむね60～80％が企業債によってまかなわれている。企業債の推移は、第

81図(昭和40年＝100)にみられるとおり、事業によって差があるが、公共

下水道事業(230.4)、地下鉄事業(241.2)等が目立っている。企業債全体として

は、昭和40年度(3,741億円)と比べて1.63倍の6,101億円となっている。

　

昭和45年度末における企業債の現在高は３兆3,741億円で、借入先別にみ

ると、政府資金が１兆5,482億円と全体の45.9%を占めている。

　

上述のように、建設投資の財源は主として企業債に依存しているため、法

適用企業における自己資本構成比率は、第82図にみられるとおり、昭和40

年度末の24.3%から45年度末においては20.2%に低下している。

　　

(エ)他会計繰入金の増加

　

昭和45年度における地方公営企業に対する他会計からの繰入金は2,280億

円で、前年度(1,693億円)と比べると587億円、34.7%増加している。

　

事業別にみると、公共下水道事業が881億円で最も多く、病院事業476億
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第81図

　

建設投資財源としての企

　　　　

業債の推移（40年＝100）
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円、上水道事業233億円、交通事業191億円がこれに次いでおり、前年度に対

する増加率でみると、公共下水道事業(43.9 %)が最も大きく、病院事業(37.4

％)、上水道事業(34.8 %)、工業用水道事業(15.7 %)がこれに次いでいる。

　　

(オ)財政の再建

　

昭和41年度の地方公営企業法の改正により設けられた赤字地方公営企業

の財政再建に関する制度に基づき、155事業が財政再建計画の承認を受け、

総額516億円の不良債務が財政再建債により棚上げされた。

　

その後、11事業が財政再建の制度を準用して財政再建を行なうこととな

り、また、財政再建の完了したものおよび再建途上において廃止されたもの

が68事業あるので、昭和46年度当初における財政再建企業は87事業、準

用再建企業は11事業である。

　

これら財政再建企業に対する国からの財政再建債利子補給は、昭和45年

度末までで54億円に達している。また、財政再建債の昭和45年度末におけ

る現在高は290億円であり、順調にその償還が行なわれている。

　

しかし、６大都市交通事業の財政再建については、昭和40年度末におけ

る不良債務を財政再建債(425億円)の発行によって棚上げし、経営の健全性

を回復するよう路面電車の撤去、車両のワンマン化、職員数の削減等企業経

営の合理化に努めてきた。しかし、路面渋滞等の企業環境の悪化、人件費の
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増こう、料金改定の遅れ等の諸事情により、むしろ経営悪化の傾向にあり、

上記財政再建債の利子補給のほか一般会計から財政再建債利子、路面電車の

資金不足利子および再建債元金に対する繰入れが行なわれているにもかかわ

らず、６大都市交通事業(地下鉄事業を除く。)の昭和45年度末における不良

債務は823億円(財政再建債未償還金を含む。)に増大し、累積欠損金も1,040

億円に達している。

　

ウ事業別状況

　　

(ア)水道事業(上水道事業および簡易水道事業)

　　　

ａ

　

団

　　

体

　　

数

　　　　

(ａ)上水道事業

　

昭和45年度末において地方公共団体が経営する上水道事業(簡易水道事業

を除く。)の数は、1,524で、前年度末(1,473)と比べると51事業、3.5%増加

している。このうち、用水供給事業を行なっているものは23(うち建設中

５)、末端給水事業を行なっているものは1,501 (うち建設中46)で、これを

経営主体別にみると都道府県営18(うち用水供給12)、大都市営６、市営544、

町村営899 (うち用水供給１)、企業団営57(うち用水供給10)となっており、

昭和45年度末における全国の市町村3,261団体中、市は596市のうち587

市、町村は2,665町村のうち1,016町村に上水道が布設されている。

　　　　

(ｂ)簡易水道事業

　

昭和45年度末において地方公共団体が経営する簡易水道事業の数は1,804

で、前年度(1,801)と比べると３事業増加している。この1,804団体を経営主

体別にみると、町村営は1,590団体で全体の88.1%を占め、その他は県営、

大都市営が各1、市営199、一部事務組合営13となっている。

　　　

ｂ

　

利

　

用

　

状

　

況

　

水道事業(簡易水道事業を含む。)の給水人口は、近年の都市人口の増加、

農山漁村地域における水道の普及等により年々増加している。昭和45年度

末における給水人口は7,978万人に達し、前年度末(7,698万人)と比べると

280万人、3.7%の増加となっている。

　

また、公営の水道が布設されている

地方公共団体の昭和45年度末の行政区域内人口に対する普及率は78.0%で
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前度年末､(77.7%)と比べると0.3％高まっている。

　

昭和45年度１年間の総給水量は79億74百万立方米で、前年度(71億57

百万立方米)と比べると８億17百万立方米、11.4%増加している。

　

給水人口１人１日当たりの給水量は2121で、前年度(255 0 と比べると

181増加している。

　　　

ｃ

　

建

　

設

　

投

　

資

　

給水人口および給水量の伸びに対応して、水道施設の建設投資も、ここ数

年来活発に進められ、昭和45年度における建設投資額は2,480億円で、前

年度(2,142億円)と比べると338億円、15.7%増加している。

　

とくに、給水

人口10万人以下の事業の建設投資額と、経営の広域化の要請に伴って県営

および企業団営で行なっている用水供給事業の建設投資額において大幅な増

加の傾向がみられる。

　

このような建設投資によって昭和45年度末の給水能力は、3,990万４千立

方米/日となっている。このうち、966万６千立方米/日は昭和45年度に増

設されたものである。

　　　

ｄ

　

経営の広域化(町村営の供給事業を除く。)

　

最近においては、水源開発の合理化、施設利用の効率化等のため、市町村

の行政区域をこえた広域的経営の必要性が高まっているが、昭和45年度末

における広域水道の現況をみると、都府県で経営されているものは18、企

業団で経営されているものは57である。

　

これらのうち用水供給を行なって

いるものは22で、その配水能力は319万８千立方米/日、末端給水を行なっ

ているものは53で、その配水能力は684万５千立方米/日である。

　　　

ｅ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

昭和45年度の上水道(法適用の簡易水道を含む。) 1,502事業の総収益は

3･002億円、総費用は2,815億円、差引き187億円の黒字で、総収益対総費

用比率は106.6 %となっている。　純利益を計上した事業数は1,205 (全休の

80.2%)で、その額は214億円、純損失を計上した事業数は297(19.8％)で

その額は27億円である。また、単年度欠損金比率は1.0％(前年度1.5 %)。
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累積欠損金比率は4.8％(6.2％)、不良債務比率は5.9% (7.6%)で、いずれ

も若干、改善されている。

　

簡易水道事業(法適用の簡易水道を除く。)の数は1,774(うち建設中51)で

あるが、そのうち1,576事業が黒字で、その額は15億円(前年度14億円)、

147事業が赤字で、その額は５億円(５億円)となっている。また、収益的収

入の収益的支出に対する比率は108.5% (108.1%)である。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

昭和45年度の資本的支出額は2,756億円、これに対する財源は2,635億円

で、差引き121億円の財源不足となっている。支出総額に対する財源不足額

の比率は4.1%である。

　

支出の主な内訳は、建設改良費2,344億円(85.0％)、企業債償還金367億

円(13.3％)で企業債償還金の占める比率は、昭和42年度の11.4%、43年度

の11.9 %、44年度の12.8%に引き続き、上昇の傾向を示している。財源の

内訳は、内部資金539億円、外部資金2,096億円で、外部資金のうち企業債

は1,681億円となっている。

　　　　

(ｃ)料金と原価

　

昭和45年度における給水量１立方米当たりの原価(用水供給事業を除き、

法適用の簡易水道事業を含む。)は35円28銭で、前年度(33円42銭)と比べ

ると１円86銭、5.6％増加している。主な増加の内訳をみると、資本費38

銭、職員給与費91銭となっている。

　

給水原価の状況を規模別にみると、給水人口が10万人以上の事業では比較

的低い原価で安定しているのに対して、小規模の事業では大部分原価の高い

ことが注目される。これは、給水人口の少ない事業ほど施設の利用効率が悪

いこと、建設時期が比較的新しいため給水能力の単位当たりの建設費が高く

なっていることなどによるものである。

　

企業債元利償還金の料金収入に対する比率をみると、前年度と同率の40.2

％と高い比率を示している。これを規模別にみると、東京都、大都市および

用水供給事業を経営している団体は40％をこえているが、これは水資源確

保のための大規模な事業を行なっていることによるものである。また給水人
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ロ１万５千人未満の団体が38.8%と高いのは、建設時期が比較的新しいこと

によるものである。

　

このよ引こ給水原価が増こうしていることおよび企業債元利償還金の比重

が高くなっていることを背景として、昭和45年度中に192団体が料金改定

を実施している。

　　

(イ)工業用水道事業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和45年度末において地方公共団体が経営する工業用水道の数は77で、

前年度末(75)と比べると２事業増加し、箇所数も169と12箇所増加してい

る。給水事業所数で2,910と、347事業所増加し、年間総配水量も39億１千

立方米と、６億９千万立米、21.5%増加している。

　

経営主体別にみると、都道府県営35、大都市営５、市営30、町営３、企

業団営４となっている。

　

工業用水道事業における最近の傾向をみると、既成工業地帯における建設

拡張は一段落し、新たに新規工業地帯における建設が急速に進められている

こと、建設投資は昭和44年度における増加率がわずか1.9％にとどまってい

たのに対し45年度では28.0％と大幅に増加していること、民間設備投資の

最近の事情を反映して、施設利用率(ｷEはljlajj一量×100)も毎年度高まり、

45年度では70.8％と前年度と比べると7.4％増加していること等があげら

れる。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

工業用水道事業の経営状況をみると、昭和45年度の純損失は17億円で、

前年度(24億円)と比べると７億円減少している。

　

また、純損失を生じた事

業数は建設中のものを除いた70事業中31事業(前年度32事業)、累積欠損

金を有する事業数は36事業(40事業)で、いずれも前年度より滅少してい

る。

　

総収益対総費用比率は100.7 %で、昭和38年度以来７年ぶりに収支均衡

点を上回っている。

　

この結果、営業収益に対する単年度欠損金の比率は。
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8｡2％となり、累積欠損金比率も52.2%となっている。しかし、累積欠損金は

108億円、不良債務額は48億円で、前年度と比べると14～15％増加し、

依然として赤字事業の経営状況は一段と苦しくなっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出の総額は526億円で、前年度(409億円)と比べると117億円、

28.3%増加している。その内訳は、建設改良費423億円(前年度331億円)、

企業債償還金90億円(72億円)、その他の資本的支出12億円(７億円)となっ

ており、また、その財源をみると、内部資金は63億円(41億円)、外部資金

は、企業債270億円(213億円)、国庫補助金101億円(64億円)、他会計出資

金26億円(23億円)等で、建設財源全体としては515億円(394億円)とな

り、資本収支における財源不足額は12億円(15億円)となっている。

　

また、施設の建設改良を早急に行なったため、企業債の元利償還金の増加

は著しく、昭和40年度と比べると、元利償還、支払利息とも約2.5倍となっ

ており、前年度と比べると22億円増加し、181億円となっている。

　

なお、

元利償還金の料金収入に対する比率は90.7%で、前年度(97.4%)と比べる

と、低くなっているが、これは施設利用率が63.4%から70.8％と上昇した

ためである。

　　

(ウ)交

　

通

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和45年度末における交通事業の数は、経営団体数120、事業数141で、

前年度と比べると１団体減少している。

　

職員数は62千人で、保有する車両数および船舶数は路面電車1,192両、

バス13,274両、トロリーバス24両、地下鉄1,068両、モノレール６両、そ

の他の軌道および地方鉄道226両、船舶154隻である。

　

昭和45年中の年間輸送人員は40億人で、１日平均‘では1,106万人とな

り、このりち72％が大都市分であるが、これを事業種類別にみると、次の

とおりである。

　

バス事業では、24億22百万人で、昭和35年度と比べると1.4倍となっ

ているが、前年度と比べると横ばいである。
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路面電車事業では、路面渋帯により、都市交通機関としての機能を果し得な

くなり、乗客の地下鉄やバスヘの移行等により、その利用度は年々低くなっ

ている。その結果、年間の乗客数は昭和35年度においては19億人であった

が、40年度には15億人となり、さらに45年度には６億人にまで低下するに

至っている。なお、大阪市および川崎市の路面電車は昭和44年３月31日、

神戸市の路面電車は45年３月31日、東京都のトロリーバスは43年９月

28日、大阪市のトロリーバスは45年３月31日それぞれ事業廃止となって

いる。

　

他方、地下鉄事業では、公共大量輸送機関としてその急速な建設整備が要

請されていることに伴い、昭和45年度末の営業キロは121キロに達し、前

年度末と比べると６キロの増加となっていること等により、年間輸送人員も

10億22百万人で、前年度(８億20百万人)と比べると２億２百万人、24.6

％増加している。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)法適用企業の損益収支

　

昭和45年度末の79事業のうち(建設中の２事業を除く。)純利益を生じた

事業数は25で、その額は６億88百万円、純損失を生じた事業数は全体の３

分の２に当たる54でその額は348億95百万円となっている。

　

累積欠損金は1,607億円で、全事業の76.5%が累積欠損金をもっている。

営業収益に対する比率をみると、単年度欠損金比率は31.0 % (前年度22.6

％)、累積欠損金比率は142.6 %(前年度128.4 %)であり、また総収益対総費

用比率は79.7%で、前年度(84.6 %)と比べると低くなっている。

　

経営主体別にみると、東京都および５大都市は全団体が純損失を生じてお

り、昭和45年度末における純損失は325億円である。７都市(札幌市、函館

市、仙台市、川崎市、呉市、熊本市、鹿児島市)では、呉市、鹿児島市を除

いた５団体、その他都市では47団体のうち29団体がそれぞれ純損失を生じ

ている。

　

事業種類別に主なものについてみると、路面電車事業は10団体が経営し

ているが、その料金収入は105億円で、前年度と比べると19億円の減収と
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なり、総収益対総費用比率は74.4%で、純損失は62億円となっている。

　

パス事業は50団体が経営しているが、そのうち純損失を生じた団体は31

(62％)で、その額は105億円となっている。これを経営主体別にみると、東

京都および５大都市においては全団体、７都市においては３団体、その他都

市では22団体となっている。

　

地下鉄事業は、営業路線が121キロで前年度(115キロ)と比べると６キロ延

長され、料金収入は292億円で前年度(230億円)と比べると62億円増加して

おり、また、国および一般会計から総額95億円が繰り入れられているが、

昭和45年度の単年度欠損金は179億円となっている。

　

また、人件費の総費用に占める比率をみると、全体では55.6%であるが、

バス事業では68.9%、路面電車事業では69.1%、地下鉄事業では31.6 %と

なっている。これを料金収入に対する比率でみると、全体では87.0%と前年

度(85.4%)と比べるとわずかながら高くなっており、事業別では、バス事

業86.1％、路面電車事業159.0 %、地下鉄事業65.4%であり、さらに、経営

主体別では、東京都および５大都市90.7％、7都市82.1%、その他都市72.2

％で、大都市が高率となっている。

　

なお、昭和45年度においては、他会計からの繰入金は111億円であり、

また、バス事業において11団体、路面電車事業において２団体がそれぞれ

料金改定を実施している。

　　　　

(b)法適用企業の資本収支

　

昭和45年度の資本的支出額は1,275億円であり、このうち建設改良費は

973億円で、前年度(945億円)と比べると28億円増加している。その財源は

企業債等の外部資金が1,065億円、83.6%を占めている。なお、財源不足は

145億円であり、また他会計からの繰入金は79億円である。

　　　　

(ｃ)法非適用企業の経営状況

　

昭和45年度における法非適用企業の事業数は60であり、その内訳は、簡

易軌道事業４、船舶運航事業56である。その経営状況は、38事業が黒字で、

その黒字額は59百万円、22事業が赤字で、その赤字額は２億23百万円と

なっている。
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(エ)電

　

気

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和45年度末現在において、地方公共団体が経営する電気事業の数は37

で、前年度(39)と比べると２事業滅少している。経営主体別にみると、都道

府県営31、市営１、町村営５である。都道府県営および市営の事業はいず

れも９電力会社への卸売供給事業であり、その他は特定地域における小規模

な配電事業(一般供給事業)である。

　

昭和45年度末における稼動中の発電所は164で、このうち水力発電所は

159、内燃発電所は５である。発電能力は最大出力で198万キロワット、常時

出力で39万キロワットであり、昭和45年度中の発生電力量は72億キロ

ワットアワーで、前年度(66億キロワットアワー)と比べると６億キロワット

アワー、4.3％増加している。発電事業全体(稼動中の水力のみ)における公

営の地位をみると、発電所数では11.1％、最大出力では10.2%のウェイト

を占めているにすぎない。

　

また、公営の発電所の発電設備は、全体の約60％が河川総合開発のため

の諸事業との共同設備であり、共同事業のうち、治水および農業が全体の約

80％を占め、上水道および工業用水道が約20％を占めている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

昭和45年度においては、37事業のうち純損失を生じた事業数は１で、そ

の赤字額は４百万円、純利益を生じた事業数は36で、その純利益は25億円

となっている。純利益を前年度(22億円)と比べると３億円増加し、全体と

しては黒字基調を維持している。このため、総収益対総費用比率は109.9％

となっている。

　

卸売供給の場合の料金は、昭和45年度実績でキロワットアワー当たり平

均３円74銭である。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は161億円で、資金不足額は３千万円であるが、流動比率は

329.1%であり、固定資産対長期資本比率も94.5%とほぼ資金的には健全な
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状態を続けている。

　　

(オ)ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和45年度末において地方公共団体が経営するガス事業の数は72で、前

年度と同数であり、いずれも法適用事業である。経営主体別にみると、県営

２、市営39、町村営30、企業団営１となっており、新潟県、秋田県、千葉

県等の天然ガスの豊富な地域および長野県、群馬県等のいわゆる天然ガス・

パイプライｙと呼ばれている線上の地域に全事業数の68％が集中している。

昭和45年度における供給戸数は42万８千戸(前年度40万１千戸)であり、計

画供給戸数に対する普及率は77.2%、供給量は１万キロカロリーに換算して

１億９千万立方米で前年度(１億７千万立方米)と比べると若干の増加となっ

ている。供給量のうち、購入によるものは63.0％、自家生産によるものは

37.0％で前年度とほぼ同様であり、後者について原料別にみると、石炭系ガ

スは6.9％(前年度10.5 %)、石油系ガスは84.0% (80.8%)となっており、

石炭系ガスからコストが低廉な石油系ガスヘの転換が行なわれている。

　

わが国のガス事業全体に占める公営ガスの地位をみると、事業数では30.0

％を占めているが、ガス販売量は4.1%、需要家戸数は4.4％である。

　

しか

し、民間大手３社(東京ガス、大阪ガス、東邦ガス)を除いた場合、販売量で

は17.8 %、需要家戸数では15.5％となっている。　とくに、天然ガスを原料

とするガス事業では69.2%と公営が大半を占めている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

昭和45年度においては、72事業のうち純利益を生じた事業数は64事業

で、その額は５億94百万円、純損失を生じた事業数は８事業で、その額は１

億５百万円となっている。なお、累積欠損金を有している事業数は15(前年

度16)で、累積欠損金比率は5.7％(5.3％)であり、わずかながら改善されて

いる。

　

費用面では、資本費の費用総額に占める比率は21.9%で、前年度と比べ

ると若干低くなっているが、この資本費は、ガス供給に対する強い社会的要

　　　　　　　　　　　　　　　　

－120－



請に伴って年々設備の拡大投資が行なわれていることにより、毎年度増加の

一途をたどっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

昭和45年度における資本的支出額は44億円(前年度37億円)で、その主

な内訳は、建設改良費35億円、企業債償還金８億円となっている。財源は、

内部資金18億円、企業債等の外部資金22億円、財源不足額は３億６百万円

である。

　　

(ヵ)病

　

院

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和45年度末において病院事業を経営する地方公共団体の数は716、病院

数は953である。病院数を経営主体別にみると、都道府県立211 (奈良県を

除く45都道府県が経営している。以下同じ)、大都市立25(6市)、市立269

(233市)、町村立341 (341町村)、一部事務組合立107 (91組合)となってい

る。なお、公立大学付属病院等のいわゆる行政病院の数は除外されている。

　

一般病院について規模別にみると、都道府県立病院の35.6%、大都市病院

の36.4%、市立病院の38.4%が300床以上の大規模病院であるのに対し、

市町村立病院(組合立を含む。)の42.7%は100床未満で、しかもそのうち約

70％は他に一般病院のない市町村の区域内に所在している。

　

昭和45年度末における病床数は186千床で、前年度(183千床)と比べる

と1.7％増加しているが、取扱患者数は１億18百万人で、前年度(１億20

百万人)と比べると1.0％滅少している。なお、病床利用率(隼1ﾄll緊案雲塾

×100)は76.9 %(前年度78.9 %)で、外来入院患者比率[ｽJ叢窯]:~×100)は

130.5% (130.0%)である。

　

全国の病院に占める自治体病院の地位をみると、病院数では13.5%、病床

数では19.5%を占めている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

病院事業の経営状況は、、716団体の61.2%に当たる438団体が141億円
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の純損失(前年度135億円)を生じている。これを経営主体別にみると、それ

ぞれの団体数に対する比率は、都道府県立60.0％、大都市立28.6%、市立

および町村立62.2%、組合立54.9%となっている。

　

また、累積欠損金(362億円)を有する団体数の比率は65.6 %(470事業)で、

前年度63.5% (462事業)を上回り、累積欠損金比率も14.4 %(前年度11.8 %)

となっている。不良債務額についてみると、それを有する団体数の比率は

53.9% (386事業)で不良債務比率は11.3％(前年度9.8%)となっている。

　

このような経営状況の悪化については、診療報酬の不適正、医師の不足等

が影響を及ぼしているが、企業自体においても、収益の増加、経費の節約等

に一層の努力が必要である。

　

経営状況を規模別にみると、医業収益に対する単年度欠損金の割合では、

50床以上100床未満の病院が8.1％と最も高く、100床以上200床未満の病

院が6.5％とこれに次いでおり、全病院平均は5.8％となっている。

　

病床数および患者数を前年度と比べると、1.7％増になっているが、逆に、

患者数は1.0%の減となっている。昭和45年度末における職員数は108千

人で、前年同期と比べると５千人増加している。職員給与費は、前年度と比

べると、職員１人当たり給与月額で19.1%上昇し、料金収入に対する比率

も58.6％となっている。

　

これを経営主体別にみると、東京都および大都市

84.4%、道府県66.8%、市町村(組合を含む。) 53.1%となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

昭和45年度における資本的支出額は535億円(前年度449億円)で、その

内訳は、建設改良費451億円(84.3 %)、企業債償還金60億円(11.2 %)、そ

の他24億円(4.5％)となっている。

　

これに対し、資本的収入額は424億円

(前年度334億円)で、その内訳は、企業債232億円(54.7 %)、他会計出資金

127億円(30.0％)等であり、資金不足額は44億円である。なお、最近におけ

る医学の進歩と、これに伴う施設の近代化、高度化を望む地域住民の要請に

応えて、病院施設の整備が急速に進められており、建設改良費は前年度と比

べると19.4%の増加で、ここ数年大きな伸びを示している。これらの結果

１床当たり固定資産額は1,322千円となっている。
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(ｅ)繰入金の状況

　

昭和45年度において病院事業に対して他会計から繰り入れられた額は

476億円であり、このうち収益的収入への繰入れは291億円で、総収益に対

する比率は10.3%である。また、資本的収入への繰入れは185億円で、資本

的支出の34.5%、建設改良費の40.9%となっている。

　　

(キ)公共下水道事業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和45年度末において地方公共団体が経営する公共下水道事業の数は

280(法適用26、法非適用254)で、前年度と比べると27事業増加している。

経営主体別にみると、都道府県営７、大都市営６、市営233、町村営24、一

部事務組合営10となっている。

　

昭和45年度末における公共下水道事業の排水面積は14万ヘクタールで、

前年度と比べると16.7%増加している。また、市街地面積に対する排水面積

の比率は23.9 %(前年度25.3 %)となっており、年間総処理水量は47億立方

米で、前年度と比べると約17億立方米増加している。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

法適用の公共下水道事業を経営する26事業のうち、純利益を生じている

事業は19で、その額は６億円となっており、純損失を生じた事業数は７で

その額は20億円となっている。また、累積欠損金を有する事業数は７でそ

の額は99億円となっている。また、総収益対総費用比率は97.1%と前年度

(97.6 %)と比べて若干低下している。この結果、純損失の額は20億円で、前

年度(17億円)と比べると３億円増加しているが、単年度欠損金比率(7.9 %-)

は前年度(7.9％)と変わっていない。累積欠損金の額は前年度と比べると８

億円増加し、不良債務額は前年度と変わっていない。

　

法非適用の公共下水道180事業(建設中を除く。)のうち、164事業が黒字

(11億円)、16事業が赤字(16億８千万円)となっている。

　

法適用企業および法非適用企業の昭和45年度の収益的収入の額は692億

円で、その内容をみると、料金収入343%、他会計繰入金44.8%がその主
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なものであり、繰入金が大きく伸びている。

　

支出面をみると、法適用企業では、資本費の伸びが著しく、費用構成比は

56.5％、対営業収益比は99.4%となっている。法非適用企業では、職員給与

費および支払利息の対営業収益比がそれぞれ59.4%、146.0 %となっている。

　　　　

(ｂ)資

　

本

　

収

　

支

　

昭和42年度から第２次下水道整備５か年計画が実施されており、このよ

うな状況を反映して、公共下水道事業の建設投資額は2,244億円で、前年度

(1,635億円)と比べると609億円、37.3％増加している。財源は、企業債1,094

億円、国(県)補助金471億円、他会計繰入金549億円、その他226億円と

なっている。

　　

(ク)その他の地方公営企業

　　　

ａ

　

団

　　

体

　　

数

　

地方公共団体は前述の事業のほか各種の事業を行なっており、その事業数

は昭和45年度末において1,813 (法適用300、法非適用1,513)となってい

る。その内訳は、港湾整備199、市場109、と畜場428、観光施設574、宅

地造成441、その他の事業62である。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)港湾整備事業

　

港湾整備事業には、臨海工業用地等の埋立事業と港湾の荷役機械、上屋、

倉庫、貯木場等の施設利用事業がある。このうち、法適用企業24事業(建設

中の６事業を除く。)の収益的収支をみると、19事業が黒字で、純利益は41

億99百万円、５事業が赤字で純損失は79百万円、総収益対総費用比率は

105.1％(前年度116.1 %)となっている。　つぎに、法非適用企業を経営する

152事業(建設中の17事業を除く。)のうち、121事業が黒字(74億45百万

円)、31事業が赤字(17億53百万円)であり、収益的収支比率は136.2 %i前

年度131.8 %)となっている。

　　　　

(b)市

　

場

　

事

　

業

　

市場事業には、中央卸売市場事業とそれ以外の市場事業がある。

　

このう

ち、法適用企業10事業(建設中の１事業を除く。)の収益的収支をみると、6
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事業が純利益(16百万円)を、４事業が純損失(４億23百万円)を生じてい

る。法非適用企業86事業(建設中の12事業を除く。)のうち79事業が黒字

(２億57百万円)、７事業が赤字(３億69百万円)となっている。

　　　　

(ｃ)と畜場事業

　

法適用企業を経営する７事業のい

業が純損失(13百万円)を生じ、総収益対総費用比率は97.7 % (前年度97.0

％)となっている。

　

法非適用企業は、418事業(うち建設中３事業)のうち、

355事業が黒字(３億51百万円)、63事業が赤字(５億96百万円)となってい

る。

　　　　

(d)観光施設事業

　

観光施設事業には、有料道路事業、国民宿舎等の休養宿泊施設事業、ス

キーリフト等の索道事業、その他温泉、観光会館等がある。法適用企業では

151事業(建設中の５事業を除く。)のうち101事業が純利益(17億19百万円)

を、50事業が純損失(10億39百万円)を生じている。法非適用企業では、

391事業(建設中の27事業を除く。)のうち、293事業が黒字(７億79百万

円)、98事業が赤字(20億10百万円)となっている。

　　　　

(ｅ)宅地造成事業

　

宅地造成事業には、土地区画整理法による事業と任意宅地造成事業とがあ

る。法適用企業を経営する29事業(造成中の５事業を除く。)のい

業が純利益(24億34百万円)を、５事業が純損失(３億43百万円)を生じて

いる。法非適用企業では364事業(造成中の43事業を除く。)のうち、267事

業が黒字(144億63百万円)、97事業が赤字(129億15百万円)となってい

る。

　　　　

(f)その他の事業

　

森林経営、住宅、製薬、砕石、ぶどう酒製造、牧場、製材、牛乳処理、有

線放送、製パｙ、製茶、建設機械貸付、採石、骨材製造、計算受託等の事業

で地方公営企業法を適用しているものは59事業(建設中の３事業を除く。)

でヽ40事業が純利益(12億33百万円)を、19事業が純損失(１億29百万円)

を生じている。
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（２）国民健康保険事業

　

昭和36年度に達成された国民皆保険の中で国民健康保険事業は、被用者

に対する健康保険と並んでわが国の社会保険制度の大きな支柱となってい

る。国民健康保険事業は、市町村(特別区、一部事務組合を含む。)および同種

の事業又は業務に従事する者で構成されている国民健康保険組合を保険者と

し、市町村の住民および組合員を被保険者として、当該被保険者に対し、一

定の療養の給付等を行なう医療保険である。国民健康保険事業の中心である

法定の医療給付にかかる給付率は、すべての市町村について世帯主、世帯員と

も７割であり、その財源は原則として、保険税(料)および国庫補助金によっ

てまかなわれる建前となっている。市町村が保険者となって実施している国

民健康保険事業の概要をみると次のとおりである。

　

昭和46年３月31日現在の保険者は、離島であるため医師の確保が困難で

ある鹿児島県の２村を除く3,275団体(大都市6、都市589、町村2,654、一部

事務組合3、特別区23)であり、このうち、直営の診療所を設置している団

体は810団体(都市137、町村673)である。これらを前年度と比べると、保

険者は23団体、直営診療所設置団体は45団体それぞれ減少している。最近

の数年間の推移をみると、保険者は市町村合併の実施により、直営診療所設

置団体は医師の確保難、交通事情等の環境条件の変化等により、年々減少の

傾向を示している。

　

また、昭和46年３月31日現在の被保険者数は、医療保険適用者数１億

394万３千人の39.1%にあたる4,066万１千人であり、世帯数は1,221万６

千世帯となっている。これらを前年度と比べると、被保険者数は、前年度

(4,075万２千人)より９万１千人減少し、反面、世帯数は、前年度(1,198万

３千世帯)より23万３千世帯増加している。最近の数年間は、被保険者数は、

産業構造の変化等に伴う被用者保険への移動により、年々減少の傾向を示

し、一方、世帯数は、いわゆる核家族化を反映して年々増加の傾向を示して

いる。

　

国民健康保険事業会計は、保険給付を取り扱う事業勘定と保険者が設置す
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る直営診療施設を経理する直診勘定からなっているが、これらの状況をみる

と次のとおりである。

　

ア

　

事

　

業

　

勘

　

定

　

事業勘定の歳入決算額は6,020億円で、前年度(5,000億円)と比べると1,020

億円、20.4%(前年度18.2 %)増加している。歳出決算額は5,630億円で、前

年度(4,767億円)と比べると863億円、18.1％(前年度15.9 %)増加してい

る。歳出がこのように増加したのは、療養諸費が前年度の伸びを大きく上

回ったことによるものであり、これに伴い、歳入も都道府県支出金、国庫

支出金、他会計からの繰入金が前年度の伸びを大きく上回って増加してい

る。

　

歳入の内訳をみると、国民健康保険税(料)は1,908億円で、歳入総額の

31.7％を占め、前年度(1,632億円)と比べると276億円、16.9 %(前年度18.5

％)増加しており、国庫支出金は3,535億円で、歳入総額の58,7%を占め、

前年度(2,955億円)と比べると580億円、19.6 % (17.3 %)増加し、国民健康

保険税(料)と国庫支出金の両者で歳入総額の90.4% (91.7%)を占めている。

国庫支出金のうち、療養給付費負担金は2,954億円で、歳入総額の49.1%を

占め、前年度(2,470億円)と比べると484億円、19.6 %(前年度16.9 %)増加

しており、財政調整交付金は363億円で、歳入総額の6.0％を占め、前年度

(295億円)と比べると、68億円、23.0 %(前年度19.6 %)増加している。これ

は診療報酬の改正(昭和45年２月１日から一般診療8.77%引上げ)に伴う平

年度化等によるものである。また、都道府県支出金(103億円)および他会計

からの繰入金(160億円)のうち､財源補てん的なものは、それぞれ101億円、

138億円にも及んでおり、歳入総額の1.7%、2.3%を占め、前年度(65億円、

117億円)と比べると都道府県支出金36億円、56.0％(前年度19.1 %)、他会

計からの繰入金21億円、18.1% (9.3%)増加している。

　

歳出の内訳をみると、総務費は325億円で、歳出総額の5.8%を占め、前

年度(286億円)と比べると40億円増加しており、増加率は13.8％(前年度
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15.2 %)となっている。なお、総務費のうち、一般管理費と賦課徴収費とを

合わせたいわゆる事務費は281億円で歳出総額の5.0％を占め、前年度(247

億円)と比べると34億円、13.8%増加しており、これに対する国庫負担金の

比率は69.4%で、前年度(68.8 %)と比べて、0.6％増加している。つぎに、

保険給付費は5,127億円で、歳出総額の91.1％を占め、前年度(4,310億円)

と比べると818億円、19.0％(前年度15.8 %)増加している。　このうち、療

養諸費は5,044億円で、前年度(4,252億円)と比べると792億円、18.6%増加

し、前年度の増加率(15.6 %)を上回っている。また、その他の給付費は、63

億円で、前年度(39億円)と比べると24億円、59.9%増加し、前年度の増加

率(43.7 %)を大幅に上回っている。これは、助産費、葬祭費等の給付を実施

する市町村が増加したこと、助産費の給付改善が行なわれたこと等によるも

のである。

　

事業勘定における実質収支は387億円の黒字であるが、この実質収支額か

ら赤字要素である財源補てん的な都道府県支出金および他会計繰入金を控除

し、黒字要素である財源補てん的な他会計への繰出金を加えた再差引収支は

152億円の黒字となり、前年度(51億円の黒字)と比べると101億円収支が改

善されている。この再差引収支額によって全団体を黒字団体と赤字団体に分

けてみると、黒字団体にあっては団体数が2,876団体と135団体増加し、その

黒字額も339億円と前年度(224億円)と比べて115億円増加している。一方、

赤字団体にあっては団体数が399団体と158団体滅少したにもかかわらず、依

然として全保険者の12.2%を占めており、また、その赤字額は187億円で前年

度(173億円)と比べて14億円増加していることが注目される。再差引収支額

による赤字額を団体種類別にみると、大都市(64億円)が最も多く、都市(56億

円)と特別区(59億円)はほぼ同様の額となっている。このよ引こ、大都市、都

市および特別区の収支が悪いのは医療機関が発達していることもあって受診

率が高く、医療費が増こうすること等にもよるが、最も大さき原因は、保険税

(料)率がその医療給付の水準に比較して低い点にある。なお、赤字団体１団

体当たりの平均赤字額は47百万円であり、前年度(31百万円)と比べると51.6

％増加している。
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直診勘定の歳入決算額は165億円で、前年度(151億円)と比べると14億

円、9.0％(前年度9.3％)増加している。このうち、診療収入は124億円で、歳

入総額の75.0％を占め、前年度(116億円)と比べると８億円、7.0％(前年度

5.5％)増加している。歳出決算額は178億円で、前年度(161億円)と比べる

と17億円、10.5％(前年度11.2%)増加している。このうち、総務費は86億

円で、歳出総額の48.4%を占め、前年度(77億円)と比べると９億円、11.2%

前年度(8.5％)増加している。つぎに、医業費は61億円で、歳出総額の34.0

％を占め、前年度(57億円)と比べると４億円、7.0％(前年度10.6 %)増加し

ている。なお、医業費の診療収入に占める比率は48.9%である。

　

直診勘定における実質収支は14億円の赤字である。

　

この実質収支額から

赤字要素である他会計からの繰入金を控除し、黒字要素である他会計への繰

出金を加えた再差引収支は35億円の赤字であり、前年度(28億円の赤字)と

比べると７億円赤字額が増加している。実質収支における黒字団体(586団

体、赤字団体(224団体)別にその団体数を前年度と比べると、診療施設の

廃止、休診等とも関連して、黒字団体は49団体滅少し、赤字団体は４団

体増加している。

　

このように、直診勘定の経営は悪化の傾向が強まってい

る。

（3）その他の事業

　

ア

　

収

　

益

　

事

　

業

　

収益事業(競馬、自転車競技、小型自動車競走、モーターボート競走およ

び宝くじ事業をいう。)のうち、公営競技については関連産業の振興を、宝く

じ事業については浮動購売力の吸収を図りつつ、地方財政資金を調達するこ

とを目的として施行されるものであり、その収益金の果たす役割は大きい。

　

昭和45年度において収益事業を施行した地方公共団体の数は、延489団

体(前年度488団体)である。これを事業別にみると、自転車競技を施行する
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団体が236団体で最も多く、モーターボート競走118団体、競馬75団体、

宝くじ52団体、小型自動車競走８団体がこれに次いでいる。

　

また、これを

施行団体種類別にみると、都道府県では延81団体が実施しており、市町村

では延408団体が実施している。

　　

(ア)経

　

営

　

状

　

況

　

昭和45年度の決算額は、歳入１兆4,296億円、歳出１兆3,901億円となっ

ている。これを前年度と比べると、歳入2,222億円、18.4%、歳出2,131億

円、18.1%それぞれ増加している。

　

実質上の収支(歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源および他会計

からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額)は1,954億円の黒字で

あり、前年度と比べると274億円、16.3%増加している。実質上の収支に伸

びの鈍化がみられるのは、開催回数が前年度と比べて49回(競馬事業６回、自

転車競技事業43回)減少していることによるものである。

　　

(イ)収益金の使途状況

　

収益金の大部分は普通会計へ繰り入れられ(繰入額1,551億円、前年度の

11.1％増)、地方公共団体が行なう道路の整備、小・中学校等の教育施設の

整備、農業基盤の整備、社会福祉施設の整備等の事業の財源として充当され

ている。繰入額が一般財源に占める比率は2.7％で、前年度(3.0 %)と比

べて0,3％低下している。

　

収益金の使途状況を目的別にみると、土木費522億円と教育費518億円が

最も多く、この両費目で繰入れ総額の67.1％を占めている。次いで、民生

費77億円、農林水産業費77億円、衛生費65億円、商工費37億円等となっ

ている。

　

イ

　

共

　

済

　

事

　

業

　　

(ア)交通災害共済事業(直営方式)

　

昭和45年度において直営方式により交通災害共済事業を実施した地方公

共団体は230団体(２県、170市町村、58一部事務組合)で、前年度と比べる

と８団体増加している。

　

また、加入者は1,913万人で、前年度(1,565万人)

と比べると348万人、22.2%増加している。
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交通災害共済事業会計の決算額は、歳入86億円、歳出73億円で、前年度

と比べると歳入17億円、23.8％、歳出14億円、24.3%それぞれ増加してい

る。

　

内訳では、歳入総額の70.5%を占める共済掛金収入(61億円)が、前年度

と比べると26.5%増加しており、繰入金収入(10億円)も生活保護家庭およ

び小学校低学年の加入者掛金を市町村が負担する例が多くなっていることも

あって、前年度と比べて77.2%増加していることが注目される。

　

また、歳

出内訳では、死亡による給付件数が4,192件で、前年度と比べて29.0％増加

したこと、給付内容の改善が行なわれていることなどもあって、共済見舞金

(61億円)が前年度と比べて25.3%と大幅に伸びている。

　

実質的な収支(歳入歳出差引額から未経過共済掛金、普通会計からの繰入

金のうち人件費およびその他業務費にかかる額ならびに未払金を控除し、普

通会計への繰出金および未収金を加えた額)は、５億６千万円の赤字(前年度

４億９千万円の赤字)であり、実施団体の39.6%に当たる91団体が赤字団

体となっている。

　　

(イ)農業共済事業

　

昭和45年度において農業共済事業を実施した市町村は1,176団体で、前年

度(1,129団体)と比べると47団体増加している。

　

農業共済事業会計の決算額は歳入201億円、歳出169億円で、前年度と比

べると歳入36億円、21.9%、歳出32億円、23.3%それぞれ増加している。

　

実質上の収支(歳入歳出差引額から支払備金積立金、責任準備金積立金、

他会計からの繰入金および未払金を控除し、他会計への繰出金および未収

金を加えた額)は17億円の黒字(前年度16億円の黒字)となっている。しか

し、実施団体の36.3%に当たる427団体が赤字団体であり、前年度と比べる

と黒字団体が６団体減少する一方、赤字団体が53団体増加するなど収支は

悪化してきている。

　

なお、普通会計からの繰入金の状況をみると、昭和43

年度４億25百万円、44年度４億98百万円、45年度５億96百万円と年々増

加している。
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(ア)公益質屋事業

　

昭和45年度において公益質屋事業を実施した市町村は、152団体(前年度

197団体)で、実施団体数は45団体滅少している。

　

公益質屋事業会計の決算額は、歳入14億18百万円、歳出13億83百万円

で、前年度と比べると歳入２億59百万円、15.4%、歳出２億24百万円、

13.9%それぞれ滅少している。

　

実質上の収支(歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源および他会計

からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額)は、２億14百万円の

赤字である。なお、実施団体の69.1%に当たる105市町村が赤字団体となっ

ており、また、普通会計からの繰入金が歳入に占める比率も年々高まってい

る。

　　

(イ)公立大学附属病院事業

　

公立大学附属病院事業会計の決算額は、歳入216億円、歳出218億円で、

前年度と比べると、歳入48億円、28.4%、歳出44億円、25.0 %それぞれ増

加している。

　

歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質上の収支は

８億73百万円の赤字で、前年度と比べると２億11百万円赤字がさらに増加

している。
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１

第２

　

昭和46年度および昭和47年度

　　　

の地方財政の見通し

昭和46年度の地方財政

　

年度当初における経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画の基本方

針、年度中の経済の推移と国の財政および地方財政の補正措置、地方公営事業

に関する財政運営ならびに地方財政運営の状況をみると、次のとおりである。

（１）経済見通しと国の財政運営方針

　

昭和46年度の経済運営に当たっては、景気の動向を注視しつつ、財政金

融政策をはじめとする経済政策の適切かつ機動的な運用により、総需要を適

正に保ち、わが国経済を安定成長路線に定着させることを基本的態度とし、あ

わせて物価の安定、公害対策の充実強化と社会開発の推進、低生産性部門の

近代化と構造改善等のための諸施策を重点的に講ずることとされた。これに

より、昭和46年度の経済成長率は、実質10.1％（名目15.1％）程度となるこ

とが期待された。

　

昭和46年度の国の財政運営に当たっては、この経済見通しと経済運営の

基本的態度にのっとり、わが国経済の成長と物価の安定を図ることを主眼と

し、財政面から景気の動向に弾力的に対処するため、財政規模は経済の動向

に即した適度なものとし、公債の発行額は、4,300億円、政府保証債の発行

額は、3,000億円とすることとされた。また、歳出内容について、社会経済

情勢の進展に即応して、財源の適正かつ効率的配分を行ない、経済の均衡あ

る発展と国民福祉の向上を図るため、重点施策を着実に推進するとともに、

財政体質の改善を図るものとされた。この方針に基づいて編成された国の一

般会計予算は９兆4,143億円で、前年度当初予算（７兆9,498億円）と比べる

と１兆4,645億円、18.4%増加している。

　

なお、国民の租税負担の軽減を図るため、所得税について、課税最低限の
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引上げ等を内容とする初年度1,666億円（平年度1,989億円）の減税を行ない、

また、経済社会情勢の進展に即応して、公害防止、海外投資促進等のための

税制上の諸施策を講じ、さらに、社会資本の充実に資するため、自動車重量

税を創設することとされた。

（２）地方財政計画

　

昭和46年度の地方財政計画は、経済情勢の推移および地方財政の現状に

かんがみ、国と同一の基調により、行政経費の効率化と重点化に徹し、適切な

行財政運営を行なうことをその基本とし、地方財源の確保に配慮しつつ住民

負担の軽減合理化を推進するとともに、長期的、計画的に地方の行政水準の

一層の向上を図り、あわせて、地方公営企業の健全化をさらに促進すること

を目途とし、次の方針に基づいて策定された。

　

１

　

個人の住民税、個人の事業税などについて地方税負担の軽減合理化を図

　　

る。

　

２

　

地域社会の著しい変貌に対処し、それぞれの地域の特性に応じて、住み

　

よい環境づくりを推進するため、国庫補助負担金制度の拡充を図るととも

　

に、地方交付税の算定の合理化および地方債の拡充により財政措置を充実

　

する。

　

（1）人口急増地域における公共施設を整備する。

　　

（ア）校地の取得を要する義務教育施設の整備について国庫補助制度を創

　　　

設する等特別の財政措置を講ずる。

　　

吋）そのほか、その実施が急務とされている各種の公共施設の整備につ

　　　

いて財政措置を強化する。

　

（2）過疎地域の現状に即して総合的に過疎対策を推進する。

　　

（ア）過疎地域における生活関連施設を整備するため、過疎および辺地

　　　

対策事業債等を増額する等により財政措置を拡充する。

　　

（ｲ）へき地医療の確保、集落整備等の施策を推進する。

　

（3）公害対策を積極的に推進する。

　　

帥

　

公害防止対策事業にかかる財政措置を強化する。
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ぐｲ)公害監視測定体制を整備する。

　

(4)社会福祉、教育振興対策を推進するとともに、消費者行政を充実する。

　

(5)広域市町村圏の振興のための措置を推進し、行政の広域化をすすめる。

３

　

各種長期計画の改定にも即応しつつ、地方財政の長期的見地から社会資

　

本の計画的な整備を推進する。

　

(1)市町村の道路目的財源を拡充するため、自動車重量譲与税を創設する。

　

(2)地方道、下水道、清掃施設、住宅等住民の生活に直結する各種の公共

　　

施設を計画的、総合的に整備する。

　

(3)交通安全施設の整備を積極的にすすめるとともに、防災、救急体制を

　　

整備する。

　

(4)公共用地の先行取得を推進するための措置を強化する。

４

　

地方公営企業の経営の基盤を強化して、その健全化を図る。

　

(1)公営企業金融公庫にかかる政府保証債の枠の拡大等により地方公営企

　　

業に対する貸付資金を増額するとともに、貸付条件を改善する。

　

(2)公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化をすすめる。

５

　

財政運営の合理化をすすめるとともに、財政秩序を確立する。

　

(1)定員管理の合理化を図るとともに、既定経費を節減する。

　

(2)国庫補助負担事業にかかる地方団体の超過負担および住民の税外負担

　　

を解消するための措置を講ずる。

　

(3)地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に対処するた

　　

め、あらかじめ財源を留保する。

　

以上の方針に基づいて策定された昭和46年度の地方財政計画は、総額９

兆7,172億円で、前年度(８兆1,233億円)と比べると１兆5,939億円、19.6%

の増加となっている。

（３）経済および財政運営の経過

　

わが国経済は、４年有余にわたる長期繁栄のあと、昭和45年秋から急速

に景気後退過程にはいったが、46年夏に発表された米国の経済政策とその

後の国際通貨不安は、ようやく回復の兆しをみせていた景気の先行きに大き
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な影響を与えることとなり、企業収益の悪化、設備投資意欲の一層の滅退等

景気は再び低迷傾向を強めている。

　

このような経済情勢を背景に、公定歩合の引下げ、財政投融資の追加等一連

の景気拡大策が実施され、とくに９月以降は補正予算を中心に景気振興策が

一段と積極化されるとともに、12月には、多角的通貨調整も成功をみた。

今後は、新通貨情勢に対する企業の適応努力とあいまって、景気拡大策の効

果が次第に現われるものと期待されるが、輸出の停滞、設備投資の低迷等に

より、総需要はなお停滞基調で推移するものと見込まれる。

　

このような諸情勢のもとで、昭和46年度全体としては、経済成長率は実

質4.3％(名目9.6％)程度になるものと見込まれている。

　

国の財政においては、経済活動の停滞、米国の輸入課徴金の賦課等の経済

情勢の変化に対処するため、公共事業を中心とする公共投資の追加、中小企

業対策の拡充強化を行な引まか、国家公務員の給与改定等を実施するため、

昭和46年10月2,447億円の補正予算が編成されたが、歳入面においては、

国債7,900億円が増額されたのに対し、所得税減税(初年度1,650億円、平年度

2,530億円)の年内実施、経済活動の停滞等による減収見込み等を考慮して、

租税および印紙収入4,757億円、雑収入696億円がそれぞれ減額された。

　

地方財政においては、所得税減税が年内に実施されることおよび国税三税

とりわけ法人税の減収が見込まれることから、国の補正予算において国税三

税の収入見込額が減額されたことに伴い、地方交付税が1,274億円減額される

こととなった。これに対する財源措置としては、景気停滞に伴い国税三税に減

収が生じ、かつ、年内に大幅な所得減税を特別に行なりことにより地方交付税

交付金にこれらの落ち込みが生ずることとなったことを考慮し、地方財政の

健全な運営に資するため、昭和46年度の特例措置として、臨時地方特例交付金

528億円を一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計に繰入れるととも

に、1,274億円との差額746億円および給与改定の財源不足額550億円の合計

額の1,296億円については、交付税及び譲与税配付金特別会計において資金

運用部資金を借り入れて措置されることとなった。また、景気対策の一環とし

ての単独事業等の促進および公共事業等の追加ならびに地方税の滅収に伴う
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財源措置については、地方債の増額等により対処することとされ、地方債計

画の３次にわたる大幅な改定が行なわれたが、これら年度途中における地方

財政補正措置の主な内容は、次のとおりである。

　

ア

　

単独事業等の促進のための地方債計画の第１次および第２次改定

　

低迷をつづける景気の早期回復を図るため、地方公共団体においても単独

事業等を積極的に促進すべきものとされ、昭和46年６月および７月の２回

にわたり地方債計画の改定が行なわれ、それぞれ940億円、750億円の増額

措置が講じられた。

　

イ

　

給与改定の実施

　

昭和46年８月13日一般職の国家公務員の給与改定について、同年５月１

日から俸給その他諸手当の改善により給与を11.74 %引き上げるという内容

の人事院勧告が行なわれ、これを受けて、給与改定は勧告どおり実施され

た。地方公務員についても、これに準じて給与改定を行なう場合の所要額は

3,212億円(国庫補助負担金641億円、一般財源2,571億円(交付団体分1,980

億円、不交付団体分591億円))と見込まれ、既に措置されていた1,670億円

を除く901億円(交付団体分700億円、不交付団体分201億円)の財源不足額

が生じることとなった。このため、既定経費の節減等によるほか、交付団体

については交付税措置(550億円)により、不交付団体については一般財源の

振替措置としての地方債措置(160億円)を講ずることにより、それぞれ対処

することとされた。

　

ウ

　

地方税減収等に伴う地方債計画の第３次改定

　

地方税減収および公共事業等の追加に伴う財源措置を図るため、昭和46

年10月地方債計画の第３次改定が行なわれ、2,522億円の増額措置が講じら

れたがその内容は次のとおりである。

　　

(ア)地方税減収に対する財源措置

　

地方税とくに法人関連諸税の収入状況は、低迷をつづける景気を反映し

て、著しく停滞気味に推移しており、このため、地方税および地方譲与税の

減収見込額は、1,334億円と見込まれることとなった。

　

この減収見込に対処

するため、334億円については財政調整基金のとりくずしをもってあて、残
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り1,000億円については、公共事業にかかる地方債の充当率を引き上げ、既

充当の一般財源を振り替えることにより措置することとされた。

　　

（イ）公共事業等の追加に伴う財源措置

　

国の補正予算において、公共投資が2,321億円追加されたが、これに伴う

地方負担の増にあてるため、1,522億円の地方債を増額措置することとされ、

その資金については、地方公共団体の将来の負担を軽減する見地から、その

約８割の1,200億円は政府資金をもって引き受けることとされた。

(４)地方公営事業に関する財政運営

　

ア

　

地方公営企業

　

昭和46年度においては、地方公営企業についてその経営基盤の強化を図る

ため、企業経営の合理化、能率化に一層努めるとともに、引き続き一般会計

等との負担区分の明確化を図り、そのための所要額として1,602億円の公営

企業繰出金を地方財政計画に計上した。これは前年度に対し254億円、18.8

％の増である。

　

財政再建企業は、昭和46年度においては87事業であり、国から再建団体

に交付される再建債の利子補給の金額は９億19百万円である。

　

なお、準用

再建企業は11事業である。

　

公営企業の中で、大きな問題をかかえているのは交通事業および病院事業

である。交通事業については、昭和45年度に創設された地下鉄事業に対する

助成措置(建設費補助および特例債利子補給)のほか、公営交通問題研究会に

おいて、引き続き公営交通事業を中心に調査研究しを続け、病院事業について

は、医師の確保難が公立病院の機能低下と経営悪化をもたらしていることに

かんがみ、46年度において、都道府県を設置者とする自治医科大学１校が

設立されることとなり、これに対し、46年度分として２億円の国庫補助が

認められた。

　

また、公営企業金融公庫に関しては、昭和46年度において次のような措

置がとられた。第１に、政府保証債の発行額が、当初ベースで60億円増額さ

れ、478億円となり、更にその後、景気対策の見地から地方債計画が改定さ
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れたのに伴い、179億円増額され、717億円となった。

　

つぎに、一般交通事業にかかる公庫資金の貸付利率が国庫からの補給金に

より３厘引き下げられ、公営競技納付金による利下げとあわせて、貸付利率

は６分７厘となった。また、下水道事業にかかる公庫資金の償還年限が21

年から23年に延長された(下水道事業にかかる政府資金についても同様に

25年から30年に延長された。)。

　

なお、以上のほか公営企業金融公庫の経営基盤を強化するための出資金

が２億円増額され、上水道、下水道、工業用水道および一般交通事業にかか

る公庫資金の貸付利率の引き下げに関連して、３億51百万円が交付され

た。

　

イ

　

国民健康保険事業

　

昭和46年度においては、低所得者被保険者の保険税(料)の負担の軽減を

図るため、減額対象基準のうち、基礎控除額が14万円(従来は13万円)に、

世帯主以外の被保険者１人に対し加算する額が８万円(従来は６万５千円)に

それぞれ引き上げられた。

第83図
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０
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(５)地方財政運営の状況

　

昭和46年９月末日現在における地方公共団体の普通会計予算総額(都道府

県、市町村(特別区、一部事務組合を含む。)の普通会計予算の単純合計額)は

11兆9,655億円で、前年同期(９兆8,799億円)と比べると２兆857億円、

21.1%の増加となっている。

　

なお、各年度の予算規模(毎年度９月末)の推移は、第83図のとおりであ

る。歳入予算の主な内容は、次のとおりである。
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２

　

昭和47年度の地方財政

　

年度当初における経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画の基本方

針および地方公営企業に関する財政運営をみると、次のとおりである。

（１）経済見通しと国の財政運営方針

　

昭和47年度のわが国経済は、極めて重大な局面に立っている。海外にお

いては、最近高まりつつある保護主義的傾向、通貨調整に伴う過渡的な摩擦

等国際経済交流の発展を図るりえでなお多くの問題があり、また、国内経済

においては、景気後退下の通貨調整という試練のなかで、すみやかに景気の

浮揚を図ることが当面する最も緊要な課題となっている。

　

このような内外の諸情勢にかんがみ、昭和47年度の経済運営に当たって

は、公債政策を活用した積極的かつ機動的な財政金融政策により、わが国経済

を安定成長の軌道に乗せ、生活関連施設を中心とする公共投資の拡充等社会

開発の強力な展開、対外経済政策の積極的推進、物価の安定、低生産性部門の

近代化等の諸施策を重点的に講ずることにより、成長と福祉の調和に立つ新

しい経済発展へ踏み出す第一歩の年とするものとされた。これにより、遅くと

も年度の後半には安定成長路線へ回復していくものと見込まれ、昭和47年度

の経済成長率は、実質7.7 %(名目12.9 %)程度となるものと見込まれている。

　

昭和47年度の国の財政運営に当たっては、この経済見通しと経済運営の基

本的態度にのっとり、当面する国内経済の停滞をすみやかに克服し、国民福祉

の向上を志向するわが国経済社会の新しい進展を期することをもって基本と

し、このため、公債政策を積極的に活用し、社会資本の整備を一段と推進する

こととし、財政の健全性を保ちつつ、一般会計予算および財政投融資計画の規

模の積極的な拡大が図られ、また、公債発行額は１兆9,500億円、政府保証債の

発行額は4,000億円とされた。また、歳出内容について、財源の重点的かつ効

率的な配分を行ない、各般にわたる国民福祉の向上を図るため、重点施策を着

実に推進するとともに、経済情勢の推移に積極的に対処するため、公庫等にか

　　　　　　　　　　　　　　　　

－141－



かる政府保証または借入れの限度の弾力的措置を講ずることとされた。この

方針に基づいて編成された国の一般会計予算は11兆4,677億円で、前年度当

初予算（９兆4,143億円）と比べて２兆534億円、21.8%の増加となっている。

　

なお、社会経済情勢の進展に即応して、持家の促進、公害防止対策等のた

めに税制上の諸施策を講じ、また、空港施設等の整備充実に資するため、航

空機燃料税を創設することとされた。

（２）地方財政計画

　

昭和47年度の地方財政計画は、景気の停滞による地方税および地方交付税

の伸びの鈍化、地方税負担の軽減についての強い要請、生活関連施設等各種社

会資本の整備、社会福祉の充実等のための財政需要の増大等きびしい財政環

境のもとにおいて、国と同一の基調により、従来にも増して、財源の重点的配

分と経費支出の効率化に徹し、節度ある行財政運営を行なうことをその基本

とし、地方財源の確保に特段の配慮を加えつつ、住民負担の軽減合理化を推

進するとともに、計画的に地方の行政水準の一層の向上を図り、あわせて地

方公営企業の健全化を促進することを目途として、次の方針に基づいて策定

された。

　　

１

　

個人の住民税、個人の事業税、電気ガス税などについて地方税負担の

　　

軽減合理化を図る。

　　

２

　

空港関係市町村における空港対策に要する財源に充てるため、航空機

　　

燃料譲与税を創設する。

　　

３

　

地方税、地方交付税等の伸びの鈍化、地方税の大幅減税、財政需要の

　　

状況等を考慮して、地方財源の確保を図るため次の措置を講ずる。

　　

（1）昭和47年度に限り、国の一般会計から臨時地方特例交付金1,050億

　　　

円を交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰り入れる。

　　

（2）交付税及び譲与税配付金特別会計におtヽて、資金運用部資金から

　　　

1,600億円を借り入れる。

　　

（3）公共投資の拡大に伴う地方費の増加に対処するとともに、地域の特

　　　

性に応じて生活関連公共施設等の整備を図るため、地方債資金を積極
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的に活用することとし、前年度(当初)に比し、4,908億円の地方債を

　　

増額する。

４

　

沖繩の地方公共団体に対し、交付する必要があると見込まれる地方交

　

付税の財源に資するため、臨時沖繩特別交付金365億円を国の一般会計

　

から交付税及び譲与税配付金特別会計に繰り入れる。

５

　

地域経済社会の変動に対処し、住みよい環境づくりを推進するため、

　

国庫補助負担制度の拡充を図るとともに、地方交付税の配分および地方

　

債の拡充により財政措置を充実する。

　

(1)人口急増地域における公共施設を整備する。

　　

ア

　

義務教育施設の整備について国庫補助負担制度を充実改善する等

　　　

の財政措置を講ずる。

　　

イ

　

そのほか、各種生活関連公共施設の整備を促進するための財政措

　　　

置を講ずる。

　

(2)過疎地域の現状に即し、過疎対策を推進する。

　　

ア

　

過疎地域における各種公共施設等を整備するため、過疎および辺

　　　

地対策事業債を増額する等財政措置を拡充する。

　　

イ

　

ヘき地医療の確保、集落整備等の施策を推進する。

　

(3)地域住民の生活環境の改善と安全を図るため、引き続き公害対策を

　　

積極的に推進するとともに、交通安全対策および消防救急対策につい

　　

て人員および施設の充実整備を図る。

　

(4)老人医療費特別措置制度の確立等社会福祉の充実を図るとともに、

　　

教育振興対策および消費者行政をさらに推進する。

　

(5)広域市町村圏の振興のための措置を推進し、行政の広域化をすすめ

　　

る。

６

　

各種長期計画の策定および改定に即応しつつ、地域の特性に応じて、

　

地方財政の長期的見地から社会資本の計画的な整備を推進する。

　

(1)都市公園整備、治山事業、治水事業各５箇年計画等の策定および改

　　

定に基づく昭和47年度の事業の円滑な実施を確保するための所要の

　　

措置を講ずる。
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（2）地方道、下水道、清掃施設、住宅等住民の生活に直結する各種の公

　　　

共施設を計画的総合的に整備する。

　　

（3）公共用地の先行取得を促進するための措置を強化する。

　　

７

　

地方公営企業の経営基盤を強化し、その健全化を図る。

　　

（1）公営企業金融公庫にかかる政府保証債の枠の拡大等により、地方公

　　　

営企業に対する貸付資金を増額し、貸付条件を改善するとともに、地

　　　

方道路公社等を新たに融資対象に加えその業務の拡充を図る。

　　

（2）公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化をすすめる。

　　

８

　

地方財政の健全化をすすめるとともに、財政秩序を確立する。

　　

（1）公立小学校整備における国庫負担率の引上げ等国庫補助負担制度の

　　　

合理化を通じて地方負担の軽減を図る。

　　

（2）定員管理の合理化を図るとともに、既定経費を節約する。

　　

（3）受益者負担の原則の見地から使用料、手数料の適正化を図る。

　　

（4）住民の税外負担の解消を図るとともに、引き続き国庫補助負担事業

　　　

にかかる地方団体の超過負担を解消するための措置を検討する。

　　

（5）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に機動的か

　　　

つ弾力的に対応するため、あらかじめ財源を留保する。

　

以上の方針に基づいて策定された昭和47年度の地方財政計画は、総額11

兆7,498億円で、前年度と比べると２兆326億円、20.9%の増加となってい

る。

（３）地方公営企業に関する財政運営

　

地方公営企業の建設投資のための資金を確保するため、地方債計画におい

てその増額を図ったほか、地方財政計画においても前年度に引き続き、公営

企業会計と一般会計との負担区分の合理化をさらに推進し、経営基盤の強化

を図るため所要額を計上した。

　

公営交通事業については、その経営悪化の現状にかんがみ、料金の適正

化、人員の縮減等経営の改善合理化、財政措置の見直し等抜本的な再建対策

の検討を予定している。
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財政再建団体に対しては、再建債の利子補給のため6 ft 26百万円を計上

している。

　

公営企業金融公庫については、出資金２億円が増額され、さらに、その業

務の拡大、充実が図られることになったが、とくに、貸付対象として新たに

流通業務団地造成事業を加えるとともに、地方道路公社および土地開発公社

を融資対象とすることとされた。また、市場事業の貸付利率を6.7%に引き

下げるほか、港湾整備事業の償還期限を延長する等の措置を講じることと

された。
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第３

　

最近の地方財政の傾向と課題

（ア）最近のわが国経済は、昭和41年度後半の不況克服以来高度成長を持

　

続し、地方財政も、これに伴う一般財源の増加と新税の創設等逐年にわた

　

る地方財政の改善措置に支えられて、おおむね順調に推移し、社会経済の

　

進展に対応する「街づくり」、「地域づくり」を積極的に推進する態勢が整

　

えられつつあった。しかしながら、昭和45年後半以降の景気後退に加え

　

て、46年８月に発表されたアメリカの新経済政策を契機とする国際経済

　

環境の著しい変化に伴い、景気は再び低迷傾向を強めることとなり、地方

　

財政も、従来と著しく異なる局面を迎えることとなった。このような地方

　

財政の状況の変化は、これまでみてきたよ引こ、昭和45年度の地方財政

　

の決算からもその徴候がうかがえるところであるが、46年度および47年

　

度の地方財政においては、税収の伸び悩み等による歳入の伸びの鈍化と景

　

気の刺激および社会資本の整備の促進を図るための建設事業の拡大等によ

　

る歳出の増加とがあいまって、多額の財源不足が見込まれるにいたり、こ

　

のような事態に対処するため、臨時地方特例交付金の交付税及び譲与税配

　

付金特別会計への繰入れおよび同会計の借入れによる地方交付税の総額の

　

確保、地方債の増額等各般の財政措置がとられたところである。最近まで

　

順調な推移を続けているとみられていた地方財政が、経済不況の影響を受

　

けて、その収支に急速な悪化の傾向がみられるにいたったことは、地方財

　

政における財源の安定確保の問題の重要性を示唆するものと考えられる

　

が、この問題とともに、従来から、地方財政のあり方について提起されて

　

きた問題についても、今までにも増して真剣な検討を加える必要がある。

　　

以下、これら検討すべき点の主要なものについてみることとする。

　

１

　

地方財源の充実強化と安定確保

　　　

第１は、地方の自主財源の充実の問題である。地方公共団体は、地方

　　

道、下水道等の生活環境施設の整備をはじめ、過密・過疎対策、公害防

　　

LL二対策、交通安全対策の推進等時代の要請に即応して、積極的に行政を
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展開していく必要に迫られている。

　

このよ引こ、広範かつ複雑化している行政需要を迅速にくみとり、住

民福祉の向上を図っていくためには、地方公共団体は、国の補助または

負担をうけて実施する公共事業のみならず、地域の特性と必要性に応じ

独自の判断で実施する単独事業等を積極的に推進することが必要である

が、これらの行政需要の増こうに伴い地方負担が増加することが見込ま

れる。このため、地方財源とくに自主財源については、従来ともその充

実のための諸措置が講じられてきたところであるが、今後とも、行政需

要の増こうが著しい都市の財源と立ち遅れのみられる地方道の整備に必

要な財源の重点的な配分を考慮しつつ、その充実を図る必要があろう。

　

第２は、地方財源の安定確保の問題である。昭和43年度から45年度

までの各年度においては、経済の好況に伴う一般財源の増加がみられた

こともあって、地方交付税の減額繰延べ等の措置がとられてきたが、46

年度および47年度の地方財政においては、前に述べたように、経済の

不況に伴う地方税および地方交付税の伸びの鈍化等により、財政収支が

急速な悪化を示したこと等を考慮し、交付税及び譲与税配付金特別会計

の借入れ、地方債の増額等の措置が講じられたところである。

　

このような景気の動向とこれに伴う地方財政の推移にかんがみ、長期

的な観点に立って、地方財政の計画的運営を行なうとともに、地方財源

の安定確保のための方策を根本的に検討する必要がある。

　

第３は、地方債の活用の問題である。社会資本の整備を推進していく

ためには、自主財源の強化とあわせて、地方債の積極的な活用が期待さ

れるところであるが、このためには地方債資金の拡充、良質の資金の確

保に配慮する必要がある。

　

なお、このような地方債の活用に当たっては、地方公共団体は、後年

度における公債費負担の動向を勘案し、計画的に地方債の発行を行なう

よう努めなければならない。

　

第４は、資源配分・財源配分の適正化の問題である。社会資本の整備を

強力に推進し、国民生活の向上を図るためには、従来、資源配分が、民
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間設備投資に傾斜していたのを改めて、公共部門への拡充を図り、とく

　

に、生活環境施設をはじめとする各種公共施設整備のための財政需要に

　

応ずることができるよ引こする必要がある。さらに、これと関連して、

　

公共部門内においても、国と地方公共団体がそれぞれ果すべき役割を明

　

らかにするとともにその財源配分の適正化を図ることについて引き続き

　

検討を加える必要がある。

２

　

計画的な財政運営と行政の広域化の推進

　　

地方公共団体が、それぞれの地域の実態に即して住民福祉の向上を図

　

るためには、長期的視野に立って、総合的、重点的、効率的に各般の事

　

業を推進する必要がある。このため、地方公共団体は、これらの事業に

　

かかる行財政上の長期計画を策定し、その計画のもとに、積極的に事業

　

の実施に当たらなければならない。また、最近における交通、通信手段

　

の発達に伴う経済圏、社会圏等の広域化に即応し、行政の広域的処理を

　

推進するように努める必要がある。

３

　

行財政運営の合理化と効率化

　　

現下の経済不況に伴う財源難の状況にかんがみ、従来にも増して、既

　

定経費について全面的な再検討を加え、さらには、機構の簡素合理化、

　

定員管理の適正化と増員の抑制、不要不急事務の整理等経費全般にわた

　

る節減合理化を進めるとともに、地方税の徴収の確保、地方債消化の円

　

滑化等歳入全般にわたって収入の確保を図ることにより、財源の重点的

　

配分と経費の効率化に努める必要がある。

４

　

財政秩序の確立

　　

国と地方公共団体間、地方公共団体相互間さらには地方公共団体と住

　

民間においては、それぞれ制度上負担関係の原則的な考え方が定められ

　

ているが、この財政負担関係を適正に維持することが財政運営上の重要

　

な問題の一つであることはいうまでもない。なお、国庫補助負担金にか

　

がる地方公共団体の超過負担については、従来から、その解消のための努

　

力が続けられてきたところであるが、地方財政のより一層の健全化を図

　

るため、今後とも超過負担を生ずることのないよう努める必要がある。
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以上、地方財政について検討すべきいくつかの課題にふれたのである

　

が、地方公共団体は、これらの課題をふまえながら、住民の要望を迅速にく

　

みとり、この要望に応えるため、自らの創意工夫を加えて、豊かな地域社会

　

の建設に取り組まなければならない。

（イ）地方公営企業は、各種の事業分野において地域住民の利便の増進を図

　

り、豊かで住みよい地域社会の建設の一翼をになっている。

　

しかしなが

　

ら、地方公営企業の経営状況は、最近における社会経済の著しい変化に伴

　

う企業環境の悪化や資本費の増こう、人件費の高とう、料金適正化の遅れ

　

等により、困難な状況におかれている。とりわけ、交通および病院の２事

　

業の経営状況は深刻であり、とくに、大都市の交通事業は財政再建計画に基

　

づき財政の建直しを行なっているにもかかわらず、累積赤字は増大してい

　

る。

　　

こうした事態のもとにおいて、地方公営企業の整備充実の要請に応えて

　

いくためには、何よりも地方公営企業の経営基盤の強化と経営の健全性の

　

確立に努める必要があるが、とくに、交通事業については次の諸点を中心に

　

経営改善策を検討することが必要である。

　

１

　

企業経営の改善合理化の徹底等

　　　

企業環境の変化に対処するためには、あらためて企業経営の基本原則

　　

に徹し、事務事業の能率化、要員の縮減等の企業経営の改善合理化、料

　　

金の適正化等を断行していく必要がある。

　

２

　

企業経営についての理解と協力の確保

　　　

企業経営の改善合理化を図っていくためには、地方公共団体の長、議

　　

会をはじめ、地域住民の理解と協力がなければならない。このため、企

　　

業当局は、地方公営企業が果す役割の重要性、経営の実態とその改善の

　　

必要性等について、常に関係者および住民に周知徹底を図り、その納得

　　

を得るよ引こ努めることが必要である。このことは、全ての公営企業に

　　

ついていえることである。

　

３

　

企業環境の抜本的な改善

　　　

交通事業が直面している経営の危機は、人口のドーナツ化現象や路面
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渋滞等の企業環境の変化も大きな原因となっており、このため、交通事

業の経営基盤の強化を図るには赤字解消という財政措置だけでなく、都

市交通のあり方という観点から、とくに大量、定時、安全、低廉等都市

交通事業の特性を発揮できる方策についての抜本的な検討が必要であ

る。その際、都市交通の経営主体のあり方についても、経営主体間の路

線の調整、経営主体の一元化等について思い切った検討を加えなければ

ならない。

　

なお、病院事業についても経営の合理化の徹底を図る必要があること

は、交通事業と同様であるが、社会保険診療報酬の適正化、病院の配置お

よび規模の適正化ならびに広域的な整備、医師確保とくにへき地病院等

における医師不足の解消等の諸施策を推進すべきである。

　

以上の諸点について充分な配慮を加えることにより、地方公営企業の

健全な発展が図られ、地域住民の利便と福祉の増進に寄与することが可

能となるものである。
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京

　　　

9 683 802　10 869 244　11 408 071　　　538 827　　　　幼

　

神

　

奈

　

川

　　　

3 443 176　　4 430 743　　5 472 247　　1 041 504　　　　留.5

　

新

　　

潟

　　

2 442 037　2 398 931　2 360 982 ・　37 949 言　　Ｍ

　

富

　　

山

　　　

1 032 614　　1 025 465　　1 029 695　　　4 230　　　　0λ

　

石

　　　

川

　　　　

973 418　　　980 499　　1 002 420　　　21 921　　　　　2J

　

福

　　　

＃

　　　

752 6％　　750 557　　744 230 ･･　　6 327　乙　　　θｊ

　

山

　　　

梨

　　　

782 062　　763 194　　762 029 ･･　　1 165 ･･　　　θ.忿

　

長

　

野

　　

1 981 506　1 958 007　1956 917 ^　1 090 ･･　　　０.1

　

岐

　　

阜

　　　

1 638 399　　1 700 365　　I 758 954　　　58 589　　　　J.4

　

静

　　　

岡

　　　

2 756 271　　2 912 521　　3 089 895　　177 374　　　　む

　

愛

　　

知

　　　

4 206 313　　4 798 653　　5 386 163　　587 510　　　犯忿

　

三

　　

重

　　　

1 485 054　　1 514 467　　1 543 083　　　28 616　　　　j.9

　

滋

　　

賀

　　　

842 695　　853 385　　889 768　　　36 383　　　　4j

　

京

　　　

都

　　　

1 993 403　　2 102 808　　2 250 087　　　147 279　　　　M

　

大

　　　

阪

　　　

5 504 746　　6 657 189　　7 620 480　　963 291　　　　瓦5

　

兵

　　

庫

　　　

3 908 127　　4 309 944　　4 667 928　　357 984　　　　＆j

　

奈

　　　

良

　　　

781 058　　825 965　　930 160　　　104 195　　　　犯∂

　

和

　

歌

　

山

　　　

1 002 191　　1 026 975　　1 042 736　　　15 761　　　　1.5

　

烏

　　

取

　　

599 135　579 853　568 777 －　11 076 －　　j.∂

　

島

　　

根

　　

888 886　821 620　773 575 ・48 045 ^　　Ｍ

　

岡

　　　

山

　　　

1 668 814　　1 645 135　　1 707 026　　　61 891　　　　5.S

　

広

　　　

島

　　　

2 184 043　　2 281 146　　2 436 135　　　154 989　　　　M

　

山

　　　

口

　　　

1 602 207　　卜

　

徳

　　

島

　　

847 274　815 115　791 111 －　24 004 －　　忿.∂

　

香

　　　

川

　　　

918 867　　900 845　　907 897　　　7 052　　　　θｊ

　

愛

　　

媛

　　

1 500 687　1 446 384　1 418 124 -　28 260・　　邸

　

高

　　　

知

　　　

854 595　　812 714　　786 882 －　25 832　・　　Ｍ

　

福

　　　

岡

　　　

4 006 679　　3％4 611　　4 027 416　　　62 805　　　　j.∂

　

佐

　　

賀

　　

942 874　　871 885　　838 468 ・　33 417 －　j.∂

　

長

　　

崎

　　

1 760 421　1 641 245　1 570 245・　71 000･ －　　4j

　

熊

　　

本

　　

1 856 192　1 770 736　1 700 229 ^　70 507・　　幼

　

大

　　

分

　　

1 239 655　1 187 480　1 155 566・　31 914 ･･　　ジ

　

宮

　　

崎

　　　

l 134 590　　1 080 692　　1 05005－　29 587・　　忿.7

　

鹿

　

児

　

島

　　　

1 963 104　　1 853 541　　1 729 150 －　124 391 ・　　∂.7

　　

合

　

計

　　　　

93 418 501　　98 274 961　103 720 060　　5 445 099　　　　　5.5

一一一一一一

　　

一一一

　　　　　

一一一

㈱１

　

昭和45年10月１日現在の人口は、総理府から公表された昭和45年国勢

　　

調査報告によるものである。

　

２

　

昭和35年10月１日現在の人口のうち長野県と岐阜県の境界紛争地域にか

　　

かる人口73人はそれぞれの県の計数から除いている。
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第３表

　

財政力指数段階別の団体数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一
万二言ノづ昼］,｡。未満水鸚匹難ﾄ。ｎ上卜

　

づ

　　　　　　　　

(23.9)

　

(37.0)

　　

（30.４）l（8.7）（100.0）｜

　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　

（52jり

　

（29ぶ

　

（1jﾊﾞ

　

（2ぷ

　

（100.3ｻ

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

1 701　　　％o　　　522 1　　　78　　3 261
1

　

大

　　

都

　　

市

　　　

（ヤ

　

（言(lOO型（之(lOO町

　

都

　　　　　　

市

　　　

（7七（闇（４劉（呪「愕い

｜

　

中都市」（言

　

呪ト≒（2o吼（門レ

｜

　

小

　　

都

　　

（（lo剣（旭（呪

　

贈（1o呪

ｌ

　

町

　　　　

（（‰

|

（2呪（呪ﾄﾞ（帽（万言

トヽ

　　　　　　

・’｜

　

（51’8）｜

　

（29’5）

|

　

(16.2) !　（2.5）（100.0）1

ド

　　　　

馴

　

１叫

　

977

　　

536 1　82　3聖二

㈱ １「財政力指数」は、昭和43、44、45年度の各年度における普通交付税の算

　

定に用いた基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の単純平均値

　

である。

２（

　

）書きは構成比（％）である。

　　　

第４表

　

一部事務組合の設置目的別団体数の推移

--i--＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜

　　　　

〃〒Saa"･-■--Q

　　　　　　　　

°昭和‘昭和i昭和i昭和昭和,昭和i昭和:,昭和比較ｉ

　

区

　　　

分139'千4oふヤ1°叫42'

タ

ヅザ44.3ヰ‰ヤ唱31

ﾄﾞ

‾ヴ

　

総

　

務

　

関

　

係

　

138

　

160
l　157　158　166　180　176　212　　36 i

　

詔龍Ｐ支

　

・1

　

42

　　

44

　　

44

　　

44

　　

43

　　

47

　　

46･‘副

　

民

　

生

　

関

　

係

　　

82

　　

85

　　

87

　　

98

　　

95

　

111

　

118

　

135

　　

1パ

　

衛生関係

　

667

　

805

　

903

　

953

　

997 1 037 1 083 1 128　4り

　　

うち伝染病組合

　

337

　

379

　

417

　

418

　

411

　

400

　

404

　

388 － 16 ・

　　

競銚詐189

　

272

　

369

　

435

　

474

　

527

　

580

　

634 ・｜

　

商

　

工

　

関

　

係

　　　　　

２

　　　

５

　　　

３

　　　

５

　　　

５

　　　

５

　　　

６

　　　

１

　

農林水産関係

　

[ 190　261　　257　263　260　256　265　254 O

　

必昔林野(造林)

　

61

　　

135

　　

137

　　

142

　　

129

　　

128

　　

133

　　

135 引

　

土

　

木

　

関

　

係

　　

48

　　

55

　　

54

　　

55

　　

55

　　

55

　　

56

　　

66

　　

10

　

消

　

防

　

関

　

係

　　

81

　　

82

　　

82

　　

86

　　

86

　　

％

　

120

　

167

　　

47

1

　

文ち水害予防組

　　

41

　　

27

　　

31

　　

37

　　

35

　　

44

　　

41

　　

37

　

4

　

4

　

□

　

教

　

育

　

関

　

係

　

229

　

233

　

224

　

240

　

238

　

235

　

237

　

235･，

　

2

　　

うち小学校組合

　　

28

　　

27

　　

26

　　

26

　　

22 23　　31 33　　　2

　　　

中学校組合

　

133

　

132

　

131

　　

126

　

124 118　　111 104　4　7

　

そ

　　

の

　　

他

　

103

　　

12

　　

35 21　　37 34　　15　　14　－1

　

■

　　　　

計

　　

1 538　1 695　1 804　1 877　1 939　2 009　2 075　2 217　　142

1

皿=-----=･-==-=･･¶-?==--一==－･¬♂-=-〒

　　　　　

皿･－＝=-･-=--･--ふｰ=i心ﾐ¬ﾐﾐ
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その１

　

単純合計額の状況

第5表

　

決 規
匍

　

蘭

″
皿

|

.

丿万

__

ﾉ

)

９４洋

ﾔ

８４４４

ﾄj≒

lｕ率|

;

醤

１

　

歳入総額固十(B) 10 589131 8 723 410　　1 865 721 21.4　19.8

　

都道府県(Ａ)

　

6 053 912　5 057 598　996 314　却.7　18.2

｜

　

市町村(純計額)(Ｂ)|

　

4 535 219　　3 665 812　　　869 407　　2S.7　　22.0
'市町村(単純合計額)

　

4 595 889　　3 708 319　　887 570　　留丿　　舘丿

　　

大

　　

都

　　

市1

　

687 125　　581 156　　105 ％9　瑠.忍　忽θ

　　

都

　　　　

市1

　

2 310 681　　1 791 916　　　518 765　　忿∂.θ　　2S.0

　　　

中

　　

都

　　

市

　　

1 387 372　　1 059 429　　327 943　　む.θ　　認ｊ
１

　　　

小

　　

都

　　

市

　　

923 309　　732 487　　190 822　　邱丿　　舘.7

　　

町

　　　　　

村

　　

1 249 070　　1 056 107　　192 963　　j∂ｊ　　認.7
｜

　　

特

　　

別

　　

区

　　

251 803　　211 140　　　40 663　　四丿　　犯7

　　

一一部事務組合1

　　

97 210　　68 000　　29 210　　詔.θ　糾丿

　

歳出総額(ｃ卜(D)

　

10 300 011　　8 452 093　1 847 918　　21.9　　19.8

　

都

　

道

　

府

　

県(Ｃ)1

　

5 915 031　　4 925 076　　　989 955　　加.j　　召名

　

市町村(純計額)(Ｄ)｜

　

4 384 980　　3 527 017　　　857 963　　糾.S　　舘.忿
｜

　

市町村(単純合計額)

　

4 445 650　　3 569 524　　876 126　　糾丿　　麗Ｊ

｜

　　

大

　　

都

　　

市

　　

670 873　　　566 383　　　104 490 瑠.4　　釘ｊ

ｉ

　　

都

　　　　　

市

　　

2 247 312　　1 734 709　　512 603　　即.5　　留.θ
i

　　　

中

　　

都

　

市

　　

1 348 598　　1 023 330　　325 268　　む.&　　留.7
i

　　　

小

　

都

　

市

　　

898 714　　7H 379　　187 335　　部丿　　乱9
！

　　

町

　　　　　

村

　　

1 202 129　　1 008 405　　193 724　　19.Z　　認.5

　　

特

　　

別

　　

区1

　　

236 061　　197 698　　38 363　　n?.4　　18.0j

　　

一部事務組合1

　　

89 275　　62 329　　26 946　　詔.忿　払7

‥-

　　　　

－

一一一

第６表

　

純 計

　　

決

　　

算

」

　　　　　　　　

地

　　　　　　　　　　　　　

方

　　　　　　　　

-

　　　　

-
｜

　

区

　　　

分

　　　　

歳

　　　　　　

入

　　　

ｉ

　　　

歳

　　　　　　

出ｌ

　　　　

ａ・球uｖ肇lm・降・ g141ｖいil

　

昭和33年度

　　

1 504 250　　∂.∂　　－　　1 455 579　　∂.4　　－

　　　

34

　　　　　

1 689 352

1　　j忿Ｊ　　　－　　1

623 883　　　j£∂　　　－

　　　

35

　　　　　

2 025 802　　　19^　　　－　　1 924 907　　　9.5　　　－

　　　

36

　　　　　

2511 550　　糾.θ　　j卯　　2 391 080　　糾J　　j卯1

　　　

37

　　　　　

2 982 850　　　j＆s　　j却　　2 887 366　　　卸j　　j戯
i

　　　　

38

　　　　　

3 397 659　　　1S.9　　jお　　3 308 833　　　μ.∂　　j認
1

　　　　

39

　　　　　

3910921

　　　

15.1

　　　

μ∂

　　

3 821 968　　　9.5　　j卯
，

　　　

40

　　　　　

4 478 035 1　　μ.5　　j7∂　　4 365 140　　　μJ　　j甜
！

　　　　

41

　　　　　

5 177 746　　　j£∂　　釦∂　　5 026 177　　　15J.　　釘θ
1

　　　

42

　　　　　

5 926 311　　　μ.5　　留∂　　5 725 497　　　9.∂　　留9
1

　　　

43

　　　　　

6％8 874　　　び.4　　忿77　　6 729 574　　　17^　　認ji

　　　

，44

　　　　　

8 305 229　　　四Ｊ　　留j　　8 033 912　　　四丿　　甜∂1

　　　

45

　　　　　

10 103 998　　　釘.7　　如忿　　9 814 878　　　麗.忿　　むθ
＿__

　　　　　

__
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模

その２

　

の

　　　

状

純計額の状況

況

一一一－
一一一一一一一

(単位 百万円・％）

ｌ

区

　　　　　　　

分

　　　

+

454

+

44

り謡

（４

ﾊﾞh

諜

）

歳

　

入

　

総

　

額(A) 10589 131
1
8 723 410 I 865 721

1
釘.4　却.01

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額（Ｂ）

　

485 133 j　418 181　　66 952‘　16.0　　認.ｼﾞ

　

賢鸚裂握‾叩柿Ｊ

　

，85984 し50 685　35 299じ4.j　31,5

1

　

WI塁砦団体からの分担金，負
8 677　　　8 582 9ﾔ　1.1　お.い

1

　

2JJ賢なならの分担金｀負担金｀

　　

74 111
1
58 580　　15 531　　26.5　　　ヨ

｜

　

特別区財政調整交哺付金

　　

48 807 1　38 958　　　9 849 認.j　却.糾

　

軽油引取税交付金

　

12 321　　1o 9oU　1 420　認.θ　j∂.θi！

　

娯楽施設利用税交付金

　　

1 850 l 1 604　　　　246　15.3　　jθ'.3 i
｜

　

自動車取得税交付金

　　

53 38引　48 870　　4 513　∂.2　∂∂.∂1

i歳

　

入

　

純

　

計

　

額

　

(A)-(B) 10 103 998 1 8 305 229 1 798 769 1　21.7 19.3 I

1歳

　

出

　

総

　

額（ｃ）1030001U 8 452 093 1 847 918 1 21､９×　19､８
」団体

　

同

　

重

　

複

　

額（Ｄ）

　

485 133 ， 418 181　　66 952
1
郎.θ 2S.ﾀ

ｌ

　

醍海鄙４゛費゛４し,59（

　

250 685　　3S 299　μ.j　叙.5

j

　

同級他団体に対する負担金等1

　　

867川

　　

8 582 ，　　9s

l　1.1　　認.4

j

　

暦浬皆縁起Ｐｙ

　

74☆

　

58 580　　15 531 にJ　5’4

　

特別区財政調整交・納付金1

　

48 807 ’ 38 958　　9 849　認Ｊ　却.81
1

　

軽油引取税交付金

　

12 321　10901　　1 420　13.0　jﾀ.θ｜
｜

　

娯楽施設利用税交付金

　　

1 850 l　　1 604　　　246　び.j　加.パ
，自動車取得税交付金

1

　

53 383　　48 870　　4 513　∂.２　印.削
1歳

　

出

　

純

　

計

　

額（ｃト(D) I 9 814 878　8 033 912　1780966 1　22.2　　194 j

㈱

　

次表以下の各表における純計額とは、上記表中の｢歳入純計額面－(Ｂ)｣または、

　

｢歳出純計額(Ｃト(Ｄ)｣をいう。

額

-

一一一

一

歳

　

の

ｰ－－

決

　

算

　

額

~・

1 453 747

1 597 213

1 961 025

2 S15 932

2 947 623

3 231 214

3 446 768

3 773 097

4 552 146

5 299 446

6 059 873

7 109 227

8 459 181

推

一一

国

Ｓ
ｇ
Ｓ
Ｊ
２
δ

　

争
一
・
Ｉ
・
番

丿
詣
可

一一一一

　　

（

-一一一一一

　

入

-

｜指

　

∂.7

　

9､5

20.6

16.4

U.3

17j

19.０

一一

移

一一

一

(単位

　

百万円・％)

出
一
指

一一一一

一一一一

　　　

」

数

｜

-一一

1 331 562

1４95 040

1 7４3 148

2 063 468

2 556 617

3 044 292

3 31０ 969

3 723 017

4 459 196

5 113 035

5 937 082

6 917 838

8 187 697

1２､1

12j

16.6

18.ふ

２＆9

19j

　

Sj

j忿4

jﾀ.∂

U.7

16j

16､５

１８み

　

－

　

－

　

－

100

1肪

j詔

160

180

駐6

２48

２88

３３5

３9７

数

－

－

一

一

1００

坦
坦
沼
墨
笛

般

　　

会

　　

計）

　　　

歳

決

　

算

　

額
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その１

　

黒字、赤字団体別の状況

第７表

　

決 算 収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

45

　　　　　

年

　

区

　　　　　　

分

　

団体数固1

　

歳

　

入(B)

　

歳

　

出(c)歳う??字引

　

都道府県固

　　

46

　　

6 053 912　　5 915 031　　138 881

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

45

　　　

5 173 598　　　5 062 084　　　1H 514

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

1

　　　

880 314　　　852 947　　　　27 367

　

市町村(単純合計額)(B)

　　

5 501　　　4 595 889　　　4 445 650　　　　150 239

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

5 270　　　3 ％1 620　　　3 805 735　　　155 885

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　

231

　　　

634 269　　　639 915　　，　5 646

　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

ダ６う

　　

687 125 670 873　　　　　　16252

　　　　　　　　　　　　　　　

/

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

4

　　　

354 530　　　340 523　　　　14 006

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

2

　　　

332 595　　　330 349　　　　2 246

　　

特

　　

別

　　

区

　　　

言

ｚ

　　

251 803　　　　236 061　　　　　15742

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

23

　　　　

251 803　　　236 061　　　　1S 742

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　

都

　　　　　

市

　　　　

590

　　　

2 310 681　　　2 247 312　　　　63 369

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

てう8

　　

2 066 141　　　1 998 583　　　　67 558

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

62

　　　

244 540　　　248 729　　・　4 189

　　　

中

　　

都

　　

市

　　　

143

　　　

1 387 372　　　1 348 598　　　　38 774

　　　

黒字団体

　　

129

　　

1 248 323　　1 208 081　　　40 242

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

14

　　　

139 049　　　140 517　　・　1 468

　　　

小

　　

都

　　

市

　　　

447

　　　

923 309　　　898 714　　　　24 595

　　　

黒字団体

　　

399

　　

817 818　　790 502　　　27 316

　　　

赤字団体

　　　

４８'丿

　

105 491　　　　108212　　･･　2 720

　　　　　　　　　　　　　　　

/

　　

町

　　　　　　

村

　　　　

2 665 ′　1 249 070　　　1 202 129　　　　46 941

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

‾j569　　　1 194 958　　　1 145 229　　　　49 729

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　

96

　　　　

54 H2　　　　56 900　　－　2 788

　　

一部事務組合

　　　

2217

　　　

97210

　　　

89 275　　　　7 936

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

2 146　　　　94 188　　　　85 338　　　　8 850

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

71

　　　　

3 022　　　　3 936　　－　914

　

1

　　　

計

　

(A)+(B)

　　

5 547　　10 649 801　　10 360 681　　　289 120

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

5 315　　　9 135 218　　　8 867 819　　　267 399

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　

232

　　　

1 514 583　　　1 492 862　　　　21 721
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支 の 状 況

(単位

　

百万円)

一一一

　　　

度

　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

44

　

年

　

度

　　　

比

　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　

－

　

F影馴実
(
壁白

で皿ｏ卜ｎヵ)VJ卜ｙ)－♂

　　　　

96 567　　　42 314　　　　46　　　　44 854　　　　　0　　　△　2 540

　　　　

67 045　　　44 469　　　　45　　　　46 551　　　　　0　　　・2 082

　　　　

29 522　　△　2 15S　　　　　I　　　－　1 697　　　　　0　　　△　　4S8

　　　　

57 139　　　93 100　　　S 382　　　　　88 663　　　　119　　　　　4 437

　　　　

46 363　　　109 522　　　5 161　　　　103 220　　　　109　　　　　6 302

　　　　

10 776　･･　16 422　　　　221　　　" 14SS7　　　　10　　　ム　1 865

　　　　

17274　　△　1 022　　　　　6　　　　　　　18　　　　　0　　　4　1 040

　　　　

10 223　　　　3 783　　　　　4　　　　　4 978　　　　　0　　･･　1 195

　　　　

7 051　　△　4 805　　　　　2　　　△　4 960　　　　　0　　　　　　巧5

　　　　

10 099　　　　5 643　　　　23　　　　　5 523　　　　　0　　　　　　120

　　　　

10 099　　　　5 643　　　　23　　　　　5 523　　　　　0　　　　　　120

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

22 288　　　41 081　　　　558　　　　　37 123　　　　32　　　　　3 9S8

　　　　

18 979　　　48 S79　　　　506　　　　42 080　　　　22　　　　　6 499

　　　　

3310

　

－

　

7 498　　　　52　　　4　4 957　　　　10　　　△　2 541

　　　　

13 968　　　24 806　　　　128　　　　　22 647　　　　15　　　　　2 159

　　　　

12 031　　　28 21 1　　　　120　　　　　23 519　　　　　9　　　　　4 692

　　　　　

I 937　　△　3 405　　　　　8　　　A　　872　　　　　6　　　△　2 533

　　　　　

8 320　　　　16275　　　　430　　　　　14 476　　　　17　　　　　1 799

　　　　　

6 947　　　20 368　　　　386　　　　　18 561　　　　13　　　　　1 807

　　　　　

1 373　　△　4 093　　　　44　　　ム　4 085　　　　　4　　　△　　　8

　　　　　

5 872　　　41 068　　　2 720　　　　　41 477　　・　55　　　△　　409

　　　　　

5 499　　　44 230　　　2 624　　　　44 856　　△　55　　･･　　626

　　　　　

373

　

･･

　

3 162　　　　96　　･･ 3 379　　　　　0　　　　　　217

　　　　

1 606　　　　6 330　　　2 075　　　　　4 522　　　　142　　　　　1 808

　　　　

1 563　　　　7 287　　　2 004　　　　　5 783　　　　142　　　　　1 504

　　　　　　

43

　　

ム

　　

957

　　　　

71

　　　

･･

　

1 261　　　　　0　　　　　　304

　　　

153 706　　　135 414　　　5 428　　　　133 517　　　　1 19　　　　　1 897

　　　

113 408　　　153 991　　　5 206　　　　149 771　　　　109　　　　　4 220

　　　　

40 298　　△　18577　　　　222　　　ム　16 254　　　　10　　　・2 323
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第７表

　

決

その２

　

赤字団体および赤字額の増減状況

算 収

－一一一一

　　　　　　　　　　　　

一一一一一

　　　　　

昭和44年度

　

詣晨賢|

　

固・妬心こ４√

　

区

　　　

分

　　

の赤詣団体

　

消滅yJこ団体‾^赤字が増加した団体（ｃ）

　　　　

団皿劈品団剛器品

卜

叫靉踏駿談欝弩

　　　　　

（ａ）支(b) I (c)支（d）　　!支（ｅｎ支（fト（ｇ）

禁Vf蒋ぶ：詣ふぷ|よ濃：昆に濃

　

大

　

都

　

市

　　　

2 － 49601　－　　　－　　　1 ・ 4 695 － 4 700へ　　５

　

ｓ
中都事

　　

5にヅ

　

ニ

　　

］

　　

言回に雪言誂

　　

小都市

　　

44 － 4 085　－　　－ 8ム　　552－　786 ム　233

　

‰。謬

　

慰昌

|

ヤｔ11ピコ：昌ノ21

し合__＿_』しし＿Z召し包匯空し.ｊトJZJ上_凛二7949ト9 870'- 1920l

その１

　

収支額の推移
第8表

　

実 質 収

一一一一一一一一一

　　　　　　

－－－‥------‥--‥---------･----一

　　　　　　　　　　　

全

　　　

団

　　　

体

　　　

｜

　　　

黒

　　

字

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一

　

一一ｉ

　

区

　　

分

　　

総

　　

額

　　

都道府県

　

｜

　

市町村

　

し

　

総

　　

』!L一一i
｜

　　　

V＼ m額|回≠田呼ゆ戸戸？≠（ｕ（

ｉ

　

昭和34年度

　　

3 601　36 962　　46 27 287　3 555! 9 675　3 046　糾呵　49 685'
1

　　　

35

　　　　

3 565　64 825　　46 46 464　3 519い8 361　3 179　89.2　74 666'

1

　　　

36

　　　　

3 535　66 353　　46 44 779　3 489!21 574　3 183　卯.θ　75 183
1

　　　

37

　　　　

3 506　53 550　　46 37 388　3 4601 16 162　3 100　∂∂4　69 475
1

　　　

38

　　　　

3 468　38 611　　46 24 933　3 422 13 678　3 067　S＆4　65 871･
i

　　　

39

　　　　

3 464　30 237　　46 12 738　3 418 17 499　3 088　∂1?j　67 457;

　　　

40

　　　　

3 441　47 835　　46 21 181　3 395 26 654　3 100　90.1　82 007･
｜，1

　

3 395　75 711　　46 37 571　3349138 140 3 083　90.8 1062601

1

　　　

42

　　　　

3 370　88 H7　　46 38 468　3 324149 649　3 091　釘.7　114 776
1

　　　

43 3 357　109 844　　46 42 856　3 31 1 66 988　3 139　∂＆5　130 287･」

　　

44

　　　　

3 353　133 517　　46 44 854　3 307188 663　3 202　∂＆5　149 771

　　　

45

　　　　

3 330　135 414　　46 42 314　3 284'93 100　3 169　ﾀ5J　1 S3 991
一一一一一一一一

　　　　　

一一一一一一一一一一一一一一一‥－一一一一一一一一一一

　

■・

　

i－･a･･k

　　　　　

－

　

■

　

・－－

　

－

　　

－19「団体数」には、一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況
ゝ，’

｜

　　　　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体二＿＿＿＿_

　　　

黒__！

　　　　　　

総

　　　

数

　

都道府県

　

市町村

　

総

　　

数丿

　

り

団叫む示４糾汽‾i

4

禅は。

1

回詞ｕｌ

｜

　

昭和34年度

　

－

　

77

　　

13 010　　0　　10 556 ・　77　2 454 －　161　13 030
1

　　　

35

　　　　

ム

　

36

　　

27 863　　　0　　19 177 △　36　　8686　　133　24 981
」

　　

36

　　　　

4

　

30

　　

1 528　　　0ム　1 685 ム　30　　3213　　　4　　　517
1

　　　

37

　　　　

A

　

29△

　

12 803　　　0 ム　7 391ム　29 ･･ 5412 ム　83･･ 5 7081

　　　

38

　　　

･･

　

38 ･･　14939　　　0 －　12455 △　38・2 484 4　33　－3 604
1

　　　

39

　　　　

ム

　

４ム

　

8 374　　　0 －　12195 4　4　　3 821　　21　　1 586
1

　　　

40

　　　

--

　

23

　　

17 598　　　0　　8 443 △　23　　9 155　　12　　14 550
1

　　　

41

　　　　

｡46

　　

27 876　　　0　　16 390 ム　46　11 486 4　17　24 253
1

　　　

42

　　　　

ム

　

25

　　

12 406　　　0　　　897 --　25　H 509　　　8　　8 516
！

　　　

43

　　　　

4

　

13

　　

21 727　　　0　　4 388 。　13　17 339　　48　　15 511
1

　　　

44

　　　

･･

　

4

　　

23 673　　　0　　1 998ム　4　21 675　　63　　19 484
1

　　　

45

　　　　

ム

　

23

　　　

1 897　　　0 ム　2 540 △　23　　4 437 A　33　　4 220-
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支 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　

■㎜WIW¶W==一←←U==J-ふJ|･-J警---

　　　　　　　

-==-=-iJ?ぼｰ---=--･ 〃
飛工に‰

-…

ﾚj呪万111灘111五即に度゛｜

　

＿

　　　　　　　　　　　　

一一一一一|

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〃〃-J
4数数綱靉談欝陪|団体嘩臨訃1㈱靉談団剽芸談

　　

ﾍﾞ支㈲

一

支(i)づ(j)⊇㈲士支(1し叫ご支(川

一

卜ｏ)語気J

　　

85に6 552 ， 41祠　2 366　95 ， 1 533　108‰45詞　231ﾄ16422j

　　

11△

　

265 ･･　105J 161　　　-1　ヨ　ミ　ー|　い4 8051

　　

ヤ喘ノ‰□駕

○

に

　

雪卜に昌卜白憐

　　

雛昌二

　

潔卜ぷ∩卜

　

謡

　　

北

　

潔ト

レ

コ

　　

昌に昌に凛

　　

溺

　　

a§にぶト訟謳

　

ぶ大店I

一

　　　　　　　　

一

　　

一一一一一一

支 の 推 移

(単位

　

百万円・ら)

←R‰----=〒==r-=--･＝･･¬=-=-I----==〃=＝＝－一－－==¬

　

==

　

＝一四---

　　　

-==

　　　　

団

　　　　　

体

　　　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体
-一一一一

　　

一一一

　　　　　　　　　　　

一一

　

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　　

総

　　　　

額

　　

！

　

都道府県

　

・市

　

町

　

村
四

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－Ｉ

　　　　

一一&-･j=--==-･晶
Ｈ珈蝉皿llは（讐即・)/叫は剛ｒﾘｕ(団皿卜回

　　　

42128 402 3 004　21 283　555　M.4 乙12 7231　4卜1 115'　551 ･^11 608

　　　

44 46 689　3 135　27 977　　3861　jθ|・9 841　　2 －　225J　384 ム9616

　　　

45 44 862　3 138　30 321　　352　jθ.θ・8 8301　　1ﾄ　　83　3511乙8747

　　　

44 38 302　3 056　31 173 4061　11.6＼- 15 925　　2卜　914　404＾150111

　　　

42 30 012　3 025　35 859　4011　11ぶ－27 260[　　4に5 079!　397 '-11 181

　　　

41 25 234　3 047 422231　376　lOM ^ 37 220　5ト12 496　371 ^24 724

　　　

43 32 668　3 057　49 339 3如　Ｊﾚ34 172　ヤ114871　338ﾚ22 685

　　　

43 46 121　3 040　60 139 3121　　ﾀ.9＼̂30 5491　　3i^8 550･ 309 ム21999，

　　　

44 42 277　3 047　72 499　279　　SJム26 6591　　2し3 8091 277△22 850

　　　

45 44 376　3 094　85 9H　　218　　∂.5 ^ 20 443　　1に15201　217乙18 923

　　　

45 46 551　3 157 1oにo1　15j　4･U 16痢　1卜石　尚心557

　　　

！

　

匹

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

一一一一

　

---一一

　　　

-

　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　　

｜

　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

一一

　

都道府県

　　

市町村

　

｜総

　　　

数｜都道府県

　

｜

　

市町村

団体数|収支額

|

団体数|収支額1団体数|収支額|団体数1収支額l団体数|収支額，

　　

4

　　

10088△

　

20

　　

2 942i ム　61 4　　20｀△　41　　468i△　571ム　488

　　

2

　　

18287131

1

　　

6 694に169　　2 882ぺ　2･　　　890 A 167　　1 992

　　

1 。　1 827　　3･　2 344に３４　　１ｏＨﾄ　1　　142.劉 869

ム

　

1・6 560ム　82　　　852　　54 －　7 095　　　11 ｡　831　　53! △6 264
・

　

2 4　8 290 △　31　　4 6861 △　5△　U 335　　　2 － 4 165△　7i ･･ 7 170

△

　　

1 ･･　4 778　　22　　6 364 －　25 △　9 960　　　1ﾄﾞ7 417 4　261“ 2 543,

　　

2

　　

7 434　　10　　7 116 ・35　　　3 048 △　21　　I009△　331　　2 039

　　

－

　　

13 453 －　17　10 800! ム　29　　3 623　　－　　2 937 ム　291　　　686

　　

1－

　

3 844　　　7　12 360 －　33　　3 890 △　11　　4741 4　321 乙　851

　　

1

　　

2 099　　47　13 412 ・61　　6216△　リ　　2 289 ム　60　　3 927

　　

0

　　

2 175　　63　17 3091 △　67　　4 189　　　01－　177 △　671　　4366

　　

0 4　2 082 △　33　　6 302!　10 △　2 323 OI。　458　　10，△　1 865
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第９表単 年

　　

度 収

・

　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　

昭

　

和

　

45

　　

年

　　

度

｜

　

区

　　　　　　　

分

　　　

丿

総

　　　

額｜都道府県｜市町村

」
単

　

年

　

度

　

収

　

支

　

固

　　　　　　　

198

ﾘ

　

-

　　

2 539　　　　　4 521

　

調

　

整

　

額（Ｃ）刊Ｄ）一佃1)(B)　　　　　　8 713　　ム 3 852　　　　　12565

　

基

　

金

　

積

　

立

　

額（ｃ）

　　　　　

41 816

1　　　　17

287　　　　24 529

　

繰

　

上

　

償

　

還

　

金（Ｄ）

　　　　　　

5 138 1　　　　　984　　　　　4 154

　

基金とり

　

くずし額㈲

　　　　　

38 241　　　　22 123　　　　16 H8

睡竺竺竺士言

＿

　

ごし二6 391　　　　　17 086

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

その

　　　　　　　　　

第10表

１

　

種類別による推移(市町村)

財 政 再

∧問謎|昌隠隠

全部適用団体

　　　

…

　　

536

　　

－

　　

536

　　

－

　　　

一

　　

一

　　

一

一部適用団体

　　　

…

　　　

34

　　

－

　　

34

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

準

　

用

　

団

　

体

　　　

…

　　　

8

　　

264

　　

235

　　

37

　　　

6

　　

1

　　

32
レ

‥

ﾌﾞ37

　　　

6

　　

132

j

㈱

　

府県は、昭和30年度末実質赤字団体数36、承認団体数20（当初承認団体18、新

　

承認団体２）であったが、昭和40年度末において全団体が再建完了したので省略

　

した。

その３

　

準用団体等に対する融資あつせんの状況
一一一一一一
|

　

区

　　　　

分

　

|昭和34年度|

　　

35

　　　

1

36

　　　

｜
37

　　　

1
38

　　　

j

|団

　　

休

　　

数

　　　　　

86
’　　　93

120　　　　　128　　　　　100

じ竺゛）べ゛／3レ3

巾

二言↓4 195

1

3 647
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支 の 状

　　　

況

(単位

　

百万円)

-一一-一一一一一一

　　　

一一一一一一

　　

一一

　　　

昭

　

和

　

44

　　

年

　

度

　　　　　　　　

増

　　　　

滅

　　　　

額

崖‾（ｓ道府（市町

　

)

ｌ

　

剛都道府剛市田1村

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

23 714　　　　1 997
1　　　21

717　ム　　21 732　ム　　4 536 ･･　　17196

　　　

28 393　　　14 758　　　　13635　4　　19 680　4　　18 610　a　　1 070

　　　

40 814　　　19019　　　21 795　　　　1 002　－　　1 732　　　　2 734

　　　

S210

　　　　

3 937　　　　1 273　△　　　　72　△　　2 953　　　　2 881

　　　

17631

　　　　

8 198 1　　　9 433　　　20 610　　　　13 925　　　　6 685

　　　

52 108　　　16 755　　　35 353　ム　　41 413　・　23 146　4　　18 267
1

　　　　　　　　　　　　

j－一一一一一一一一‥一一

　　　

一一一一一一一一－

　　

一一一一一

建

その２

　

の

　　　

状

完了予定年度別

況

←－四

　　　

■-=¬

　　　　　　

=JJ7==-="======-==-==-r-===･
二言］ＴＴﾚ☆乱十ムムド。レ

り謝∵;⊃☆ニ∩⊃/］二

心゛
ムｏプピブニ

∩∧二卜

　

ご
非
∵゛北八ドパ○バこ

リ毘昌三ヶドヤ☆］

__‥_ノレ__
ノノ9ド３し土二二口_ご

(単位

　

百万円)

~

　　　

一一

　　

--一一

　　　

-

　

0

40

　　

1

41

　　

1

42

　　

1

43

　　

｜
44

　　　　

45
ﾚﾑﾚ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

97

　　　

100

　　　　

79

　　　　

72

　　　　

68

　　　　

55

　　　　

50

　　　　

36

　

4 758　　6 044 5 999
.
1 012　　6 790 5 909

1

4 635　　　4 292

ら

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ミ

－185－



第11表

　

歳

　　

入

　　

決

　　

算

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

○＿旦上ゴニ七犬〕

　

区

　　　　　　　

分

　　

|

　

都道府．

ト

い

り

い

言〕

　

地

　　　

方

　　　

税

　　

2 265 873　37.i　1 484 795　S2.7　3 750 668　夕］

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　

94 953　j.∂　　13 734　θj　　108 687　jjl

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

％3 166　15.9　835 082　瑠.4　1 798 248　17.8･

　

軽油引取税交付金

　　　　

－

　

－

　　

12 321
，.･　－　〕

　

娯楽施設利用税交付金

　　　　

－

　　

－

　　　

1 850　θ.θ　　　　－　　づ

　

自動車取得税交付金

　　　　

－

　　

－

　　

53 380　J.２　　　－　　⊃
｜

　

小

　　

計（一般財源）

　　

3 323 992　54.9　2 401 162　52.9　5 657 603　56.0

　

分担金，負担金

　　

87 623　£4　　59 560　i.5　101 334 叩

　

使用料，手数料

　　

99 628　j.6　109 459　2.4　209 088　2.j!

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

1 551 448　匹∂　532 776　jム7　2 084 225　弱.∂

　

交通安全対策特別交付金

　　　

5 234　　θj　　　3 478　　θ.j　　　8712　θｊ

　

都道府県支出金

　　　

－

　

－

　

245 229　μ　　　一　一

　

；

　

≒ド

　

１

　

ニレニレニｊ

　

繰

　　　　

入

　　　

金

　　　

43 017　θ,7　　63 972　j.4　　106 988　M

　

繰

　　　　

越

　　　

金

　　

130 290　2.忿　　141 332　鉦　271 622　2.7

　

:

　

で

　

レニレニごニ:1

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 192 θ.θ　　46615　　j.θ　　　　－　　－

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　

6 053 912　100.0　4 535 219| 100.0 10 103 998 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
㈱１

　

２

｢その他｣は、都道府県分が特別区財政調整納付金、市町村分が特別区財政調

国有提供施設等所在市町村助成交付金は｢国庫支出金｣に含めた。

－186－



額

　　

の

　　

状

　　

況
(単位

　

百万円・％)

--皿〃J--･===--一･還－－－四-〃＝=-=-==

　

--=---==-==-=

　

昭和44年度

　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　

前年度増減率

　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

滅

　

額

　

『斟呵な噸剤市叫戻箱

　　

3 090 179　J7う　　　660 489　錨.7　麗.忿　加.忿　が.4　認.4　卵丿　却.s

　　　

93 065　1.1　　　l5 622　θ.∂　16.7　17.i　却.s　12.7　58.2　16j

　　

1 460 845　17.6　　　337 403　183　16.1　　認.4　留j　21.U　むぶ　29.8

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

1＆０

　　

－

　　

－

　

j∂

ミ

　　

ー

　　　　　

一

　　

一

　　　　

‾

　　

－

　　

‾

　

巧ｊ

　　

‾

　　

‾

　

却ｲ

　

‾

　　　　　

－

　

－

　　　

－

　

－

　

－

　

９

　

ノ

　

ー～|

　

－

　　

4644089

　

55.9

　　

1 013 514　56.3　20.2　23.8　21.8･　21.8 24.9,　22.7

　　　

80 078　j.θ　　　21 256　j.2　加.∂　部]　助]　17.3　むよ　j71

　　　

189 298　2j　　　19 790　1.1　＆2　12.6　扨.5　4]　乙j　＆4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　

1 813 427　忿j.∂　　270 798　巧ｊ　μ.4　扨.5　μ.∂　12^3　μぺ　む.s

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

11 736　　θ.j　　・3 024 － 0.2＼̂'2.5.3乙部.5・部,S　μ.β　μ.ぷ　μ.7

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

乱７

　　

－

　　

－

　

30λ

　　

－

　　　

152 854　　j.8　　　40 469　　口.2　訂.∂　17.1　S6.5　13.0　むl　12.2

　　　

40 111　　θ.5　　　　2893　　∂.2． 5.7　　7.S　　7.忿　　7.2　22.び　j＆ﾀ

　　　

68 212　　θ.s　　　38 776　　2.2　町.4　i3^　56.8　56.2　ぶ∂.J　U2.8

　　　

235 928　　2.s　　　35 694　　忿,θ　16A　13.9　15.1　　∂.∂　j5.J　と.θ

　　　

631 426　　7.∂　　　153741　　＆5　25.6　24.0　糾.J　21.2　21.T＼　22.9

　　　

438 068　　5.J　　　204 864　と.4　35A　Si.8　i6.8　忿.5　2θ]　j＆7

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

一

　

乱7

　

2O

　　

― - 5.6　11.8　　－

　　

8 305 229　100.0　　1 798 769　100.0　19.7　23.7　21.7　18.2　22.0　19ツ

整交付金である。
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第12表

　

歳 入

　　

決 算

　　

区

　　　　

分

　　

１

　

。|

≒

　

∩

ｸ

｜・

ド

　

42

地

　　　

方

　　　

税

　　

906 475　1 399 598　1 549 421　1 768 587　2 149 522

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

45 449　　43 629　　50 062　　59 203　　69 158

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

401 704　　665 985　　743 187　　777 327　947 020

臨時地方財政交付金

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

46 455　　11 998

　

4ヽ

　

計（一島l貝ｵ■）

　　

1 353 628　2 109 212　2 342 670　2 651 572　3 177 698

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　

73 808　　108 253　　127 237　　145 145　　159 264

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

580 757　926 690　1 089 816　1 262 792　1 406 535

繰

　　　

入

　　　

金

　　

20 932　　30 847　　31 562　　33 510　　38 054

繰

　　　

越

　　　

金

　　

107 692　　103 651　　105 664　　126 998　163 883

地

　　　

方

　　　

債

　　

115 044　210 350　313 917　407 158　340 233

モ

　　　　

の

　　　

他

　　

259 689　421 918　467 170　550 571　640 644

　　

1

　

入

　

合

　

計

　　

2511550

　

3910921

　

4478036

　

5177746

　

5926 311

一一一一一一一
㈱ １

　

昭和39年度から財務会計制度が改正されたため、36年度における繰入金の

２「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金および国有提供施設等所在市町

　　　　　　　　　　　　　　　

第12表

　

歳

　　

入

　　

決

　　

算

一一

　　　　　　　

ｉ

　　　　

決

　

算

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　　　　　　

増

ノ

＿_

∧

ビ）ト，ト｜（川（

い

司万

　

地

　　

方

　　

税
l

　

s∂･
J

　

35£＼3i.6＼3k丿錨j j7ぷ腔.2 57J S3M S6J,

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

jj

　　

1.1

　

j.

J

　

1.1

　

j.忿

　

1.1

　

1.1

　

1.1

　

j.ﾀ

　

j.∂

　

地方交付税

　

16.0

　

17.0＼16.6 IS.θμ.白μ.2 17.&i 17.8 18.7＼16.5

　

臨時地方財政交付金

　　

－

　　

－

　

－

　

θＪ

　

θ.忿

　

－

　

－

　

一

　

一

　

－

　

小計（一般財源）

　　

53.9

　

53.9 52.3 51.2 53.61 54.4 55.9　56.0 54.0 54.5

　

使用料，手数料

　　

忿丿

　

忿ｊ

　

Ｍ

　

２ｊ

　

２

１

　

忿丿

　

忿Ｊ

　

む

　

jj

　

忿.7

　

国庫支出金

　

留丿

　

2S.7＼2i^＼ 2iM 23.71 S3丿麗.θ2O.r＼ Sl4 21丿

　

繰

　　

入

　　

金

　

θｊ

　

θｊ

　

θ,7

　

θ.∂

　

0.7＼θ.7

　

θj

　

1.1

　

j.かθ.5

　

繰

　　

越

　　

金

　

4J

　

忿.∂

　

ね

　

忿Ｊ

　

名j

　

3.1

　

忿ｊ

　

μ

　

＆みＭ

　

地

　　

方

　　

債

　

4.∂

　

M 7j　7.9 5.7 5.5 5J＼ 6A＼ S.9＼lOJ.

　

そ

　　

の

　　

他

　

丿OM 10£＼lOM 10.6＼10丿却丿却.9 11.1 10.7＼11.9

　

歳

　

入

　

合

　

計

　

1100.0

　

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.01

＿_＿＿______＿__＿__･____
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移推の額
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

---■皿f-WW--¬〒------←･･--¬･-----------

　　　

Jk---JI¶･=･¶還-･-¬-〒W-

　　

算

　　　　　　

額

　　　　　

｜

　　　　　　

指

　　　　　　　

数

　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　

_＿＿
”

　　

43

　　

144

　　

｜45

　　

1

　

36

　

1

　

39

　

40 41　42 43 44 45

　

2 580 128　3 090 179　3 750 668　j叩　丿舛　jが　j邸　留7　認5　J訂　4μ

　　

79 586　　93 065　108 687　加θ　　邱　ｎθ　Ｕ∂　貧忿　175　加5　留∂

　

丿25 508　1 460 845　1 798 248　加θ　抽7　j舒　丿糾　燧∂　認θ　部4　4詔

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

－

　　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

3 785 222　4 644 089　5 657 603　100　156　173　196　235　280　343･　418

　　

174 555　　189 298　209 088　却θ　μ7　芹口　却7　が∂　2卯1　2卵|　認J

　

1 617 701　1 325 164　2 092 937　加θ　j印　丿認　叙７　μ２･　27∂　Jμ，　おり

　　

47 765　　68 212　106 988　加θ　μ7　151　j卯 182 228! 326 m

　　

212 532　　235 928　　271 622　j∂θ　　∂17　∂&　118　貧21　却7i　ゴ?　口屁

　　

369 132　　438 068　　642 932 却θ　jお　刀j　J辰　２卵　321　認j!　5卯

　　

751 967　904 470 1 122 828　却θ　16Z＼ 18a 2m Sm 290 3i8 U32

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

6 958 874 8 305 229ﾘ0 103 998　100　156 178 206 236 277 3311 402

-

　

一一一一一一

　

一一一

　　

一一一一一一一一‥‥
計数は、39年度以降の科目区分により計上している。

村助成交付金を含めた。

(単位

　

％)

率

移（つづき）
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７
Ｌ
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４
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－

　　　　　　　　　

一一

　　　　　　　　　

一

　

（り（43ト4 I 45 I 36ド9）レ＜42卜卜

－一一一一

　

一一一－一一一一一一一一一一一一一一

　

26JA S1.3＼ 50.9＼il.7＼ 37.9＼ 36.7　釘丿15M 10.7μ.1＼ 21.5 20.0 19.8

　

1.1×　1.J

　

1£

　

j.θ

　

j.θ

　

θ.∂

　

2£7

　

24.θ

　

U.7

　

j＆j

　

16.8

　

15.1

　

16.9

お.δ

　

4j

　

22.7

　

17.3

　

24.ﾀ

　

瑠.S

　

四.忿

　

μ.∂

　

11.6

　

4.∂

　

叙丿

　

瑠.S

　

29.8

　

一

　

6.6- 4.6- 1.2　－　－　　－　－　一皆増・μ.忿皆滅1　－

41.1

　

44.1

　

70.3

　

58.8

　

63.8

　

56.3

　

24.0

　

15.3

　

11.1

　

13.2

　

19.8

　

19.1

　

22.7

　

Jj

　

忿.∂

　

j.タ

　

ム5

　

1.1

　

1.1

　　

ﾀ.J

　

13.2

　

17.5

　

μ.j

　

∂.7

　

∂j

　

8.4

2S.≪ a^.? 19.2＼ 20.5 15M 1L9　21.7＼ 13.6び.6＼ 15.9が.4び.j 12.S

　

θ.j

　

θ.S

　

θ.∂

　

θ.9

　

j.5

　

忿.忿

　

7S.6＼^ 7.7　2.J　6.2 13.6 25.5 42.S

　

θ.4

　

＆j

　

4.ﾀ

　

友7

　

ム7

　

忿.θ

　

UIf.7V j.5　1.9＼ 20.2＼ 29.0＼ 29.7が.6

瑠.4 13J＼'^ 8.9　2.&　£j　む.4　四.S　5^.S h9.2＼ 29.7V le-h　8.51 18.7

　

7.ﾀ11.9＼ 12.0＼ 10^ llM 12.1　25.2＼ 17.1＼ 10.7 17S＼ 16.h 17A＼ 2O.i

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 24.0 15.1 14.5 15.6 14.5 17.4 19.S

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

｜

-

一一一一一一

　

辺.4

　

16､8

　

23.1

　

21.8

　

ご

　

ＳＢＪＨ

　

な

　

§ｊ

I
21.7

-－

-

　 　 　 　

一 一 一



その１

　

総 括

第13表地 方 税

|

　

礼

　

肩

　

質

　

。

霜

　

¨ｽﾚ¨ｽＬ

：

　

（参考）

　

国

　　　　　　

税

　　　　　　　　　

77 754　　　　　　　　　6４554

㈹

　

国税は、租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分および

その２

　

道府県税
___‥_＿___＿_＿___＿_＿＿

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　　

ｓ

　　　　

゛

　

ﾚ

調4s ゛ 卜(B)
(:諸肌,oト構皿

　

普

　　　

通

　　　

税

　　　

1％4 594　　　1 890 032　　　卯.忿　　　卯.5

　　

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　

1

　　

1％4 538　　　1 889 976　　　卯.忍　　　卯.5

　　　

道府県民税1

　　

433 408　　409 139　　弱.4　　四４

　　　

個

　　

人

　　

分

　

’

　　

272 622　　　252 578　　　侭.∂　　　犯θ

　　　

法

　　

人

　　

分

　

1

　　　

160 786　　　　156 561　　　97Jt　　　7.4

　　　

事

　　　

業

　　　

税

　

1

　　　

997 775　　　969 688　　　ﾀ7.忿　　　45.ﾀ

　　　

個

　　

人

　　

分

　

1

　　　

61 661　　　　58 238　　　糾.4　　　忿.s

　　　

法

　　

人

　　

分

　

｜

　　　

936 114　　　911 450　　　97A　　　詔丿

　　　

不動産取得税

|

　　

99 625　　　　　94915弱.い　　　4.5

　　　

道府県たばこ消費税

　

1

　　　　

88 054　　　　88 054 100.0　　　　4.2

　　　

娯楽施設利用税

　　　　

28 567　　　28 460　　　卯.び　　　jj

　　　

料理飲食等消費税

　　　　

131 267　　　123 299　　　紹ｊ　　　Ｍ

　　　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　

180 662　　　171 388　　　弱.り　　　む

　　　

鉱

　　

区

　　

税

　　　　　

969

　　　　　

824

　　　

辞.θ

　　　

θ.θ

　　　

狩猟免許税

　　　　

667

　　　

667

　　

j叩.θ

　　

θ.θ

　　　

固定資産税1

　　

3 542　　　3 542　　却θ.θ　　θ.忿

　　

法定外普通税

　　　　　

56

　　　　　　　　

56

　　　

μ

　

目

　　　　

的

　　　　

税

　　　　

226 361　　　　221 099　　　97.7　　　皿5

　　　

自動車取得税

　　　　

76 488　　　76 3％　　卯ｊ　　　Ｍ

　　　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　　

149 358　　　　144 188　　　郎.5　　　∂ｊ

　　　

入

　　

猟

　　

税

　　　　　

515

　　　　　

515

　　　

100.0

　　　　

θ.θ

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　　　

39

　　　　　　　

6

　　　

154

　　　　

θ.θ

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

2 190 994　　　2 111 137　　　96.4

1　　100-0

－--一一一一一一一一－-一一一一一一一一一一

　

㈱

　

昭和45年度収入額は、

　

加算した額である。

地方税の都道府県計から東京都が徴収した市町村税相
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の 状 況

(単位

　

億円・％)

㎜〃JW---〃--W--一一-一一 ----J　　　JW･ -'--　-'W--===　　　===-==

　

額

　　　　　　　　

決

　

算

　

額

　

構

　

成

　

比

　　

ｉ

　

対前年度増減率

　

｜

‾'増

　

滅

　

額

　

1

　

昭和45年度

　

｜

　

昭和44年度

　

１

　

昭和45年度

　

｜

　

昭和44年度

　　　　　

詣a

　　

ツ

　　

ツ

　　

脂

　　

昌

・i-=J･
石炭対策特別会計分)および印紙収入のほか専売納付金を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円・％）

一一

　

一一

　　　

一一

　　　　

昭

　

和

　

44

　　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　

較

　　

増

　　

城

府リヅ叩朔‰訓ぽり嶮限

o

l聯

　

1 594 178　1 529 188　　涯.∂　　認.5　　360 844　　局丿　　留.∂　　辺.7

　

1 594 130　1 529 140　　邸.∂　　銘.5　　360 836　　局丿　　留.∂　　Z1.7

　　

349 782　　326 H6　　昭.忿　　瑠.∂　　83 023　　忿jJ　　舒.5　　μ.4

　　

220 462　　200 331　　卸.∂　　が.∂　　52 247　　13.6　　部ｊ　　＆j

　　

129 320　　125 785　　97.5　　7.j　　30 776　　＆θ　　局.5　　部.j

　　

803 106　　779 486　　97.1　　訪j　　190 202　　卵.∂　　糾.4　　認.ﾀ

　　

50 714　　47 923　　μ.5　　2.S　　10315　　忿.7　　叙.5　　瑠.∂

　　

752 392　　731 563　　卯.忿　　碧J　　179 887　　訪.ﾀ　　糾.∂　　部.2

　　

72 268　　68 751　　邸.j　　4.θ　　26 164　　∂ｊ　　認.j　　加.J

　　

79 909　　79 909　100.0　　4.∂　　　8 145　　忿.j　　10.2　　麗.5

　　

22 201　　　22 090　　卯.5　　　1£　　　6 370　　　j.7　　鉛.8　　17Jt

　　

114 049　　107 411　　局.忿　　∂.忿　　　15 888　　4j　　μ.8　　15.9

　　

148 376　　141 096　　95.1　　＆忿　　30 292　　7.∂　　釘.5　　舘.4

　　　

1 019　　　　861　　局.5　　　0.0 -　　　37　－θ.θ・　4.S－　j.ﾀ

　　　

605

　　　　

605

　　

100.0

　　　

θ.θ

　　　　　

62

　　　

θ.θ

　　

却J

　　

10.8

　　

2 815　　　2815　　却θ.θ　　　θ.口　　　　727　　　θ.忿　　認.S　　加.2

　　　

48

　　　　

48

　

100.0

　　

θ.θ

　　　　

8

　　

θ.θ

　　

16.7一局.∂

　　

203 167　　198 410　　卯.7　　U.5　　22 689　　5.∂　　lU　　釦.4

　　

71 432　　　71 336　　弱.9　　　4.j　　　5060　　　1.3　　　7.j　　65.2

　　

131 262　　126 601　　河.4　　　7j　　　17 587　　　4.∂　　13.9　　狸.7

　　　

473

　　　　

473

　　

j叩.θ

　　　

θ.θ

　　　　　

42

　　　

θJ

　　　

S.∂

　　　

9.7

　　　

64

　　　　　

15

　　

認.4

　　　

θ.θ・

　　　

9

　

- 0.0 ＼- 60.0　noo.θ

　

1 797 409　1 727 613　　96.1　　100.0　　383 524　　100.0　　22.2　　22.6

当額(154,753百万円）を控除し、特別区が徴収した道府県税相当額（17百万円）を

－191－



―
－
‐
Ｉ
；

その３

　

市町村税

第13表地 方 税

　　　　　　　　　　　

-一一一一

　　　　　　　　

-
ｌ

　　　　　

ｌ

　

ｉ

　

・４５

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　

|調昌額卜合゛湊高年や構皿

　

普

　　　

通

　　　

税

　　

1 620 269　　1 566 726　　　　邱.7　　　　巧.∂

　　

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　

1 618471　　1 564 938　　　　弱.７　　　　95.5

　　

市町村民税

　　

739 418　　706 766　　　眠∂　　砲.j

　　　

個人均等割

　　　

13 640　　12 721　　　留.j　　　θ.S

　　　

個人所得割

　　

457 431　　431 563　　　μｊ　　　26.,?

　　　

法人均等割

　　　

3 946　　　3 773　　　箔.∂　　　　θ.忿

　　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　

264 402　　258 709　　　　∂7.∂　　　　巧.S

　　

固定資産税

　　

595 031　　576 702　　　郭.ﾀ　　巧.忿

　　　

純固定資産税

　　　

562 694　　544 366　　　郭.7　　　お.2

　　　　

土

　　　　　

地

　　　

156 559　　　150 947　　　　郭.4　　　　∂Ｊ

　　　　

家

　　　　

屋

　　　

234 360　　225 514　　　　邱.忿　　　　お.S

　　　　

償却資産

　　

171 775　　167 905　　　97.7　　　加.忿

　　　

交付金・納付金

　　　

32 337　　　32 337　　　100.0　　　　2.θ

　　

軽

　

自

　

動車税

　　　

26 133　　　23 849　　　　釘.j　　　　j.5

　　

市町村たばこ消費税

　　　

154 850　　　154 850　　　　加θ.θ　　　　　μ

　　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　

97 841　　　97 828　　　100.0　　　　∂.θ

　　

鉱

　　　

産

　　　

税

　　　　

2514

　　　　

2 425　　　　郎.4　　　　　θｊ

　　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　

2 683　　　　2518　　　　認.∂　　　　　θ.巳

　　

法定外普通税

　　　

1 798　　　1 787　　　9.4　　　θｊ

　

目

　　　　

的

　　　

税

　　　

75 352　　　72 805　　　　ﾀ＆∂ 4.釧

　　

入

　　

湯

　　

税

　　　　

2 259　　　2 173　　　　認.2　　　　θｊ

　　

都市計画税

　　　

72 756　　7o 309　　　卯.∂　　　匂Ｉ

　　

水利地益税

　　　

335

　　　

321

　　　

部.θ

　　　

θ.θ

　　

共同施設税

　　　　

３

　　　

２

　　　

７切

　　　

θ.副

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　

10

　　　　　　

I 10£　　　　　θ.θI

　　

・

　　　　　

計

　　　　　

1 695 632　　1 639 532　　　　96.7　　　　1OO.(り

ー

　　　　　

一一

　　　　　　　　　

W

　

JIW

　　　　　　　　　　　

-=■a=-皿皿－･-======J=¶=W¬
㈱

　

昭和45年度収入額は、東京都が徴収した市町村税相当額(154,753百万円)を加算

ｉ
‐
｜
－
－

その４

区

－
‐
‐
―

㈹ｌ

　

２

　

３

個人諸税の状況
一一一

分

　

ｉ

　　

１

対前年度増減率

昭和45年度

0
０

l
O

５
。

０
０

糾

　

麗

　

μ

　

Ｎ

昭和44年度

　

9､5

13.６

25j

16.3

(単位

　

％)

決算額構成比

昭和45年度

一一一

j&J

　

1.6

31£

91.6

昭和44年度ｌ

18.1

　

1.６

２１.1

皿ｊ

個人所得は、経済企画庁調による。

所得税および個人所得については、地方税との比較上１年前の計数である。

個人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。

　　　　　　　　　　　　　

－192－

一一一一一一一一一一一
一一一

１

｜

住民税個人分

事業税個人分

所

　

得

　

税（国税）

（参考）個人所得
一

　　　　　

一 - -

　 　 　 　 　 　 　 　 　

一 一

-

　

一 一

一 一
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

１

１

１

一



の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

"ミ

　　　

四---

　　　　

J----- -　　-←－¬

　　　　

昭

　

和

　

44

　　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
リヤげ剔い親Ｌけｋ汗願聯

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

1 355 201　　1 307 429　　∂∂j　　96.0　　259 297

1　　93.6
I　　19.8　　16.2

　

1 353 761　1 306 005　　卵.5　　貼.∂　　2S8 933　　お.5　　四丿　　瓦.7

　　

591 235　　562 199　　巧j　　4j.j　　144 567　　認.忿1　25j x　15j

　　

13 427　　12 469　　朗.9　　θ.∂　　　　252　　θj　　2.θ　　J.θ

　　

368 488　　345 715　　昭.∂　　認.4　　85 848　　訂.θ　　召.S　　却で

　　

3 696　　　3511　　弱.θ　　　θJ　　　　262　　　θj　　　7.5　　　7.θ

　　

205 624　　200 504　　97.5　　μ.7　　58 205　　釘.θ　　29.θ|　邱.忿

　　

508 157　　491 882　　∂∂J　　36.1　　　　84 820 釦.∂　　17.2 i　郎.j

　　

478 722　　462 447　　96.6　　qo a　　　81 919　　29.6　　17.7 i　　17.2

　　

124 360　　1 19 634　　卵.2　　　∂j　　　31 313　　11^　　J.2　　四.5

　　

209 000　　200 838　　部.j　　μ.7　　24 676　　s.∂　　123
i　巧j

　　

145 362　　141 975　　97.7　　加.4　　25 930　　ﾀ.4　　瑠.J　　認.2

　　

29 435　　　29 435　　j卯.θ　　　忿.忿　　　2902　　　j.θ　　　ﾀ.∂　　　j.口

　　

23 008　　　20 887　　卯.S　　　j.5　　　2 962　　　1.1　　μ.2　　N.4

　　

140 121　　140 121　　100.0　　却J　　　14 729　　　5j　　加.5　　27J

　　

85 773　　　85 755　　100.0　　　∂J　　　12 073　　　4.4　　μｊ　　μ.忿

　　

2 690　　　2 566　　舒.4　　　θ.2　－　141

1

，　θ.j　乙　5.5　　　j.7

　　

2 777　　　2 595　　昭.4　　　θ.口　・　　77 ・・θ.θ|乙　J.θ　と　4.j

　　

1 440　　1 424　　紹.∂　　θ.j　　　363　　θ.j l　j5.51　15ゐ

　　

57 187　　55 135　　邱.4　　4.θ　　17 670　　∂.4 1　J2.0 1　加.8

　　

2 139　　　2 047　　95.7　　　θ.j　　　　126　　　θ.θl　　び認1　　9.5

　　

54 731　　　52 785　　96.i　　　j.∂　　　17 524　　　∂.J　　3-i:2　　沢.5

　　　

313

　　　　

300

　　

∂5J

　　　

θ.θ

　　　　　

21

　　　

θ.θ

　　　

7.θ

　　　

2.θ

　　　　

4

　　　　　

3

　　

5＆7

　　　

θ.θ

　

・

　　　

1

　

乙

　

0.0 ^ 33S　　　θ.θ

　　　　

16

　　　　　

2

　　

12.7

　　　

θ.り

　

－

　　　

1--

　

θ.り，一了θ.θ

　

乙66.7

　

1 412 404　1 362 566　　96.5　100.0　　276 966　100.0　　20.3　　16.3

---------------一一一一---------‥

その５

　

法人諸税の
一一

状況

－‥･
一一

(単位

　

％)
一

　　　　　　　　

ｉ

　

対前年度増減率

　

ｉ

　

決算額構成比

　

ｉ

　

区

　　　　　

分

　　

）
や5年（ｓ和四（而徊5年利ｓ尚年

（

住民税法人分

　　　　

27’

ｿﾞ

　　　

巧゜町

　　　

と’2

　　　　

皿り

事業税法人分

　　　　

μ.∂

　　　　

渥.2

　　　　

24j

　　　　

J.ド

法

　

人

　

税（国税）

　　　　　

27.

ﾝ

　　　　

加.2

　　　　

お.∂

　　　　

お.

い

（参考）法人所得

　　　　　

留.5

　　　　

瓦.∂

　　　　

巧.4

　　　　

15.0

---一一-一一一一一一一一一一一･一一.一一,一一一一一一一一一一,.‥

　　

-‥一一.一一----‥-一一__‥」
㈹１

　

２

S----J-=＝=＝一=J－ふｰ㎜四〃----〃

　

＝==－㎜皿心=
法人所得は、経済企画庁調による。

法人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。
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その１ 都道府県

第14表昭和45年度法定

　　　　　　　

(単位百万円)
－

　　　　　

一
犬（

　　　　

タ

　

）

　

引取

　

（文化・光税ド

　　

１

１

　

岐

　　　

阜

　　　

県

　　　　　　　

16

　　　　　　　

－16

11

し

　　

JI

　　

県

　　　　

－

　　　　

40

　　　　　　　　

40
1

1
1

　

合

　　　　　

計

　

固

　　　　　　　

16

　　　　　　　　　

40 56
1

　

昭和44年度（Ｂ）

　　　　　　

18

　　　　　　　　　

29 47

　

増

　　　

滅

　

固ぺＢ）

　　　　　　　

ム2

　　　　　　　　　

119

　　　　　　　　

-

その１

　

所得割軽減額

第15表

　

給与所得者の住民税

　　　　　　　　

(単位

　

円・％)

祐ヱ|｜｜｜

　　　

道府県民税

　　　　

2 167　　　　884　　　　1 283　　　　弱.2

　

70万円

　

1

市町村民税

　　　　

2 167 884　　　　　1283　　　　5ﾀ.忿

　　　　

計

　　　　　　

4 334　　　　1 768　　　　2 566　　　　59.2

　　　

道府県民税

　　　　

7 150　　　　5 628　　　　1 522　　　　幻.j

　

loo万円

　

|

市町村民税

　　　　

9 225　　　　6 942　　　　2 283　　　　糾.7

　　　　

計

　　　　　　

16 375　　　12 570　　　　3 805　　　　23.2

　　　

道府県民税

　　　

16 562　　　14 582　　　　1 980　　　　12.0

　

150万円

　

|

市町村民税

　　　

28 905　　　23 955　　　　4 950　　　　17j

｜

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

45 467　　　38 537　　　　6 930　　　　15.2

-194



外

　

普

　

通

　

税

　

の

　

状

　

況

その２市町村 (単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　

--

　　　　　

｜昭和45年度

　

昭和44年度｜

　

比

　　　

較

　　　　　

←

　

一一I __･＿＿__｡____区

　　

分i市田訪t数|収合額市間数|収合額ﾄA}-(Cり(Ｂ)-(Ｄ)

犬

　　　

(

　　

)

　　

３

　　

り

　　

り

　

べ|

　

。

商品切手発行税1

　　　

12

　　　

1 112　　　　12 1　　　81ﾘ 0　　　301

林産物移輸出税

1

　　　　

パ

　　　

49

　　　　

丿

　　　

52
1

O　　ム　３

広

　

告

　

訓

　

ヤ497

　　　　　　

71

　　　

382

　　　

0

　　　

115

文化観光施設税i

　　　　

1

　　　　

61

　　　　　

へ

　　　

5

り

　　　

０

　　　　

６

砂利採取税1

　　　

4

　　　

ヅ

　　　

イ

　　　

り

　　

り

　　

22

と

　　

畜

　　

税

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

リ

　　　　

Ｕ

　　　

０

　　　　

０

文化保護特別税，

　　　

‾

　　　　

‾

　　　　

リ

　　　

フり

　

＾

　

リ

　

゛77

　

合

　　　

計

　

1

　　　

66

　　　

087

　　　　

71 1　　1424 1　　・5
1　　363

　　　　　　　　

＿

　　　　　

＿____

　　　　

____

所得割の負担状況(夫婦、子２人)

その２

　

課税最低限の推移 (単位

　

円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

一一
卜くノ

　

分

　　

所

　　

得

　　

税

　

｜

　

住

　　

民

　　

税

　

縦√ｿ:

皿『卜

』

課皿叫皺率ド乖ｍＨ㈱皺≠ｌ

昭和39年度

　

昭和40年度1

　

417 614　づ　j卯　　307 732　　－　加θ

　　

40

　　　　　

41

　　　　

474 036　瑠.5　jμ　　370 856　加.5　121

　　

41

　　　　　　

42

　　　　

537 282　召.j　j四　　381 377　2.&　j騨

　　

42

　　　　　

43

　　　　

633 599　17.9　巧2　　467 682　麗.∂　j屁

　　

43

　　　　　

44

　　　　

721 90S　μ.ﾀ　jな　　555 481　瑠j　j&j
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第16表

　

市

　

町村民税超
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市町村民税個人均等割税率別市町村数
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第16表市町村民税超過

その４

　

市町村民税法人税割税率別市町村数
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税
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錨.∂
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（注）昭和39年度から現年度分および過年度分は合わせて現年課税分とされた。
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方
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国税は租税(一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分および

　　

２

　

国税における直接税間接税等の区分は次のとおりである。

　　　　

直接税……所得税、法人税、相続税、地租、営業収益税、資本利子税、法

　　　　　　　　　

税、公債及び社債利子税、配当利子特別税、増加所得税、非戦

　　　　

間接税等…直接税以外の諸税

　　

３

　

地方税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　　　　

直接税……道府県民税、事業税、特別所得税、自動車税、鉱区税、狩猟

　　　　　　　　　

税、目的税(自動車取得税、軽油引取税、入湯税を除く。)、国税

　　　　　　　　　

電話加入権税、電話税、雑種税(一部)段別割、戸数割、戸別割、

　　　　

間接税等…直接税以外の諸税
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収

　

入

　

状

　

況
(単位

　

億円・％)

石炭対策特別会計分)および印紙収入のほか専売納付金を含む。

人資本税、鉱区税、鉱産税、外貨債特別税、取引所営業税、臨時利得税、利益配当

災者特別税、北支事件特別税、富裕税、再評価税、旧税及び還付税

者税、狩猟免許税、市町村民税、固定資産税、自転車荷車税、軽自動車税、鉱産

付加税、特別地税、地租、家屋税、営業税、段別税、電柱税、漁業権税、軌道税、

家屋割、扇風機税、と畜税、犬税、使用人税、舟税、自転車税、荷車税および金庫税
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12 277　55ﾂﾞ　10001　μ.ﾀ　　9065　加θ.ひ　　70j　77J　　2 006　認ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

｜

　

13815

　

57.8

　

10 092　砲.忿| 10567　μ池θ　　8 3091 9.ぶ　2 258　21.lt

　

15 826　57.J　11 491　42よ　　12129　j卯］　9 557　9.J　　2 572　忿jJ

　

18 467　邱ﾒ　13 125　訂.白　13996　100.0!　10 851　771　3 145　麗.5

　

19416

　

5ﾀ.2

　

13381 如.ぶ　15 494　ioo.o＼　12014　77.5　　3 481 n.S

　

21 718　弱］　14 912　初.71　　17 6861　却θj　13 758　77ﾂﾞ　　3 928　麗J

　

26 624　60.6!　17 344　卯.4　　21495　却θ.D　16 713　771　　4 782　認J

　

32 826　訂1　20412　認1　　25 801　100.0　19 984　77.5　　5 817　認.

　

41 174　63^1 23 380　甜J　　30 902i 100.0　23 821　77.1　　7 081　麗.∂

　

51 344　邸･ﾘ　26 410　μ7　　37 50?　μ池θ　29 362　9J　　8 145　21.7



第19表

　

国民所得に対する

　　　　　　　　　　　　

日

　　　　　

本

　　　

ア

　

）’リ

　

カ

　　　

イ

　

ギ

　

リ

　

ｇ

　　

゛

　

し

（む・|タｔ回硝翻紬

宍

盲‾和臨ａ

昭和9～Ｈ年度

　　　

＆5

　　

4j

　　

12.9

　　

∂J

　

11^

　　

18.1

　　

18.1

　　

4.4

　　　　

16

　　　　　　

むj

　　

2.5

　　

16.2

　

j忿Ｊ

　　

＆忿

　　

20.5

　　

認.5

　　

3J

　　　　

32

　　　　　　

123

　　

5.∂

　　

18.5

　

18.9

　　

7.ﾀ

　　

26.8

　　

鉛.5

　　

Jj

　　　　

33

　　　　　　

n.u

　　

5.7

　　

18.0

　

17.9

　　

≪≪?

　　

26.2

　　

２８＾　　３.5

　　　　

34

　　　　　　

狸,4

　　

5.5

　　

18.0

　

瑠.∂

　　

＆

　　　　

35

　　　　　　

μ.∂

　　

5.∂

　　

19.2

　

j＆ﾀ

　　

＆∂

　　

27.8

　　

邱.∂

　　

j.7

　　　　

36

　　　　　　

μj

　　

5.S

　　

19.9

　

詔.∂

　　

∂.忿

　　

27.8

　　

27j

　　

j.7

　　　　

37

　　　　　　

む.5

　　

∂.θ

　　

19.4

　

瑠.7

　　

∂.4

　　

28.0

　　

認.5

　　

j.∂

　　　　

38

　　　　　　　

-faa　　乱9　　19.1　μ.9　　∂.5　　28.4　　加j　　4j

　　　　

39

　　　　　　　

13^

　　

∂.θ

　　

19.5

　

17.5

　　

!?.∂

　　

27.0

　　

郭.7

　　

4.j

　　　　

40

　　　　　　　

2.∂

　　

∂.θ

　　

1＆6

　

17^

　　

∂.∂

　　

27.1

　　

忿7j

　　

4j

　　　　

41

　　　　　　　

む.θ

　　

5J

　　

17.8

　

17.5

　　

∂.5

　　

27.0

　　

即.∂

　　

4j

　　　　

42

　　　　　　　

μ.j

　　

5.1?

　　

18.1

　

17A

　　

∂.∂

　　

27.2

　　

むj

　　

4.∂

　　　　

43

　　　　　　　

j忿.4

　　

∂.θ

　　

18.4

　

瑠.7

　

lOA

　　

29.1

　　

おj

　　

4.δ

　　　　

44

　　　　　　　

j忿ｊ

　　

∂.忿

　　

19.1

　

却j

　

103

　　

30.3

　　

S7.0

　　

4.7

　　　　

45

　　　　　　　

μＪ

　　

∂.4

　　

19.5

　

17.7

　

llA

　　

29.1

　　

S7.8

　　

4.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

倒 １

２

日本の国税は、租税(一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計

大蔵省調による。
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租税負担率の外国との比較
(単位

　

％)

　

ス

　　　　

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　　　

フ

　

ラ

　

ｙ

　

ス

　　　　

イ

　

タ

　　

リ

　　

ア

百

万

題卜ヵ税卜計回順腎1:卜計聊順ｖwf）計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

22.6

　

i5.S

　　

e..?

　　

22.1

　

18.5

　　　

･‥

　　　

…

　　

…

　　　

…

　　　

…

　　

31.8

　

8＆1

　　

…

　　　

…

　　

…

　　　

…

　　　

…

　　

…

　　　

…

　　　

…

　　

31.9

　

忿＆7

　　

4.巳

　　

29.9

　

留J

　　　

J.7

　　

27.0

　

却.ﾀ

　　　

3.1

　　

23.0

　　

31.8

　

5.θ

　　

4j

　　

29.1

　

糾.忿

　　　

j.∂

　　

27.9

　

四Ｊ

　　　

ふ∂

　　

22.7

　　

31.4

　

助j

　　

4.5

　　

30.6

　

舒.j

　　　

J.∂

　　

28.7

　

加.7

　　　

2.9

　　

23.5

　　

30.2

　

訂.θ

　　

4.j

　　

29.0

　

糾ｊ

　　

＆7

　　

28.0

　

加.θ

　　

2.7

　　

22.7

　　

31.1

　

μ.∂

　　

4.j

　　

30.4

　

μ.5

　　

J.∂

　　

28.3

　

却.4

　　

2.9

　　

22.3

　　

32.5

　

27.1

　　

4.θ

　　

31.1

　

忿4.忿

　　　

j.ﾀ

　　

28.0

　

釘.θ

　　　

忿.7

　　

23.6

　　

31.0

　

邱j

　　

J.ﾀ

　　

30.8

　

2L5

　　　

j.∂

　　

28.4

　

却.∂

　　　

２.7

　　

22.4

　　

30.7

　

忿∂j

　　

J.ﾀ

　　

30.6

　

25A

　　　

4.j

　　

29.5

　

鯉.j

　　　

2.7

　　

23.8

　　

32.2

　

26.0

　　

j.7

　　

29.7

　

25Jt

　　　

4.j

　　

29.6

　

忿θ.ﾀ

　　　

2.7

　　

23.6

　　

34.2

　

忿∂ｊ

　　

Ｊ.7

　　

29.8

　

;25.2

　　　

4J

　　

29.5

　

釘.∂

　　　

2.7

　　

24.4

　　

35.7

　

26.8

　　

ｊ.7

　　

30.6

　

2i.9

　　　

4.θ

　　

28.9

　

幻.9

　　　

忿.δ

　　

24.6

　　

38.5

　

舒.7

　　

J.∂

　　

29.3

　

認.s

　　　

巨.9

　　

26.7

　

麗.θ

　　　

2.∂

　　

24.7

　　

41.7

　

27.6

　　

4.j

　　

31.7

　

邸.7

　　　

忿.s

　　

28.5

　

叙.5

　　　

忿.7

　　

24.2

　　

42.5

　

部.θ

　　

j.5

　　

29.5

　

糾.ﾀ

　　　

忿.7

　　

27.6

　　

…

　　　

…

　　　

…

分および石炭対策特別会計分)および印紙収入のほか専売納付金を含む。
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その１

　

交付の状況

第20表地 方 譲 与

ｌ

　

ｇ

　　　

゛

　

ﾄ

sｌ

;

（

≒；ド

|

　

；

倒

｜

　

石油ガス譲与税

　　　　　

10550

　　　　

1671 12221

1

　

特別とん譲与税

　　　　　　

H4

　　　　　　　　

6 196　　　　　　6311

1

　　

合

　　　　

計

　　　　　　　

94 953　　　　　13 734　　　　108 687

1

　　　　　　　　

！
－←･―==一心=-－-

その２

　

収入超過団体に対する譲与制限の状況
一一一一一一--･一一

　　　

区

　　　　　

分

　　　

|

皿．

ま

（

こ

・．

ま

｜

　

;

回

　

収

　

入

　

超

　

過

　

団

　

い

　　

１

　　　　

’

　　

東

　　　

京

　　　

都

　

1

　　　　

2 792　　　　　2 374　　　　　5 166

1

　　

神

　　

奈

　　

川

　　

県

　　　　　　

800

　　　　　　

814

　　　　　

1 614

1

　　

愛

　　　

知

　　　

県

　　　　　

1 290　　　　　1 119　　　　　2 409

1

　　

大

　　　

阪

　　　

府

　　　　　　

982

　　　　　　

936

　　　　　

1 918

　　　

小

　　　　　

計

　　　　　　　

5 864　　　　　5 243　　　　　1 1 107

　

森采他の道府県および大

　　　　　

39 214　　　　　　39 834　　　　　79 048

J

　

総

　　　　　　

計

　　　　　

45 078　　　　　45 077　　　　90 155

㈱１

　

地方道路譲与税は、毎年４月１日現在における都道府県および大都市の区域

　　

よび都道府県道の延長にあん分して譲与される。この楊合地方道路譲与税の額

　　

する。

　

２

　

収入超過団体は、前年度の基準財政収入額が基準財政需要額をこえる団体で

　　

って算定した額の８分の２に相当する額をこえる場合は、当該３分の２に相当
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税 の 状 況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　

昭

　　

和

　　

44

　　　

年

　

丿麦

　　

I

　

it

　　　

ｅ

都道府県｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　　

計（Ｂ）

　　

順順影翫奏涜

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

74 895　　　　　　5 221　　　　　　80 116　1　　　10 039　1　　　　12.5

　　　

6 370　　　　　　　907　　　　　　7 277　1　　　4 944　1　　　　∂7.ﾀ

　　　

104
1　　5

568 1　　5 672

1

639　　　　　jムJ　｜

　　

81 369　1　　　　1 1 696　　　　　　93 065　1　　　15 622　1　　　　16.8　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

1＿＿__

］

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一‥一一一一一一

控

　　

；

　　

額

　

１

　

再

　

譲

(ｃ)

与

　

額

　

｜

　

地方jtﾌﾞll

)

で

(

ご税

　　　　　　　　

4 576　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　590

　　　　　　　　

1 273　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　Jむ

　　　　　　　　

1 611　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　7£?∂

　　　　　　　　

1 552　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　366

　　　　　　　　

9012

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

9 012　　　　　　　　　　　88 060

　　　　　　　　

9 012　　　　　　　　9 012　　　　　　　　　90 155

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一‥

(大都市を包括する府県においては当該大都市を除いた区域)内に存する一般国道お

の２分の１の額を道路の延長で、他の２分の１の額を道路の面積でそれぞれあん分

あり、その控除額は、そのこえる額の10分の２に相当する額にの額があん分によ

する額)である。
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その１

　

配分状況

第21表地 方

　　

交 肘

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

45

　　　　　

年
1

　

区

　　　　　　

分

　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　

特

　

別

　

交

　

付

　

税

ｊ

　　　　　　　

々け

　

［構成

]

海・ll構れt.

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

926 754　　　乱7　　　　　36 412　　　3U.7

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　

766 419　　　砧J　　　　　68 663　　　65^

｜

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

54 076　　　j.忿　　　　　4 549　　　4j

i

　　

都

　　　　　

市

　　　　　

294 468　　　17.U　　　　　29 938　　　鉛j

J

　　

町

　　　　　

村

　　　　　

417 874　　　沈7　　　　　34 176　　　32.5
i

　　

合

　　　　　

計

　　　　　

1 693 173　　100.0

1　　　　105

075

1　　100.0

問１

　

昭和44年度の普通交付税交付額のうちには、特別事業債償還交付金分10,300

　

2

　

昭和45年４月２日以降昭和46年３月31日までに合併が行なわれた団体に

　　

市町村に区分されている。以下、第21表において同じ。

　

３

　

昭和45年度に沖繩に交付された特別交付税30億円は含まれていない。

　

その２

　

算定基礎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　

当

　　　　

初

　　

｜

　

補

　　　　

正

国

　　　

税

　　　

三

　　　

税

　

國

　　　　　　

5 302 894　　　　　　245 892

　　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　　　　

2 305 503　　　　　　　80 063

　　

法

　　　　　

人

　　　　　

税

　　　　　　　

2 420 259　　　　　　　130 925

　　

酒

　　　　　　　　　　　

税

　　　　　　　

577 132　　　　　　　　34 904

　　　　

國

　

×

　

32.0%

　　　　　　　　　　

1 696 926　　　　　　　78 685

精

　　　　　　

算

　　　　　　

分

　　　　

・

　　　

4 054　　　　　　　　　　－

43

　

年

　

度

　

特

　

例

　

措

　

置

　

分

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

44

　

年

　

度

　

特

　

例

　

措

　

置

　

分

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

一

45年度特例措置分

　　

・

　

30 000　　　　　30 000

　

小

　　　　　　

計（Ｂ）

　　　　

1 662 872　　　　　　　108 685

繰

　　　　　

越

　　　　　

分（Ｃ）

　　　　　　　

38 191　　　　　　　　　　一

借

　　　　　

入

　　　　　

金（Ｄ）

　　　　　　　　

8000

　　　　　　　　　　

－

返

　　　　

還

　　　　

金（珀

　　　

－

　　

16 500　　　　　　　　－

　

合

　　

計（Ｂ）十（Ｃ）十φ卜(E)(F)　　　　　1 692 563　　　　　　108 685

特別事業債償還交付金（Ｇ）

　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　

再

　　　　　　　

計（Ｆ）十（Ｇ）

　　　　　

1 692 563　　　　　　108 685

― 206 ―



税 の

　　

度

　　　　　

計

交

　

付

　

額面

963 166

835 082

　

58 626

324 406

　

４52 050

1798248

状

構成比

錨
剱
‥
一
心
心
四

況

　

昭

　

和

　

44

　

地

　

方

　

交

交

　

付

　

額(Ｂ)

829 93４

630 911

　　

39 889

　

2４0 920

　

350 102

1 460 845

年

　

度

付

　

税
一
構成比

0
０

≪
i

≫
^

>
Ｏ

Ｏ
　
０

　

１

　

１

　
　

・

　
　

一

　

一

　
　

１

邱

　

幻

　

２

　

ｇ

　

糾

　

0 0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

比

一

増

　

減

収-(B)

(単位

　

百万円・％)

額

(Ｃ)

133 232

204 171

　

18 737

　

83 486

101 948

337 403

　　

較

増

　

減

　

率

(C)/(B)×100

16j

32.k

47.θ

3L7

29.1

23.1

百万円が含まれている。

ついては、普通交付税は合併前のそれぞれの市町村に、特別交付税は合併後の

(単位

　

百万円・％)
-

　

--

　　

度

　　　　　　　　

昭

　

和

　

４４

　　

年

　

度

　　　　

比

　　　　　　　

較

　

最４（

ﾊﾟ

ｉ

　　　

（最４［b

］

漂湧剛勧県混

　　　

5 548 786　　　　4 325 653　　　　4 517 792　　　1 030 994　　　　　忿２.∂

　　　

2 385 566　　　　1 900 572　　　　1 994 876　　　390 690　　　　　19j

　　　

2 551 184　　　　1 858 031　　　　1 975 046　　　576 138　　　　　忿ﾀ.忿

　　　　

612 036　　　　　567 050　　　　　547 870　　　　64 166　　　　　11.7

　　　

j 775 611　　　　1 384 209　　　　1 445 693　　　329 918　　　　　口忿.∂

　

.4

　　　

4 054　　　　　　3 130　　　　　　3 130　　ム　　7 184　　－　229.5

　　　　　　

－

　　　　　

15 000　　　　　15 000　，　15000　　　　皆滅

　　　　　　

－

　　

・

　　

69 000　，　　31000　　　　31000　　　　皆増

　　　　　　　

O

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　

Ｏ

　　　　　　

－

　　　

1 771 557　　　　1 333 339　　　　1 432 824　　　338 733　　　　留.∂

　　　　

38 191　　　　　　68 412　　　　　　30 221　　　　　7 970　　　　　郎j

　　　　　

8 000　　　　　　16 500　　　　　　16 500　－　　8 500　　･･　　51.５

　

－

　　

16 500　，ヽ　　29 000　－　　29 000　　　　12 500　　－　むj

　　　

1 801 248　　　　1 389 252　　　　1 450 545　　　350 703　　　　　24.2

　　　　　　

－

　　　　　

10300

　　　　　

10300

　　

・10 300　　　　皆滅

　　　

1 801 248　　　　1 399 552　　　　1 460 845　1　　340 403　　　　　23.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

-

－207－

- = ＝ - = ㎜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

－ ¬ －

　 　 　 　 　 　

ｒ

　　　　　

Ｉ

　　　　　　　

Ｆ

ｊ

　　　　　

ｊ

　　　　　　　　　

モ

　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　

｜

．

　　　　

」

－

！

－

－



その３

　

普通交付税算定状況

第21表地 方

　　

交 付

　　　　　　　　　　

｜

　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　

区

　　　　　　　

分

　　

1

　

財源不足団体

　

|財源超過団体|

　　　

計

帑

　　

・よ″

　

蒋

　　

昌昌
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45

　

年

　

度

116 706

　　　

－

　　　

－

　

5 588

122 29４
129 509

251 803

第23表

　

一

？
石
″

４

　
　
　

４

　

51ゐ

100.0

般

算

般

財

昭和44年

　

99 030

　　　

－

　　　

－

　

5 252

104 282

106 858

211 140

財

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　　

地

　

方
ｇ

　

゛

ｙ

口巾tl（鸚霧

レ

口巾旨則l蟹

れ

ｌｌ

昭和36年度

　　

906 475　　　100　　21.8　　45 449　　　100　　諮.7　401 70･･

　　

37

　　　　

1 056 684　　　07　　μ.∂　　30 793　　　68　ム甜.忿　　487 455

　　

38

　　　

1 212 860　　134　　μ.∂　　35 195　　　77　　μj　581 15C

　　

39

　　　

1 399 598　　154　　巧.4　　43 629　　　96　　糾.θ　665 985

　　

40

　　　

1 549 421　　171　　却.7　　50 062　　110　　μ.7　743 182

　　

41

　　　

068 587　　195　　μj　　59 203　　130　　18ぶ　777 U7

　　

42

　　　

2 149 522　　　237　　釘.5　　69 158　　　152　　16.8　　947 020

　　

43

　　　

2 580 128　　　285　　忿θ.θ　　79586　　　175　　15.1　□25 508

　　

44

　　　

3 090 179　　　341　　jl?.S　　93 065　　　205　　16^　1 460 845

　　

45

　　　

3 7S0 668　　　414　　忿j.4　　108 687　　　239　　j∂j　1 798 2･18

その２

　

都道府県

　　　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　

地方譲与税

　

ＪＬ左
こ

　

y

ａ算剛ｍ鯛l警

ｉ

ａｌｇ）鯛U蟹策

回

目

昭和36年度

　　

497 725　　100　　邱j　　43 939　　100　　認.7　267 744

　　

37

　　　　

575 595　　H5　　巧.∂　　29 201　　　67　ム認.5　326 204

　　

38

　　　　

660 443　　133　　μ.7　　33 218　　　76　　13S　385 606

　　

39

　　　　

767 371　　154　　μ.忿　　39 841　　　91　　却.9　432 195

　　

40

　　　　

848 397　　170　　却.∂　　45 616　　104　　μ.5　480 649

　　

41

　　　　

986 763　　　198　　j∂j　　53 858　　　123　　j∂j　　486 615

　　

42

　　　

1 219 928　　245　　留.∂　　62 834　　143　　j＆7　592 968

　　

43

　　　　

1 515 510　　　304　　糾J　　72 193　　　164　　μj　　683 7411

　　

44

　　　

1 854 498　　　373　　認.4　　81 369　　　185　　n.7　　829 934
1

　　

45

　　　

2 265 873　　　455　　認.忿　　94 953　　　216　　16.7　　％3 166
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源

額

一
度

源

の

セ
ー
鹿
″

　

ｍ

の

状

増

推

比

一
波

17 676

　　　

－

　　

－

　　

336

18 012

22 651

40 663

況（つづき）

移

額

竺
心
匂
に

　

０
　
０

■
-
＊

■
<
≫
■
　
l
ｏ
　
０

(単位

　

百万円・％)

　　

較

増

　

滅

　

率

　　　

173

　

－

　

－

　

６ゐ

１７ｊ

n.2

19.3

前年度増減率

1０Ｊ

　

－

　

－

61み

12､６

２０.8

16.7

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一一

　

交

　

付

　

税

　　　　

臨時地方財政(特例)交付兪＿

　　　

合

　　　　　　

計

　

＿_
ｍ数|警肇

ﾂﾞ

算額）（篇蟹IE

ｿ

１=ｕ）11篇警策

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

　　

100

　　　

29』

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1 353 628　　　100　　2U.0＼

　　

121

　　　

叙ｊ

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1574936

　　　

116

　　

j∂JI

　　

145

　　　

却.忿

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1 829 205　　　135　　j∂j

　　

166

　　　

μ.∂

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2109 212　　156　　おJ

　　

185

　　　

11.6

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2 342 670　　173　　11.1

　　

194

　　　

4.∂

　　　

46 455　　　－　　皆増　　2 651 572　　　196　　瑠.2

　　

236

　　　

以j

　　　

11 998　　　－　・7U.2　　3 177 698　　235　　却.S

　　

280

　　　

瑠.∂

　　　　　

－

　　　

一

　　

皆滅

　　

3 785 222　　　280　　19.1

　　

364

　　　

四ｊ

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

4644089

　　

343

　　

麗.7

　　

448

　　　

忿ぶ.j

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

5 657 603　　　418　　21､８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-一一一一

(単位

　

百万円・％)
--

　　　　　　　　　　

J････－M

　　　　　　　　　　　　　

－

　

交

　

付

　

税

　　　　

臨時地方財政(特例)交付金

　　　　

合

　　　　　　

計

　

ｍｌ滝警肇

ﾂﾞ

・額）（鸚お卜算額）（鸚

縦

　　　

100

　　　

26.８

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

809 408　　　100　　忿6j

　　　

122

　　　

幻Ｊ

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

931 000　　　115　　15.0

　　　

144

　　　

j＆忿

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

1

　　

1 079 267　　　133　　15.9

　　　

161

　　　

12.1

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1 239 407　　　1531　　μj

　　　

180

　　　

11.２

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1 374 662　　　170　　10.9

　　　

182

　　　

j.忿

　　　

24 858　　　－　　皆増　　1 552 094　　192･　　12､9

　　　

221

　　　

む.ﾀ

　　　　

9 500　　　－・む.S　　1 885 230　　　233　　2ム5

　　　

255

　　　

貧ｊ

　　　　　

－

　　　

一

　　

皆滅

　　

2 271 444　　281　　2θ.51

　　　

310

　　　

麗.4

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2 765 801　　　342　　叙j

　　　

360

　　　

16j

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

3 323 992　　　411　　20.2]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

－215－

：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

－
ｊ

１

－－

｜

｜



その３

　

市

　

町

　

村

第23表

　

一 般 財

　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税
ｇ

　

゛

し

ｌｇ）l ljl蟹肇し算・叫数 ljl警革

昭和36年度

　　　　　

408 750　　100　　16.9　　　　　1 510　　100　　認.8

　　

37

　　　　　　　

481089

1

　　

118

　　

17.7

　　　　　

1 592　　　105　　　5.4

　　

38

　　　　　　　

552 417　　　135　　μ.∂　　　　　1 977　　　131　　騨j

　　

39

　　　　　　　

632 21　　155　　μ.4　　　　　3 788　　　251　　皿j

　　

40

　　　　　　　

701024

1

　　　

172

　　

却.ﾀ

　　　　　

4 446　　　294　　17.i

　　

41

　　　　　　

781 824 191　　11£　　　　　5 345　　　354　　20.2

　　

42

　　　　　　　

929 594　　　227　　j∂j　　　　　6 324　　　419　　瑠j

　　

43

　　　

1

　　　

1 064 617　　　260　　μ.5　　　　　7 394　　　490　　16j

　　

44

　　　　　　

1 235 681　　302　　μ.j　　　　11 696　　775　　認j

　　

45

　　

1

　　　

1 484 795　　363　　加.忿　　　　13 734　　910　　17.i

　　　　　

｜

　　

娯楽施設利用税交付金

　　　　　

自動車取得税交付金
ｇ

　

ﾘ
ａｓ額）（l蟹肇ａ・・）l ljl蟹肇

昭和36年度

　　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　

．－

＼

－

　

－‥

　　

38

　　　　　　　　　　

－1

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

39

　　　　

」

　

＿

　

＿

　　　

＿

　

＿

　

＿

　　

40

　　　　　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

41

　　　　　　　　　　　

782

　　　

－

　　

皆増

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

42

　　　　　　　　

1 307　　　－　　６７.1　　　　　　－　　　－　　　－

　　

43

　　　　　　　　

1 454　　　－　　11.2　　　　28 808　　　－　　皆増

　　

44

　　　　　　　　

1604

1

　　　

－

　　

jθj

　　　　

48 870　　　一　　69.6

　　

45

　　　　　　　

I 850　　― 15^　　　　53 380　　　－　　　９ｊ

－216－



源 の 推 移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　

軽油引取税交付金

ａｌ額）

　

数順Ｖ肇ａｌ（ｍ

　

数端Ｖ肇

　　　

133 960　　　　100　　　　μ.忿　　　　1 501　　　　100　　　　58.0

　　　

161 225　　　　　120　　　　即.4　　　　1 831　　　　　122　　　　麗.θ

　　　

195 544　　　　　146　　　　釘j　　　　2 625　　　　　175　　　　訪.4

　　　

233 790　　　　　175　　　　四.∂　　　　3 558　　　　　237　　　　訂.5

　　　

262 538　　　　　1％　　　　麗J　　　　4 238　　　　　282　　　　即.j

　　　

290 712　　　　　217･　　　加.7　　　　6 096　　　　　406　　　　豺.∂

　　　

354 052　　　　　264　　　　釘j　　　　7 634　　　　　509　　　　舒.口

　　　

441 767　　　　　330　　　　糾.∂　　　　9 158　　　　　610　　　　即.θ

　　　

630 911　　　　471　　　　4忿j　　　l0 9011　　　　726　　　　却.θ

　　　

835 082　　　　　623･　　　　32.li　　　　12 321i　　　　　821　　　　　j＆θ

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　

，

　　

臨時地方財政（特例）交付金

　　　　　　　

合

　　　　　　　　　

計

ａ算額）

　

数端Ｖ豪ａ算剛ｍ

　

数端Ｖ添

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

545 721　　　　100　　　　20.８

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

645 767　　　　　118　　　　召Ｊ

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

752563

　　　　

138

　　　　

16j

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

873 363　　　　160　　　　16.1

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

972 2461　　　　　178　　　　11j

　　　

21 597　　　　　－　　　　皆増　　1 106 356　　　　203　　　　瑠j

　　　　

2 498　　　　　－　　・　甜.4　　1 301 409‘　　　　　238　　　　17j

　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　

皆滅

　　

1 553 1981　　　　285　　　　四jl

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

1 939 663　　　　　355　　　　忿4j

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

2 401 1621　　　440　　　゛j
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第24表

　

昭和45年度一般財源の人口１人当たり額の状況
その１

　

都道府県 (単位

　

円・％)

ごかドぬ謳ま壮な;昌壮諮叢訟

　　　

神奈川県

　

25 689　　　　∂j.タ　　　　ー　　　　－　　25792　　　∂忿丿

　　　

愛

　

知

　

県

　

28 719　　　弱.5　　　－　　　　－　28 945　　　剪.θ

　

A

I

大

　

阪

　

府

　

3o 441　　　5μ　　　－　　　　－　　30 531　　　邱.∂

　　　

（平

　　

均）

　

28 532 60.1　　　　－　　　　－　　28 665 印.4

　　　

静岡県

　

23 192　　It7.6　1 526　　む　25 646 5Z.6

　　　

兵

　

庫

　

県

　

20 340　　　47j　　2 601　　　∂.θ　23 661　　　弱.θ

　　　

京

　

都

　

府

　

21 898　　　53.2　　2 700　　　∂.∂　2S 264　　　砲.4

　　　

埼

　

玉

　

県

　

15 725　　　訪.5　　2 843　　　7.ﾀ　　19 292　　　肩.4

　　　

広

　

島

　

県

　

20 327　　　　叩j　　5 278　　　扨J　　26 801　　　52.0

　　　

千葉県

　

15 952　　J∂J　4 895　　11^　21 608　　卯.5

　　

|

福

　

岡

　

県

　

15 850 μ.j　　8 523　　　召j　　25 102 5kO

　

Ｂ

　

山

　

口

　

県

　

17 429 卯J　　12 233　　　釘J　　31 060　　　54.０

　　　

岡

　

山

　

県

　

16 897　　　釦j　　10 545　　　瑠J　28 881　　　弘5

　　　

群

　

馬

　

県

　

15 264　　　四.7　　10 279　　　即.θ　26 673　　　弘∂

　　　

三

　

重

　

県

　

16 769　　　おJ　　11 674　　　鯉,7　29 807　　　弧5

　　　

岐

　

阜

　

県

　

15 990　　　卯J　　10 948　　　即.7　28 502　　　9.∂

　　　

栃木県

　

16 163　　卯.忿　10 704　　即.θ　28 122　　52S

　　

|

滋

　

賀

　

県

　

18 209　　　27.9　13 979　　　釘.4　33 517　　　51^

　　　

（平

　　

均）

　

18 047 銘.θ　　6 339　　　μ.4　　25 358　　　μ.4

　　　

石

　

川

　

県

　

18 089　　　邱.∂　　14 966　　　釘J　34 483　　　詔.ﾀ

　　　

和歌山県

　

15 992　　　μj　15 467　　　留.∂　32 862　　　釦.忿

　　　

富

　

山

　

県

　

18 274　　　糾.7　　15 966　　　釘.5　35 695　　　4∂Ｊ

　　　

茨

　

城

　

県

　

14 250　　　舒J　　12 094　　　む.5　27 526　　　訪.∂

　　　

長

　

野

　

県

　

15 108　　　糾.θ　13 653　　　匹7　30216　　　砲.θ

　

Ｃ宮城県

　

13 804　　　邱j　　13 602　　　邸.4　28 558　　　辞.4

　　　

香

　

川

　

県

　

15 104　　　zr.o　　15 074　　　邸.9　31 248　　　弱.削

　　　

北海道

　

13 594　　幻,5　15 474　　糾.5　30 344　　■4SJ

　　

|

奈

　

良

　

県

　

13 078　　　留.名　　14 761　　　邱.召　　28 993　　　5μ

　　　

（平

　　

均）

　

14 685　　　　留j　　14 522　　　留.∂　30 488　　　卯.5

　　　

愛

　

媛

　

県

　

12 843　　　叙,4　　16 571　　　忿7,∂　30 712　　　沢.j

　　　

新

　

潟

　

県

　

13 920 ，　j∂.j　　18 673　　　糾j　34 011　　　μＪ

　　　

福

　

井

　

県

　

16 098　　　19.i?　22 258　　　27.6　40 016　　　4M

　　　

福

　

島

　

県

　

H 006　　　び.5　　18 627　　　即,∂　31 426　　　卯.∂

　

Ｄ大分県

　

10 720　　j∂j　21 245　　S1.9　33 596　　5μ

　　　

熊本県

　

8 541　　13.7　19 055　　卯.7　29 022　　拡7

　　　

長

　

崎

　

県

　

8 802　　　μ.9　　18 438　　　訂.忿　28 336　　　詔.θ

　　

|

山

　

梨

　

県

　

11 594　　　j∂j　　23 067　　　jむ　　36 000　　　沁θ

　　　

（平

　　

均）

　

1 1 498　　　17.2　　19 205　　　留.7　　32 158　　　砲.j

　　　

宮

　

崎

　

県

　

9 486　　　jμ　23 839　　　認J　35 042　　　4M

　　　

山

　

形

　

県

　

10 025　　　μ.ﾀ　22 854　　　糾.θ　34 473　　　訂丿

　　　

青

　

森

　

県

　

8 867　　　μ.4　21 458　　　3L9　31 792　　　夕.7

　　　

高

　

知

　

県

　

10 503　　　11^　28 133　　　訂.∂　40 904　　　砧.9

　　　

佐

　

賀

　

県

　

9 231　　　μ.θ　24 818　　　邸.j　35 289　　　4M

　

E

　

岩

　

手

　

県

　

8 888　　　13S　　24 332　　　5S.5　　35 094　　　5M

　　

徳

　

島

　

県

　

10 658　　　13.5　26 802 μ.θ　39 001　　　卯.4

　　

烏

　

取

　

県

　

11005

　　　

むJ

　

29 515　　　巧.∂　42 459　　　訂丿

　　

秋

　

田

　

県

　

9 224　　　μ.忿　24 039　　　μ.5　34 822　　　卯.θ

　　

島根県

　

9 088　　が.θ　27 827　　お.7　39 448　　47j

　　

|

鹿児島県

　

6 856　　　加.4　22 886　　　μ.7　31 423　　　47.7

　　　

（平

　　

均）

　　

9 160 む.∂　24 477

1　　μ.4　35
362 卯.7

　　　

総

　

平

　

均

　

17 599　　　31.8　　10434　　　18.8　29 048　　　52.4

(注) １

　

グループの分類については、図表「第17図その１」を番照ずること。なお、総平均の中･には東京都を

2
含jalj;ｼ攬2i沁、娯楽施設利用税交付金、自動車取得税交付金および軽油引取税交付金としｔ市町村

　

に交付する額を除いたものである。
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その２

　

市

　

町

　

村

　

（1）類型区分の状況

　　

ア

　

都

　　　

市

　　　　

産業構造

　

ｊ‰駅|賂,躾Ｐ拾但‰m宍〉二万yT

於o賢呵謎ツ鰍ヤ卸昂未満゜未

　　　　　　　

－

　

30000人未満　　　　10　0－5　0－4　0－3　0－2　0－りO－0

　

30000七謡ぴI　I－5　1－4　1－3　1－2 I一丿　※

　

55000　～80000　　n　n－5　n-4　n－3　n-2 n‾リ　※

　

80000

　

~130000 Ⅲ　Ⅲ－5　Ⅲ一４　Ⅲ－3　Ⅲ－2　　※　j　※

130000

　

~230000　IV　IV- 5　IV- 4　IV-3　　※　　　※　i　※

230000　~430000 V　V－5　V一4　　※　　　※　　　※　｜　※

430ooo人以上　　　　VI　YI-5　　※　　　※，※　　※　｜　ま　ｌ

イ

　

町 村

　　　　　　　　　　　　　

一一一
∇嘩万斗本応諾言ごご

二

,Ａ未

ご

・

00

]]

o

三

〇

]]

o

上上1

ゴサ幹よ士エルバ｜

ニ

　

:二

　

昌］

　

ドゴ二

　

ニ

　　

レ

18000　~23000　　v　v-4　V-3　V-2　V-1　　※

二

　

二二

　

貼ニ

　

レペハ

　

レバ

33000人以上 H 1 - 4　　※　　Ⅷ-2　　※　　竺｣

叫 １

２

人口および産業構造は昭和40年国勢調査による。

※印は該当の都市または町村がない。
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(2) 都 市

第24表

　

昭和45年度一般財源

　　　　　　　　

(単位円･％)

　　　　

トｌ

　

方

　

税

　　

ｔ方交付Ｊ‾∩二B. M Mつ

゛引示副ｈ

止

仙目迂

士

ぽ善江

Ｉ一

丿

　

7211

　　　　

j∂J

　　

14 895　　　ぶ7j　　22 599　　　57S

　　　　

1

I

　

一

　

2

　　　　

10 140 騨.7　　H 978　　　四.忿　　22650　　　55j

I

　

－

　

3

　

1

　　

10 343 忿jJ　　　n144　　　　忿5j　　　22056 靭.7

　　　　

｜

I

　

－

　

4

　

1

　　

13083　　　S2A　　8 318 加.∂　　22022　　　54.5

　　　　

1
I

　

－

　

5

　

1

　　

12263　　　認.7　　9 622　　　麗.5　　22 506　　　毘７

　　　　

１

ｕ

　

－

　

2

　

1

　　

9 380　　　紹.∂　　12298　　　むJ　　22 148 5∂j

　　　　

｜

　　　　

｜
にり

　

9 668　　　　忿5j　　　10451　　　　忿7j　　　20541 5S^

n

　

－

　

4

　　　

13 014　　　認j　　6 702　　　μ.9　　20 231　　　51.0

n

　

－

　

s

　　　

13417

　　　

糾J

　　

6617

　　　

j∂.ﾀ

　　

2o 557　　　屁.∂

Ⅲ

　

－

　

3

　　　

11 477　　　釦.5　　9 373　　　忿4j　　21 339　　　5M

Ⅲ

　

－

　

4

　　　

13 505　　　叩.4　　6 700 j∂j　　　20798 50.0

Ⅲ

　

－

　

5

　　　

15 097　　　卯j　　4 693　　　犯4　　20 283　　　認.5

IV

　

－

　

4

　　　

15 231　　　むJ　　1 995　　　5j　　17 918　　　砲j

IV

　

－

　

5

　　　

15 734　　　私4　　3 970　　　扨.4　　20 141　　　屁,∂

V

　

－

　

5

　　　

14 991　　　卯j　　3 952　　　扨J　　19 482　　　訂ｊ
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の人口１人当たり額の状況（つづき）

（3）町

　

村 (単位

　

円・％)

　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　

地方交付税

　

’一

　

般

　

財

　

源

類

　　

型

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一,一一一一

　　　　　

|

人口１人

　

歳

　　

入

　

人口１人

　

歳

　　

入

|

人口１人

　

歳

　　

入

　　　　　　

当たり額
1
構成比

　

当たり額|構成比

　

当たり額
|
構成比

I－

∠

　

7 964 13^　　25 180　　　訂.∂　　33 919!　　　56.i

1

　

－

　

2

　　　

6 857 12^　　23 479　　　砲j　　31 156　　　55S

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I
I

　

－

　

3

　　　

U 060　　　四.4　　21 164　　　37.1　　32 9妙　　　57.9

I

　

－

　

4

　　　　

15 775 Zr.O　　　16244 27.S　　32 513　　　55.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

n

　

－

　

1

　　　

SS95 12.0　　20 990　　　　砧.θ　　27 283 58.6

n

　

－

　

2

　　　　

7 065　　　JLotO　　20 280　　　J＆j　　28 084　53.0

n

　

－

　

3

　　　　

8 9831　　　瑠.θ 18 108 郎.2　　27 688　　　訂.4

Ⅱ

　

－

　

4

　　　

1! 059　　　邸.j　　11 773　　　加.s　　234ダ　　　53.3

　　　　　　　　　　

l

　　　　　

l

Ⅲ

　

－

　

1
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｜
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2
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3
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I
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－

　

1

　　　　

5 423　　　　お.5　　17 298　　　幻.j　　23 379'　　　認.ﾀ
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－

　

2

　　　

6 246　　　j∂.71　　15 619　　　U3＼　　22 463:　　　卯.2
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－

　

3

　　　

8 340　　　麗ぷ　　12 6801　　　333　　21 63J 57.7

1V

　

一.4

　　　

12 569　　　四ぷ　　8 898　　　釘ｊ，　22 34ぷ 53.1

v

　

－

　

1
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］

　　　

j∂

］

　　

15 193　　　砲］　　21 1］　　　６６.７
v

　

－

　

2

　　　

7 359 20.7　　13 437　　　S7.7　　21 376　　　卯.θ

V

　

－

　

3
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V

　

－

　

4
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－

　

1
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－

　

2
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－
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VI

　

‾

　

4・

　　

10 996　　　訂jl　　8 467　　　糾.5　　2o 139, 5＆2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

Ⅶ－3

　　

7 851　　お.忿　　9 291　　渥j　17 649!　　7L6

Ⅶ－4

　　

14 647　　k2.2　　6 063　　17.5　21 396J　　訂.7
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その１

　

国庫支出金の状況

区 分

育
護
護
療
生
護
一

　 　
　 　
ｍ
ｍ

　

業

　

給

　
　

計

教
保
保
医
衛
保
設
旧
策
託
事
の
補
の

務
活
童
核
神
人
建
復
対

　

設

　

政

　
　
　
　
　
　

通
害
業

　

建
そ

　
　
　

合

　

昭

一

都

　

道

　

府

義
生
児
結
精
老
普
災
失
委

　

471 055

　　

68 950

　　

２4 8２２

　　

32 886

　　

3４ 166

　　　

6 740

　

680 455

　　

77 273

　　

17 155

　　

21 830

　　　

4 658

　　

17 172

　　　

1 846

　

114219

1 551 395

第25表

　

国

和

●

県

４
４
θ
７
‘
忿
４
９
θ
ｙ
‘
４
ｊ
ｙ
‘

Ｅ
一
ｉ
£
瓦
ゑ
＆
征
£
ム
１
ａ
ム

　

θj

　

7.4

100.0

　　　

45

市

　　

町

　　

村

　　

7 801

151 416

　

45 552

　　

9 094

　　　

－

　

11 ２80

223 759

　

17 164

　

２8 536

　

1２ 275

　　

1 755

　

10 5２0

　　　

488

　

22012

529380

県

　　

支

一
年

　　　　

度

純

ぶ
盲
ぜ
忍
誓
一
器
質
一
’

100.0

計

　

478 856

　

220 366

　　

70 375

　　

41980

　　

34 166

　　

18 021

　

904 214

　　

94 437

　　

45 691

　　

34 105

　　　

6413

　　

27 692

　　　

2 333

　

136 231

2080775

一一一一一一一一

　

㈱

　

上記のほか、国有提供施設等所在市町村助成交付金が昭和45年度は3,450百

　

その２

　

公共事業にかかる国庫負担の引上額の状況

　　

（単位百万円）

‾‾‾‾

　　　　　　　　　　　　　　　

後

　

進

　

地

　

域

　

特

　

例

　

制

　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　

|

昭和45年度|昭和46年度（見込）j

　

増

　

減

　

額

　　　

補助事業

　　　　

25 013　　　　29 480　　　4 467

　

道県直轄事業

　　　　

15254　　　　18 065 2 811

　　　　　　

計

　　　　　　　　

40 267　　　　　　47 545　　　　･7 278

－－一一一一
㈱

　

引上額は、前年度および前々年度の事業にかかる精算交付額である。

その３

　

昭和45年度における新産業都市等に対する国の財政援助の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)
一一一一一

　　　　　　　　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

市

　

町

　

村

　　

区

　　　　　　

分

　　

に

ヵ債）子補給額

|

かさ上げ額

新産・エ９回９置

　

（?昌

　　　

1 238　　　　　　　1920

・炭丿也域特slj措置

　　　

（1ぷ?

　　　　　

212

　　　　　　　

1150

潮脳?に”‘９１

　

（?詣

　　　

180

　　　　　　　

3 386

㈱ｌ

　

地方債欄の（

　

）書きは、かさ上げ分を内書きしたものである。

　　

２

　

利子補給額は、昭和44年度発行分までにかかるものである。

　　

３

　

かさ上げ額は、昭和44年度事業にかかる精算交付額である。
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A
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(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　　

倫Ｈ

　

ｇ

　　

゛腎剔野劉皺．

?

，ト・ト

　

・ト

ー
男庫財源を伴うもい32
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の
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万円、昭和44年度は2,600百万円ある。

その４

　

都道府県支出金の状況
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第26表地 方 債

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

｜

　

昭

　　　　

和
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年
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府
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ｉ

　

市

　　　

町

　　　

村
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的
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品

　　　　

函

　　　

心
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二

　　　

二
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2:g

雲肯Ji算貸付、政府関係機関
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さ
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の
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計
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入

　

先
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｜

　

政

　　　

府

　　　

資

　　　

金

　　　　

95 910　　　郭.4　　　198 222　　　μ丿

　　

蕎

　

婁

　

涙NI

　

鴛|

　　　

鄙ぶ雲

　　　

m

　　　

1ぷに2

　　　　

召

ドマ゛／゛笥

　　

1,漂

　　

迄

　　

．昌

　　

j:1

その他の金融機関

　　　

8514

　　

J.忿

　　

30 971　　　7.θ
餐

　　　

符

　　　

翁

　　　

裴

　　　　

1
昌

　　　　

器

　　　　

詔こ

　　　　

g:j

混畿ぱ惣該副揃

　　

8 150　　　　S.1　　　　17 558　　　　4.θ

貸付（公営企業金融公庫を除

　　　　

33 H5 12.6　　　　4 953　　　　1.1
ﾙ．）

　　

の

　　　　

他

　　　　

1 571　　　θ.∂　　　49 439　　　11.2

１

　

合

　　　　　　　　

計

　

1

　　

263 546　　100.0　　　441 430　　100.0

㈱ 1

2

3

4

昭和45年度に｢過疎対策事業債｣が新設されたことに伴い、昭和44年度に

｢市中銀行｣とは、都市銀行、地方銀行および長期信用銀行をいう。

｢その他の金融機関｣とは、信託銀行、相互銀行、信用金庫、各種協同組合、

昭和43年度までは、｢交付公債｣および｢枠外債｣を項目として設けていたが、
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発 行 状 況
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百万円・％)

　　

度

　　　　

゛昭和44年度
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較

ａ計

ﾖ

ａお額

八

ｓ（ｕ率頌廷i
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項目としてあった｢公有林、草地整備事業債｣はその他に含めて計上した。

その他金銭の貸付を業とする者で、市中銀行以外の者をいう。

昭和44年度から各項目に含めたため、発行目的別の前年度増減率は記載していない。
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第27表

　

昭

　

和

　

45

　

年度

　

地

K

　　　

゛

|

郎

こず

募

へ4

府

こ

卜

≒

|

≒

ﾚ

一般

　

会

　

計

　

（

　　　

１

１１

　

一

　

般補助事業

　

36 700　　－ 36 700　31 356　1 390　32 746

’

　

２公営住宅建設事業

　

55 600　34 700　90 300　50 568　28 269　718 836

　

3災害復旧事業

　

44 000　－ 44 000　33 047　－　33 047

　

4

　

義務教育施設整備事業

　

56 500　　－　56 500　55 569 24 363　79 933

　

5一般単独事業

　

25 700 11 800 37 500　26 238 93 379 119 617

　

6

　

繋地および過疎対策事

　　

２００００　　　－　20000　20 874　　－　20 874

　　　

－

　

7同和対策事業

　

7000

　

－

　

7000=

　

8 216　693　8 910

　

8

　

直

　　

轄

　

事

　

業

　　　

－

　

10 000　10 000!　　－　8 823　　8 8231

　　

9

　

新産業都市等建設事業

　　

7 100　7 100　14 200　16 901　12 556　29 457

　

10

　

公共用地先行取得事業

　　　

－25 500 25 500　　　－ 23 371　23 371
1

11

　

退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　　　

－

　　　

－

　　　

コ

　　　

ー

　

2 731　　2 731

1

　　　　

計

　　　　　

252 600 89 100 341 700 242 769 195 575 438 344

二

　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

１港湾整備事業

　

13 400　6 600 20000　13 271　6 110　19 381

　

2下水道事業

　

64 200 17 900 82 100 65 676 33 381　99 056

　

3地域開発事業

　　

－82 500 82 500　　― 135 096 135 096

　

４

　

篁有林整備草地改良事

　　　

－（4700）（4 700）　　― (4 612) (4 612)

　　　　　

計

　　　　　　　

(4 700) (4 700）　　(4 612) (4 612)

　　　　　

”
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三

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

１

　

電

　　

気

　　

事
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水

　

道

　

事
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1
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下

　

鉄

　

事
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7
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1

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

143 800 170 500 314 300　144 018ﾚ88 130　332 1481
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第27表

　

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　

地

ゾ

　　

川

一
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・|

≒ﾚﾆﾉ

。

う

四

　

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　　　　

∧

　　　

ｊ
１

　　

１

　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　

7 500　　¬ 7 5001　7 465　　　－ 7 465

　

2病

　

院

　

事

　

業

　

25 000　丿25 0001 24 828! 1 247　26 075
1

　　

3

　

厚生福祉施設整備事業

　　

25 000　　ご25 0001　24 980　2 320' 27 300
j

　　

4

　

清

　

掃

　

事

　

業

　　

17000

　　

－

に

7 0001　18 745　4 198　22 943
1

　

5簡易水道事業

　

6 500　　≒65001　7 264　　≒　7 264
’

　

6

　

と畜揚整備事業

　　

700

　　

づ

　

700

　　　

680
丿　680

　　　　

計

　　　　　

1

　

81700

1

　　

ゾ

81 700　83 962　7 765i　91 726

　　　　　　　　　

i

　　　

(4 700)j (4 700)1　　　(4 612): (4 612)
i

　

合

　　　　　　　

計

　

555 700 366 600: 922 300 549 696 566 055!1 115 751

1五公営企業借換債j

　　

ヨ

　

3 0001　3 0001　　－　3 ooo! 3 000

六特

　

別

　

転

　

貸

　

債！
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一| 900‘　　880　　－　　　8801

　　　　　　　　　　　　　

j

　　　

（4 700) (4 700)　　　（4 61j (4612)

　

再

　　　　　　　　

計
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卜
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ｉ

　　　

ｌ
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－

　　

－
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3
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／
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－

　　

－
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5
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特別区については都道府道分、一部事務組合または開発事業団については都

　　

入するものを除く。）にあつては大都市、その他のものにあつては市町村分と

　　

２

　

交付公債は公募債に含めている。
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143 694　　i.S　　　　4 301　　θ.忿　　j.4－　巳j　　j.θ－　7.7＼'-　∂.∂・　5.ﾀ

　　

316 586　　j.9　　　55 081　　3.1　巧.忿　即.j　び.4　　θ.口　と.4　　5J

　　　

54 597　　θ.7　　　　4 644　　θＪ　　θ.巳　μ.∂　　＆5　糾.4　む.&　認.5

　　　

12 869　　θ.名　　ム　3 964 ム　θ.忿　　－ヘ３０.8卜30.８　　－ム23.9･-＾　２３.9

　　　　

－

　　

一

　　　　　

一

　　

－

　

1乱０

　　

－

　　

－

　

19.０

　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　

－

　

15涛

　　

－

　　

－

　

10λ

　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

9j

　　

－

　　

－

　

６９ｊ

　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　

一

　

２６ｊ

　　

－

　　

－

　

21､６

　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

７ｊ

　　

－

　　

－△５ｊ

　　

－

1

　　

8 033 912　100.0　　1 780 966　100.0　20.1　24.3　22.2　18.2　22.0　19.4

― 233

一一一一一一一一

｜

！

ｉ

ｉ

ｉ

一一一

　　

-

＝

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　

・

　　　

ｊ

　　　　　　

■

　　　　　

Ｓ

　　　　

Ｉ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

ｌ！

｜

ｉ

｜

｜

ｔ



その２推 移

第31表

　

目

　

的

　

別

　

歳

　

出

　　　　　　　　　

ｌ

　　　　

決

　　　　　　　　

算

　　　　　　　　

額

　

区

　　　　　　

分

　　

|

昭和４０年度|

　

41年度

　

｜42年度

　

｜

　

43年度

議会費・総務費

　　　

498 392　　570 262　　626 221　　725 986
民

　　　

生

　　　

費

　　　

308 394　　358 320　　　423 755　　　503 007
衛

　　　

生

　　　

費

　　　

257 299　　293 173　　　321 780　　　377 684
労

　　　

働

　　　

費

　　　　

91 689　　100 132　　　110 960　　　122 950
農林水産業費

　　

372 853　　442 808　　5H 599　　595 398
商

　　　

工

　　　

費

　　　

164 509　　194 049　　　232 098　　　271 692
土

　　　

木

　　　

費

　　　

933 639　　1 098 987　　1 264 469　　1 564 589
消

　　　

防

　　　

費

　　　　

66 797　　　74 672　　　87 642　　　99 984
警

　　　

察

　　　

費

　　　

182 698　　207 756　　　241 300　　　277 982
教

　　　

育

　　　

費

　　　

口49 922　　1 297 995　　1 472 023　　1 680 580
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

338 949　　388 022　　　433 651　　　509 722

歳

　　

ｍ

　　

合

　　

計

　　　

4 365 140　　5 026 177　　5 725 497　　6 729 574

㈱

　

昭和43年度決算において「公共下水道費」が土木費に含まれることとなつたた

　

いる。

その１

　

日的別内訳

第32表民 生
費

　

　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一--

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　

都道府県|市

　

町

　

村|純

　

計

　

額

社

　

会

　

福

　

祉

　

費

　　

66 432　　β如　103 742　　皿7　152 898　　忽忿
老

　

人

　

福

　

祉

　

費

　　

25 395　　1?.4　39 154　　M　60 485　　＆θ、
児

　

童

　

福

　

祉

　

費

　　

80 236　　即.7　178 455　　お.∂　244424　　認名
生

　

活

　

保

　

護

　

費

　　

95 968　　肪.∂　204609　　銘j　298 716　　即ぷ
災

　

害

　

救

　

助

　

費

　　

1 908　　θ.7　　　950　　θ.忿　　2159　　θｊ

　

合

　　　　

計

　　　

269939

　

100.0

　

526 909　100.0　758 681　100.0

その２ 性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　

‾‾

　　

区

　　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県|市

　

町

　

村1

　

純

　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

38 889　　μ.4　121 443　　認.θ　160 332　　幻.j
物

　　　

件

　　　

費

　　

11 817　　4.4　28 737　　5.5　40 554　　M
扶

　　　

助

　　　

費

　　

130 969　　詔.5　267 299　　5θ.7　398 268　　毘5
補

　　

助

　

費

　　

等

　　

37 247　　15.S　20 068　　j.∂　28 090　　j.7
普通建設事業費

　　

33 051　　12^　65 062　捨j　91 490　jむ

　

補助事業費

　

11 452　　U　19 983　　3.8　29 552　j.ﾀ

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

21 599　　　＆θ　　45 073　　　&.∂　　61939　　M

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

６

　　

θ．θ

　　　

－

　　

－Ｉ

貸

　　　

付

　　　

金

　　

14 126　　　5.名　　3 380　　　θ.∂　　15186　　　2.θ
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

3 840　　　14　　20 920　　　4.θ　　24761　　　jj

　

合

　　　　

計

　　　

269939

　

100.0

　

526 909　100.0　758 681　　100.0

－284－



決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況（つづき）
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

｜

　　

指

　　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　　

｜

44年度

　

1

　

45年度

　

|昭和40年度ﾄ1年度142年度j 43年度１４４年度145年度

　

852 860　1 005 659　　　却θ　　jμ　　j邱　　μ7　　171　　釦忿

　

592 919　　758 681　　　加θ　　jj∂　　137　　j醍　　却忿　　加∂

　

453 910　　575 921　　　却θ　　jμ　　j舒　　μ7　　j7ﾖ　　忿糾

　

143 483　　162 748　　　加θ　　却ﾀ　　j忿j　　お4　　j邱　　j7∂

　

720 315　　847 840　　　j卯　　丿却　　U7　　j印　　丿叙　　麗7

　

337 627　　410 521　　　　j叩　　丿瑠　　jむ　　　j邸　　　２ｇ　　　邸θ

　

1 972 037　2 474 369　　　　却θ　　j召　　丿巧　　　丿昭　　　幻丿　　　加5

　

H9 208　　149 320　　　加θ　　jj忿　　丿訂　　　μθ　　ｊ９　　２糾

　

327 063　　401 756　　　却θ　　jμ　　お忿　　μ忿　　丿即　　認θ

　

1 986 745　2 440 255　　　　加θ　　llS　　j認　　　μ∂　　　j7jl　　　212

　

527 744　　587 808　　　加θ　　jμ　　j認　　おり　　j屁　　jな

8 033 912　9 814 8781　　　　1001　　1 15　　　1311　　　154　　　1841　　　225

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一
め、昭和42年度以前における衛生費中の｢公共下水道費｣は土木費に振り替えられて

　

の

　　　　　　

状

　　　　　　

況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

－235－

(単位

　

百万円・％)

昭

　

和

　

44

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　

|

増

　　

減

　　

額

　　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率

　　

126 531　　　　幻j　　　　33 801　　　　釦丿　　　　討.7　　　　幻.ﾀ

　　

32 205　　　　　54　　　　8 349　　　　　5.θ　　　　認.1?　　　　邱.∂

　

318 430　　　　認.7　　　79 838　　　　詔.名　　　　諮.j　　　　巧J

　　

21 898　　　　　J.7　　　　6 192　　　　　j.7　　　　認Ｊ　　　　卸.4

　　

62 004　　　　却.5　　　　29 486　　　　17^　　　　i.7.6　　　　舘.7

　　

23 252　　　　　＆∂　　　　　6300　　　　　ｊｊ　　　　　忿7j　　　　　忿4

　　

38 752　　　　　∂.5　　　　23 187　　　　μ.θ　　　　卯丿　　　　卯Ｊ

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

12 039　　　　　忿.θ　　　　3 147　　　　　j.ﾀ　　　　2∂ｊ　　　　　忿j.忿

　　

19 812　　　　　jj　　　　4 949　　　　　＆θ　　　　25.0　　　　11.7

　

592919

　　　　

100.0

　　　

165 762　　　　100.0　　　　28.0　　　　17.9

二言言

年１

　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

純

　　　

計

　　　

額

　

|

増

　　

減

　　

額

　　

｜

　

増滅率

　

|前年度増減率

　　

118 826　　　　加.θ　　　　34 072　　　　加.∂　　　　認.7　　　　μJ

　　　

41 406　　　　7.θ　　　19 079　　　　U.5　　　　卵.j　　　　錨.S

　　

182 575　　　　釦j　　　61 849　　　　37^　　　　認.∂　　　　忿7j

　　

248 542　　　　紅.ﾀ　　　50 174　　　　釦.j　　　　加.忿　　　　11.0

　　　

1 569　　　　　θ.j　　　　　590　　　　　θ.4　　　　37.6　　　　　5.7

　　

592 919　　　100.0　　　165 762　　　100.0　　　　28.0　　　　17.9



その３

　

財源内訳

第32表民 生 費

-

　

－

　

ｇ

　　　

り

ｓ道

∴

|

こ

　

；j

）

≒

　

・

国

　

庫

　

支

　

出

　

金i 112 882　　砲j　226 889　　詔j　339 771　　μ.∂

都道府県支出金I

　　

－

　　

－

　

31 251　　5.9　　－　　一
分担金、負担金、寄附金j

　

3 480　　　jj　　14 299　　　2.7　　17 163　　　忿丿
地

　　　

方

　　　

債！

　

2 692　　j.θ　　19 989　　jj　　l9 065　　　忿.5
その他特定財源1

　

18 479　　＆8　35 859　　∂.∂　53 754　　7.j
一

　

般

　

財

　

源

　

等ﾚ32 406　　訪j　198 622　　S7.7　328 928　　把4

　

合

　　　　　　

計

　

269939

　　

100.0

　

526 909　　100.0　758 681　　100.0

第33表社 会

　　

福 祉

　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

45

　　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

都道府県｜市

　

町

　

村1純

　

計

　

額
-
窃

　

茸

　

芸

　

恨

　

囃3昌

　

t:;?昌

　

鸞

篇

　

助助．

　

簒

　

丿昌

　　

召

　

ぶ昌

　　

召

　

l昌

　　

ぷ

普通建設事業費

　

12240　　184　19 322　　18.6　28201　　j糾

　

1□ｊ:菜芸

　

昌

　

あ

　

詣

　

ぶ

　

品§

　

迄

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

3

　　

θ.θ

　　　

一

　　

一
葦

　

曾

　

霞

　

昌

　

価詔

　

j:ハ?昌

　

召

ﾋﾞﾔ

　　　

計

　　　

66432　　100.0　103742 100101 152898　10010

第34表老 人

　　

福 祉

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

45

　　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

都道府県|市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額

窃

　　　

茸

　　　

芸

　

詣ｍ

　　　

ｊ

　　

驚

　　

治

　　

ｍ

　　

ｔ

猛

　

。゛。

　

簒

　

lm

　　

治

　

1m

　　

昌

　

2m

　　

鸞

普通建設事業費

　　

7 068　27』　　8 107　忿a7　14 182　　肱4

　

禁

　

盈

　

果

　

Ｕ

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

2

　　

θ｡θ

　　　

－

　　

一
撃

　　　

曾

　　　

霜

　　　

1a?

　　　

Z:i

　　　

l

　　　

0J5

　　　

m

　　　

器

－236－



の

昭

純

費

昭

純

費

昭

純

状

度
額
年4
4
計

和

275 308

　　　　

－

　

13 67２

　

10 882

　

41 674

251 383

592919

の

岬
ぢ
ぶ

1
0
0
　
0
二
度
額

年４
４
計

和

　

43 019

　

10901

　　

7 599

　

12 429

　

19 417

　

6 352

　

13 065

　　　

－

　

8 041

　

17 42０

118826

和

の

44

計

　

7 166

　

3 862

18 041

　

4 085

　

7 869

　

4 051

　

3818

　　

－

　　

184

　　

199

41406

年

S6ぶ

　

乱忿

　

６み

10.5
16j

　

5J

11.0

　　

－

　

６.8

　

U.7

100.0

度

額

乙

増

況（つづき）

64 463

　　

－

　

3 491

　

8 183

12 080

　

77 545

165 762

増

況

　

9 563

　

2 839

　

3 121

　

3 064

　

8 784

　　

142

　

8 927

　　　

－

　

2 202

　

4 499

34 072

状

　　　

況

　

17j

　

9j

　

i3.6

　

9､9

　

19,０

　

ﾀｊ

　

９ｊ

　　

－

　

０.4

　

0､5

100.0

増

2 325

1 221

7 825

1 228
6313

1 968

4 345

　　

－

　　

131

　　

36

19 079

比

一
波

比
一
波

Ｚａ

比
一
波

－237

を
。
一
駕
ぶ

1
0
0
　
0

額
こ
呂
ぷ
詣
・
ぶ
Ｉ

額

12S

　

６.4

41.０

　

∂.4

3S.1

１０ｊ

２２Ｊ!

　

－

　

θ.7

　

θJ

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

較

増減がi

樹
脂
脂

28.0

13.l^

　

－

2ね

12､1

16.８

２３.4

17.9

(単位

　

百万円・％)

増

　

滅

４

忿忿.忿

26.0

41.1

2U

h5.2

　

忿.忿

６８ｊ

　

－

27.i.

25.8

28.7

較

△
△

詔.J

釦.4

44.2

瑠.j

　

4.名

28.２

μ.4

　

－

2０.６

　

瓦６

　　　　　

1 4

.

3

㎜ ■ ■ ㎜ ㎜ ㎜ ㎜ ㎜ ■ I = f - ・

(単位

　

百万円・％)

増

　

滅

較

率

　

J忿ｊ

　

３１.6

　

U3.h

　

３０.１

　

８０.２

　

屈.6

113』

　　

－

　

71j

　

18.1

　

46.1

前年度増減n

　　　　　　

28旧

　　　　　　

31.8

　　　　　　

25j

　　　　　　

55.４

　　　　　　

５５.0

　　　　　　

31.7

　　　　　　

９０ｊ
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9 100.０
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第35表

　

児 童

　　

福 祉

ｌ

　　　　　　　

ｓ

　

ｉﾛ

　

45

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　

計

　

額

人

　　

件

　　

費

　　

15782　　却,7　　63 277　　巧.5　　79 059　おｊ
物

　　

件

　　

費

　　　

5 052　　∂jl　　13 828　　7.7　　18 880　　7.7
扶

　　

助

　　

費

　　

28 788　　邸.∂　　57008　　お.ﾀ　　85 796　35.1
普通建設事業費

　　

13350　　16.6　　37 005　　加.7　　48 174　19.7

　

補助事業費

　　

5 278　　∂.∂　12 343　　∂.∂　16 855　Q

　

単独事業費

　　

8 072　加.j　24 663　μ.S　31 319　毘∂
貸

　　

付

　　

金

　　　

4 384　　5.5　　　958　　θ.5　　4 454　　M
そ

　　　

の

　　　

他

　　

12880　　16.1　　6 379　　j.∂　　8 061　　O 0

　

合

　　　　

計

　　　

80 236　100.0　178 455　100.0　244 424　100.0

第36表 生 活

　　

保 護

　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　

区

　

り

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

5 712　　∂.θ　　13 417　　∂.∂　　19 129　　M

扶

　　　

助

　　　

費

　　

86 398!　　卯.θ　　188985　　認.t　275 383　　弱.口

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

38ぶ

　　

4.θ

　　

2 207　　...I　　4 204　　j.4

　

合

　　　　　

計

　　　　

95968

　　

100.0

　　

204 609　　ioo.o|　　298716　100.0

第37表 被 保
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第46表

　

農 林

　　

水 産

｜

　　　　　　　　　

昭

　

和
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年

　　　

度
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都

　

道

　

府
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｜
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計

　

額

累轟J轟塞
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第47表農 業 費

－

　

ｇ

　　

゛

し

道

ぷ

（

≒45 if≒ｌ

人

　　

件

　　

費

　　

53 587　　認j　　39 890 j£
物

　　

件

　　

費

　　

14 859　　7.∂　　7 524　　∂.7　　22 384　　幻
補

　

助

　

費

　

等

　　

41 368　　忿j.∂　　17 374　　巧.4　　42 332　　17.2
普通建設事業費

　　

55 660　　即.5　　44 082　　即.θ　　61 068　　騨丿

　

補助事業費

　　

37 471　　19^　　29 700　　訪j　　36 229　U.7

　

単独事業費

　　

18 189　　1?.∂　　13 797　　狸.口　　24 839　10.1

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　　

－
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θ.5

　　　　

一

　　　

一
そ
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他
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合

　　　

計
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－
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第49表

　

農 地 費

１

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

45

　　　　

年

　　　

度

　

区

　

り

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

人

　　

件

　　

費

　　

11 020　　4.5　　3 607　　j.∂　　14 625　　4.7

　

普mmmmm要図昌昌問§迄昌昌劣

　

単独事業費

　　

16 046　　∂.∂　　40 934　　楓4　　50 392　　16.2

　

望直轄事業負担

　　　

7 868　　　jJ　　　　65　　　θj　　　7 933　　　口.∂

１”警９霜

　

臨

　

石

　

ぽ

　

湿

　

．こ

　

石

　

合

　　　　

計

　

1

　

243 569　100.0　　94259　100.0　310138　100.0 I

第50表林 業 費

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

45

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

臨

道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

16 122　12.9　　3 343　7.思　　19 465　12^
普通建設事業費

　　

92 872　μ.4　36 599　即.j　113210　μＪ

　　

補助事業費

　

77 463　認.θ　19 429 拡θ　85 120 55^

　　

単独事業費

　　

14 61 1　11.7　15 827 沈思　27 260 17j

　　

国直轄事業負担金

　　　　

798

　　

θ.∂

　　　　　

33

　　

θj

　　　　　

831

　　

θｊ

　　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

1 310　2.8　　　－　－
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

15 890　12.7　　　6 319　M.7　　19 877　9.θ

　

合

　　　　　　　

計

　　　

124884

　

100.0

　　

46 261　100.0　　152 552　100.0
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計

　

額

人

　　　

件

　　　

費
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物

　　　

件

　　　

費

　　　

3 671　5.∂　　　498　忿.j　　4 168　5j
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

2 146　j.4　　1 697　7.θ　　3 363　4j
普通建設事業費
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－252－



の 状

度
額

年4
4
計

和昭
純

の

昭

純

費

　

12 679

222 112

178 286

　

36 856

　　

6 970

　　　　

－

　

11 902

246 693

状

昌
探
ヅ
詣

度
額

年４
４
計

和

　

16 464

　

94 559

　

71 857

　

22 016

　　　

686

　　　　

－

　

16 200

127 223

の

1２.9

74J

56.５

１７ｊ

　

０.5

　　

－

　

12.7

100.0

和昭
純

　

44

　

計

-

　

8 838

　

3 504

　

2 291

41 131
34 137

　

6 849

　　

145

　　

－

　

5 955

61719

状

度
額
年

Ｊ
７
７
δ

　
　

２

　

δ
０

　

・
・
・
・

Ｊ
ｊ

・
一

　

・
・

■
＜
＾
^
ｏ
'
＾
3
'
ｔ
ｏ
^
ｏ
＞
＾
Q
l

'

Ｃ
ｉ
０

ｊ

　
　

δ
５
ｊ

　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

況

増

況

増

況

増

比
一

　

城

　

1 947

58 556

44 057

13 536

　　

963

　　　

－

　

2 942

63 445

比
一

　

滅

　

3001

18 651

13 263

　

5 244

　　

14S

　　　

－

　

3 677

25 329

比
一

　

滅

　

1 683

　　

664

　

1 072

10 238

　

6 900

　

3 280

　　　

58

　　　

－

　

3 6０6

17 263

― 253 ―

」
ぶ
雛
ゲ
冶

し
昌
治
ヅ
昌

゛
廠
ぷ
詣
ッ
鵬

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率漕缶偕

15み

部.4

糾.7

36.７

１３.８

　

－

2U.7
25.7

>
~
(
　
<
Ｎ
~
＊
　
C
J

　

●
ゆ
Ｉ
Ｉ

タ
忿
θ
θ

２
忿
忿
Ｊ

鉦み

　

－

　

７､0

21.7

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率個缶堡

18.2

19.7

18.５

留.8

21j

　

一

２２.7

19.9

1７､8

16.8

11､０

砲j

1＆０

　

一

23j

17.7

(単位

　

百万円・％)

一一

　　　　

一

　　　　

較

増滅率

19j

18.９

伺､8

2ふ.9

忿ＯＪ

θ
θ

　

δ
０

　

・
・
一

　

・
・

７
θ

　

θ
８

-
a
.
-
*

5
０
2

△

15j

却.S

　

2.4

132

10､8

26.7

　

9.8

　

－

糾.5

13.6

_ _ ・ _ ＿ _ _ _ . . _ _ . _ _ ＿ _ _ _ _ _

-

－

｜

ｌ

｜

－

－

｜

｜

！

！

｜

－

－

ｌ

｜



参考表（２）土地改良長期計画（昭和40～49年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位億円・％）

　

・

　　

・

　

一
曝轟江山岸バ

l栄纂ないまだは補助す

　　

23 000　　250612 920　　3372　　4354　　∂忿Ｊ

絆昌えレレレレレヨド

・ヅズ‰恋づ□ににぼ

㈱１

　

農林省調による。

　

２

　

この計画は、昭和41年３月25日閣議決定された。

　

３

　

前期５年(昭和40～44年度)の投資額は１兆1500億円、後期５年(昭和45～

　

49年度)の投資額は１兆4 500億円である。

　　　　　　　　　　　　　　　

第52表

　

商

　　　

工

　　　

費

その１

　

性質別内訳
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45

　　　

年
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区

　　　　　　

分
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都道府県
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市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

17 646　5.S　　12 773　11^　　30 418　7.4
物

　　　

件

　　　

費

　　　

8 471　忿.∂1　　5 771　幻　　14 242　M
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

19 565　6.5　　16 260　μ.J　　33 322　む
普通建設事業費

　　

19 184　∂J　　18 564　16.li-　35 716　μ

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

4 H3　j.41　　1 241　j.7　　5 278　jj

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

15071

　　

5.θ‘

　　

17 000　μ,θ　　30 438　7.4

　

県営事業負担金

　　　　

一

　

只

　　

324

　

θｊ

　　　

一

　

－
貸

　　　

付

　　　

金

　　

229 831　3.θ　　48 523　勿j　277 475　67.6
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

7 757　2.∂　　11 591　10.2　　19 348　4.7

　

合

　　　　　　　

1

　　　　

302 454　100･01　　113 482 100.0 410521　100.0

その２

　

財

　

源

　

内

　

訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　

昭

　　

和

　　

45

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　

卜

道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

計

　

額

　

使用料、手数料

　　　

26亘

　

θぶ

　　

1 863　j.∂　　4 550　1.1

　

分担金、負担金、寄附金

　　　　

1105

　　

θ.41

　　　

969

　　

θ.∂

|

1627

　　

θ.4

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　

30 753i　加ぶ　　4 583 切|　34 457 ＆4
，諸

　　　

収

　　　

入

　　

164 9辿　5i.5,　　48 837　拡θ　213 293　52J)
:その他特定財源

　　

16 756' 5ぶ 8 621　　7.∂　　23 297　5.7
！一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

86 228:　認.51　　48 609　砲.ﾖ　　133 297　毘5

ヒ

　　　　　　　

計

　　　　

302やjﾚｺﾞﾀ0.0

　　

113482

　

100.0

　　

410 521　100.0
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(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

－255－

参考表（３）第４次漁港整備計画（昭和44～48年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円・％）

　　　　　　

投

　

資

　

総

　

額

　　

昭

　　

和

　　

昭和46年度

　

l昭

　　

和
ｇ

　

゛事業１トお国１

巾

轟卜ぷ‾]６卜回郊1讐串

本

　　　

土

　　

92 240　　49 987　　24 991　　20 487　　1 078　　　卯.j

離

　　　

島

　　

28 360　　25 220　　7 1％　　5 922　　5 301　　　砧ｊ

でドぐニトニ

づ顛二jで

㈹１

　

水産庁調による。

　

２

　

この計画は、昭和44年２月28日閣議決定された。

の 状 況

昭

　

和

　

44

　

年

　

度

　　

１

　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　　　　　

増

　　　

滅

　　　

額

　　

）ｉ率備藻草

　　　　　

4 027　　　　j.口　　　　　　　　523　　　　θ.j　　　μ.θ　　　12.0

　　　　　

1 184　　　　θ.4　　　　　　　　443　　　　θJ　　　S7.h　　　　1?.口

　　　　

26 146　　　　7.7　　　　　　　8311　　　　と.4　　　訂.S　　　5e.s

　　　　

168 363　　　靭ぷ　　　　　44 93o･　　にぶ　　　加.7　　　17.1

　　　　

21 780　　　　δ.5　　　　　　　15ぶ忿.j　　　　7.∂　　　%3.7

　　　　

116 126　　　μ.4　　　　　　171川　　　留.び　　　μ.&　　　釦.5

　　　　

337 627　　　100.01　　　　　　72 8941　　　100.0!　　　21.6| 24.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

昭和44年度

　　　　　

比

　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　　　　　

増

　　　

滅

　　　

額

　　

）ｓ率備雲菜

　　　

253ﾊﾞ

　　　

7j

　　　　　

5oｶ

　　　

7.ぷ

　　

２θ.j

　　　

17.6

　　　

ぶ謡白

　　　　

測

　　　　　　　

疆Σ

　　　　

j:gl

　　　

・

　　　

溺

　　　

3昌丿

　　　　

劉

　　　　　　　

白

　　　　

y:晋

　　　

な

　　　

努

　　　

25燃

　　

竺j

　　　

4巴

　　

ッ

　　

ヤ

　

？

　　　

喘昌

　

鸞･

　　

グツ

　

丿:gl

　

フ詔

　

昌



その１

　

日的別内訳

第53表土 木 費

　

区

　　　　

分

　

|

都道

;

県

F

市

　

丿

村

万

純

；

　

額

土

　

木

　

管

　

理

　

費

　　

108 878　7.4　H9 355　11^　226 931　∂.忿

道路橋りよう費

　

558 203 37.7　　355 083　S3.5　　885 037　S5.8

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　　

250 617　16.9　　28 867　　乙7　　275 763　11^

港

　　　　

湾

　　　　

費

　　

93 159　　∂J　　36 702　　＆よ　　118 208　4j

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　

228 433　μ.4　　354 510　お.5　　565 314　認丿

住

　　　

宅

　　　

費

　　

236 421　16.0　164 891　巧.∂　397 275　j∂ｊ

空

　　　　

港

　　　　

費

　　　

5 607　　θ.4　　　　363　　θ.θ　　　5841　　θｊ

　

合

　　　　　　　

計

　　

1 481 318　100.0　1 059 772　100.0　2 474 369　100.0

その２ 性質別内訳

　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　

都道府県｜市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

49 872　μ1　85 265　∂.θ　135 137　5.5
霜４荏．芸

　

Aぽ

　

g:;

　

器a

　

i:y

　

ぷ謡

　

1:1

普m m m♂J芸　咀昌雛　雷雲汲出謙之S治

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

335 924　麗.7　392 923　腔.j　　701347　詔丿

　

国直轄事業負担金

　　

100 704　∂J　　7 854　θ.7　　108558　4.4

失m M M m m姦　　二　二　　31
444　？　　二　二

篇

　

笛

　

塞

　

ば心九回心沁詣川:;

祐

　

゜～
14
m
loS:Lo器ぷ24端1召

その３ 財源内訳

　　

区

　　　　

分

　

1

都道

;

県

F

市

　

丿

村

万

純

；

　

額

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

411 387　忿7.∂　　150 139　μ.忿　　561 526　麗.7

　

都道府県支出金

　　　

－

　

－

　

33 315　3.1　　　一　一

　

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　

15 941　　1.1　　19 470　j.∂　　35 411　　7.4

　

分担金、負担金、寄附金

　　　

45 995　　S.1　　22 678　　忿j　　38 632　　1.6

　

地

　　　

方

　　　

債

　　

139 702　!?.4　　160 292　15J　284 809　11.5

，その他特定財源

　

140 025　　∂.5　　97 320　　!?.忿　　230699　　∂j

1

　

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　

728 268　卯.忿　　576 558　μ.4　1 323 292　認.5

｜

　　

合

　　　　　　　

計

　　

1 481 318　1 00.0　1 059 772　100.0　2 474 369　100.0

― 256 ―



の

昭
純
和 4４

状

年

　　　

計

　

176218

　

699 167

　

228 478

　

101 922

　

484 269

　

277 878

　　　

4 105

1 972 037

昭

　

和

　

44

　

年

純

　　　

計

　

110 635

　　

23 9０7

　　

89 788

1 465 780

　

875 019

　

507 738

　　

83 023

　　　

4 661

　　

85 630

　

127 62４

　　

64 012

1972 037

度

額

度
額

　

８.９

３５み

11j

　

乱忿

%U.6

1辰1

　

0.2

100.0

θ
忿
δ
Ｊ
４
Ｓ
忿

　

忿
４
５
忿
０

・
・
・
・
・
・
ご

　

・
・
・
・
・

５
ｊ
４
外
科
訂
４

　

θ
４
δ
Ｊ

0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

度
額
年4
4
計

和昭
純

　

484 577

　　　　　

－

　　

30 897

　　

34 035

　

204 778

　

162 026

1 055 724

1 972 037

β

　

一

　

δ
7
4
2
5
0

沈

　

ム
ム
ｍ
＆
匹
0
0
　

況

△

増

増

比

一

　

減

　

50 713

185 870

　

47 285

　

16 286

　

81 045

119 397

　　

1 736

502 332

比
一
波

　

24 502

　　

5 298

　

18 292

372 587

153 443

193 609

　

25 535

　　　　

－

　　

4 661

　

31 621

　

37014

　

17 679

502 332

増

比
一
滅

76 949

　　

4 514

　　

４ 597

　

80 031

　

68 673

267 568

502 332

－257－

△

　
　
　
　
　
　

θ
４
忿
ｊ
０
０
Ｊ
Ｏ

　
　
　

ｊ

　

１

　

１

　

・

　

一

　

一

　

ｅ

　

・

額

こ
″
；
２
謡

額

-

　

辰9

　

1.1

　

＆6

　

μ.忿

　

Ｓ０.５

　

３＆５

　

５ｊ

　

－

　

０､9

　

6j

　

7.4

　

J.5

100.0

額

15j

　

－

O
i

O
i

ｃ
s

i
ｓ
.

G
t
>
o

　

一

　

一

　

ａ

　

一

　

１

　

１

θ
θ
巧
万
醇
0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

。
心
Ｊ
ぶ
ぶ
ぶ
Ｊ
ｊ
ｊ

認
部
加
ｇ
却
豺
砲
2
5

131.4

　

19.5

　

16.0

　　

＆7

　

21.９

　

ＳＯ£

　

辰.忿

　

26.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

む
″
Ｍ
Ｍ
一
一
一
一
一
一
一
ヅ

忿
２
２
忿
ｊ
Ｊ
ｊ
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部.９

　

２９.0
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-

(単位

増

　

減

　

率

　　　

1H.９

1辰6

1＆5

39j

4忿.4

25j

25.5

△

　

j∂.ﾀ

　

Z6.7

　

2＆８

　

２０.1

　

μ.7

　

J忿J

　

12.7

　　

－

　　

jJ

　

S1.7

251j

　

17.7

　

26.0

百万円・％）

較

11.9

　

－

･
i
d

ｏ
ｎ

ｊ
４
４
０

　

・

　

一

　

ｅ

　

●

9
2
5
6

忿
巳
ｊ
２

ｊ

　　　　　　　　　　　　　　

ｌ
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-
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第54表

　

道

　

路

　

橋

　

り

　

よ

　　

ｇ

　　　

゛

し

道

j

（

≒Jド

）

≒

１

人

　　　

件

　　　

費

　　

14986　2.7　　23 251　　∂.5　　38237　4J
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

40 698　7.j　　44 604　毘∂　　85 302　∂.∂
普通建設事業費

　

493 978　認.5　278 463　78.U　745 958　∂4J

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

271 460　拡∂　　35 715　却.j　307 056　紘7

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

168 880　釦.j　222 516　醍.7　381 964　詔Ｊ

　

国直轄事業負担金

　　

53 638　∂.∂　　3 300　θ.ﾀ　　56 938　6.4

　

県営事業負担金

　　　

一

　

－

　　

16 933　4.∂　　　－　－
そ

　　　　

の

　　　

他

　　　

8 541　j.5　　8 765　忿.ぎ　　15540　M

　

合

　　　　　　

計

　　　

558 203 100.0　355 083 100.0　885 037 100.0

参考表（４）道路整備

　

５

　

か

　　　　　　　　　　　

（単位億円）

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

｜

　

投

　　

資

　　

額

一

　　　

般

　　　

道

　　　

路

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

52000

　　

道

　　　　　

路

　　　　　

事

　　　　　

業

　　　　　　　　　　

37610

　　

街

　　　　

路

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

13970

　　

機

　　　　　

械

　　　　　

整

　　　　　

備

　　　　　　　　　　　

420
有

　　　

料

　　　

道

　　　

路

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

25000

　　

日

　　

本

　　

道

　　

路

　　

公

　　

団

　　　　　　　　　

16300

　　

首

　

都

　

高

　

速

　

道

　

路

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

3600

　　

阪

　

神

　

高

　

速

　

道

　

路

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

2 900

　　

有

　　

料

　　

道

　　

路

　　

助

　　

成

　　　　　　　　　　

1750

　　

本

　

州

　

四

　

国

　

連

　

絡

　

橋

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

450
地

　　　

方

　　　

単

　　　

独

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

25 500
予

　　　　　　　　　

備

　　　　　　　　　

費

　　　　　　　　　　

1000

　

合

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

103500

第55表

　

河 川

　　

海 岸

ブ

　　　

゛

し

道

ぶ

（

≒Ｊド

）

≒

１

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

3 587　μ　　2 339　町　　5 926　む

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

4 284　j.7　　2 192　7.∂　　6 476　名丿

　

普通建設事業費

　

240 313　巧.ﾀ　23 013　7ﾀ.7　259 816　叫.2

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

177 341　加.∂　　3 124　m∂　　180314　弧4

　　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

33 998　13.6　　18 717　必j　　50 528　18J

　　

国直轄事業負担金

　　

28 973　と.∂　　　　2　θ.θ　　28 975　加.5

　　

県営事業負担金

　　　

－

　

－

　　

1170

　　

ふ.1

　　　　

－

　　

－

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

2 433　　j,θ　　　1323　　4.∂　　　3545　　lJS｜

　

合

　　　　　　

計

　

i

　

250 617 100.0　　28 867 100.0　275 763 100.0
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う

昭

純

　

費

　　

の

和

　

44

　

年

　

度

32

71

　

計

-

390
603

580 239

262 691

274 056

　

43 491

　　　

－

　

14 935

6991

状

　　

況

し
冶
昌
温
石

1
0
0
　
0

増

　　　

5 847

　　

13 699

　

165 719

　　

44 365

　

107 907

　　

13 447

　　　　　

－

　　　　

6０5

　

185 870

年

　

計

　

画（昭和45～49年度）

比
一
派 １
毎
回
％
心

1
0
0
　
0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増減到i

18j

19.1

銘.6
16.9

39.4

30.9

　

－

　

4.j

26.6

倒１

　

この計画は、昭和46年３月30日閣議決定された。

　

２

　

この計画の進捗状況は次のとおりである。

　　　

昭和45年度事業費

　　　　　　　

１兆5 985　億円

　　　

昭和46年度事業費見込額

　　　　

１兆9 115　億円

費

昭

純

和

の

44

計

　　

5 452

　　

5 559

212 811

150 782

　

40 073

　

21 956

　　

4 656

228 478

年 度

額

状

ｊ
ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
一

２
２
昭
部
ひ
θ

　

２､0
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増

況

　　

４7４
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４7 ００5
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10 455

　

7 019

－
』
‐
‐
‐
－
－
Ｉ

比
一
波

47 285 1
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ド
ぷ
栄
三

1
0
0
　
0

lｆｉ.２

忿３み

19.７

　

９.７

３２.忿

μＪ

　

－

　

５.3

19.5

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増減率1

△

　

＆7

16､５

２２.1

却.∂

２６.1

3ふ０

　

一

２乱9

20.7

18､８

32.G

15.７

１２､6

31j

12J

　

－

10.9

16.0
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参考表（５）第３次

　

治

　

山

　

治

　

水

　

事

　

業

その１

　

第３次治水事業５か年計画 (単位

　

億円)

　　

区

　　　　　　　

分

　　

ﾄ≒

1

;j

l

；

河

　

川

　

改

　

修

　

事

　

業

　　　　　

4 547　　　　　4 453　　　　　9 000

ダ

　　　

ム

　　　

事

　　

業

　　　　　

1 725　　　　　1 075　　　　　2 800

砂

　　

防

　　

事

　　

業

　　　　　

670

　　　　　

2 480　　　　　3 150

建

　

設

　

機

　

械

　

整

　

備

　　　　　　　

50

　　　　　　

－ 50

　

小

　　　　　　　　

計

　　　　　　

6 992　　　　　8 008　　　　　15 000

災害関連事業・地方単独事業

　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　

3000

　

予

　　　　

備

　　　　

費

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　

2 500

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

i

　　　　　　　

l

　　　　

20 500

㈱ １

　

建設省調による

２

　

この計画は、昭和44年３月25日閣議決定された。

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

（1）昭和45年度事業費

　　　　　

2 716億円

（2）昭和46年度事業費見込額

　　

3 237億円

第56表

　

港 湾 費

　

。

　

√

　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　

ｌ都道府県｜市

　

町I

　

村｜純

　

計

　

額

人

　　

件

　　

費

　　

1 294　　μ　　2 562　　7.θ　　3 856　　ss

維持補修費

　　

1271　　M　　804　　忿.名　　20761　M

普通建設事業費

　　

81 511　　87.5　　29 009　　9.θ　　99 962　　糾.∂

　

補助事業費

　

52714　邱.∂　14 756　拡忿　67 401　訊θ

　

単独事業費

　

11 346　m名　　3 708　加j　11 193　　M

　

国直轄事業負担金

　　

17451

　　

18.7

　　　

3917

　　

加.7

　　

21 368　　j∂ｊ

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　　

－

　　

6 628 j＆j　　　　－　　　－

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

9083　　　ﾀ.7　　　4327　　11£　　12314　　lOA

　

合

　　　　

計

　　　

93159

　

100.0

　　

36 702　100.0　1 18 208　100.0

－260－



５

　

か

　

年

　

計

　

画（昭和43～47年度）

　

その２

　

第３次治山事業５か年計画 (単位

　

億円・千ha)

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　

投

　　

資

　　

総

　　

額

　　　

丿

事

　

業

　

量

　　　　　　　　　　

国有林|民有林|

　

計

17

　

；

　

:

　

1

　

41;

　

1翼

　

鸞

　

ご

防

　　

災

　　

林

　　

造

　　

成

　　　　

11

　　　　

94

　　　　

105 (216㎞）16

保

　　

安

　　

林

　　

整

　　

備

　　　　

30

　　　　　　

84

　　　　

114

　　　　　　

137

7

　

几／

　

；

　

こ

　

回

　

ご

　　

プ

　

小

　　　　　　　　

計

　　　　　

600

　　　

2 300　　　2 900 (216km)334

　　　

一

予

　　　　

備

　　　　

費

　　　　　　　　　　　　　　

500

災害関連事業・地方単独事業

　　　　　　　　　　　　　　　　

100

　

合

　　　　　　　　　

計

　

｜

　　　　　　　　　　　　　　

3 500

㈱１

　

２

　

３

の

　

林野庁調による。（

　

）書は防潮林である。

　

この計画は、昭和43年３月25日閣議決定された。

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

1）昭和45年度事業費

　　　　

522億円

　　

計画額2 900億円に対する進捗率は、

（2）昭和46年度事業費見込額

　

661億円
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状

度
額
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４
計
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－
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参考表（６）港 湾 整

(単位

　

備

億円）

　　　　　

ｌ

　　

投

　

資

　

総

　

額

　

ｇ

　

゛巍濡|難馴計

|

　

主

　　

な

　　

事

　　

業

外国貿易港湾

　　

3000

　　　　　　

3 000 外貿岸壁182バース等

内国貿易港湾

　　

2 150　　　　　　2150　内貿岸壁101バース、離島港湾等

産業港湾

　

1400　　　　　　1400開発港湾、石油、鉄鋼等、木材港湾等

ｒ°“港

　

300

　　

1100

　　　

300

調整項目

　　

口50

　　　　　

050

　

必要に応じ他の項目に繰入れ使用

　

小

　

計

　　

8 000

1

8 000

地方単独

　

1200　　　　1 200

　

合

　　

計

　　　

9 200　　1100　10 300

その１

　

日的別内訳

第57表都 市

　　

計 画
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｜
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‰尹
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計
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100.0

　

354 510　100.0　565 314　100.0
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年
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｜
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人

　　

件
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維持補修費
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普通建設事業費
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補助事業費
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５か年計画（昭和43～47年度）

叫１

　

２

　

３

運輸省調による。

この計画は、昭和44年３月25日閣議決定された。

基本施設整備8 000 億円の進捗状況は、次のとおりである。
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参考表（７）第５次道路整備５か年計画中の街路事業

　　　　　　　　

（昭和45～49年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

槍円）
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３

建設省調による。

この計画は、昭和46年３月30日閣議決定された。

この計画中街路事業の進捗状況は、次のとおりである。

　

昭和45年度事業費

　　　　　

2 569億円

　

昭和46年度事業費見込額

　　

2 880億円
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参考表（８）第２次下水道整備５か年計画（昭和42～46年度）

乙）１

　

事業費
･=･-･=

　

･S-------一〃----　=------＝＝==＝＝＝＝===-=皿
‾’区

　　　　　　

分

　

|事業費|

　

区

　　　　　　　　

分

　

）業費

　

サ;ム≒：

　

二。≒Ｖ∵；

　

ニ

　

地方単独事業

　　　

3 580 特別都市下水路　　　100

　

流

　

域

　

下

　

水

　

道
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予

　　　　

備

　　　　

費

　　　　　

300

ニ町竺

ド

=･J･-

　

-
㈱,1 建設省調による。

２

　

この計画は、昭和44年２月21日閣議決定された。

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

　　　　

昭和45年度事業費

　　　　

昭和46年度事業費見込額

その２

　

整備状況等

1 616億円

3 738億円(第３次計画分を含む)
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参考表（９）住宅建設５か年

一一

　　　　　　　　　　　　　　　　

第

　

１

　

期

　

５

　

か

　

年

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　

tl- ■ F数卜潅”％ド|

　

公的資金による住宅

　　　　　　

2 700 610

　　　

公営住宅（改良住宅を含む。）

　　　　　　　　

520

　　　　　　　　　

113

　　　

公

　

庫

　

住

　

宅
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2S2

　　　

公

　

団

　

住
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77
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バドぽ

設

　

住

　

宅

　　　　　　　　

二

　　　

二

＿合

　

_几_＿_･6 700　　旦

㈹ｌ

　

建設省調による。

　

２

　

第１期住宅建設５か年計画は、昭和41年７月29日、第２期住宅建設５か年

　

３

　

昭和46年度建設戸数（計画）の上段（

　

）書は、補正及び弾力条項適用等に
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計画(第１期および第２期)
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二

　　

ご

　　　

ヨ

　　

ご

　

よ

　

ご

　

二

万

　

劉

-･-一一----------‥--‥----‥-------

　

－

一一一

増

比
一
波

　　

４53

　

2 899

　

1 465

25 295

30112

－267－

　
　
　
　
　

″
０
タ
θ
０

　
　
　

Ｊ

　

”
゜
‘

額

て
″
４
糾

1
0
0

(単位

　

百万円・％)

増減率！

27.5

如､5

55.4

２３.6

25.3

較

乙．

19.1

16.2

　

5.２

２０.6

19.2

一一一一一一‥ - 一 一 － - 一 一

‥ 一 一

一 一 一

　

一 一 一

　

一一

’｜

- 一 一

一 一 一 一 一 一 一 一 一一 一 一一－ - 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
= = ＝ ＝ - - = = = べ

¬ 一 一 一 一 一 一 … - 一 一 一 一 一 一

一 一

一 一 一 一 一

一一

Ｊ

　

ｔ

｜

　　　　

’・”

　　　　　　　　

し心一一一

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

－

ｊ

ｉ

１

１

１

■㎜

－

１

１

｜



第60表消防施設整備費

　　　　　　

！

　

昭和39年度

　

昭和40年度

　　

昭和41年度

　　

ｇ゛|ｌ皿）奥ｔ
|

兼皿）ａ

ｖ

㈹

　

消防庁調による。

第61表火 災

　　

発

　　

生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総

　　

出

　　

火

　　

件

　　

数

　　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

件

　　　　

数

　　　　

指

　　　

数
_

　　　　　　　　　　

１

　　　　　

昭

　

和

　

34

　

年

　　　　　　　　　　

36 913　　　　　　j叩

　　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　

43 679　　　　　　118

　　　　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　　　

47 106　　　　　　　j認

　　　　　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　　　　

49 644　　　　　　　jμ

　　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　　　　　

50 478　　　　　　　27

　　　　　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　　　

49 020　　　　　　　j辞

　　　　　　　　　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　

54 157　　　　　　μ7

　　　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　　　　　　　　

48 057　　　　　　　jjθ

　　　　　　　　　　　

42

　　　　　　　　　　　　　　

54 506　　　　　　j詔

　　　　　　　　　　　

43

　　　　　　　　　　　　　　

53 654　　　　　　μ5

　　　　　　　　　　　

44

　　　　　　　　　　　　　　　　

56 797　　　　　　　jμ

　　　　　　　　　　　

45

　　　　　　　　　　　　　　　　

63 905　　　　　　　173

㈱

　

消防庁調により、暦年である。

― 268 －



補助金による整備状況
(単位

　

千円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

昭和42年度

　

ｉ

　

昭和43年度！

　

昭和44年度

　　

昭和45年度ｉ

　

数量）助制数量）ａ（数量）ｊ

Ｖ

Ｉ量）助（

‾‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　

i

　　　

774

　　

472 810　　　781　　555 750　　　915　　652 554　　1 0s5　　859 780 1

　　　

‾

　　　

‾

　　

‾

　　　

‾

　　

‾

　　　

‾

　　

‾

　　　

つ

　　　

ー

　　　　

‾

　　　

‾

　　　　

‾

　　　

‾

　　　　

‾

　　　

‾

　　　　

‾；

　　

1 775　　194 902　　1 812　　207 470　　1 941　　226 H6　　1 698　　239 060

　　　

30

　　　　

600

　　　

33

　　　　

660

　　　

－

　　　　

一一

　　　

－－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

1

　　　　

200

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　

｝

　

595

　　

66 807
｝　540　　61

427
＼　611　　71

812

1　　841　　108

200 ，

　　

103

　　

135 189　　1 165　　189 909　　　968　　165 820 ， 1 078 ｡ 222 800

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　

190

　　

30 000 1　30副　102 11ヤ

　　　　　　

870 308　　　　　　1 015 416　　　　　　1 146 302 1　　－ 1 1 531 950 j

　　　

30

　　

117 730　　　36　　145 400　　　50　　205 890
j　　54 1　215

060
1

　　　

46

　　

69 740　　　51　　72 550　　　52　　77 320 1　　66　　99 970

　　　

99

　　

61 500　　　31　　　19 600　　　40　　24 200 1　　30

1　　19

480

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　

-

　　　　

--

　　　　

1

　　

30000

　　　　

1

　　

22 000 i　　　4 ‘　　40000

　　　　

4

　　

40000

　　　　

5

　　

50000

　　　　

4

　　

60 000 I　　－!　　－’

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

4

　　　

8000
l　　　バ　　14

0001

　　　　　　　

288 970　　　　　317 550　　　　　397 410　　一i　437 010

　　　　　　

1 159 278　　　　　　1 332 966　　　　　　1 S43 712　　　－ 1 1 968 960

　　　

－

　　　　

一一

　　　　

5

　　

10 000　　　　6　　14 500　　　　5 1　　11 500

　　　

206

　　

49 990　　　219　　47 774　　　257　　44 456　　　215
1　　46

000

　　　　　　

1 209 268　　　　　1 390 740　　　　　1 602 668
1　　　」2

026 460

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

の

　　

状
(単位 百万円・人）

--一一一一一一一一一一一一一一一一

　

一一一一一一一一-

　　　　

総

　　　

損

　　　

害

　　　

額

　　　

！

　　　

死

　　　

傷

　　　

者

　　　

数
一一一一

　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

－

　

－一一

　　　

金

　　　　

額

　　

ｌ

　

ｍ

　　

・

　

ｌ人

　　　　

員

　　

Ｕtl‾'・

　　　　　　　　　

20 803　　　　　　　jθθ　　　　　　　　　8 592　　　　　　　jθθ

　　　　　　　　　

24 434　　　　　　　117　　　　　　　　　8 893　　　　　　　j叫

　　　　　　　　　

43 020　　　　　　　忿θ7　　　　　　　　　9 580　　　　　　　Ill

　　　　　　　　　

40 200　　　　　　　j∂j　　　　　　　　　9 471　　　　　　　jjθ

　　　　　　　　　

39 021　　　　　　　188　　　　　　　　　9 475　　　　　　　Uθ

　　　　　　　　　

52 909　　　　　　　忿54　　　　　　　　10 085　　　　　　　と7

　　　　　　　　　

51 203　　　　　　　忿4∂　　　　　　　　10 272　　　　　　　む9

　　　　　　　　　

48 865　　　　　　　2j5　　　　　　　　　9 321　　　　　　　jθS

　　　　　　　　　

53 295　　　　　　　25δ　　　　　　　　10 476　　　　　　　j2忿

　　　　　　　　　

54 252　　　　　　　2訂　　　　　　　　　9 967　　　　　　　jj∂

　　　　　　　　　

70 172　　　　　　お7　　　　　　　10 636　　　　　　jμ

　　　　　　　　　

83 387　　　　　　如j　　　　　　　H 321　　　　　　む2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-皿〃W・－ふｰ一匹･－
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第62表

　

警

　

察

　

費

　

の

　

状況

その１

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

＿＿＿
ｌ

　

区

　　　　

分

　

丿

　

昭和45年度

　

Ｉ

　

昭和44年度

　　　

比

　　　　　

‾‾iﾆ‾う

ピ

　

⊃純

　

計

　

．

に

計額

し

・

　

［ｕ弓醤
1

人

　

件

　

費∩22 882i S0.-4 265痢む.j 57 645 77j 釘.7　j74
霜．‰簒づ昌

　

劣詣四丿

　

湖

　

諮］
|

治
1

門呪事情判レ詔２禦

づ

ヤl詣|淵測銘

｜

　

合

　　　

計

　　

j 401 756リ00.0　327 0631　100･0 74 693 lo門　22.81　17.7

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

l

　

ｇ

　　

゛

　

に

　

ト１

に

ｔｇ

ﾄ

ｓ

　

（ｕ弓醤

1
国庫支出金i

　

11 4301　2.9　　9 667　　＆θ　　1763　　2.1f＼ 18.2　　1?ｊ
Ｐ％１リ|言だ8昌jj認器j:Ｌ忍

と望岱Ｖ劃ぷ淵凌Loぱぷ詣昌よg

〕

;:ドj::

.__･
失
．

　

計

　　

1 401 756J　100°0327 063　100.0　74 693　100.0　22.8　17.7

第64表

　

警

　　

察

　　

職

　　

員
一一一一一一一-一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

自治体警察職員または地方｜

　

区

　　　　

分

　　

地方警務官

，

　　　　

｜

　　　　　

警

　

察

　

別事

　

務

　

職

　

員

‾‾ぷ4

　

和

　

35

　

年

　

1

　　　　　　

280

　　　　　

126 816　　　　　　19 529

1

　　　　　　

36

　　　　

1

　　　　　　　

280

　　　　　　

129 482　　　　　　　19 833

，

　　　　　

37

　　　　　　　　　　　

280

　　　　　　

132 661　　　　　　　20 433

　　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　

300

　　　　　　

137 227　　　　　　　21 476

　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　

300

　　　　　　

141 901　　　　　　　21 736

　　　　　　　

40

　　　　　　　　　　　

300

　　　　　　

145 249　　　　　　　22 048

　　　　　　　

41

　　　　　　　　　　　

320

　　　　　　

150 320　　　　　　　22 571

1

　　　　

42

　　　　　

1

　　

340

　　　　　　

156 094　　　　　　　23 0％
1

　　　　　　

43

　　　　　　　　　　　

360

　　　　　　

160 646　　　　　　　23 707
1

　　　　　

44

　　　　　　　　　　

360

　　　　　

166 459　　　　　　24 069
1

　　　　　

45

　　　　　　　　　

370

　　　　　

172 204　　　　　　24 8001

　　　　　　

46

　　　　　　　　　　　

390

　　　　　　

176 573　　　　　　　26 982ニー-一一

　

－－

　　　　

一一－

　　

一一
㈱１

　

昭和35年は５月１日現在、昭和36～39年は５月31日現在、

　

２

　

地方警務官は警察庁調、その他は自治省調による。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－270－
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第63表

　

交通事故等発生の状況

　　

区

　　　

分

　　

ｉｎふｗ到川交通事故件数

＿＿＿_

　　

‥＿

　

｜

　

昭和25年

　　　　　　　　

8 618 1　　　　　　　33 212

　　　　

29

　　　　　　　　　　　　　　　

36 072　1　　　　　　　　　　　93 869

1

　　

31

　　　　　　　　

56 339 1 122 691
1

　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　　　

71 600　　　　　　　　　　　　146 833
1

　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

86 329　1 288 193
1

　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　　　

100 466　1　　　　　　　　　　371 763

　　　　

35

　　　　

1

　　　　　　　　　　　

H7 071　　　　　　　　　　　　449 9171

　　　　　

36

　　　

1

　　　　　　　　　　　

129 549　　　　　　　　　　　　493 693
1
1

　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　

137 6％　　　　　　　　　　479 825
1

　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　　　

180 327　　　　　　　　　　　　531 ％6

i

　　　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　

22４383　　　　　　　　　　　　557 183

　　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　

258 805　　　　　　　　　　　　S67 286

j

　　　　　

41

　　　　　　　　　　　　　　

２96804　　　　　　　　　　　　４2594４

　　　　

４２

　　　　　　　　　　　　　　

383 631　　　　　　　　　　　　521 4８1

1

　　　　　

43

　　　　　　　　　　　　　

5０8281　　　　　　　　　　　635 056

1

　　　　　

４４

　　　　　　　　　　　　　　

59４790　　　　　　　　　　　　720 88０

1

　　　　　

45

　　　　　　　　　　　　　　　　　

652 61４ i 718 080

㈱１

　

警察庁調により、暦年である。

　

２「業務上等過失致死傷害罪発生件数」の昭和31年以降の件数には、14歳未

　　

満の者の件数が除かれている。

　

３「交通事故件数」は、昭和40年までは、物損事故件数を含み、昭和41年以降

　　

は、人身にかかる事故の件数のみである。

数

-
警

　

察

　

の
ｰ
職

　

員

計

146 345

149315

153 094

158703

163 637

167 297

172891

179 190

184 353

190 528

197004

203 555

推

　　　

移

　　　　

公

　　　　

口
－‥一一‥-----

警

　　

察

　　

官

127 096

129 762

132 941

137 527

142 201

145 549

150 640

156 434

161 006

166 819

172 574

176 963

年は４月１日現在の職員数である。

－271

事

　

務

　

職

　

員

19 529

19 833

20 433

21 476

21 736

22 048

22 571

23 096

23 7０7

24 ０69

24 800

26 982

(単位

　

人)

計

計

　　　

－

　

146 625

　

149 595

　

153374

　

159 003

　

163 937

　

167597

　

173 211

　

179 530

　

184713

　

190888

　

197374

　

203 945

一一一一一

一一一一

　　　

一一一一－

　　　　　

－一一 _

　 　

_ _ 』

" ' ‾ ･

　 　 　 　 　 　 　 　 　

| - - ･ - - - ＝ ＝ - = - - = = = = = = = = ･ = ･ = = ･ ･ 〃 〒 ･ 〃 ･ ＝

-

一 一 一

｜

１

｜

「

ｉ

１

１

｜

－

ｊ
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その１

　

日的別内訳

第65表教 育 費

　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　　　　　

｜

　

゜（

　　　

゛臨
道府県｜市

　

BI

　

＼! ＼ m m m.

一一
小

　

学

　

校

　

費

　

584 129　　錨.∂　357 062　　砲J　933 821　　銘.j
中

　

学

　

校

　

費

　

340 290　　21^　　181 323　　鯉.θ　519 240　　釘Ｊ
高等学校費

　

400 531　邱j　33 943　J.∂　433 317　17.8
社会教育費

　

25 325　　j.∂　76 586　　∂j　98 846　幻
保健体育費

　

19 133　　j.忿　120 628　μ.θ　137 897　£7
大

　　

学

　　

費

　　

22 535　　j.4　　9 657　　Id　　32 137　　jJ
特殊学校費

　

38 827　　忿.4　　1 857　　θ,忿　40 580　j.7
幼

　

稚

　

園

　

費

　　　

426

　　

θ.θ

　　

29 454　　＆4　　29 690　　jJ
教育総務費

　

164 288　皿j　54 481　　心9　214 726　8.S

　

合

　　　　　

計

　　

1595484

　　

100.0

　

864 991　　100.0　2 440 255　　100.0 1

　　　

-

　　　　　　

一一一

　

その２

　

性質別内訳

一一

　　

-

　

一

　

一一

　　　　　　

｜

　　　

昭

　　

和

　　

45

　　　　

年

　

度

　　　

！1

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，一一一一--つ

　　　　　　

｜都道府県１市

　

町

　

村

　

純

　

計

　

額！

費
費
費
等
費
費
費
金
他

　

・
２
≪
轟
。

件
件
補
補
設
事
事
業
の

　
　

M
M
助
独
事

　

持
助
通
補
単
貼

　
　

合

人
物
維
扶
普

　
　
　

そ

1
4
9
6
6
0
5

　

8

2
0
7
6
2
6
6
一
8

8
2
6
7
9
8
0

　

0

3
6
４
8
8
1
7

　

３

４
５

　

２
4
４
０

　

１

Ｑ
Ｕ

　
　
　
　

１

　

１

１

1595 484

その３

　

財源内訳

区 分

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

都道府県支出金

使用料、手数料
分担金、負担金、寄
附金
地

　　　

方

　　　

債

その他特

一

　

般

　

財

　

合

　　

債

定財源

　

源

　

等

計

ｌ
ｆ

　

‐
‐
』
ｌ

0
０

100.0

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

486 389

　　　

－

　

26 935

　

2 596

　　

14 993

　　

35 805

1０28 766

1595484

　

３０ｊ

　　

－

　

1.７

　

０.２

　

ＯＪＩ

　

ｊ.忿

　

必.5

100.0

8
7
7
8
5
5
7
２
6

6
1
4
8
7
9
9
8
9

0
2
3
8
3
6
6
9
0

7
3
9
8
4
9
3

　

2

1
４
1
3
3
9
3

　

１

２
１

　
　

４
１
２

864 991

和

　　　

45

　

市

　　

町

　

69 751

　

16 792

　　

9 709

　　

9 269

150 860

　

41 131

567 479

864 991

272

ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ

琵
１
即
劣
？

100.0

村

年

>
-
^

O
i

1
-
ｓ

≫
-
Ｈ

Ｏ
Ｏ

t
-
J

*
-
H

＞
Ｈ

　

17.i

　

辰8

　

65£

100.0

1 560 889

　

199 421

　　

24 025

　　

60 430

　

573 690

　

241 382

　

332 308

　　　　　

－

　　

21 800

2 440255

　　

度

純

　　

計

　

556 139

　　　　　

－

　　

36 644

　　

10541

　

151 659

　　

77 155

1 608 Ｈ7

2440 255

初
犯
一
ぺ
一
一
一
一
い
一
ゼ
卵

t
o

Ｏ
!

>
-
H

100.0

額

-

22.8

Ｍ
Ｍ

ａ
紹

65.9

100.0

一一

Ｉ

　　　　　　　　　　

■

　　　　　　　　　　　　

｜

_ _ _

- = 皿 - - - ・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　

〃
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！
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｜
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の

昭

　

和

純

一

　

756 633

　

429 095

　

358 552

　

72 573

　

103 177

　

27 758

　

33 351

　

21 226

　

184 380

1 986 745

昭

純

和

1 322 189

　

164 071

　　

19 569

　　

49 585

　

413 127

　

190 788

　

222 339

　　　　

－

　　

18 203

1 986 745

昭

純

和

469 712

　　

36 540

　　

104U

　　

85 393

　　

58 970

1 325 718

1 986 745

状

度
額
年4
4
計

44

計

44

計

年

年

ず
ｆ
δ
θ
７
忿
４
７
ｊ
Ｊ
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以下第69表において同じ。
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１
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ｔ
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ｊ

　　　　　　　　

増

　

滅

　

率

　　

前年度増減率

　

71T BI #ﾄ゛ド゛り顛〕箭〕蓼1顛ずｻﾞ肪‾

　

217 063 訂j　298 106 13.6　56 627 12.8＼ 16^四.S却.θμM 16.7 16.1

　　

85 057

3lJ＼　H4

202　£忿　30 662　∂.ﾀ21.2＼ Z8^＼ 26.8 17.IA 23.2＼ 21.7

　　

75 966 10.9　129 307　5.∂　31 203　7.1＼ 22M 25M 2i.l 173 21.7＼ 19.9

　　

4 109　叙;　　15 884　θ.7　　2 556　0.6＼ 18.7　8.7＼ 16.1･巧.∂　1?Ｊμj

　　

35 847　5.名　113 770　5.忿　　2o 993　4j　瑠.θ　却.4!瑠ぷ卵j　15.5＼ 16A

　　

9 738　j.4　　23 257　1.1　　4 724　1.1　2∂j　j乱51　忿∂J　I6:i?　17.9　17£

　　

63 098　9j　101 408　4.∂　　22 863　5.忿　加.4　S3.8 22.5　認.θ　j∂Ｊ　却.7

　　　

－

　

－

　

224 056 10.2　48 127 10.9 21S　― 21.5 16.タ　ー16.9

　　

50 457　7.j　66 445　j.θ　15 792　3.6＼ 19丿25.2＼ 23.8 U.7 20.9 19.3

　

152 098 釘.∂卜07 856 50^　207 754 U7.l＼ 18.0 23J＼ 18^ U.1 18£ j4.sl

　

693 433 100.0 2 194 290 100.0　441 303 100.0　18.8 23.01 20.1　15.1　1＆8　16.2j
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(単位

　

円・％)

サヤ月１日.号令
…･__‥_

1

　

1

　　

ヵ0

　　

率

　

丿々・ｔ回
.

　

大都市）

　　

市佃

　

せ顛グト市半朧ずり市i回

　　

61 634　　53 760!　　43 197 lS.i UJS U.1 15.9＼123 12.1　瑠.j　μj

　　

78 803　　　70 5S7i 56 682 12.8＼ISAμ.2 U.1 12.1＼12.7＼13Jμ.2

　　　

－

　　　　　

－

!

　　　　

－

　

１３ｊ

　

－

　

－

　

― 12^　一　二　－

　　

64 473　　　49 64ﾘ39 221　9.8＼ 11.1＼U.ﾀU.2'. 9.S. I3A 12.9μｊ

　　　

‾
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‾
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（
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・
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749
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４

４
０

　

４

　

８

　

４

２

　

２

　
　

１
３

　

159

　　

－

　

212

　

549

　

824

1 183

1 961
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493

-

6S

Ｈ5

1 644

1 597

1 482

1 896

2 243

3 066
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第76表

　

地 方

　　

公 務

－

　　

一一一

　　

一

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

46

　

年

　

４

　

月

　

１

　

匹

　　

区

　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

総

　　　　

数

　

一

　

般

　

職

　

員

　　

346 186　　騨.9　573 178　　印.5　919 364　むｊ

　　

企

　

画・総

　

務

　　　

55 475　　　4.θ　　175925　　がj　　231 400　　加.4

　　

税

　　　　　

務

　　

28 364　　忿.θ　　56 364　　∂j　　84 728　　j.∂

　　

民

　　　　　

生

　　

37 224　　2.7　　115 658　　μ.θ　　152 882　　卵

　　

衛

　　　　　

生

　　

48 196　　j.5　　82 017　　加.θ　130 213　　5.∂

　　

労

　　　　　　

働

　　　

12 258　　　θ.∂　　10263　　　jJ　　22 521　　j.∂

　　

農

　

林

　

水

　

産

　　

80 366　　5.&　　43 119　　５.忿　123 485　　5.∂

　　

商

　　　　　　

工

　　　

12 583　　　θJ　　10 223　　　1.2　　22 806　　j.θ

　　

土

　　　　　

木

　　

71 720　　5j　　79 609　　乱∂　　151 329　　M

　

教育関係職員

　

828 312　卵.5　193 979　留.5　1 022 291　抵j

　　

教

　　　　　

員

　　

755 999　　54J　　28 951　　j.5　784 950　35.i

　　　

高

　

等

　

学

　

校

　　

155 154　　11.1　　H 399　　j.4　　166 553　　7.5

　　　

義

　

務

　

教

　

育

　　

591 382　　剱.5　　　　8　　θ.θ　591 390　26.７

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

9 463　　θ.7　　17 544　　む　　27 007　　M

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

72 313　　5.名　165 028　　加.θ　237 341　　扨.7

　

警

　

察

　

職

　

員

　　

203 555　　μ.∂　　　　－　　　－　203 555　　∂.忿

　　

警

　　

察

　　

官

　　

176 573　　犯，　　　　一　　　－　　176 573　　＆θ

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

26 982　　j.∂　　　　－　　　－　　26 982　　j.忿

　

消

　

防

　

職

　

員

　　

13 823　　j.θ　　57 956　　7.θ　　71 779　　j.忿

　　

合

　　　　　

計

　　　

1 391 876　　100.0　　825 113　　100.0 2 216 989　100.0
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区

　　　

分

　

|

職

　

員

　

数

　

|構成比|職員数|構成比|職員数

　

一

　

般

　

職

　

員

　　　　　

676

　　

即.∂

　　　　

854

　　

抵S

　　　　

882

　　

民

　

生

　

部

　

門

　　　　　

85

　　

瓦θ

　　　　

130

　　

U

　　　　

140

　　

衛

　

生

　

部

　

門

　　　　　

74

　　

4J 118　　　ぶ.∂　　　　　123

　　

労

　

働

　

部

　

門

　　　　　

18

　　　

j.θ

　　　　　　

24

　　　

la

　　　　　

23

　　

土

　

木

　

部

　

門

　　　　　

107

　　

Q

　　　　

140

　　

∂.7

　　　　

146

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

392

　　

留.θ

　　　　

４４３

　　

幻.忿

　　　　

450

　

教

　

育

　

職

　

員

　　　　　

842

　　

卯.4

　　　　

987

　　

拡忿

　　　

1 002

　　

義務教育教員

　　　　

572

　　

甜.5

　　　　

580

　　

t7.7

　　　　

584

　　

高等学校教員

　　　　

104

　　

∂.j

　　　　

162

　　　

7.7

　　　　　

165

　　

学校給食職員

　　　　　

29

　　

j.7

　　　　

43

　　

忿j

　　　　

43

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

137

　　

む

　　　　

202

　　　

ﾀ.7

　　　　　

210

　

警

　

察

　

職

　

員

　　　　　

149

　　

＆7

　　　　

191

　　

む

　　　　

197

　　

警

　　

察

　　

官

　　　　　

129

　　

7.∂

　　　　

166

　　

7.∂

　　　　

172

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

20

　　

1.1

　　　　　

24

　　

1.1

　　　　

25

　

消

　

防

　

職

　

員

　　　　　

39

　　　

忿J

　　　　　　　

61

　　　　

忿.9

　　　　　　

66

　　

合

　　　　　

計

　　　　　　

1706

　　

100.0

　　　　

2093

　　

100.0
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数
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一一一一一一……-…

況

(単位

　

人・％)

(単位

　

千人・％)

１日現在

　

1

　

46年４月１日現在

　

｜

　　　　

指

　　　　　　　　　

数

構成川職員

　

（構成川賢靉|腎付博門十謂靉

　　　

幻j

l　　　　　919　　　幻.5　　　　jθθ　　　　j忿∂　　　　jjθ　　　　jJ∂

　　　　

∂.5

　　　　　　

153

　　　　

＆∂

　　　　

jθθ

　　　　

j£

　　　　

5.7

　　　　　　

130

　　　　

5.９×　　　100 N　　　160 X，　　１６６×　　　176

　　　　

1.1

　　　　　　

23

　　　　

ムθ

　　　

j卯

　　　

瑠引

　　　

丿留

　　　

丿忿∂

　　　　

6.8

　　　　　　

151

　　　　

＆S

　　　　

初θ

　　　

131 I　　j渥　　　μj

　　　

幻.θ

　　　　　　　

462

　　　　

釦.∂

　　　

j卯

　　　

丿μl

　　

j巧

　　　

丿認

　　　

砧.7

　　　　　

1 022　　　訪丿　　　　加θ　　　　117 l　　　j四　　　　丿叙

　　　

27.2

　　　　　

591

　　　

部.7

　　　

却θ

　　　

加ji

　　　

j朗

　　　

丿昭

　　　　

7.7

　　　　　　

167

　　　　

7.5

　　　　

却θ

　　　　

μ∂

　　　　

j卯

　　　　

丿釘

　　　　

忿.θ

　　　　　　

50

　　　　

口j

　　　　

j卯

　　　　

丿砲

　　　　

丿砲

　　　　

j7名

　　　　

∂j

　　　　　　

214

　　　　

∂.∂

　　　　

j卯

　　　　

μ7

1

　　　

153

　　　　

j5∂

　　　　

∂.忿

　　　　　　

204

　　　　

∂.忿

　　　　

jθθ

　　　　

128 I　　jj忿　　　　137

　　　　

＆θ

　　　　　　

177

　　　　

＆θ

　　　

j卯

　　　

丿四l

　　　

jお

　　　　

万7

　　　　

j.巳

　　　　　　

27

　　　　

j.忿

　　　

丿卯

　　　

丿政バ

　　　

丿認

　　　

丿訂

　　　　

3.1

　　　　　　

72

　　　　

J.忿

　　　

丿卯

　　　

156 !　　　丿印　　　丿舒

　　

100.0

　　　　　

2 217　　　100.0　　　100　　　　123 ，　　126　　　　130

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
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＿．___＿＿

　　　　

昭

　

和

　

45

　

年

　

４

　

月

　

１

　

日

　

現在

　　　　

｜

　　

比

　　　　　　

較

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

　

都道府県

　

｜市回I

　

（・

　　

数）

　　

（四囲詰肇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＿_

　　

336 520　騨.7　546 084　印.∂　882 604　訂.j 36 760　碧.　4.忿　ｊ.4

　　

52 665　　∂.9　　168 924　辺.5　　221 589　扨J　98H　μj　　4.4　　jJ

　　

27 843　忿.θ　　56 302　7J　　84 145　j.∂　583　θ.7　θ.　θ.5

　　

34 302　2.5　105 861　13^　140 163　＆5 12719　瑠.2　ﾀ.j　7.S

　　

46 154　　J.4　　77 220　　∂.S　　123 374　　5.7　6 839　　ﾀ.∂　　5.5　　4.7

　　

12 333　　θ.∂　　10 586　　jj　　22 919　　7Jk　398k　θ.5乙　1.7＼^　3J

　　

80 225　　5.ﾀ　　42 230　　5.4　　122 455　　5.7　1030　　j.5　　θＪ・θj

　　

12 235　　θ.∂　　　9 984　　jj　　22 219　　j.θ　587　　θｊ　　名.∂　　忿J

　　

70 763　　5.忿　　74 977　　ﾀ.∂　　145 740　　∂j　5 589　　＆θ　　ｊＪ　　４.忿

　　

815 824　卯.∂　　186 051　留.7　1 001 875　砧.7 20 416　四丿　　口.θ　　j.5

　　

746 120　5i.8　　27 787　J.5　773 907　36.0 11 043　巧.∂　j.4　1.1

　　

153 417　11^　　11 259　　ム4　　164 676　　7.7　1 877　　ゑ　　1.1　　lA

　　

583 936　U2.9　　　　－　　－　　583 936　忿7.忿　7 454　加.　13　　θj

　　　

8 767　　θ.∂　　16 528　　2.j　　25 295　　j.忿　1 712　　忿.4　　∂.S　　5.7

　　

69 704　　5.j　　158 264　即.忿　　227 968　却.δ　9 373　μ.4　　4j　　j.θ

　　

197 004　μ.4　　　　－　　－　　197 004　　9.2　6 551　　£4　　JJ　　j.4

　　

172 204　12.6　　　　－　　－　　172 204　　＆θ　4 369　　∂Ｊ　　忿.5　　j.5

　　

24 800　　1.8　　　　－　　－　　24 800　　j.巳　2 182　　3.1　　∂.∂　　Ｊ.θ

　　

13 022　　j.θ　　52 725　　∂.7　　65 747　　3.1　6 032　　＆　　9.忿　　７.忿

　

1 362 370　100.0　784 860　100.0　2 147 230　100.0 69 759 100.0　3.3　2.6
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第77表

　

物 件 費

一一一

　　

--

　

．

　

√

一一
昭

　　　

和

　　　

45

　　　

年

　　　

度

　　　　　　

｜都道府県｜市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額

賃

　　　　　　

金

　　

7 861　　μ　　20 142　　5J　　28 003　　4.5

旅

　　　　　　

費

1

　

5441

ﾔ

　

留.5

　　

25 966　　∂.7　　8o 379　　忽9

交

　　

際

　　

費!

　　

丿ｏﾘ

　　

θ.5

　　　

7 883　　　忿.θ　　　8988　　　IS

備品購入費

　

23 048 ’ 10.0　67 644　17M　90 692　瓦∂
：

　

；

　

：

　

ニ

　

コ器

　

なヤニ

　

こ

そ

　　　

の

　　

他

　　

41 245　　17£　　79 820　　即.5　121 065　　i5.5

＿･_旦._

　　　

計

　　

231 502　100.0　389 272　　100.0　620 774　100.0

第78表

　

維 持

　　

補 修

一一一一一

　　

一一一一

　

ｇ

　　

゛

ﾚ

ｉｊ

ｊ

（

≒

　

Jj

）

≒

　

・

　

土

　　

木

　　

費

　　

53 580　　9.5　　54 500　　む.∂　108080　　693

　

道路橋りよ５費

　　

40 698　　　卯.4　　44 604　　卯.4　　85 302　　5k7

　

河川海岸費

　　

4 284　　∂.4　　2 192　　忿J　　6 476　　4.忍

　

住

　　

宅

　　

費

　　

5 537　　＆忿　　4 488　　5.j　　10 025　　∂.4

　

そ

　　

の

　　

他

　　

3 061　　4.5　　3 216　　＆∂　　6 277　　4.θ

　

教

　　

育

　　

費

　　

4 679　　∂.ﾀ　　19 347　　乱∂　　24 025　　jμ

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　

一

　　

一

　　

10418

　　　

11^

　　

10 418　　＆7

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　

l

　　

θ.θ

　　

6 188 7.θ　　　6189　　　4.θ

　

高等学校費

　　

2 791　　む　　317　　叫　　3 108　　邸

　

そ

　　

の

　　

他

　　

1 887　　島S　　2 424　　2.7　　4 310　　ジ

　

総

　　　

務

　　　

費

　　　

4 547　　　∂.∂　　　492S　　　5.∂　　　9472　　　＆j

　

衛

　　　

生

　　　

費

　　　

690

　　　

j.θ

　　　

4 753　　　5.4　　　5 443　　　j.5

　

保

　

健

　

所

　

費

　　　

113

　　

θ.忿

　　　

69

　　

θ.j

　　　

183

　　

θ.j

　

清

　　

掃

　　

費

　　　

398

　　

θ.∂

　　

4 145　　4.7　　4 543　　2.9

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

179

　　

θ.忿

　　　

539

　　

θ.∂

　　　

717

　　

θ.5

　

農林水産業費

　　

1 320　　£θ　　1 920　　む　　3 240　　む

　

農

　　

業

　　

費

　　　

169

　　

θJ

　　　

136

　　

θj

　　　

305

　　

M

　

農

　　

地

　　

費

　　　

172

　　

θ,S

　　

1 212　　j.4　　1 384　　θ.∂

　

林

　　

業

　　

費

　　　

370

　　

θ.5

　　　

395

　　

M

　　　

765

　　

M

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

551

　　

θ.S

　　　

88

　　

θj

　　　

639

　　

μ

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

58

　　

θ,j

　　　　

89

　　

θj

　　　

147

　　

θｊ

　

消

　　

防

　　

費

　　　

221

　　

θJ

　　

1 092　　j.忿　　1 312　　M

　

警

　　　

察

　　　

費

　　　

1 814　　　忿.7　　　　－　　　－　　　1 814　　　jJ

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

556
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81 511　　　4.忿　　29 009　　j.7　　99 962　　忿丿

　

都市計画費I 175 850　　9.θ 254 412　　　15.6　　414887　　12.2

　

住

　　

宅

　　

費

1

　

170 835　　＆∂　130 035　　＆θ　297 994　　M

　

そ

　　

の

　　

他1

　

13 955　　θ.7　　6 692　　θ.4　　19 750　　0.７

　

農林水産業費1

　

428 941　　認.θ　188 476　と.5　525 366　巧.5

　

農

　　

業

　　

費

　　

55 660　　＆∂　　44 082　　忿.7　　61 068　　M

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　

14 783　　θ.∂　　7％3　　θ.5　　19 051　　θ.∂

　

農

　　

地

　　

費

　

224 724　　む.5　　81 185　　J.θ　280 668　　∂ｊ

　

林

　　

業

　　

費

　　

92 872 4.∂　　36 599　　　忿.忿　　113 210　　jj

　

水

　

産

　

業

　

費

　　

40 903　　む　　18 646　　1.1　　51 369　　M

　

教

　　

育

　　

費

　　

148 926　　7.7　434 375　　加.∂　573 690　皿9

　

小

　

学

　

校

　

費

　　

5 193　　θj　232 764　　μj　232 824　　Q

　

中

　

学

　

校

　

費

　　

1 376　　θj　　109 305　　∂.7　109 306　　JJ

　

高等学校費

　

98 640　　M　　7％9　　θ.5　105 992　む

　

社会教育費

　

13 395　　θ.7　32 361　　名.θ　44 414　u

　

そ

　　

の

　　

他

　　

30 322　　j.5　　51 976　　む　　81 154　　μ

総

　　

務

　　

費

　　

53017

　　

忿.7

　　

88 725　　μ　135 020　　4.θ

衛

　　

生

　　

費

　　

33 312　　j,7　　69 515　　4J　　98 412　　M

　

清

　　

掃

　　

費

　　

7 061　　θ.4　　53 636　　& 9　　59 730　　jj

　

そ

　　

の

　　

他

　　

26 251　　jj　　15 879　　j.θ　　38 682　　j.θ

民

　　

生

　　

費

　　

33 051　　j.7　　65 062　　4.θ　　91 490　　忿.7

　

社会福祉費

　

12 240　　θ.∂　19 322　　1 9　28 201　θｊ

　

老人福祉費

　　

7 068　　θ.4　　8 107　　θ.5　14 182　M

　

児童福祉費

　

13 350　　θ.7　37 005　　忿j　48 174　μ

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

393

　　

θ.∂

　　　

628

　　

θ.θ

　　

・933

　　

θ.j

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

74 520　　S.∂　　64 474　　4.θ　136 408　　4.θ

　

合

　　　　　　

計

　

1 948 209　　100.0　1 632 251　　100.0　3 398 753　100.0
1
-・－－－－－

　

匹－

　　　　　　

．.,〃
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業

　　

費 の

　　

状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

一一一一一一一一一一一一一一一一一……-

　

-

　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較

　

昭和44年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　

前年度増減率

　

純

　　

計

　　

額

　

増

　　

減

　　

[

鱗ぼ門Ｈ

]

顛|紗）計

　

1 465 780　55.1　　372 587　邱.∂　24j　刀.5　5.4　仔.4　汐丿　即.j

　

580 237　幻.S　　165 721　麗J　23A　銘.9　認.δ　16.0　口7j　却.7

　

212 8H　　＆θ　　47 00S　　∂.4　辺Ｊ　四.9　麗ｊ　μ.9- 31.0　15.7

　　

85 444　　J.2　　14518　　2.θ　Ｊ.7　　5.7　17.0　17.5　jJ.θ　17M

　

367 220　む.∂　　47 667　　∂.5　　＆∂　17.2　む.θ　おＪ　口瓦∂　四.7

　

207 011　　7.∂　　90 983　12^　卵丿　釦.4　μ.θ　糾.S　お.2　認.∂

　　

13 058　　θ.5　　　6 692　　θ.∂　幻.J　甜.7　訂.2　17.!t　四.5　　却.4

　

434 050　μJ　　91 316　12.1*　四.9　瑠.j　21.0　μＪ　留丿　　瑠.S

　　

60 009　　2.J　　　1 059　　θ.j　　1.^　乙4.口　　jj　　9.7　j口.&　　召.∂

　　

16 240　　θぶ　　　28H　　θ.4　17.5　召j　i7.5　15.2　巧.θ　　即.忿

　

222 H2　　＆J　　58 556　　S.θ　25.3　32.0　郎.4　j乙7　釦.θ　　麗.2

　　

94 559　　3.6　　18 651　　忿.5　詔.7　習丿　却.7　お.∂　部.θ　I6.S

　　

41 131　　IS　　10 238　　j.4　巧.j　認.θ　2L9　n.5　釦.ﾀ　む.2

　

413 127　μ.5　　160 563　釘.∂　32,3　訂.ﾀ　詔.9　5.∂　四Ｊ　認.5

　

168 480　　∂j　　64 344　　S.7　句.5　詔了　認丿　四.2　おｊ　　おj

　　

77 674　　2.9　　31 632　　4J　即.∂　如.ﾀ　如.7　詔.θ　２.5　沼.7

　　

82 209　　∂.j　　23 783　　J.口　釦.2　加丿　認.9　22.6　μ.ﾀ　認.ﾀ

　　

28 275　　1.1　　16 139　　2.口　砧ｊ　63.1　５７ｊ　61.6　卯.j　辰.θ

　　

56 490　　忿.j　　24 664　　J.4　お.4　卯.5　な.7　お.δ　部.j　邸j

　　

111 670　　4.2　　23 350　　J.２　　ﾀ.Ｊ　認.ﾀ　加.ﾀ　釦J　17.1　四.忿

　　

66 621　　2.5　　31 791　　4.J　おｊ　訂.∂　訂.7　　∂.4　部.θ　加.j

　　

43 366　　ム∂　　16 364　　2.忿　砲.２　錨J　37.7　4£9　認j　16.1t

　　

23 255　　θ.9　　15 427　　2j　ﾀ7.5　錨.5　邸Ｊ　瑠.θ　幻j　27.7

　　

62 004　　2.J　　29 486　　4.θ　如丿　又.7　47ぶ　む.4　巧.∂　麗.7

　　

19417

　　

θ.7

　　　

8 784　　j.２　涯.&　屁.5　訪.忿　37.1　心気4　- -4.2

　　

7 869　　θ.j　　　6 313　　θ.ﾀ　邸.7　73.0　卯.2　醍.θ　砲.∂　　訂.θ

　　

33 866　　1£　　14 308　　y.ﾀ　郭.4　訂.7　剱.忿　む.7　友λ∂　　砲.θ

　　　

852

　　

θ.θ

　　　　

81

　　

θ.θ

　　

J.4

　

釦.S

　　

!?.5

　

心＆S･巧.θ･認J

　

109 200　　4.7　　27 208　　＆7　即.S　即.δ　糾.9　麗.7　部.∂　糾.5

　

2 662 452　100.0　　736 301　100.0　24.6　30.7　27.7　17.4　26.0　　21.3
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第82表普通建設事業費中

ｇ

　　

√

　

昭

　　　　

和

　　　　

45

　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　

ｉ

　

都道府県｜

　

市

　

町

　

村|純

　

計

　

額

土

　　

木

　　

費

　

739 814 ∂瓦7　　289 403　　μ.7　I 028 462　　紹丿

　　

道路橋りょう費

　　

271 460　　留.θ　　35 715　　　5.5　　307 056　　17A

う

　

河川海岸費

　

177 341　　15.0　　　3 124　　　θ.5　　180314 jθＪ

ち

|

都市計画費

　

117 720　　10.0 132 179　　加.4　　249 551　　μＪ

　　

住

　

宅

　

費

　

119 553　　却j　103 024　　i5.9　222 516　犯∂

農林水産業費

　

358 286　釦.4　99 972　jμ　396 978　認Ｊ

　　

農

　

業

　

費

　　

37 471　　＆忿　　29 700　　4.∂　　36 229　　む

う

　

農

　

地

　

費

　

200 810　　17.0　33 970　　5.忿　222 343　毘∂

ち

|

林

　　

業

　　

費

　　

77 463　　　∂･り　　19429　　　j.∂　　85 120　　4j

　

水産業費

　

32 245 忿.71　　11921　　　1£　　41 037　　忿丿

教

　　

育

　　

費

　

41 860　　jJ

1　199

695　jθj　241 382　征7

　

小学校費

　　

271

　　

0.0 I 113 493　　17^ ・　113649　　∂.4

り中学校費

　　

91

　　

θ.θ

　　

50 297　　　7J　　50 351　　忿.9

　

高等学校費

　　

31 171　　忿,∂　　2 128　　θJ　　33 299　　jj
ち

|

社会教育費

　　

2 650　　　θJ　　15 809　　　忿.4　　18 457　　j.θ

　

保健体育費

　　

1 176　　θj　　13 254　　忿.θ　　14 430　　0.８

衛

　　

生

　　

費

　　

6 459　　θ.5　　25 026　　j.∂　　30 732　　j.7

　

うち清掃費

　　　

1

　　

θ.θ

　

22 119　　μ 22 120 u

そ

　　

の

　　

他

　　

33 405　　忿.∂　　33 728　　5.忿　　64 989　　∂.7

　

合

　　　　

計

　

1 179 824　100.0 1　647 824　100.0　1 762 543　100.0

第83表普通建設事業費中の

　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

45

　　　　　

年

　　　　

度
区

　　　　　　

分

　　

都道府県｜市

　

町

　

村|純

　

計

　

額

農林水産業費

　　

88％

　　

∂j

　　　

99

　　

j.忿

　　

8 995　7.7

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

28

　　　

θ.θ

　　　　

－

　　　

－

　　　　　

28

　　　

θ.θ

　

農

　　

地

　　

費

　　

7 868　　7J　　　　65　　θ.∂　　7 933　　∂.7

　

林

　　

業

　　

費

　　　

798

　　

θ.7

　　　

33

　　

θ.4

　　　

831

　　

θ.7

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

201

　　　　

θＪ

　　　　　

２

　　　

θ.θ

　　　　

203

　　

θＪ
土

　　

木

　　

費

　

100 704　　釘J　　7 854　　紹j　108 558　邱丿

　

道路橋りょう費

　　

53 638 砲.1?　　3 300　　むJ　　56 938　砲丿

　

河川海岸費

　

28 973　邱.4　　　2　　θ.θ　28 975　騨.∂

　

港

　　

湾

　　

費

　　

17 451　　j5.!?　　3 917　　4M　　21 368　　18j

　

都市計画費

　　　

－

　　

－

　　

535

　　

∂.7

　　

535

　

M

　

空

　　

港

　　

費

　　　

642

　　

θ.∂

　　　

100

　　

1£

　　　

742

　　

∂.∂

　

合

　　　　　

計

　　　

109 600　　100.0　　　7 953　　100.0　　1 17 553　100.0
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の補助事業費の状況

4
4
計

和昭
純

　

875 019

　

262 691

　

150 782

　

237 535

　

164 421

　

333 950

　　

39 818

　

178 286

　　

71 857

　　

34 137

　

190 788

　　

87 800

　　

４3 516

　　

29 318

　　

10 515

　　

n 809

　　

23 ４62

　　

18 237

　　

50 885

1474104

年 度
額
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ｔ
＾
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j
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5
'
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>
ｏ
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乱
７
　
＆
＆
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£
乙
乙
瓦
忿
乙
＆
＆
ゑ
＆
θ
£
£
＆
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よ
ｊ
ｙ
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忿

　
　

ｊ

　
　
　
　

ｊ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

増

比

153 443

　

44 365

　

29 532

　

12 016

　

58 095

　

63 028

　　

3 589

　

44 057

　

13 263

　　

6 900

　

50 59４

　

25 8４9

　　

6 835

　　

3 981

　　

7 942

　　

2 621

　　

7 270

　　

3 883

　

1４ 104

288439

国直轄事業負担金の状況

4
4
計

和昭
純

　

7 808

　　　　

8

　

6 97０

　　

686

　　

145

83 023

43 491

21 956

16 379

　　

653
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90 831

年 度
額
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7
7
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忿
θ
７
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＠
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C
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１
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4 989
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滅
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第84表普通建設事業費中

　　　　　

一一一一－

　

ｇ

　　

タ

j

ｓ道

ぷ

（

≒

　

Ｊ

　

ド

）

ｊも

Tii｀‾

土

　　

木

　　

費

　

335 924　　又.θ　392 923　　UZ.1　701 347　　訪.忿

　　

道路橋りょう費

　　

168 880　　器∂　　222 516　　留.ﾀ　　381 964　　訟2う

　

河川海岸費

　

33 998　　　5.忿　　18 717　　　忿.θ　　50 528　　　jJ

　

|

都市計画費

　　

58 130　　＆S　115 202　　jね　164 801　　皿∂ち

　

住

　

宅

　

費

　　

51 282　　7.∂　　26 999　　忿.∂　　75 478　　5.θ

農林水産業費

　

61 759　　μ　　77 496　　8.S　119 394　　り

　　

農

　

業

　

費

　　

18 189　　忿.∂　　13 797　　j.5　　24 839　　1∂り

　

農

　

地

　

費

　　

16 046　　2.4　　40 934　　U　　50 392　　SJ

　

|

林

　　

業

　　

費

　　

14611

　　　

2.忿

　　

15 827　　　j.7　　27 260　　　j.∂ち

　

水

　

産

　

業

　

費

　　

8 457　　1.3　　4 074　　θ.4　　10 129　　θ.7

教

　　

育

　　

費

　

107 065　　琵.j　233 697　　巧.j　332 308　　21.9

　　

小学校費

　

4 923　　θ.7　119 144　j忿j　1 19 176　M
う中学校費

　　

1 285　　　　θ.忿　　58953　　　∂J　　58 956　　　j.9

　　

高等学校費

　

67 468　m2　　5 268　　θ.∂　72 692　　4j
ち

|

社会教育費

　　

1o 745　　j.∂　　16510　　j.&　　25 956　　j.7

　　

保健体育費

　　

6817

　　

j.θ

　　

21 755　　忿.J　　27 928　　1£

衛

　　

生

　　

費

　　

26 853　　幻　　44 449　　4j　　67 680　　4.5

　

うち清掃費

　　

7 060　　1.1　31 517　　ね　37 610　　2j

そ

　　　

の

　　

他

　

127 184　　却.j　184 047　　却.7　297 927　　四.∂

　

合

　　　　

計

　　

658785

　

100.0

　

932 612　100.0　1 518 656　100.0

　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　

--一一

その１

　

性質別内訳

第85表

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

区

　

∩

　

Ｆ

　

和

　

二√

　

年

　

謐

。ａ事。。

　

1まﾄﾞご|

　

≒ご

　

こ!1ご

　

jし

:ニ;こ:ニ：ヤプツごド:

県営事業負担金

　　　

－

　　

－
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1.5

　　　　

－

　　　

一

合

　　　　

計

　　

112179

　

100.0

　　

54971　　100.0　147944　100.0
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の単独事業費の状況

度
額
年封
計
和昭
純

507 738

274 057

　

40 073

129 032

　

42 589

　

92 292

　

20 191

　

36 856

　

22 016
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田I

　

村｜純
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－

　　　

277

　　

θJ

　　　　

277

　　

θｊ

　　

簡易水道事業

　　　

2

　　

θ.θ

　　

3 521　　忿.4　　3 523　　1£

法港湾整備事業

　　

5 156　　4.j　　543　　θ.4　　5 699　　む
悲

　

市

　

場

　

事

　

業

　　　　

４

　　

θ.θ

　　

2 368　　j.∂　　　2 372　　卿
用

　

と

　

畜

　

場

　

事

　

業

　　　

20

　　

θ.θ

　　

1 552　　1.1　　　1 572　　∂.∂
な

　

観光施設事業

　　

1 707　　jj　　2 288　　j.∂　　3 995　　jj
営

　

住宅用地造成事業

　　

2 174　　j.7　　5 089　　j.5　　7 263　　乙7
羞工業用地造成事業

　　　

255

　　　

θ.口

　　　

205

　　

θ.j

　　　　

460

　　

θｊ

会公共下水道事業

　　

2 721　　2j　38 013　訂.∂　　40 734　j4j
計

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

855

　　

θ.7

　　　

一

　　

－

　　　

855

　　

θｊ

　　

小

　　　　

計

　　

12 892 jθj　　53 855 j∂.∂　　　66747 糾.4

国民健康保険事業会計

　　　

－

　　

－

　　

17 519　U.∂　　17 519　　＆4

その他の事業会計

　　

4 098

1　3.2　3

498　　2.41　75961　M

　　

合

　　　　　

計

　　

126 695
j
100.0
1
147167 100.0

1　273
862

1　100.0
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対する繰出しの状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)
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一一一一一一一一一一一一

昭

　

和

　

４４

　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

合

　　　　

計

　　　　

額

　　　

増

　　　

減

　　　

額

　　

）・率嘔訟肇

　　　　

15 896　　　　7.4　　　　　　I 650　　　　2jl　　　却.4　　　　認.7

　　　　

5 905　　　　忿.7　　　　　　1 052　　　　1.8　　　　17.8　　　　貧.∂

　　　

32 575　　　　晋.j　　　　　　6 277　　　　扨.7　　　　却Ｊ　　　　卯.∂

　　　　　

263

　　　　

∂ｊ

　　　

乙

　　　

84

　　

4

　

θ.j

　　

－

　

訂ｊ

　　　　　

∂.∂

　　　　　

220

　　　　　

θj

　　　　　　　

27

　　　　

θ.θ

　　　　

12^

　　　　

錨.∂

　　　　　

191

　　　　　

θj

　　　　　　　

89

　　　　　

θ.2

　　　　

訪.∂

　　　　

匈.4

　　　　　

802

　　　　　

θ.4

　　　

，

　　　

39

　　

－

　

θ.j

　　

，

　

4.ﾀ

　　

，

　

腔.5

　　　

39 990　　　　認.∂　　　　　14 822　　　　訂Ｊ　　　訂.j　　　　む.5

　　　　

1 155　　　　θ.5　　　　　　330　　　　θ.∂　　　　鉛.∂　　　皆増

　　　　　

218

　　　　

∂.j

　　　

，

　　　

2

　　

乙

　

θ.θ

　　

，

　

θ.∂

　　　　

皆増

　　　　

丿55

　　　　

θ.5

　　　　　　

483

　　　　

θ.∂

　　　　

4M

　　　

皆増

　　　　

1 469　　　　　θ.7　　　　　　2 009　　　　J.4　　　1363

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀χ　　１５６､8

　　　　

3 732　　　　エ7　　　　　　2 283　　　　3.9　　　　む.忿

　　　　

37 155　　　　17^　　　　　L1 823　　　　釦.2　　　　訂.∂　　　　麗.j

　　　　　

180

　　　　

θj

　　　　　　

375

　　　　

θ.∂

　　　

2昭Ｊ

　　

－

　

μ.忿

　　　

140 909　　　　65.5　　　　　41 091　　　　7θ.j　　　　2ﾀ.2　　　　訂.5

　　　　　

186

　　　　

θ.j

　　　　　　

91

　　　　

θＪ

　　　

砲.∂

　　

乙

　

j.δ

　　　　

2 662　　　　j.忿　　　　　861　　　　j.5　　　認.J　　　μ.忿

　　　　

5 584　　　　2.∂　　　　　　115　　　　θ.2　　　　2.j　　　　4.θ

　　　　

2 193　　　　j.θ　　　　　　179　　　　θ.J　　　　S.2　　　皆増

　　　　

1 298　　　　θ.∂　　　　　　ｒ4　　　　θ.J　　　　釘.j　　　　皆増

　　　　

2 821　　　　jj　　　　　口74　　　　2.り　　　　払∂　　　皆増

　　　　

8719

　　　　

4j

　　　

－

　　

1 456　　－　2.J　　－　j∂.7｝　∂2j

　　　　

1 363　　　　θ.∂　　　乙　　903　　･･　j.5　　－　邸j

　　　

28 924　　　　む.4　　　　　11 810　　　　即丿　　　　初.∂　　　　認.4

　　　　　

166

　　　　

θ.j

　　　　　　　

689

　　　　

j.忿

　　　

U15.1

　　

，

　

97.0

　　　

53 912　　　　25.0　　　　　12 835　　　　21.9　　　　忿J.∂　　　　28.1

　　　

14 465　　　　　∂.7　　　　　　3 054　　　　瓦2　　　　叙.j　　　　11.0

　　　　

5 982

1　　　　巳jl　　　　　16141　　　　口.∂　　　　27.0　　　侭.4

　　　

215 268

1　　100.0 1　　　　58

594

1　　100.0 1　　　27.2 1　　　29.5
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性質別内訳

第93表

　

公 債 費

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

地方債元利償還金

1

　

173 673　　卯,θ　198 347　　弱.5　360 676　　夙∂

　

元

　　　　　

金

　

103 158　　卵.∂　　109 154　　5む　204 413　　55^

　

利

　　　　　

子

　　

70 515 初.口　　89 194 お.4　　156 263　　砲丿

一時借入金利子

　　

! 821　　　　j.θ　　　7143　　　j.ぶ　　　8964　　　忿.4

　

合

　　　　

計

　　

175494

　

100.0

　

205 490　100.0　369 640　100.0
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町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

国庫支出金

　　

1 846　　　1.1　　　　934　　　∂.5　　　2862 θ.S

使用料、手数料

　　

5 556　　J.2　　11 441　　5.∂　　17 024　　4.∂

その他特定財源

　　

21 095　　犯θ　　11 936　　5j　　32 734　　＆∂

一般財源等

　

146 997　辞j　181 179　甜.忿　317 020　∂Ｍ

　

合

　　　　

計

　　

175494

　

100.0

　

205 490　100.0　369 640　100.0
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計
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額 増

　

０
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1
1
1
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2
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７

　
　
　

０
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Ｓ
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一
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４

　
　

５

　
　

＆

　
　
　

０
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０
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況

比

一
派

11 405
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15 ０60
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54 542
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額

o
≫

O

≪

<
^
’
.
　
　
　
０
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７

　
　

７
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０
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Ｓ
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１

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

79.9

28.７

８５.２

１７λ

17.3

1辰５

３７.9

２

　
　

Ｊ

Ｏ
Ｏ

'
>
５

5.1

　　

昭
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44

　

年

　

度

　　

｜

　　　　　

比
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純

　　　

計

　　　

額

　　

）･
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ｇ

　

）

　

ｓ率順善肇

　　　

307 386　　　　侭.∂!　　53 290　　　　卯.7　　　　17 S　　　　5.忿

　　　

170 064　　　　辰.θ　　　34 349　　　　63.0　　　　2り.2　　　　θ.ﾀ

　　　

137 322　　　　豺.∂　　　18 941　　　　討.7　　　　13^　　　　11.1

　　　　

7 712　　　　　2.4　　　　1 252　　　　　2J　　　　加.忿　　　　　j.4

　　　

315 098　　　100.0
，
54542　　　　100.0　　　　173　　　　　5.1
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区 分

一般補助事業債

一般単独事業債

公営住宅建設事業債

義務教育施設整備事
業債

辺地対策事業債

直

　

轄

　

事

　

業

　

債

災

　

害

　

復

　

旧

　

債

新産業都市等建設事
業債

清

　

掃

　

事

　

業

　

債

厚生福祉施設整備事

業債

公共用地先行取得事
業債

市町村民税臨時滅税
補てん債

退

　

職

　

手

　

当

　

債

転

　　　

貸

　　　

債

過疎対策事業債

国の予算貸付・政府
関係機関貸付債

同和対策事業債

都道府県貸付金

そ

　　　

の

　　　

他

合 計

第94表

　

地

　　

方

　　

債

　　

償

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

17 800

31 529

　

5 449

　　

469

　　　

－

12 181

９

　

３

　

５

１

　

７

　

６

２

　

９

　

８

８

　

２

Ｉ

1 177

2 609

　

－

3 963

　

980

2 300

　　

－

2 645

103 158

1７ｊ

３０.６

　

５.８

　

０.5

　

－

11.８

t
≫

O
S

０
０

≫
-
(

i
n
.

K

i
M

C
i

>
~
(

Ｓ
＜

-

O
Ｏ
O
S
　
一
　
Ｊ

－

－

口.∂

100.0

和

　　　

45

　

市

　　

町

　

5 905

25 647

　

4011

18 653

　

1 340

　

I 177

　

6 854

　　

－

5 987

２ ８４２

　

2 296

14 456

３

　

３

　
　
　

７

　

５

　

９

　

８

７

　

４

　

】

　

６

　

２

　

９

　

７

３

　

９

　
　
　

１

　
　
　

８

　

５

２

　
　
　
　
　
　

１

　
　
　

７

　

７

109154

年

　　　

度

村

-

乱石

23.５

　

３.７

１７ｊ

　

1.2

　

1.1

　

∂Ｊ

　

－

お

　

Ｊ

　

む

j３認

四
四

　

一

　

Ｍ
四
な
ら

100.0

純

　　

計

23 705

57 176

　

9 460

19 122

　

I 340

13 358

25 073

　

2 973

　

6 852

　

4019

　

4 905

14 456

　

6 336

　

1 923

　　

－

　

3 467

　　

25

10 223

204413

額

-

11.6

28.０

Ｍ
Ｍ

仰

　

砧

1２ｊ

一
に
一
ね

θ

　

４

£

　

£

Ｍ

　

む

θｊ

び

　

邸

5｡θ

100.0

㈱１

　

昭和45年度から｢過疎対策事業債｣の項目を新設した。なお、従来項目とし

　　

２｢交付公債｣｢枠外債｣は各項目に含まれている。

　　

３

　

昭和43年度までは、｢交付公債｣および｢枠外債｣を項目として設けていただ
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還

　

額

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率
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52j

31.1

21j

柚.8

額
-

jｊ

比

一
波増

度

額

年44

計

和昭

純

ｊ

　

Ｊ

　

。
心

　

丿

K

s
ｏ

O
b
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-
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一
一
一
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t
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-
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０
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８
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８

　
　

６

　

８

５

　

０

　

７

　

６

　

６

　

６

　
　

０

　
　

１

　

３
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０
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９
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１
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７

　

ｊ

　

２

　

Ｊ

　

５

Ｊ
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４
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θ

t
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i

<
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1
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-
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P
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０
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０
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ｊ

　
　

ｊ

　

７

　
　
　

＞
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お
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５
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２
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９
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め、前年度増減率欄は記載していない。
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業
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289

304

831

得事

時減税

50 527

- . ふ ”

-

16.0

i9.5

１０.６

　

θＪ

　

9.6

一一

13.９

４

　
　

７

　
　

－

０
０

<
３

ｅ
ｃ

和

　　　

45

　

市

　　

町

11４567

350 651

135 35４

458 768

　

21 986

１８ ３２８

｀'¥ゝ加-7.-..1

63 172

　　　

－

98 197

96 394

３

36 795

年

　　　

度

村

-

　

∂.７

２０.4

　

7.1?

２６.７

ｊＪ

-

1.1

j?.7

－

5.7

5､6

乙j

合

　　

計

316719

600 380

269 186

462 363

　

21 986

139 478

‘'四~'心一一

238 100

106 289

106 501

136 ２25
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債
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12 630

　

13 035

　

11 790

　

96 408

125 784

1717386

　

θ.5

　

θ.∂

　

０.７

　

θＪ

　

θ.7

　

5.∂

　

7J

100.0
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21 732

12 630

106 420
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θ.4

8.６

θ.4

＆
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昭和45年度から｢過疎対策事業債｣の項目を新設した、なお、従来項目として
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在

　　

高

　　

の

　　

状

　　

況

昭

合

和

303 968

508 92２

193 988

373 577

　

16 487

146 315

230 291

　

79 771

　

86 378

1０2909

47 549

51 251

33 894

23 457

44

計

　

72 352

　

3 529

　

63 552

146 828

2 485 018

年 度

額 増

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

２

　

５

　

８

　

θ

　

７
Ｌ

　

θ

　

ｊ

　

２

　

５

　

ｊ

　
　

θ

む

　

釦

　

７

　
　

μ

　
　

θ

　

５

　

タ

　
　

Ｊ

　
　

ｊ

　

４

　
　

２

比
一
派

12 7S1

91 458

75 198

88 786

　

5 499

　

6 837

　

7 809

26513

20 123

33 316

47 288

2ｊ △

　

14 456

４

　

４
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0
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１

　

3 607

　

1 725

12 630

34 068

　

Ｓ６３6

32 856

22 356

492 665

額

　

ふ∂

18£

15ｊ

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　

4.忿

　
　
　
　
　
　
　
　

4

θ
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４
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４
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ｏ
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Ｓ
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４
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θ

-
＊

≪
Ｏ

O
i
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設けていた｢公有林草地整備事業債｣は｢その他｣に含めた。
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その２

　

借入先別内訳

第95表

　

地 方

　　

債 現

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

合

　　

計

　　

額

政

　

府

　

資

　

金

　

674 284　　認.5　1 028 245　　卯.∂　1 702 529　　訊忿

　　

資金運用部

　

475 776　37.8　647 322　37.7　1 123 098　訊7

　　

簡易保険局

　

198 508　　巧.∂　380 923　　認J　579 431　　却.5

公営企業金融公庫

　　

2 392　　　θ.忿　　31 990　　j.9　　34 382　　j.2
国の予算貸付、政府

塁堡塁恩?tf4曾藻93 451　74　14
313　θ8 107 764　j∂

く．）

市

　

中

　

銀

　

行

　

351 027　　27.9　314 627　　j∂.j　665 654　　認.4

その他の金融機関

　　

15 835　　jj　　48 990　　忿.∂　　64 825　　忿Ｊ

保

　

険

　

会

　

社

　　

6 364　　θ.5　　15 441　　9　　21 805　　θ.7

交

　

付

　

公

　

債

　　

58 381　　4.∂　　56 238　　a q　114 619　　j.∂

市場公募債

　

7 290　　θ.∂　15 193　　θ.∂　22 483　θｊ
背鸚（９１合

　

47 114　　j.7　　75 848　　4.4　122 962　　4.j

外

　　　

国

　　　

債

　　　　

－

　　　

－

　　　

3 039　　　θ.忿　　　3039　　　θ.j

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

4 158　　　θj　　113 463　　　∂.∂　　117621　　　4.θ

　

合

　　　　　

計

　　

1 260 297　　100.0　1 717 386　　100.0　2 977 683　　100.0

その３

　

利率別内訳

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県
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分

　　

３

　　

厘
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下
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４
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６
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計
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額
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1 014 805
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その４

　

推 移

第95表地 方

　　

債 現

，

　　　　　

現４あ）

　

・ＩＶ劃群讐駄

｜

　

昭

　

和

　

33

　

年

　

度

　　　

620 528　　　　－　　　　j.5　　　　拡∂

1

　　　　　　

42 1 948 972　　　　邱4　　　　15.6 Si.O

　　　　　

43

　　　　　　　　

2 182 153　　　　　四5　　　　12jO　　　　渥４

第96表債

　

務

　

負

　

担

　

行為額

区 分

物件の購入等にかかるもの

　

土地、建造物にかかるもの

　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

債務保証または損失補償にかかるも
の

　

公社、協会等にかかるもの

　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　

昭

都
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府

　

県
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高 の

　　

状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訳

　　

交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　　　

交

　

付

　

公

　

債

　

以

　

外

にあ）ll譜蟹頴背馳

し

４あ）鯛l蟹頴背馳

　　

61 163　　　－　　鯉.θ　　　　4.忍　　559 365　　　－　　　j.ﾀ　　　認j

　　

75 906　　　－　　糾j　　　　4.5　　576 597　　　－　　　5.2　　　鉱j

　　

75 499　　　－ ･･　∂.5　　　　j.9　　621795　　　－　　　７｡８Ｘ　　　Ｓ２』

　　

71 665　　100 - 5.1　　　J.θ　667 003　　j卯　　7.忿　　　27.9

　　

69 397　　　97　・J.忿　　　　2j　　756 197　　jj∂　　む４　　　忿＆忿

　　

65 682　　　朗．　5.4　　　忿.∂　851 189　　j認　　丿忿.∂　　　認.7

　　

68 384　　　邸　　　4j　　　　jJ　1 012 882　　　巧忿　　却.θ　　　邱J

　　

84 883　　j瑠　　μj　　　j.∂　1 264 855　　却θ　　μ.∂　　　迦.θ

　　

91 426　　j認　　　7.7　　　　jj　1 595 079　　　留ﾀ　　邱ｊ　　　む.7

　

104 951　　　μ∂　　μ.∂　　　　jJ　1 844 021　　　訂∂　　巧.∂　　　毘.忿

　

114 650　　j∂θ　　　乱2　　　　j.7　2 067 503　　　おり　　j忿丿　　　釦.7

　

117 421　　　j混　　　忿.S　　　　j.5　2 367 597　　　お∂　　μｊ　　　即.5
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j.忿
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その１

　

収入、支出額

　

（1）総

　　　

括

第97表

　

昭

　

和45

　

年度資

　

区

　　　　　　　

分

　　

１叩門ｉ５

　　　

月

　　

Ｏ

　　

歳

　　　　　　　　

入

　　

524 719　　阿.∂　446 033　　77j　1 091 855

　　

地

　　　

方

　　　

税

　　

80070

　　

11.6

　

228 175　　卯.4　520 019

　　

畿ﾐ4（姦付税および地方

　　

336 399　　招.∂　　60 454　　却.4　397 749
収

　

国庫支出金等

　　

45 923　　＆∂ 77 201　　　ls^　　99 157

　　

都道府県支出金

　　

3 149　　θ.5　　3 841　　θ.7　　3 823

　　

響言債（起債前借を含

　　　　

275

　　　

θ.θ

　　　

7 683　　　j.∂　　　2794

　　

父貫事業会計からの繰

　　　

1 162　　　θ.忿　　　し

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

57 741　　∂j　　67 196　　11.6　　67 551
A暫稚翻彗゛“

　　

ぶ,1

　　

＆∂

　　

31 470　　5j　　24 226

　　

一時借入金借入額

　　

107 394　　巧.5　101 136　　17£　39 198

　　

合

　　　　　　

計

　　　

691 514　100.0　578 638　1 00.0　1155279

　　

歳

　　　　　　　　

出

　　

513 171　　釘.θ　436 761　　82A　692 563
支部数数数49

　　

19 446　　＆4　　38 244　　7j　　74 333

出

|

一時借入金返済額

　　

31 242　　　　5.5　　54959　　加j　　95 271

　　

合

　　　　　　　

・

　　　

563 859　　100.0　　529 964　　100.0　862167

　

区

　　　　　　　　

分

　　

1

11

　　　

月

　　

1

12

　　　

月

　　

ヤ

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

1 016 278　　昭.7　1 038 830　　∂忿j　422 128

　　

地

　　　

方

　　　

税

　　

319718

　　

四.5

　

452 725　　甜j　223 270

　　

畿摩la付税および地方

　　

393 871　　J∂J　　34 378　　　名.7　　　547
収

　

国庫支出金等

　

196 762　瑠.j　328 859　加j　98 203

　　

都道府県支出金

　　

21 193　　2.0i　63 248　　5.θ　13 131

　　

響言債（起債前借を含

　　　

8 829　　　θ.∂　　38 084　　　j.θ　　14147

　　

父貫事業会計からの繰

　　　

2 271　　　∂.忿　　　2689　　　θ.β　　2839

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

73 634　　∂,S　118 847　　ﾀ.5　　69 991
A暫稚脂彗゛“

　　

10 111　　θ.1?　　49 484　　4.θ　　13 919

　　

一時借入金借入額

　　

57 783　　5J　164 183　　lsa　86 549

　　

合

　　　　　　　

計

　　　

1 084 169　　100.0　1 252 497　　100.0　522596

　　

歳

　　　　　　　　

出

　　

644 391　　∂7.4　1 587 220　　叫.7　479 352
=t数数数数49

　　

12511

　　　

j.7

　　

32 500　　　J.9　　19 019

出

|

一時借入金返済額

　　

80 290 扨.9　　67 698　　4.θ　　67 160

　　

1

　　　　　　　

1

　　　

737 192　　100.0　1 687 417　　100.0　565531
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金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　

月

　

１

　

７

　　　

月

　

１

　

８

　　　

月

　

１

　

９

　　　

月

　

｜

　　

10

　　　　

月

　　

μj

　

465 877　皿.忿　562 540　辞.7　901 396　昭.∂　　513 227　辞.∂

　　

砧.

白

　

284 810　9.7　300 358　卵j　281 590　即.忿　　244 174　むＪ

　　

肛.4

　　

2 145　　θ.4　　24 639　　3£　398 549　　訂.4　　　3 660　　θ.∂

　　　　

l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　

∂.∂1

　

98 747　四j　139 106　幻.71　113 885　むぷ　　148 602　邸ｊ

　　

θ.J

　　

8512

　　

j.7

　　

27 433 4固　19 023　　2.0＼ 13 574　　忿ｊ

　　

θ.2

　　　

3 354　　θ.71　　8 398　　jjl　　13 027　　j.4　　　14 730　　忿.5

　　

θ.j

　　　

630

　　

θ.j

　　

1 218　　θ.忿　　4 500　　θ.5　　　1 459　　θ.2

　　

5.&

　

67 679　瑠.忿　61 389　　瓦∂　70 823　　7.4　　87 028　μ.7

　　

2j

　　

6 237　　j.巳　　7 689　　j.忿･　　6 037　　θ.∂　　　16177　　忿.7

　　

S.4

　

38 939　　7.∂　71 075　11.1　55 280　　5.7　　61 952　加.5

　

100.0

　

511 053　100.0　641 303　1 00.0　962 714　100.0　　591 357　1 00.0

　　

Sθj

　

552 037　　昭.7　635 081　　釘.7　719 937　　∂∂.4　　653381　　昭.4

　　

＆∂

　　

9 337 ム∂　　13003　　ム∂1　　20357　　忿.5　　　8 395　　j.忿

　　

11.1

　

28 021　　4.&　44 642　　6.i＼　73 996　　9j　　38 056　　5.4

　

100.0

　

589 396　100.0　692 726 100°O1　814291　100.0J 699 832　100.0

マ1

　

，

　

月

　

〉，

　

月

　

Ｉ

　

Ｈｌｕト．

　

お

　　

卯.S

　

649 473　86.9 1 511 597　卯.2 1 234 223　釘.j　10 378 179　甜.θ

　　

剱.7

　

236 034　　む.∂　370 449　　幻.S　209 274　　巧.4　3 750 668　　31.８

　　

θ.j

　

151 070　　釦.2　　98 930　　5j　　4 544　　θJ　1 906 935　　j∂認

　　

18.8

　

131 686　　17.6　446 601　　2∂J　168 205　　n.u　2 092 937　　17^

　　

2.5

　　

15 677　　忿j　　49 211　　2.∂　H7 578　　＆7　　359 393　　＆θ

　　

忿.7

　　

33 290　　4.5　123 623　　7J　415 454　　釦.7　　683 687　　5J

　　

θ.5

　　

1 558　　θ.忿　21 709　　1.3　　12 488　　θ.ﾀ　　54 768　　θ.5

　　

瑠.4

　

80 158　却.7　401 075　留.7　306 680　麗.∂　1 529 789　μ.θ

　　

口.7

　

U 780　　j.∂　39 376　　口.j　120 896　　＆∂　　396 801　　j.4

　　

16£

　

85 969　む.5　144 536　　＆5　　　－　　－　1 013 990　　8.6

　

100.0

　

747 222　100.0 1 695 509　100.0 1 355 120　1 00.0　11 788 970　100.0

　　

涙.∂

　

625 134　舒j 1 342 718　85.0＼ 1 478 405　86.2 10 360 152　甜.θ

　　

＆4

　

15 375　　忿.j　27 069　　j.7　107 212　　∂.忿　　396 801　　＆4

　　

11^

　

92 443　12.6　209 944　召j　130 269　　7.∂　1 013 990　　＆6

　

100.0

　

732 952　100.0 1 579 731　100.0 1715 886　100.0　1 1 770 943　100.0

-

　

-
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その１

　

収入、支出額

　

（2）都道府県

第97表昭和45年度資

　　　　　　　　　　　

「

　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　

ｌ

　　

‾‾

　　

区

　　　　　　

分

　　

｜

　

ド付

　

ｌ

　　

５

　　　

月

　　

∩

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

３０３９２４　　９.S　230 275　　7以　669 654

　　　

地

　　

方

　　

税

1

　

45 648　　11^　114 964　　認.∂　324 095

　　　

畿万年盗付税および地方

　　

194 916　　50.5　　34 116　　11.5　230 067
収

|

国庫支出金等

　

35 470　　∂.2　51 576　17^　86 076

　　　

響言債（起債前借を含

　　　　

93

　　　

θ.θ

　　　

4 333　　　j.5　　　1 703

　　　

父員事業会計からの繰

　　　　

25

　　　

θ.θ

　　　　

565

　　　

θ.忿

　　　　

83

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

27 772　　7J　　24 722　　∂J　　27 629
A需稚翻彗゛台

　

39 124　　10.1　　15 590　　　5.忿　　14 874

　

|

一時借入金借入額

　　

42 558　　llM　　51 670　　17J^　　17018

　　　

合

　　　　　　

計

　　

385 606　100.0　297 535　100.0　701 546

　　

歳

　　　　　　　　

出

　

309 240　　認.θ　226 291　　卯.7　403 634
支詐皺数鎔49

　　

3 238　　　ムθ　　22 175　　　7.ﾀ　　51 391

出

|

一時借入金返済額

　　

23 695　　7.θ　　31 777　　11^　　54 035

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　

336 173　　100.0　280 243　　100.0　509060

　　

区

　　　　　　

分

　　

｜

　

11

　　　

月

　　

i12

　　

月

　　　　

昭

1

和

　　　　　　　　　　　

」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

616 141　　μ.j　　617 499　　辞∂　251 863

　　　

地

　　　

方

　　　

税

　

217 181　　お,巳　281 656　　即.忿　131 369

　　　

論白l叢付税および地方

　　

200 124　　釦.∂　　31 051　　　4j　　　398
収

　

国庫支出金等

　

159 738　ZU.U　235 768　甜J　79 515

　　　

響言債（起債前借を含

　　　

4 542　　　θ.7　　18 720　　　乙∂　　5 183

　　　

父員事業会計からの繰

　　　　

14

　　　

θ.θ

　　　　

916

　　　

θj

　　　

510

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

34 541　　5J　　49 388　　∂j　　34 888
A暫稚脂彗゛台

　　

471

　　　

θj

　　

30 677　　　4J　　4 428

　　

一時借入金借入額

　　

38 427　　5.∂　　71 022　　∂.∂　43 632

　　　

合

　　　　　　　

計

　

655039

　

100.0

　

719 198　100.0　299 923

　　

歳

　　　　　　　　

出

　

371 434　　舒.ざ　958 957　　舒.θ　273 875
=t詐数翻能丿抄

　　

2 150　　　θ.5　　16 369　　　1.6　　7 370

出

|

一時借入金返済額

　　

60 695 μ.θ　　34 394　　　SA　　24 914

　　

合

　　　　　　　

計

　　

434279

　　

100.0

　

1009 719　　100.0　306159

　　　　　　　　　　　

一一一一
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金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

-

　　　　

ｌ

　　　　　　

ｉ

　　　　　　

ｉ

　　　　　　

ｌ

　　

月

　

１

　

７

　　

月

　

ｉ

　

８

　　

月

　

，９

　　

月

　

｜

　

10

　　　　

月

　　　　

ｉ

　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　

ｌ

　　

巧.5

　

244 358

’
μ.5
1

337 577 87.5　503 108　　93.6　　315 759　　89.0

　　

･46.2

　

145 037　　56.1　165 479　　･4^.5　180 435

1　33.6　　146

340　　むj

　　

O0 O　　　412　　θ.忿　　21 768　　5.∂　201 521　　S7.5　　　　　56　　θ.θ

　　

j忿J

　　

68 938　　Z6.7　114 581　　29.7　　85 834　　16.0　　113 894　　j忿ｊ

　　

θJ

　　　

596 1　　θ.口　　7 400　　j.9　　2 870　　θ.5　　　11 162　　3.1

　　

θ.θ

　　　　

59

　　

θ.θ

　　　　

11

　　

θ.θ

　　　

210

　　

θ.θ

　　　　

166

　　

θ.θ

　　

j.夕

　　

29 315　　11^　　28 338　　7J　　32 239　　∂.θ　　　44 141　　12Jt

　　

忿.j

　　

1 241　　θ.5　　1300　　θj　　　6％　　θj　　　1 853　　θ.5

　　

忿.4 1　12 920　　5.θ　　46 753　　1Z.1　　33 773　　∂.j　　　37000　　lOA

　

100.0

　

258 520　100.0　385 629　100.0　537 577　100.0　　354 612　100.0

　　

即j

　

312 125　　昭J1 369 316　　釘.j　413791　　88.8　　379 721　　9U.0

　　

jθ.j

　　　

934

　　

θ.J1

　　

2 894　　θ.7　　7 361　　j.∂　　　2013　　θ.5

　　

jθ.∂

　　

3 947　　j.2　　33 132　　＆2　　44 629　　∂.∂　　　22 220　　5.5

　

100.0

　

317 006　100.0　405 342 1 100.0　465 781　100.0　　403 954　100.0

46青

　

！

　

２

　　　

月

　　

１

　

３

　　　

月

　

！

　

出納整理期

　

｜

　　

合

　　　

計

　　　　

ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

　　　　　　　　　

・

　　

辰.θ

　

401 911　　朗.4　919 906　　お.∂　5H 645　　辞.忿　5 923 622　　卯.∂

　　

剱.S

　

138 253　　むJ　231 582　　留.∂　143 832　　糾.5　2 265 873　　糾Ｊ

　　

θ.j

　

102 167　認.5　40 471　　4.j　　1 052　　θ.2　1 058 H9　μ.θ

　　

認.5

　

Ill 135　認.5　351 353　巧.7　62 805　加.7　I 556 682　詔.∂

　　

j.7

　

13 969　　j.忿　26 685　　2.7　155 262　邱.5　　252 518　　3.8

　　

θ.忿

　　　

342

　　

θ.j

　　

12418

　　

jJ

　　

3％9

　　

∂.7

　　　

19 278　　θJ

　　

11.6

　　

36 045　　∂J　257 399　　部.忿　144 735　　糾.7　　771 151　　U.7

　　

-?.5

　　

2 350　　θ.5　　8 488　　θ.∂　　74 838　　jβ.S　　195 929　　＆θ

　　

U.5

　　

30 882　　7j　　54 605　　5.∂　　　　－　　　－　　480 260　　7J

　

100.0

　

435 144　100.0　982 999　100.0　586 484　100.0　6 599 81 1　100.0

　　

卯.5

　

347 532　　辞.忿　796 410　　卯.9　754 791　　即.2　5917 117　　卯.7

　　

2.4

　　

4 488　　1.1　　3 017　　θj　　72 529　　S.7　　195 929　　j.θ

　　

∂j

　　

51 118　　12.7　　85 979　　∂.7　　9 726　　j.忿　　480 260　　7J

　

100.0

　

403 138　100.0　885 406　100.0　837 046　100.0　6 593 306　100.0
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その１

　

収入、支出額

　

（3）市

　

町

　

村

第97表

　

昭

　

和

　

45年度資

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

｜

　

ド付

　

Ｊ

　

５

　　　　

月

　　

Ｏ

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

220 795　　9.2　215 758　　7M　422 201

　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　

34 422　　11^　　1 13 211　　卯J　195 924

　　　

畿と1裔付税および地方

　　

141 483　　訪j　　26 338　　∂.4　167 682

収

　

国庫支出金等

　　

10 453　　　　＆4　　25 625　　ﾀj　　13 081

　

1

都道府県支出金

　　

3 149　　エθ 3 841 j.4　　　3823

　　　

地き債（起債前借を含

　　　　

182

　　　

θ.j

　　　

3 350　　　j.忿　　　1091

　　　

y§事業会計からの繰

　　　

1 137　　　θ.4　　　　919　　　θJ　　　679

入

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

29 969　　∂.S　　42 474　　巧.j　　39 922

　　

暫註臨彗゛“

　

'iO277　　　∂.∂　　15 880　　　5.∂　　　9352

　

|

一時借入金借入額

　　

64 836　　釘.忿　　49 466　　17.6　　22 180

　　

合

　　　　　　

計

　　

305 908　100.0　281 103　100.0　453 733

　　

歳

　　　　　　　　

出

　

203 931　　卯j　210 470　　∂4.j　288 929
1部数数数4戸

　

16 208　　　7.j　　16 069　　　∂j　　22 942

出

|

一時借入金返済額

　　

7 547　　M　　23 182　　∂J　　41 236

　　

合

　　　　　　

計

　　

227 686　100.0　249 721　　100.0　353107

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

1

11

　　　

月

　　

1

12

　　　

月

　　

|リ

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

400 137　　昭.忿　421 331　　79.0　170 265

　　

地

　　　

方

　　　

税

　　

102 537　　認j　　171 069　　認j　　91 901

　　

論ﾐ4｛叢付税および地方

　　

193 747　　訪.j　　　3 327　　　θ.∂　　　149

収

　

国庫支出金等

　

37 024　　　S.∂　　93 091　　j7.5　　　18 688

　　

都道府県支出金

　　

21 193　　4.∂　　63 248　　11^　13 131

　　

響言債（起債前借を含

　　　

4 287　　　j.θ　　19 364　　　j.∂　　　8％4

　　

父貫事業会計からの繰

　　　

2 257　　　θ.5　　　1 773　　　θ.S　　　2329

入

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

39 093　　∂.j　　69 459　　13.0　　35 103

　　

暫註臨靉゛“

　

9 640　　　忿.忿　　18 807　　　j.5　　9 491

　　

一時借入金借入額

　　

19 356　　4,ざ　　93 161　　17.5　42 917

　　

合

　　　　　　　

計

　　　

429130

　　

100.0

　

533 299　　100.0　222673

　　

歳

　　　　　　　　

出

　　

272 957　　卸.j　　628 263　　鮨.7　205 477
1部尉離数丿抄

　

10 361　　　j.4　　16 131　　　忿4　　11 649

出

|

一時僣入金返済額

　　

19 595　　∂.5　　33 304　　4.9　42 246

　　

合

　　　　　　

計

　　

302 913　100.0　677 698　100.0　259372
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金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

　

月

　　

！

　

７

　　　

月

　

１

　

８

　　　

月

　

！

　

９

　　　

月

　

1

　　

10

　　

月

　

9S.1

　

221 519　87.7　224 963　甜.∂　398 288　昭.7　　197 468　甜丿

　

詔.忿

　

139 773　訂.j　134 879　52.8　101 155　留j　　97 834　訂.j

　

j7.θ

　　

1 733　　θ.7　　2 871　　1.1　197 028　　卵J　　　3 604　　j.5

　　

忿.∂

　

29 809　11.8　24 525　　∂.∂　28 051　　∂.∂　　34 708　μ.7

　　

θj

　　

8512

　　

j.4

　　

27 433　　勿.7　　19 023　　4.5　　　13 574　　5.7

　　

θ.忿

　　

2 758　　1.1　　　998　　θ.4　　10 157　　忿.4　　　3 568　　j.5

　　

θ.j

　　　

571

　　

θ.2

　　

1 207　　θ.5　　4 290　　j.∂　　　1 293　　θ.5

　　

＆S

　　

38 364　　1S.Z　　33 051　　12.9　　38 584　　∂j　　　42 887　　j＆Z

　　

忿.j

　　

49％

　　

忿.θ

　　

6 389　　忿.5　　5 341　　jJ　　　14 324　　∂.j

　　

4.9

　

26 019　却.j　24 322　　瓦5　21 507　　5j　　24 952　却.5

　

100.0

　

252 533　100.0　255 674　100.0　425 137　100.0　　236 745　100.0

　

む.∂

　

239 912　甜.j　265 765　認.5　306 146　87£　　273 660　92.5

　　

∂.5

　　

8 403　　3.1　　10 109　　j.5　　12 996　　J.7　　　6 382　　名J

　

11.7

　　

24 074　　＆S　　11510　　4.θ　　29 367　　S4　　　15 836　　J.4

　

100.0

　

272 390　100.0　287 384　100.0　348 510　100.0　　295 878　100.0

門|〉

　　

月

　

〉

　　

n

　

I
出納整理期

　

｜合

　　　

計

　

7∂J

　

247 562　　7∂J　591 691　　紹.θ　722 578　　μ.θ　4 454 557　　辞.∂

　

訂J

　　

97 781　　31.3　138 867　　四.5　　65 442　　＆5　1 484 795　　認.∂

　　

∂.j

　　

48 903　　15.7　　58 459　　S.忿　　3 492　　θ.5　　848 816　　狸.4

　　

＆4

　　

20 551　　∂.∂　　95248 詔.4　105 400　1S.7 I　536 255　　10^

　　

5.ﾀ

　　

15 677　　5.θ　49 211　　∂.∂　117 578　μJ　　359 393　　δ.ﾀ

　　

4.θ

　　

19 321　　∂.巳　　96938　　む.∂　260 192　　お.9　　431 169　　SJ

　　

j.θ

　　

1 216　　ひ.4　　9 291　　i≪?　　8 529 j'j
l　35

490　　θ.7

　

us

　

44 113　μ.7　143 676
1　加.忿　161

945　幻.j　　758 638　μ.∂

　　

4J

　　

9 430　　j.θ　　30 888　　4.j　　46 058　　∂.θ　　200 872　　j.∂

　

四j

　

55 087　17.7　89 931　12.6　　　－　　－　　533 730　10,3

　

100.0

　

312 078　100.0　712 510　100.0　768 636　100.0　5 189 159　100.0

　

即.忿

　

277 602　　勧.忿　546 308　　3.7　723 614　　&2.3 4 443 035　　巧J

　　

4.5

　

10 887　　＆j　24 052　　J.5　34 683　　＆∂　　200 872 X　＆9

　

μj

　

41 325　12.5　123 965　17.9　120 543　13.7　　533 730　如J

　

100.0

　

329 814　100.0　694 325　100.0　878 840　100.0　5 177 637　100.0
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その２

　

各月別構成比

第97表

　

昭

　

和45年度資

　　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

ヤ響ﾚﾊﾞﾚぷ卜二T昌4〕

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

入

　　

幻

　　

な

　

却.5

　　

4.5

　　

M

　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　

忿ｊ

　　

む

　　

瑠j

　　

7.∂

　　

＆θ

　　　　　

地方交付税および地方譲与税

　　

17.6

　　

＆忿

　

忿θｊ?

　　

θ.j

　　

jj

総

　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

忿.忿

　　

j.7

　　

4.7

　　

4.7

　　

∂.∂

　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　

θ.∂

　　

1.1

　　

1.1

　　

乙4

　　

7.∂

　　　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　

θ.θ

　　

1.1

　　

θ.4

　　

θ.5

　　

jJ

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　

忿.j

　　

君.7

　　

j.4

　　

j.忿

　　

乙忿

　　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

3.8

　　

4.4

　　

4.4

　　

4.4

　　

4.θ

　　

人爵1:嗇でt釜付金回収金および他

　　

jよ.θ

　　

7.∂

　　

∂j

　　

j.∂

　　

1.9

　　　

l

一時借入金借入額

　　

圃,∂

　

加.θ

　　

＆∂

　　

3S

　　

7.θ

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

5.ﾀ

　　

匂

　　

∂Ｊ

　　

匂

　　

Ｍ

括

　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　

5.θ

　　

4.巳

　　

∂.7

　　

5J

　　

に

　　

ｉ懇詰群・゛肖゛゛

　　

4J

　　

∂.∂

　　

j＆7

　　

＆4

　　

jj

　　

出

|

一時借入金返済額

　　

S.1

　　

５.4

　　

9.4

　　

＆S

　　　

U

　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

4.&

　　

4.5

　　

7J

　　

5.θ

　　

5j

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　　

人

　　　

5j

　　

j.∂

　

11£

　　

4.j

　　

£7

　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　

2.θ

　　

5j

　　

μ.j

　　

∂ｊ

　　

７ｊ

　　

収

　

地方交付税および地方譲与税

　　

j＆4

　　

j.忿

　

釘.7

　　

θ.θ

　　

む

　　　　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

2J

　　

Sj

　　

5.5

　　

4j

　　

7j
都

　　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　

θ.θ

　　

j,7

　　

θ.7

　　

θ.2

　　

忿.1?

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　

θｊ

　　

忿Ｊ

　　

θｊ

　　

θ.ﾀ

　　

θｊ
道

　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

j.∂

　　

＆口

　　

j.∂

　　

jj

　　

S.7

　　

入爵|:嗇でt芸付金回収金および他

　　

忿θ.θ

　　

＆θ

　　

7.∂

　　

θ.∂

　　

θ.7

府

　

|

一時借入金借入額

　　

∂.9

　　

jθｊ

　　

＆5

　　　

2.7

　　

∂.7

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

5.S

　　

4.５

　

却.∂

　　

S.ﾀ

　　

Ｍ

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　　

5.忿

　　

jJ

　　

∂ｊ

　　

５Ｊ

　　

卵
県2゛慧詰詣“肖台”

　　

j.7

　　

11^

　　

忿∂Ｊ

　　

θｊ

　　

ｊＪ

　　

出

|

一時借入金返済額

　　

4.∂

　　

∂.∂

　

11^

　　

θ.∂

　　

∂.∂

　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

5j

　　

4J

　　

7.7

　　

4.&

　　

∂.j

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

人

　　　

£θ

　　

4.∂

　　

9.5

　　

5.θ

　　

5j

　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　

忿J

　　

7.∂

　　

μ.忿

　　

ﾀ.4

　　

ﾀ.j

　　　　　

地方交付税および地方譲与税

　　

16.7

　　

S.1

　　

四ｊ

　　

θ.忿

　　

θｊ

市

　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

j.∂

　　

4.s

　　

忿j

　　

5.∂

　　

4.∂

　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　

θ.9

　　

lA

　　

lA

　　

忿.4

　　

7.∂

　　　　　

地方債（起債前借を含む．）

　　

θ.θ

　　

θ.s

　　

θＪ

　　

∂.∂

　　

θ.忍

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　

jJ

　　

忿.∂

　　

j.∂

　　

j.∂

　　

sA

　　　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

幼

　　

£∂

　　

5J

　　

幻

　　

4.4

町

　

入爵罫諾実芸付金回収金および他

　　

jθj

　　

7.9

　　

4.7

　　

忿.5

　　

S.2

　　　

l

一時借入金借入

　

額

　　

２.j
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4J

　　

4.∂

　　

4.∂

　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

5.1?

　　

5.4

　　

＆7

　　

4j

　　

4.∂

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　　

4.∂

　　

4.7

　　

∂.5

　　

M

　　

∂.θ
村

　

支文簒畳貪jlな金および他会計借

　　　

∂ｊ

　　

∂.θ

　　

llA

　　

4J

　　

£θ

　　

出

|

一時借入金

　

返

　

済

　

額

　　

lA

　　

4J

　　

7.7

　　

4J

　　

麗

　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

4,４

　　

４Ｊ

　　

Ｍ

　　

５.j
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金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

％)
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1，
紆

ﾍﾟ

ﾚﾔﾁﾞ牡OJ）珂合⊇

　　

＆7

　　　

4.9

　　　

∂.S

　　

10.0

　　　

4.j

　　　

∂j

　　

lU.6

　　

と.∂

　　

j叩.θ

　　

7.5

　　　

∂.5

　　　

＆5

　　

j忿ｊ

　　　

∂．θ

　　　

∂Ｊ

　　　

∂ｊ

　　　

ざ.∂

　　

jθθ.θ

　　

加.ﾀ

　　　

θ.忿

　　

即.7

　　　

1.8

　　　

θ.θ

　　　

7.∂

　　　

5.2

　　　

θ.巳
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5.4

　　　

7j

　　　

∂.4

　　

巧.7

　　　

4.7

　　　

∂ｊ

　　

むJ

　　　

S.θ
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び.∂

　　　

J.7

　　　

4.4

　　

13.7

　　

毘.7

　　

100.0

　　

j.∂

　　　

忿.忿

　　　

ム

　　

＆忿
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4j

　　　

4.∂

　　　

5.口

　　　

2.S

　　

卯.∂

　　

麗.S

　　

100.0

　　

4.∂

　　　

5.7

　　　

4.S

　　　

7.S

　　　

4.∂

　　　

5.忿

　　

邱.忿

　　

加.θ

　　

100.0
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4.j

　　　

忿.5

　　

12.5
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J.θ
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5.5

　　　

∂.j

　　　

5.7
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S.5
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－
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5.θ
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∂.7

　　　

∂.∂
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加.7
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∂.9
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∂Ｊ
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∂.忿
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l
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四.θ

|

　　

θ.θ

　　

瑠.∂

　　

忿.∂

　　

θ.θ

　　

9.7

　　

3.8

　　

∂.j

　

却θ.θ

　　

5.5

　　　

7J

　　

加Ｊ

　　

巧.j

　　　

5.j

　　　

7.j

　　

麗.∂

　　　

4.θ

　　

加θ.θ

　　

1.1

　　　

4.4

　　　

j.S

　　　

7.4

　　　

忿j

　　　

5.5

　　

加.∂

　　

訂.5

　　

100.0

　　

1.1

　　　

θ.∂

　　　

θ.j

　　　

4.S

　　　

忿.∂

　　　

1.8

　　

糾.4

　　

加.5

　　

j卯.θ

　　

4.忿

　　　

5.7

　　　

4.5

　　　

∂.4

　　　

4.5

　　　

4.7

　　

お.4

　　

瑠.8

　　

j卯.θ

　　

θ.4

　　　

θ.∂

　　　

θ.口

　　

15.7

　　　

2.j

　　　

j.2

　　　

4.j

　　

認.2

　　

100.0

　　

7.θ

　　　

7.7

　　　

＆θ

　　

μ.S

　　　

∂.j

　　　

∂.4

　　

ll.i

　　　

－

　　

100.0

　　

＆j

　　　

5.4

　　　

ﾀ.9

　　

却.∂

　　　

4.5

　　　

∂.δ

　　

μ.∂

　　　

＆∂

　　

100.0

　　

7.θ

　　　

∂.4

　　　

∂j

　　

16.2

　　　

4.∂

　　　

5.9

　　

む.5

　　

12.8

　　

100.0

　　

j.∂

　　　

j.θ

　　　

1.1

　　　

＆4

　　　

J.8

　　　

忿.j

　　　

j.5

　　

S7.0

　　

100.0

　　

∂J

　　　

4.∂

　　

12.6

　　　

7.2

　　　

5.忿

　　

却.∂

　　

17.9

　　　

口.θ

　　

100.0

　　

7j

　　

∂.j

　　

∂.∂

　　

巧J

　　　

4.∂

　　

∂.j

　　

召.4

　　

12.7

　

100.0

　　

＆9

　　

4.4

　　

∂.θ

　　

∂.5

　　

∂.s

　　

5.6 i　13^　　狸.2　100.0

　　

∂.s

　　

∂.∂

　　

∂.ﾀ

　　

11.5

　　

∂.忿

　　

∂.∂

　　

ﾀ.4

　　

4.4

　

j叩.θ

1

　　

認.忿

　　

θ.4

　　

麗.s

　　

θ.4

　　

θ.θ

　　

5.∂

　　

∂.9

　　

θ.4

1

　

100.0

　　

5.忿

　　　

∂.5

　　　

δ.ﾀ

　　

17A

　　　

J.5

　　　

3.8

　　

ぴ.S

　　

却.7

　　

加θ.θ

　　

5j

　　　

，7J

　　　

5j

　　

17.6

　　　

j.7

　　　

4.4

　　

13.7

　　

認.7

　　

100.0

　　

忿.4

　　　

θ.S

　　　

ムθ

　　　

4.5

　　　

忿.j

　　　

4.5

　　

認.5

　　

印丿

　　

100.0

　　

j忿ｊ

　　　

＆∂

　　　

∂.4

　　　

5.θ

　　　

∂.∂

　　　

Ｊ.4

　　

邱.j

　　

§.θ

　　

100.0

　　

5.j

　　　

5.7

　　　

ざ.忿

　　　

ﾀ.2

　　　

4.δ

　　　

5.S

　　

認.ﾀ

　　

鯉j
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2.7

　　

7.j

　　

4.∂

　　

∂.4

1

　　

4.7

　　

4.7

　　

巧.4
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4.θ
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J.∂

　　

ぴ.5

　　　

S.び

　　

却J

　　

j∂ｊ

　　　

－

　　

100.0

　　

＆忿

　　　

4.∂
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勁.J

　　　

4.J

　　　

∂.θ

　　

召.7

　　

μ.S
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∂ｊ

　　　

∂.忿

　　　

∂.j

　　

μ.j

　　　

ふ.∂

　　　

∂.忿

　　

丿忿ｊ

　　

ｊ∂Ｊ

　　

扨θ.θ

　　

∂j

　　　

j.忿
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＆θ

　　　

5.∂

　　　

5.4

　　

n.o
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却θ.θ
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j.θ

　　　

j.7

　　　

δ.忿

　　　

7.∂

　　　

7.7

　　

留.忿

　　

認.∂
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＆7

　　

5.7

　　

5.∂
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第98表

　

社 会

　　

福

　　

祉
一一一一一一
ｌ

　

区

　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

箇

　

所

　

姦

　

｜

　

利用者数

　

｜

　

肇

任職員数
l保

　　　　

護

　　　　

施

　　　　

設

　　　　　　

218

　　　　　

II 875　　　　　I 582
ソ

　　

レ

　

。

身体障害者更生援護施設

　　　　　

151

　　　　　　

3 685　　　　　　1648

；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

i

　　　　

薄

　　　　　　　　　　　　　　

ユ］

〉

し

　　

男

］

　　　

１

噂返万尚謡j

よ

み謡



施

　

設

　

の

　

状

　

況（公立分）

1
3
2
1

　

5
5
9
3
3
0
3
5
3
2
9
1
4
4
6
8
1
4
9
0
8
0
0
8
1
5
0
1
6
9
4
3
4
9
9
2
2
6
6
8
8
0
5

　

3
4
5

　

3

3
2

　
　

一

　

8
3
2
1
1
3
4

　
　
　

I
I
I

　

I
1

　

4
6
2
1
2
3
2
7
1
2
2

　

4

　
　
　

4

　
　

4
3

　

2
1
1
5

一
４

　
　

一

　
　

一

　

一

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

C
Ｏ

2 872

1 941

　

406

　　

71

　　

－

　

454

6 125

3 068

2 090

　

967

　　

●●●

3 427

1 529

　

109

　　

30

　

506

　

685

　

425

　

143

　　

●●●

　　

●●●

　　

８18

24 792

　

548

1 144

2 456

1 970

6618

　

627

　

997

1 313

　

326

4 806

　

127

　

364

　

145

3 351

　　

●●●

　　

●●●

3 5０４

3 162

　

342

1 797

3
5
6
2
一
二

３
４

6
2
0
8

　

6

2
5
3
3
一

４
３

　

1 760

　　

861

　　

671

　　

134

　　

94

　

1 518

　　

636

　　

25

　　

13

　　

220

　　

316

　　

144

　　

43

　　

50

　　

71

　　

－

　　

178

10 105

　　

283

　　

450

　　

74

　　

319

　　

733

2 499

　　

216

　　

265

　　

359

　　

155

　

3 106

　　

33

　　

301

　　

65

　

1 143

　　

104

　　

－

　

1009

　　

887

　　

122

　　

131

　　

56

　　

75

　　

368

　　

－

　　

286

　　　

9

　　　

5

　　

－

　　

68

　　

－

　　

－

－339－

(昭和45年12月31日現在：単位
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9
2
7
9
8
1
0

　

7
5
0

　

6
2

4
1
1

　
　
　
　
　

6
一
４
４
１
一
６
９
一

〇

　
　
　
　
　
　
　

７

　
　
　
　
　
　

５

２

　

9 003
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35 357
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一
5
8
7
0
一
一
5
3
一
3
5
一一

　

ぷ
Ｊ
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2 014

　　　　

－

　　　　

－

　　　

127
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275

　　　　

４1
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52４
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－
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－

-

6
3
4
0
8
1
２
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8
0
0
0
6
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4
1
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3

　

５
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3
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丿
一
乙

　
　
　
　
　
　

6
9

2
4
3
0
5
5
6
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9
0
6
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一
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2
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7
5
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０

　
　
　

６

0
0
2
7
5
4

5
0
5
2
2
9

　

１

－
Ｊ
＝
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8S
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18

　　

6
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－

　

240

　

07

　　

24

　　

－

I 390

　　

59

　　

－
■W四･･Jr-･･- ---=-＝･･--=-･･-〃W===････¬･
をＯとした単純合計である。

　

引

　

ソ

　

ニく

12月31日現在の在所者数式二醇県老衰糾綱麻屠腹

‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

●■ ･

　 　 　

’ -

　 　 　

”

　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　

－

　

．

＿

　　　　　

_

　 　

_

　 　

＿

｜

1

1

1

1

ｉ

ｌ

ｊ

１

｜

｜

｜

｜

｜

｜

｜

１

ｉ



第99表児童福祉施設の

　　　　　　　

ｌ

　　　　　　

ａ

　　　　

匹

　

区

　　　　　　

分

　

l
昭和35年1

　　

36年1

　　　

37年|

　　　

38年

助

　　

産

　　

施

　　

設

　　　　

11％

　　　

1 229　　　　1 420　　　　1 559
裂

　

芸

　

毀

　

。昌

　

ぷ?§

　

ぶ;?

　

岫齢

養

　　

護

　　

施

　　

設

　　　

7 606　　　7 325　　　　7 598　　　　7 543
U。ＵＪＡ|§

　

雪

　

ｍ

　

昌

　

昌

育，Ｘ♂・爵

　　

漂

　　

溜

　　

雪

　　

攬

肌護
自
尽♂ｉ爵

　　

ぷ

　　

濡

　　　

昌

　　

溜

肢体不自由児通園施設

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

一
幅詰混羅詰

　　

二

　　　　

二

　　　　

謳

　　　

ぷ

゛

　

譚

　　

゛

　

45濡

　

46潔

　

49濡

　

51昌

母

　　

子

　　

寮（世帯数）

　　　

10 627　　　10 619　　　　10 383　　　　10 387

㈱

　

厚生省調｢社会福祉施設調査報告｣による。

　　　　　

第100表保健衛生施設等の状況

その１

　

施設の状況
｜

　　

区

　　　　　　

分

　　

|?3
年
要ﾄﾞo年度141年度ﾄﾞ2年度143年度144年度145年度|

　

保

　

健

　

所（箇所）！

　

783

　　

821 826　　829　　632　　832　　8321

公営病院病床数（床）川984 194 395 199 081 199 695 203 301 205 151 207 464
1公営診療所病床数（床）

|

　

8 089　　789　7 423　7 043　6 860　6 384　6 176
1公営隔離病舎病床数（床）

　

12 898　17 058　16 817　16 811　16 992　16 796　16 129j

㈱１

　

厚生省調による。

　　

２

　

保健所数は翌年度４月１日現在、その他の施設数は当該年度の12月末日現

　　

在のものである。

その２

　

保健衛生水準の状況

ｉ

　

区

　　　　　　

分

　　

lg2翠ﾄo

　

年卜1

　

年ﾄ2年143年144年145年

｜

　　　　　　　　　　

男（才）

　

ｇ.∂

　　

67.7

　　

昭.4

　

認.ﾀ

　

印丿

　

印.忿

　

∂9j
・平

　

均

　

寿

　

命｛女（才）

　

673

　

73.0

　

９.δ

　

μ.j

　

μＪ

　

μ.7

　

μ.7

　

出

　

生

　

率（人口千人対比）

　

19M

　　

瑠J

　　

13.7

　

四丿

　

瑠.∂

　

召.5

　

j＆7l

死

　

亡

　

率（人口千人対比）

　　

7,∂

　　

7.j

　　

∂Ｊ

　　

∂.∂

　　

∂ｊ

　　

∂ｊ

　

δ.∂

　　

伝染

　

病

　

死

　

亡

　

率

　　

0.75

　

θ.認

　

θ.部

　

θＪ忿

　

θＪ∂

　

θ.邱

　

θJ4

l

　

結

　

核

　

死

　

亡

　

率

　　

θ.認

　

θ,認

　　

θ.加

　

0.18

　

θj7

　

θｊ∂

　

θｊ∂

，乳児死亡率（出生千人対比）

　

叩Ｊ

　　

瑠.5

　　

却Ｊ

　

μj

　

15^

　

μＪ

　

13J.

㈱

　

厚生省調による。
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収容定員の推移(公立分)
(各年12月31日現在：単位

　

人)

　　　　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　　　

員

　　

39年1

　　

40年1

　　

41年1

　　

42年1

　　

43年i

　　

44年j

　　

45年

　　

1 731　　　　2 136　　　2 965　　　2 909 3 296
1
4 022　　　4 372

　　

1 380　　　1 317　　　　1 239　　　1 295　　　1 230　　　1 210

1　　1

190
515 038　　546 096　　574 395　　616 731　　660 267　　705 190　　752 710

　　

7 371　　　　7070　　　6 212　　　6 365　　　5 945　　　5 617　　　5 262

　　

5 638　　　6 326　　　7 232　　　7 658　　　8 356　　　9 220　　　9 534

　　

2 130　　　2 200　　　2 330　　　2 525　　　2 825　　　3 105
1　　3
330

　　

1 324　　　1 190 1 1 250　　　1 220　　　1 280　　　1 245　　　1 231

　　

1 999　　　2 208 1　　　2126　　　1 907　　　1 832　　　1 798　　　1 730

　　　

564

　　　　

564 J　　　　564　　　　564　　　　660　　　654　　　　600

　　

4 075　　　4 603　　　4 943　　　5 545 ；　　5 559　　　5 699　　　5 864

　　　

－

　　　　　

－
|

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－1

　　　

440

　　　　

530

　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

50

　　　　

370

　　　　

450

　　　　

490

　　　

200

　　　　

200

　　　　

200

　　　　

250

　　　　

230

　　　　

250

　　　　

300

　　

5 714　　　5 821　　　　5807　　　5 592　　　5 448　　　5 294　　　5 113
547 164　　579 731　　609 263　652 611　　697 298　744 194　792 256

　

10 012　　　9 852 1　　　9442　　　9 281　　　8 581 1　　8 175　　　7 541

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

第101表

　

し尿およびごみ収集処理の状況

その１

　

し尿処理

　　　　　　　　　　

その２

　

(昭和46年３月31現在)

ごみ処理

　

区

　　　　　　　

分

　　

）（|

　

区

　　　　　　　

分

　　

）１

収集

　

計画人口(千人)

　

90 157 収集計画人　ロ(千人) 91 799
翠眉

年間総収集量(千kO(B)

　

28 481 年間総排出量(千t)國　　33 321
゛聶偕責具果設0 28 481 年間総収集量(千t)(B)　25

197

　

処理施設処
言言

　

二戸Jt゛♂祭礼
(。)祐お

自浪亘熟仏で言記①ヨ

ヴ鯉レ手巽薙

　

ヨ

1㈲魏朧言談に

衛生処理率

　　　　　　　　　　　　　　

l収

　

集

　

率(Ｂ)/國×100(％)

　　　

７５』

　

回世回必(珀烈烈100(％)|

　　

印

丿

衛生処理率(C)±(D)×100(％)

　　

釣ｊ

　　　　　

-

　　

一一
㈹

　

自治省調による。

341



その１

　

道路の状況

第102表道 路

　　

橋
り

　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

｜主要地方道｜

　

一般都道府県道

　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ
実

　　　

延

　　　

長(kffl)(A) I　　　27 833 1 92 988
固の

　

う

　

ち舗装延長（㎞)(B) i　　　　17 901　1　　　　39 864
㈲のうち改良済延長（㎞)(c) !　　　　19 046 35 205
（Ａ）のうち交通不能延長（㎞)(D) 1　　　　　　341　　　　　　　　　4401
舗

　　

装

　　

率（Ｂ）/㈲XI00（％）‘

　　　　　　

糾Ｊ

　　　　　　　

辞.∂

　　　

゛

　　　

前年同期（％）

　　　　　　

訂.∂

　　　　　　

お.忿
改

　　

良

　　

率(C)/(A)×100（％）

　　　　　　　

認.4

　　　　　　　

S7.9

　　　

゛

　　

前年同期（％）

　　　　　　

４.∂

　　　　　　

糾丿
自動車交通不能率（Ｄ）/固×100（％）

　　　　　　　

j.忿

　　　　　　　

4.7

　　　

゛

　　　

前年同期（％）

j

　　　　　　

j.5

　　　　　　　

5.j

㈱

　

自治省調による。

その２

　

橋りようの状況

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

道

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

ら

　

（延

　　

長(ｍ)

゛ｔ橋

　　

‰

　

之

　

鳥溜

　　　　

ぽ昌

　　　

凛昌

荷木jE

　

。

　

・

　

m (c)　　　　雪　　　　1ﾑぽ
ｏヽ町)J之な潔愉｜協

　　　

昌

　　

総

““９゛％((営‰｜協

　　　　

訟

　　　

g:g

㈱

　

自治省調による。

その３

　

主要11か国の道路整備および自動車保有の状況

　　　　　　　　　　

1道路延長

　

舗装延長

　

舗装率

　

人口当たり道路延長

　

区

　　　　　

分

　　

∩“）

j

（“）

|

（゛）

レ

ロ（ｆ人））/ｆ入

日

　　　　　　　

本

　　

1 005 436　　127 174　　　犯∂　102 321　　　M
ア

　　

メ

　　

リ

　　

カ

　　

5 971 158　2 604 020　　　4＆∂　203 216　　　訟4
フ

　　

ラ

　　

ン

　　

ス

　　

フ84739　648 000　　　朗.∂　　50 320　　　15』
オーストラリア

　　

902 773　167 692　　μ.δ　　12 296　　９.4
カ

　　　

ナ

　　　

ダ

　　

820 308　169 938　　　澱.7　　21 089　　　渥.∂
イ

　　　　

ン

　　　　

ド

　　　

992 363　　174 986　　　ir.6　　536 984　　　　jj
ブ

　　

ラ

　　

ジ

　

ル

　　

939 615　　42 378　　　4.5　　90 840　　　加.∂
西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　　　

415 000　318 000　　　7M　　60 842　　　M
イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　

356 881　　355 711　　　卯.7　　55 534　　　＆4
イ

　　

タ

　　

リ

　　

ア

　　

288 000　256 000　　　甜.∂　　53 170　　　M
ベ

　　

ル

　　

ギ

　　

ー

　　　

91 843　　74 843　　　∂j.5　　9 646　　　Ｍ

㈱

　

建設省編｢道路統計年報1972年版｣による。
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よ う

の

　　

状 況

(昭和46年３月31日現在)

県

　　

j

　　　

ﾄ

tr

　

゛

　

”

　

・

　

1

　

合

　　　　

゛

　　　

129?21く　　　　872 960 l　　　　　9?9 68!120 821

　

53 765

　

54 251

　

4 742

　　

I^I^S

　　

37.k

　　

糾.9

　　

42.０

　　　

＆∂

　　　

4.忿

－
‐

872 860

　

8,5 758

136 884

321 990

　　　

肌8

　　　

7.5

　　

15.7

　　

14.８

　　

３６.９

　　

OOrO

993 681

139 523

191 135

326 732

　　

14.０

　　

ｎ､2

　　

jl?.2

　　

18.２

　　

３２Ｊ

　　

.蜻ｊ

(昭和46年３月31日現在)

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

道

　

‘

　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

橋

　　　

数丿延

　

長（㈲｜橋

　　　

数｜延

　

長（㈲

　　　　

447 539　　　　　3 338 196　　　　　　　547 731　　　　　　4 791 534

　　　　

295 257　　　　　2 033 199　　　　　　　387 190　　　　　　3 346 231

　　　　　

4 284　　　　　　　56 946　　　　　　　　4 627　　　　　　　　79 493

　　　　

147 998　　　　　1 248 051　　　　　　　155 914　　　　　　1 365 810

　　　　

53 103　　　　　　461 187　　　　　　　57 777　　　　　　　547 687

　　　　　

蒔.θ

　　　　　　　　

剪.∂

　　　　　　　　

70.7

　　　　　　　　　

卯丿

　　　　　

必.θ

　　　　　　　　

57.9

　　　　　　　　

認.ﾀ

　　　　　　　　　

び7.2

　　　　　

11.9

　　　　　　　　

13^

　　　　　　　　

加.5

　　　　　　　　

と.4

　　　　　

瑠.θ

　　　　　　　　

巧.θ

　　　　　　　　

Ｕ.7

　　　　　　　　

12A

面積当たり道路延長

　

乗用車
iバー

　

ス|

　　

計

　　

ｊ

　

１台当たり人口

‰ヂト/一

万

（１台り冒了1（千台）

　　

ﾄ‰遥㈲
ヽ/ヤ

　

369 881　　　2.718　　　7 271　　　8 5651　　　　15 836 102 321　　　　∂.5
9 363 353　　　0.638　　86 862　　18 235　　　　105 097　　203 216　　　　j.∂

　

547 026　　　1.435　　H 860　　　1 8501　　　　13 710　　50 320　　　　j.7
7 686 810　　　0.117　　　3 893　　　　974!　　　　　4867　　12 2％　　　　2.5
9 976 139　　　0.082　　　6 159　　　1 578　　　　　7 737　　21 089　　　　忿.7
3 268 090　　　0.304　　　　510　　　　466　　　　　　976　　536 984　　　55θJ
8 511 965　　　0.110　　　1 703　　　1 023　　　　　2 726　　90 840　　　J＆

　

248 454　　　1.670　　14 400　　　1 208　　　　15 608]　　60 842　　　　33

　

244 013　　　1.463　　11 582　　17361　　　　13318　　55 534　　　　4.巳

　

301 225　　　0.956　　　9 1421　　　　857　　　　　9999　　53 170　　　　5J

　

30 513　　　3.010　　　2 0251　　　　2門　　　　　2248　　　9 646　　　　4ｊ

343 ―

｜

Ｉ

｜

｜

ｉ

｜



第103表公営住宅等の管理状況

　　　　　　　　　　　

(昭和46年３月31日現在)
－一一一一一一一一

　

一一一一一-

　

区

　　　　　　

分

　　

ザ今湾卜

　

゛(諧ト

　　

ネ∩

　　　　　

－

第一種公営住宅i

　　

261651
1　　　306

054　　　　567705

　

W

　

。

　

1

　　

，二

　　

二7

　　

二;

第二種公営住宅

　　　

179169　　　412 566　　　　591735

　

W

　

。:1

　

ぷｺﾞ

　　

ﾆ;

　　

ﾆｽﾞ

≒良

　

・

　

li

　　

プ

　　

で

　　　

ニ

∴皆。tl

　

ニ

　

ニ

　　

ニ

　

Ｗ

　

。：

　　

ご

　　

ニ

　　

二

丿ｌｙｊ

]

　　

４悶2

　　

7?ぼ

　　

1でお

11ブ↓‰y

　

61ご

　　

289034　　900お

㈱ 自治省調による。

　　　　　

第104表

　

消

　

防施設

　

の

　

状

　

況

その１

　

消防本部・署等の設置状況

ｇ

　　

《囃叫囃詞轟馴戚y

　　　　　　　　　　

一一一一
（EYE

　　

，三

　

ﾐEトEトヨ

べてレユレミレレE

叫 消防庁調による。以下、第104表において同じ。
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その２

　

消防施設の状況

　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

尚尚贈

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
消

　

防

　

ポ

　

ｙ

　

プ

　

自

　

動

　

車（台）

　

16 928J　16 274　　654　　4.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

水そう付消防ポンプ自動車（句

　　

1 818　回o5　113 6.6

三輪消防ポ

　

ｙ

　

プ自動車（句

　　

2

ｽ

　

45ら

　

178・

　

39.2

はしご付消防ポンプ自動車（勺

　　

401‘

　　

298

　　

103

　　

34.6

手

　

引

　

動

　

カ

　

ポ

　

ン

　

プ（句

　

33

U

　

4 571k 1 232^ 27.0

小

　

型

　

動

　

カ

　

ポ

　　

ン

　　

プ（勺

　

58 743　58 529　　214　　0.４

化

　

学

　

消

　

防

　

自

　

動

　

車（勺

　　　

472

　　　

366

　　

106

　　

30.0

消

　　　　　　　

防

　　　　　　　

艇（勺

　　　

45

　　　

38 7　　18.4

無

　　　

線

　　　

指

　　　

揮

　　　

車（勺

　　　

523

　　

454

　　

69

　　

15.2

救

　　　

急

　　　

自

　　　

動

　　　

車（勺

　　

1 503　　1 229　　274　　22.3

小型動

　

カ

　

ポ

　

ン

　

プ積載車（勺

　　

7 935　6 825　1 110　16.3

そ

　

の

　

他

　

の

　

消

　

防

　

自

　

動

　

車（句

　　

I H4　　1 023 91　　8.9

消

　　　　　　　　

火

　　　　　　　　

栓（基）

　

549 575　567 273 ･ 17 698 - 3.1

防

　

火

　

水

　

そ

　　

う

　

・井

　　

戸（勺

　

210 627 210 336　　291 0.1

消

　

防

　

用

　

無

　

線｛固

　　

定

　　

局（局）

　　

1 2081　　1106　　102　　9.2
7

　　　　　　　　　　

移

　　

動

　

局（勺

　　

11 404　8 845　2 559　　28.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
火

　

災

　

報

　

知

　

機｛受

　　

信

　　

用（基）

　　

3S2l

　　

358k

　　

6^

　　

1.7

　　

’

　　　　　　　

発

　

信

　

用（勺・

　

15 5461 17 507△　1961k　11.2

望

　　　　　　　　　　　　　　　

楼（勺

　　

1 361　　1 823･　462･ 25.3

消防機関電話（火災専用、消防用を含む｡）（句

　　

237

ｿﾞ

　

21 877　1 897 8.7

㈱１

　

昭和46年４月１日現在の数は概数である。

　

２

　

消防団保有のものを含む。
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その１

　

義

　

務

　

教

　

育

第105表教

　

育

　

施

　

設

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

丿

　

小

　　　　　

学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

46.5.1現在j 45.5.1現在

学

　　　　　　　

校

　　　　　　　

数

　

國

　

（校）

　　　

24 308　　　　24 558

学

　　　　　　　

級

　　　　　　　

数（Ｂ）（級）

　　

288 405　　　284 597

校

　　　　

舎

　　　　

面

　　　　

積（Ｃ）（千が）

　　　　

51 887　　　　　49632

　　

木

　　　　　　　　　　　　　　

造

　　

（千が）

　　　

28 041　　　　29 450

　　

非

　　　　　　

木

　　　　　　

造（Ｄ）（千が）

　　　

23 846　　　　20 182

講

　

堂・屋

　

内

　

運

　

動

　

場

　

面

　

積(E) (千が）　　　　8 149　　　　　7 824

危

　　

険

　　

校

　　

舎

　　

面

　　

積(F) (千が）　　　　5 529　　　　　6 296

要

　

改

　

築

　

校

　

舎

　

面

　

積（Ｇ）（千が）

　　　　

3 305　　　　　3 836

学

　

校

　

校

　

舎

　

不

　

足

　

面

　

積

　　

（千が）

　　　　

2 314　　　　　2 380

児

　　　

童

　　　

生

　　　

徒

　　　

数

　

佃（千人）

　　　　

9 492　　　　　9 391

教

　　　　

員

　　　　

数（本務のみ）（I）（千人）

　　　　　

371

　　　　　　

364

非木造校舎比率(D)/(C)×100

　　　

（％）

　　　　

46.0

　　　　　

40.7

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率（Ｆ）/（Ｃ）×100

　　　

（％）

　　　　　

10.7

　　　　　

12.7

要改築校舎比率(G)/(C)×100

　　

（％）

　　　　

6.4

　　　　　　

7.7

児童生徒１人当たり校舎面積(C)/(H)

　　　　

（が）

　　　　　

5.5

　　　　　　

5.3

篇童生徒１人当たり講堂・屋内運動場面（Ｅ）/佃（が）

　　　　

0.86

　　　　　

0.83

1校当たり児童生徒数佃/固

　　

（人）

　　　　

390

　　　　　

382

1学級当たり児童生徒数闘/（Ｂ）

　

（人）

　　　

32.9

　　　　

33.0

教員１人当たり児童生徒数(H)/(I)

　

（人）

　　　

25.6

　　　　

25.8

　　　　　　　　

土地取得面積

　

（千が）

　　　

6 705 9 036

問
5.2~46. 5.l)建物新増築面積　（千が）　　　2 142　　　　1 791

　　　　　　　　

建物改築面積

　

（千が）

　　　

1 295　　　　I 276

㈱１

　

文部省調｢学校基本調査の速報｣および｢公立学校施設実態調査の速報｣によ

　　

２

　

校舎面積および講堂・屋内運動場面積ならびにこれらに基づいて算出され

　　　

方法が異なるため、差引は行なっていない。

　　

３

　

建物新増築面積および建物改築面積は屋体、寄宿舎分を含む。
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の

　

状

　

況（公立学校分）

　　　　　

校

　　　　　　　　　　

中

　　　　　　　

学

　　　　　　　

校

差

　　　　　

引

　　

46. 5. 1現在　１　45. 5. １現在　｜　差　　　　引

　　　　　

4

　　　

250

　　　　　　　

10 195　　　　　　　10 380　　　　ム　　　185

　　　　　　　　　　

3 808　　　　　　122 553　　　　　　122 822　　　　△　　　269

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

28 890　　　　　　　28 250

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14 740　　　　　　　15 400

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14 150　　　　　　　12 850

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5 886　　　　　　　5 598

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 528　　　　　　　1 724

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

959

　　　　　　　

1 095

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 325　　　　　　　1 297

　　　　　　　　　　　

101

　　　　　　　

4 512　　　　　　　4 537　　　　△　　　25

　　　　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

217

　　　　　　　　

217

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

49.0

　　　　　　　　

45.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5.3

　　　　　　　　

6.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3.3

　　　　　　　　

3.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6.4

　　　　　　　　

6.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1.30

　　　　　　　　

1.23

　　　　　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

443

　　　　　　　　

437

　　　　　　　　　

6

　　　　　

－

　　　

0.1

　　　　　　　　

36.8

　　　　　　　　

36.9

　　　　

･･

　　　

０.1

　　　　　

･･

　　　

０.2

　　　　　　　　

20.8

　　　　　　　　

20.9

　　　　

4

　　　

0.1

　　　　　

a

　　

2 331　　　　　　　6 507　　　　　　　6 081　　　　　　　　426

　　　　　　　　　　　

351

　　　　　　　　

1 135　　　　　　　　967　　　　　　　　168

　　　　　　　　　　　　

19

　　　　　　　　

454

　　　　　　　　

466

　　　　

△

　　　　

12

る。以下第105表において同じ。

ている項目については、昭和46年５月１日現在の調査は前年同期の調査と調査
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第105表

　

教育施設の状況(公立学校分)(つづき)

その２

　

高等学校

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

ﾄ｡5,1現在臨ふI現在|差

　

引

学

　　　　　　　

校

　　　　　　　

数(A) (校）　　3 552　　3 550　　　　2
校

　　　　

舎

　　　　

面

　　　　

積（Ｂ）（千が）

　

20 336　　20 360

　

木

　　　　　　　　　　　　　　　

造

　　

（千が）

　　

6 524　　7 347

　

非

　　　　　　

木

　　　　　　

造（Ｃ）（千が）

　

13812

　　

13013
危

　　

険

　　

校

　　

舎

　　

面

　　

積（Ｄ）（千が）

　　　

784

　　　

978
要

　

改

　

築

　

校

　

舎

　

面

　　

積(E) (千が）　　　741　　　905
学

　

校

　

校

　

舎

　

不

　

足

　

面

　

積

　　

（千㎡）

　　

6 226　　6 447
生

　　　　　　　

徒

　　　　　　　

数(F) (千人）　　2 880　　2 936 。　56

　

全

　　　　　　　

日

　　　　　　　

制

　　

（千人）

　　

2 555　　2 583　，　28

　

定

　　　　　　　

時

　　　　　　　

制

　　

（千人）

　　

321

　　　

349－

　

28

　

専

　　　　　　　

攻

　　　　　　　

制

　　

（千人）

　　　　

３

　　　　

３

　　　　

０

教
別

　　　

員

　　　　

数（本務の
乖
（
いで川

　

乱

　

乱

　

２

非木造校舎比率（Ｃ）/（Ｂ）×100

　　　

（％）

　　

67.9

　　

63.9
危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率（Ｄ）/（Ｂ）ｘl00

　　　

（％）

　　　　

3.9

　　　

4.8
要改築校舎比率(E)/(B)×100

　　　

（％）

　　　

3.6

　　　

4.４
生徒１人当たり校舎面積(B)/(P)

　　

（が）

　　　

7.1

　　　

6.9

1

　

校当た

　

り

　

生徒数(P)/(A)

　　

（人）

　　　

811

　　　

827

　

△

　

16
教員１人当たり’生徒数剛/（Ｇ）

　　

（人）

　　

18.5

　　　

19.1

　

ム

　

0.6
m四大釧路羅球ﾐﾖﾄ回レ訃べ

㈱１

　

校舎面積およびこれに基づいて算出されている項目については、昭和46年

　　

５月１日現在の調査は前年同期の調査と調査方法が異なるため、差引は行なわ

　　

ない。

　　

２

　

建物新増改築面積および建物改築面積は、屋体、寄宿舎分を含む。

その３

　

幼

　

稚

　

園

　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

ﾄ6.5. 1現在45. S.1現在|差　　引

幼

　　

稚

　　

園

　　

数

　

國

　

（園）

　　　

4 121　　　　3908　　　　213
園

　　　

舎

　　　

面

　　

積（Ｂ）（千が）

　　　

1 574　　　1 476

1

98

　

木

　　　　　　　　　　　

造

　　

（千が）

　　　　

1 094　　　1 089 1　　　　5

　

非

　　　　

木

　　　　

造（Ｃ）（千㎡）

　　　　

480

　　　　　

387

　　　　

93
危

　

険

　

園

　

舎

　

面

　

積（Ｄ）（千㎡）

　　　　

102

　　　　

133
1
－ 31

幼

　　　　　

児

　　　　　

数（Ｅ）（千人）

　　　　

396

　　　　

398

　

･･

　　

2
教

　　

員

　　

数（本務のみ）剛（千人）

　　　　　

15

　　　　　

151

　　　　

0
修

　　　

了

　　　

者

　　　

数（Ｇ）（千人）

　　　　　

961

　　　　

872 ・　　　　89
小学校第１学年児童数

　

佃（千人）

　　　

□11

　　　

1 622
1

89
非木造園舎比率(C)/(B)×100

　

（％）

　　　

30.5

　　　

26.2‘ 4.3
危険園舎比率（Ｄ）/（Ｂ）×100

　

（％）

　　　

6.5

　　　

9,0
1
－ 2.5

幼児１人当たり圃舎面積（Ｂ）/（Ｅ）（が）

　　　　

4.0

　　　　

3.7

　　　　

0.3
就

　　　

園

　　　

率（Ｇ〉/（知×100

　

（％）

　　　　

56.2

　　　　

53.8

　　　　

2.4
1園当たり幼児数（Ｅ）/國

　

（人）

　　　

96.1

　　　

1o1,

U

－ 5.7
教員１人当たり幼児数(E)/(P)

　

（人）

　　　　

26.4

　　　　

26.5

　

･･

　

０.1

叫

　

修了者数、小学校第１

　

である。

学年児童数、就園率は国立、公立および私立の全体の率
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第106表

　

各国における義務教育等の状況（公立学校分）

その１

　

就学率
-

　

国

　　　　　

名

　

｜

　　

年

　　

|就学年限(年)|就学年令(才)|就学率(％)

日

　　　　　　　

本

　　　　　

1 968　　　　　　9　　　　　6～14　　　　　　卯.9

7

　　

メ

　　

リ

　　

カ

　　　　　

1％6

　

7(裂呂乱ｸ)

　　　　

7～13

　　　　　

卯.δ

イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　　　

1 967　　　　　　10　　　　　5～14　　　　　　卯.ﾀ

西

　　

ド

　　

イ

　　

ッ

　　　　　

1％6

　　　　　　

8

　　　　　

6～13

　　　　　

100.0

フ

　　

ラ

　　

ン

　　

ス

　　　　　

1％7

　　　　　　

8

　　　　　

6～13

　　　　　　

紹.7

その２ 初等・中等学校の教員１人当たり生徒数

　

国

　　　　　

名

　

｜

　　　　

年

　　　　

｜

　

初

　

等

　

学

　

校

　

｜

　

中

　

等

　

学

　

校

日

　　　　　

本

　　　　　

1％9

　　　　　　

邱ｊｌ

　　　　　

２０.７

７

　　

メ

　　

リ

　　

カ

　　　　　　　

1％7

　　　　　　　　　

叙.7

イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　　　　　

1％7

　　　　　　　

四.ﾀ|

　　　　　　　

19.６

西

　　

ド

　

イ

　　

ツ

　　　　　　　

1 967　　　　　　　　　四.θ

フ

　　

ラ

　　

ン

　　

ス

　　　　　　　　

1 967　　　　　　　　μ.j　　　　　　　　17S

ソ

　　

ビ

　　

エ

　　

ト

　　　　　　　　

1 967　　　　　　　　郭.∂|　　　　　　　15.1

㈱１

　

文部省調による。

　

２「初等学校」は小学校、「中等学校」は中学校と高等学校の合計である。

　　　　　　

第107表

　

社会教育施設等の状況（公立分）

区

　　　　

分

　　　

合

　　　　

計

　　　

都道府県

　

□仁?ﾚﾄt

　　　　　　

貫森叩閃r門森野惣門?y森町″閃尹

図

　　

書

　　

館

　　　

820

　　

5 652　　　73　　　1 836　　　747　　3 816

博

　　

物

　　

館

　　　

168

　　　

1 306　　　31　　　328　　　137　　　978

貧宸堂および公

　　

10 273　　12 597　　　　40　　　　878　　10 233　　11 719

体育施設

　

2 048　　2 101　　181　　636　1 867　　1 465

　

屋内体育館

　　　

656

　　

1 374　　　50 374　　　6061000

　

陸上競技場

　　　

433

　　　

303

　　　

50

　　　

144

　　　

383

　　　

159

　

野

　

球

　

場

　　　

959

　　　

424

　　　

81

　　　

118

　　　

878

　　　

306

㈹ｌ

　

自治省調による。

　

２

　

箇所数は、昭和46年３月31日現在、専任職員数は昭和46年４月１日現在

　　

である。
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第108表地方財政と国の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国から

　

地方から

　　　　　　　　　

国民総支出

　　

歳

　

出

　

総

　

額

　　

地方に対

　

国に対す

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

する支出

　

る支出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

実

　

額面
|
指

　

数

　

国

　

(B)地

　

方（Ｃ）

　

（Ｄ）

　　　

（Ｅ》

昭和10年度

　　　　

167

　　　

－ 22　　　　　21 3　　　　　0

　　　

16

　　　　　　

449

　　　

－

　　　　　

81

　　　　　

31

　　　　　

11

　　　　　

0

　　　

36

　　　　　

198 528　　jθθ　　　21 645　　　23 911　　　10 279　　　　381

　　　

37

　　　　

216 595　　jθ∂　　　26 447　　　28 874　　　12 264　　　　446

　　　

38

　　　　

255 921　　j忿∂　　　31 389　　　33 088　　　14 321　　　　528

　　　

39

　　　　

296 467　　j4∂　　　34 524　　　38 220　　　16 363　　　　622

　　　

40

　　　　　

328 380　　j∂5　　　38 883　　　43 651　　　18 831　　　　692

　　　

41

　　　　　

383 995　　j∂j　　　46 333　　　50 262　　　21 458　　　　747

　　　

42

　　　　

452 943　　口忿∂　　　52 851　　　57 255　　　24 347　　　　806

　　　

43

　　　　　

533 806　　忿∂1?　　　60 860　　　67 296　　　28 228　　　　912

　　　

44

　　　　

629 204　　317　　　71 883　　　80 339　　　33 791　　　1 004

　　　

45

　　　　　

732 137　　j∂1?　　　85 093　　　98 1４9　　　39 999　　　1 262

㈱１

　

国民総支出は、経済企画庁の推計による(昭和10年、昭和16年は暦年分)。

　　

２

　

国の歳出額は、昭和40年度以降については、一般会計と交付税及び譲与税

　　

び治水の６特別会計との純計決算額であり、昭和39年度以前においても、一

　　

との純計決算額である。

　　

３｢国から地方に対する支出｣は、地方交付税(地方分与税、地方財政平衡交付金、

　　

(国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む｡)および交通安全対策特別交付

　　

４｢地方から国に対する支出｣は、地方財政法第17条の２の規定による地方公

　　

額および国に対する交付公債の元利償還額の合算額)である。
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財政との累年比較
(単位

　

億円・％)

　　　

歳

　　

出

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　　

純

　　

計

　　　

国民総支出に

　　

国

　　　

｜

　

地

　　　

方

　

丿

　

合

　　　

計

　　

構成比

　　

対する比率

(％(ヤ（(ｃ)

(

列
皿
ﾚﾂﾞﾘ撒昔|昔昔|昔|昔

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

19

　　

－

　　　

21

　　

－

　　　

40

　　

－

　

47.

　

銘.5

　

ｕ.4

　

狸.1

　

糾.θ

　　

70

　　

－

　　　

31

　　

－

　　　

101

　　

－

　

∂1?J

　

Sθ.7

　

15.6

　　

∂.輿

　

口2J

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

11 366　却θ　23 530　加θ　34 896　却θ　泥.∂　「.4　5.7　11.i?｣び.∂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

14 183　j25　28 428　j鯉　42 6H　　j22　∂Jj　66.7　　∂.5　13.1,　j乱7

　

17 068　j5θ　32 560　1S8　49 628 ﾌﾞ討.4　65.6　　∂.7　ｻﾞ19み

　

18 161 j∂θ　37598　j∂θ　55 759 妬θl　32.6　67.k　　∂.j　n.7＼　j＆S

　

20 052　　j7∂　　42959　j&J　63 011　　j∂j　31.8　∂＆忿　　∂ｊ　13.l'　19.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

24 875　叙∂　49515　口却　74 390　2μ　お.4　邸.∂　∂.5　j忿ﾂﾞ　19み

　

28 504　訂j　56 449　糾θ　84 953　糾ぷ　お.∂　66A　　∂J　12.S＼　召j

　

32 632　認7　66 384　認口　99 016　認4　お.θ　67.0　∂.j　j巳ﾂ　瑠J

　

38 092　∂巧　79 335　認7　07 427　お]銘.4　67.6　∂.j　I2.e＼　瑠.7

　

45 094　卯7　96 887　紅忿　141 981　翻7i　お1　昭.忿　δ.忿　む〕　四.4

配付金、国有林野事業(治山勘定のみ)、特定土地改良工事、港湾整備、道路整備およ

般会計とこれらの特別会計に相当する特別会計がある場合には、それらの特別会計

臨時地方特例交付金および特別事業債償還交付金を含む｡)、地方譲与税、国庫支出金

金の合算額であり、地方の歳入決算額によっている。

共団体の負担金(地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金にかかる国への現金納付
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第109表昭和45年度

　

国・地

　　　　　　　　　　　　

歳

　　　

出

　　　

総

　　　

額

　　　　　　

国から

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　　　

丿也

〕

販

　　　　　　　　

一台計神祠合ｔlj姦|゛？゛

犬

）

溜

機

　　

関

　　

費

　　

5 470　　づ　5 470　　－　5 47o! 15 955　　284

　

一般行政費

　

1 600　　－　1 600　　－　1 600　9 055　145

　

司法警察費

　

2 233　　一　2 233　　－ 2 233　　5443　　139

　

外

　　

交

　　

費

　　　

559

　　　

－

　　

559

　　

－

　　

559

　　

－

　　

－

　

徴

　　

税

　　

費

　　

1 078　　　－　　1 078　　－　1 078　1 457　　一

地方財政費

　

17 765　19 264　37 029 17 716　19 313　－ 19 093

防

　　

衛

　　

費

　　

5 939　　　－　5 939　　－　5 939　　－　　35

国土保全及び開発費

　　

13 598　10 539　24 137　8 871　15 266 27 408　7 861

　

国土保全費

　

2 352　2 553　4 905　2 162　2 743　3 821　1 394

　

国土開発費

　

9 876　7 986　17 862　6 709　1 1 153 22 107　5 521

　

災害復旧費

　

卜30

　　

－

　

ロ30

　　

－

　

ロ30

　

1 480　946

　

そ

　　

の

　　

他

　　

240

　　

－

　　

２４０

　　

－

　　

240

　　

－

　　

－

産業経済費

　

10 167　　－　10 167　－　10 167　7 427　019

　

農林水産業費

　　

8 025　　－　8 025　　－　8 025　3 361　1008

　

商

　　

工

　　

費

　　

2 142　　　－　2 142　　－　2 142　4 066　　111

教

　　

育

　

費

　

9 390　　－　9 390　－　9 390 24 108 5 690

　

学校教育費

　

8 506　　－　8 506　　－　8 506 20 743　5 328

　

社会教育費

　　

170

　　

－

　　

170

　　

－

　　

170 988　　　39

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

714

　　　

－

　　

714

　　

－

　　

714

　

2 377　　323

社会保障関係費

　

12 978　　　－12 978　　　－　12 978　18 946　5 917

　

民

　　

生

　　

費

　　

9 978　　　－　9 978　　－　9 978　8 119　3 545

　

衛

　　

生

　　

費

　　

1 544　　　－　1 544　　－　1 544　5 759　　986

　

住

　　

宅

　　

費

　　　

972

　　　

－

　　

972

　　

－

　　

972

　

3 973　　913

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

484

　　　

― 484　　　－ 484　1 095　　473

恩

　　

給

　　

費

　　

2 978　　　－　2 978　　－　2 978　　499　　－

公

　　　

債

　　　

費

　　

2 870　　　－　　2 870　　　－　　2 870　3717　　－

前年度繰上充用金

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　　

一

　　　

－

　　

89

　　

－

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

722'

　　　

－

　　

722

　　

－

　　

722

　　

一

　　

一

　　　

■

　　　　　　

81 877　29 803　111 680　26 587　85 093　98 149　39 999

㈹１

　

国の歳出総額は、一般会計と交付税及び譲与税配付金、国有林野事業(治山

　　

計決算額である。

　　

２｢国から地方に対する支出｣は、地方交付税(特別事業債償還交付金を含む。)、

　　

通安全対策特別交付金の合計額であり、地方の歳入決算額によっている。

　　

３｢地方から国に対する支出｣は、地方財政法第17条の２の規定による地方公共

　　

に対する交付公債の元利償還額の合計額)で、地方の歳出決算額によっている。
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方の目的別歳出の状況

国 ・地方を通ずる歳出純計額

国

　

…
|構成比

地

１

１

５
７

　

１
５

904と

7 017

2 031

3 70C

3 17ε

２

　

２

5
9
5

1

１

6
3
1

2

　
　

２

1 451

7 427

3 361

4 066

２

　

８

　

８

　

５

　
　
　

－

３

こ|
－
モ

プ
ー
上
］
－
４
．
－
ダ
ー
ぷ
－
４
－
プ
ぷ
Ｉ
－
ぶ
イ
。
－
ぶ
Ｉ
ぷ
－
Ｊ
Ｊ
。
ｆ
－
ぷ
Ｉ
ぷ
よ
。
希
ぷ
Ｉ
ぷ
。
Ｊ
－
―
プ

総

　　　

額

去叫構成比

2 535

６３１

(単位

57

河

億円・％）

認

　

1 262| 45 094 100.01 96 887[ 100.01 141 981 100.01　68.2 47.0

勘定のみ）、特定土地改良工事、港湾整備、道路整備および治水の６特別会計との純

地方譲与税、国庫支出金（国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。）および交

団体の負担金（地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金にかかる現金納付額および国
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第110表

　

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　

・

　

，

゛り|昌

度

ﾄﾂﾞ

４４度

ﾄ

４度

ﾄ

４度

国

　　　

民

　　　

所

　　　

得

　

304 427　362 332　428 6％　498 567　590 480

資

　

本

　

滅

　

耗

　

引

　

当

　　

49 599 58 443　　69 525　　83 893　　99 361

間

　　　　　

接

　　　　

税

　　

28 254　33 561　　40 151　　47 144　54 524

(控除)経常補助金

　　

3 278　　　4153　　4 672 6 333 8 226

統

　

計

　

上

　

の

　

不

　

突

　

合

　　

4 992　　2 761　　　106　　5 933 ， 4 002

　

合

　

計(国民総生産)

　　

383 995　452 943　533 806　629 204　732 137

個

　

人

　

消

　

費

　

支

　

出

　

212 298　243 854　281 164　324 346　375 858

　

家

　

計

　

消

　

費

　

支

　

出

　

207 370　237 993　274 268　316 085　365 538

　　

飲

　　　

食

　　　

費

　　

78 293　88 854　99 734　1 13 112　128 290

　　

被

　　　

服

　　　

費

　　

24 011　　26 804　　30 304　　33 367　　38 625

　　

光

　　　　

熱

　　　

費

　　

7 017　　7 849　　8 581　　9 795　　11 0％

　　

住

　　　

居

　　　

費

　　

40 523　47 683　56 639　68 059　80 034

　　

雑

　　　　　　　　

費

　　

57 526　66 802　79 010　91 752　107 492

　

民間非営利団体の消費支出

　　

4 357　　　5168　　6 124　　7 191　　8 851

　

難回白ミ゛)”

　

571

　　　

694

　　　

772

　　

1 070　　1 469

政府の財貨サービス経常購入

　　

34 135　　38 623　　43 943　　50 804　　60 651

国

　

内

　

総

　

資

　

本

　

形

　

成

　

133 407　170 960　202 784　246 016　286 287

　

固

　

定

　

資

　

本

　

形

　

成

　

119971

　

148 607　179 391　221 412　257 425

　　

民

　　　　　　　　

間

　　

84 677　108 815　133 886　170 338　195 556

　　

政

　　　　　　　　

府

　　

35 294　39 791　　45 505　51 074　61 869

　

在

　

庫

　

品

　

増

　

加

　　

13 436　22 354　23 392　24 604　28 862

　　

民

　　

間

　　

企

　　

業

　　

12 190　　18 886　　19 925　22 863　29 194

　　

政

　　

府

　　

企

　　

業

　　

1 246　　3 468　　3 467　　1 741 ・　332

経

　

常

　

海

　

外

　

余

　

剰

　　

4 155・　495　　5915　　8 038　　9 341

　

輸出と海外からの所得

　　

42 466 46 199　　58 124　　71 737　　86 609

　

(控除)輸入と海外への所得

　　

38 311　　46 694　　52 209 63 699　　77 268

合

　

計(国

　

民

　

総

　

支

　

出)

　

383 995　452 943　533 806　629 204　732 137
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と

　　

国

　

民

　

総

　

支

　

出

(単位

　

億円・％)

　　

対前年度増加率

　

li

　　

構

　　　

成

　　　

比

41年度142年度143年度ト年度ト年度

卜

1年度ト年度143年度卜年度卜5年度

　

μ.ﾘ

　

却.ﾘ

　

圃丿

　

貧Ｊ

　

ISA

　

9.j

　

卯.θ

　

釦Ｊ

　　

即.忿

　　

卯.7

　

j＆則

　

17^

　　

19.0

　　

20.7

　　

jμl

　

12^

　

12.9

　

召.θ

　　

13^

　　

13.6

　

13.2 I　圃.sj　却.町　17J^　　巧.71　　7j　　7.4　　7.5　　　7.5　　　7j

　

卵ｊ！

　

加.バ

　

犯51

　

巧.∂

　

即.齢

　

θｊ

　　

θ.9

　　　

θj

　　　

j.θ

　　　

1.1

　　

－

|

　

－

i

　

－

|

　

－

　　

－

l

　

jJ

　　

θ.∂

　　

θ.θ

　　

θ.∂－

　

θ.5

　

16.9

1　18.0 j　17.9
1　17.9　16.4 j

100.0　100.0　100.0　100.0　100.0

　

召.S

　　

μ.い

　

15,3

　　

μｊ

　　

貧.9

　　

認.J

　　

醇.S

　　

認.7

　　

訂.5

　　

むJ

　

13J X　I辰8

l　15.2　巧.忿　巧.∂　μ.θ　52.5　夕.4　　50.2　　卯.ﾀ

　

llA

　

13.5

　

j忿.忿

　

召j

　

ISA

　

加丿

　

却.∂

　

j＆7

　　

召.θ

　　

17S

　

7.4

　　

11.6

　

μ.j

　　

加ｊ

　　

μ.&

　　

∂j

　　

5.∂

　　

5.7

　　　

5J

　　　

5J

　

12.6

　　

jj.∂

|

　　

ﾀＪ

　　

μｊ

　　

召J

　　

i.s

　　

j.7

　　

j.∂

　　　

j.∂

　　　

j.5

　

加.2

　　

17.7

　　

召.∂

　　

釦.忿

　　

び.∂

　　

扨.∂

　　

加.5

　　

却.∂

　　

加.∂

　　

勿.∂

　

巧j

　　

16.1

　　

認.j

　　

μj

　　

17S

　　

貧.θ

　　

μ.7

　　

μ.∂

　　

μ.∂

　　

μ.7

　

17.1

　　

j＆∂

　　

瑠.5

　　

ぴ.4

　　

留.j

　　

1.1

　　

1.1

　　

1.1

　　　

1.1

　　　

1 9

　

32.5

　　

釘.５

　　

us

　　

認.∂

　　

J7.ﾀ

　　

θｊ

　　

θ.忿

　　

θｊ

　　　

θ.忿

　　　

θ.忿

　

lS.i

　　

13.1

　　

13.8

　　

巧.∂

　　

四.4

　　

∂ｊ

　　

＆5

　　

＆忿

　　　

＆j

　　　

∂Ｊ

　

糾丿

　　

認.j

　　

瑠ぶ

　

幻J

　　

16 A　μ.7　腔.7　　認.θ　　卯.j　　釣丿

　

碍.θ

　　

留.ﾀ

　　

加.7

　　

留.4

　　

狸.∂

　　

訂.巳

　　

認.S

　　

認.∂

　　

J£忿

　　

巧.忿

　

認.∂

　

認.5

　

留.θ

　

忿7.忿

　

μ.&

　　

麗.7

　

糾.θ

　

舒.j

　　

腔丿

　　

部.7

　

i6.fl

　　

12.7

　　

μ.4

　　

12.2

　　

幻.j

　　　

ﾀ.忿

　　

S.∂

　　

＆5

　　　

＆j

　　　

＆ｊ

　

混.δ

　　

邸.4

　　

4.∂

　　

5.忿

　　

17^

　　

j.5

　　

4.ﾀ

　　

4.4

　　　

j.ﾀ

　　　

＆9

　

μ.∂

　　

5L9

　　

5.5

　　

μ.7

　　

忿7.7

　　

5.2

　　

4.忿

　　

j.7

　　　

∂.∂

　　　

4.θ

　

5.j

　

178^ -θ.θ・卯Ｊ　　　－　　θｊ　　θ.∂　　θ.∂　　　θＪ　- 0.0

　

０.9

　　　

－

　　　

一

　　

涯.ﾀ

　　

仔.忿

　　

1.1

　

ムθ.j

　　

1.1

　　　

jJ

　　　

1.3

　

15^

　　

＆S

　　

舒.S

　　

認.4

　　

加.７

　　

11.1

　　

扨.2

　　

jθ.ﾀ

　　

n.u

　　

11^

　

ぴ.j

　　

釘ｊ

　　

と.∂

　　

麗.θ

　　

釘j

　　

10.0

　　

却.j

　　

∂.8

　　

jθ.j

　　

扨.∂

　

16.9

　　

18.0

　　

17.9

　　

17.9

　　

16.4

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　　

100.0

　　

100.0
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第111表

　

国

　

民所

　

得

　

に

　

対

！

　　　　　　　

分配国民所得

　

１

　　　　　

租

　　　

税

　　　

負

!

区

　　

分

　

名目額

|

指

　

数

l

国

　　

税

|

指

　

数

|

地方税

|

指

　

数

　

昭和10年度

　　　　

１４４

　　　　

－

　　　　

12

　　　　

－

　　　　

6

　　　　

－

　　　

16

　　　　　　

358

　　　　

－

　　　　

49

　　　　

－

　　　　　

9

　　　　

－

　　　

36

　　　　

157 551　　　　jθθ　　22 277　　　　却θ　　　9 065　　　　jθθ

　　　

37

　　　　

×77298　　　　113　　23 907　　　　扨7　　10 567　　　　117

1

　　

38

　　　　

206 145　　　jお　　27 317　　　j留　　12 129　　　む4

　　　

39

　　　　

233 751　　　μS　　31 592　　　μ忿　　13 996　　　jμ

　　　

40

　　　　

260 868　　　j閲　　32 796　　　μ7　　15 494　　　171

　　　

41

　　　　

304 427　　　j紹　　36 630　　　jμ　　17 686　　　j弱

　　　

42

　　　　

362 332　　　留θ　　43 968　　　四7　　21 49S　　　留7

　　　

43

　　　　

428 696　　　忿7忿　　53 238　　　叙∂　　25 801　　　認5

　　　

44

　　　　

498 567　　　お∂　　64 554　　　四θ　　30 902　　　μj

　　　

45

　　　　

590 480　　　J75　　77 754　　　J卯　　37 507　　　む4
｜

㈱１

　

国税は租税(一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分および石

　

２

　

租税の限界負担率(租税の増加分の国民所得の増加分に対する割合％)

43年度

　　

20.5

44年度

　　

23.5

45年度

　　

21.5

国税のみについては

　　

14.0

w

　

　
　
ｗ

に

　

｝

１

　

１

３

　

租税の国民所得に対する弾性値(租税の増減率の国民所得の増滅率に対する割

43年度

　　

1.13

44年度

　　

1.28

45年度

　　

1.13

国税のみについては

　　

1.15

356

v
＼

ｗ

1.31

1.11



す

　

る

　

租

　

税

　

負

　

担

　

率

担
一

地方税の内訳

２

２

4 442

S 226

6 055

7 097

7 823

9０2

Ｈ 310

14 ０89

17 276

21 111

額

計 指

　

数

４

７

4 623

5 341

6 074

6 899

7 671

8 57４

10 185

Ｈ 712

13 626

16 395

18

58

31 342

34 474

39 ４４6

45 588

48 290

54 316

65 463

79 039

95 456

115261

-

　

－

100

tio

126

1ふ5

154

173

209

25名

３0５

Ｓ68

国

　

税

＆J

13ｊ

14ｊ

1３ｊ

1３ｊ

５

　
　

β
ひ

Ｊ

　
　

２

ブ
‘

　
　

ｊ

1２.０

１２.1

12.4

1２ｊ

13２

(単位

　

億円・％)

租

　　

税

　　

負

　　

担

　　

率

地方税

C
T
.
>
O
(
≫
Ｃ
!
Ｏ
s
Ｃ
>
０
ｂ
０
０
０
s
Ｃ
)
0
J
-
＊

＾
t
Ｎ
ｉ
ｏ
<
ｏ
>
r
j
≪
ｏ
≫
ｎ
Ｋ
５
'
＾
≪
5
'
ｏ
≪
5

内

炭対策特別会計分)および印紙収入のほか専売納付金を含む。

地方税のみについては

＼
＼

Ｗ

合％）

地方税のみについては

w

　

　
ｓ
＼

6.5

Ｊ

　

心

1.09

1.21

1.16

４

　
　

δ

　
　

０
０

　
　

タ

　
　

タ

　
　

θ

　
　

θ

　
　

θ

　
　

ｊ

　
　

Ｊ

　
　

５

　
　

δ

ブ
‘

　
　

θ

　
　

忿

　
　

忿

　
　

忿

　
　

Ｊ

　
　

ｊ

　
　

Ｊ

　
　

Ｊ

　
　

ｊ

　
　

ｊ

　
　

ｊ

訳

忿丿

忿.θ

2.9

乱０

忿.∂

３､0

2､9

忿.S

忿Ｊ

忿.7

2.7

２ｊ
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計
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第112表

　

租

　

税

　

の

　

実

　

質

　　　　　　　　　　

租

　　

税

　　

租

　　

税

　　

内

　　

訳

　　

国から地方への交付額

区

　　　

分

　

総

　　

額

　

国税

　

ぷ

　

嘉

　

税

　

地

　

方地

　

方国

　

庫

　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県税

|
村税
|

　

計

　

交付税

|

譲与税支出金

　　　　　　　　　　　　

CA）

　

(B) I (C) (D) I (E)　　　　　　　　　　　朗

昭和10年度

　　　　　

18

　　

12

　　　

2

　　　

4

　　　

6

　　

－

　　

－ 3　　　3

　　　

16

　　　　　　　　

58

　　

49

　　　

2

　　　

7

　　　

9

1

　　

4

　　

－

　　　

6

　　

10

　　　

36

　　　　　　

31 3４2 22 277　４ 4４2　４623　9 065　4 017　４5４　5 808 10 279

　　　

37

　　　　　　

34 474 ２3 907　5 2２6　5 3４1 10 567　４ 875　308　7 ０81 12 264

　　　

38

　　　　　　

39 ４４6２7 317　6 ０55　6 07４ 12 129　5 81２　35２　8 157 14 321

　　　

39

　　　　　　

４5 S88 31 592　7 097　6 899 13 996　6 66０　４36　9 267 16 363

　　　

40

　　　　　　

48 290 3２796　7 823　7 671 15 ４94　7 ４32　501 10 898 18 831

　　　

４1

　　　　　　

54 316 36 630　9 112　8 574 17 686　8 238　592 12 628 21 458

　　　

4２

　　　　　　

65 463 43 968 11 310 10 185 21 495　9 590　692 1４065 24 347

　　　

４3

　　　　　　

79 039 53 238 14 089 II 712 25 801 11 255　796 16 177 28 228

　　　

４４

　　　　　　

95 ４56 6４554 17 ２76 13 626 30 902 14 60８　931 18 252 33 791

　　　

４5

　　　　　

115261 77 754 21 111 16 395 37 507 17 982　1 087 20 930 39 999

㈱１

　

国税は租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分および

　

２

　

地方から国への負担額は、国直轄事業負担金にかかる国への現金納付額およ

　

３

　

昭和41年度、42年度、43年度の地方交付税には、臨時地方特例交付金(465億円）

　

４

　

国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金および交通安全対策
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的

　　

配

　　

分

　　

状

　　

況

(単位

　

億円・％)

に;認諾昌旦旦旦旦旦旦

負

　　

（Ｇ）

　

（Ｆ）

　　

」

　

（Ａ）

　

（Ａ）

　

（Ａ）

　

（Ａ）

　　

固

　　　

両

　

（Ｇ）

　　

佃

　　

(I) i

　　　

o’

　

9

1

　　

9!l

　

g.7

　

11.1

　　

名忿認

　　

ｊＪＪ

　　　

］

　

50.0

　　　　　　　　　　

||

　　　　　　　　　　

||

　　　　　　

」

　　　

0

　　　

39

　　　

19! 8L5　　　∂.4　　12.1　　μ.5　　町　３２.８

　　　　　　　　　　

卜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

F

　　

381

　

12 379　18 96311　　71.1　　μ.忿　　μ.7　　認.∂　　釣.1　　卯.5

　　

446

　

12 0891　22 385;!　　印Ｊ　　巧.2　　15.5　　釦.7　　巧よ　　6k9

　　　　　　　　　　

il

　　　　　　　　　　　　

；

　　

528

　

13 524 25 922 印.2　　μ.4　　15M　　釦丿　　μjl　　65､7

　　

622

　

15 851　29 7371j ∂ﾀJ　　15.6　　15.1　　30.7　　　パ65.2

　　

692

　

14 657　33 63ﾘ　　∂7.ﾀ　　μ.忿　　巧.9　　32.1　　釦ｿﾞ　　69.6

　　

747

　

15 919　38 397!　　67A　　μ.S　　15.8　　認.∂　　四.J」　７０､7

　　

806

　

20 427　45 0361　67.2　　17^　　15.5　　J忿ｊ･　　31.2　　∂＆8

　　

912

　

25 922　53 HI　　67.i　　173　　μｊ　　認.∂　　認.s　　∂乙忿

　　

1 004　31 767 63 689li 67.6　　認ｊ　　μ.j　　お.4　　認.J　　卯.7

　　

1 262　39 017　76 244　　67.5　　瑠.j　　μ.忿　　了忿.5　　認.∂」　ｆｉｆｉ.l

石炭対策特別会計分）および印紙収入のほか専売納付金を含む。

び国に対する交付公債の元利償還額の合計である。

臨時地方財政交付金(120億円）および特別事業債償還交付金を含む。

特別交付金を含む。
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その１総 括

第113表

　

政

　

府

　

の

　

財

　

貨

　

ｇ

　　　

タ

　

レr仙ﾃﾞ

。４・

ﾄ

４

ﾄ

４・

卜

４１

政府の財貨サービス購入

　　　　

7o 677　　81 883　　92 916　103 619|　122 189

　

中

　　　　　　　　

央

　　

35 460　　42 000　46 178　48 121　　53 414

　　

経

　　

常

　　

購

　　

入

　　　

13 176　　14 668　　16 535　　18 789　　21 902

　　

資

　　

本

　　

形

　　

成

　　

22 284　　27 332　29 643　29 332　　31 512

　

地

　　　　　　　　

方

　　

35 217　　39 883　46 738　55 498　　68 775

　　

経

　　

常

　　

購

　　

入

　　

20％0

　　

23 955　27 409　32 015　　38 749

　　

資

　　

本

　　

形

　　

成

　　　

14 257　　15 928　　19 329　23 483　　30 026

国

　

民

　

総

　

支

　

出

　　　

383 995　452 943　533 806　629 204　732 137

その２

　

地方財政分

　

lx台ご≒1

ﾚ

４

(

４

－860－



サ

　

ー

　

ビ

　

ス

　

購

　

入

　

額

(単位

　

億円・％)

　　

対前年度増滅率

　　

ｌ

　

構

　　　

成

　　　

比

41年度1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44

　

j

　

45

　

1

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44

　

1

　

45

　

μ.4

　　

15.9

　　

μ.5

　　

11.5

　　

ぴ.∂

　　

瑠

丿

　　

瑠j

　　

17M

　　

16.5

　　

16.7

　

μ.5

　　

瑠.4

　　

1?.∂

　　

4.忿

　　

11.0

　　

∂

j

　　　

∂ｊ

　　　

＆7

　　

7.∂

　　

7J

　

jふ4

　　

11^

　　

12.7

　　

13.6

　　

16.6

　　

J.ぷ

　　　

3.2

　　　

3.1

　　

＆θ

　　

J.θ

　

15.7

　　

2.7

　　

＆5・j.θ

　　

7.4

　　

5.∂

!

　　　

∂.θ

　　　

5.∂

　　

4.7

　　

4j

　

μ.4

　

13.2

　

17.2

　

召.7

　

留.∂

　　

∂

]

　　

＆s

　　

＆s

　　

sｊ

　　

∂.4

　

12J

　　

μ.j･

　　

μ.4

　　

j∂ｊ

　　

が.θ

　　

5

1

　　　

5.∂

　　　

5.j

　　

5j

　　

£J

　

J7.5

　　

U.7

　　

釘.4

　　

釘.5

　　

27.9

　　

J.7

　　　

J.5

　　　

J.δ

　　

J.7

　　

4.j

　

16.9

　　

18.0

　　

17.9

　　

17.9

　　

16°4i

　

100.0

　

loo'ol 100.0　100.0　100.0

(単位

　

億円・％)

　　

対前年度増減率

　

li

　

構

　　　

成

　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｣，

41年度1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44

　

1

　

45

　

11

　

41

　

1

　

42

　　

1

　

43

　

1

　

44

　

1

　

45

　

1S.9

　　

お.ﾀ

　　

μ.j

　　

却.4

　　

2.4.5

　　

訂j

l

　　

82.1

　　

81.0

　　

町.∂

　　

む.∂

　

巧.j

　　

j∂.ﾀ

　　

17.5

　　

四.4

　　

認.忿

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

一

　　

一

　　

－

　

j2.θ

　　

μＪ

　　

13£

　　

16.7

　　

釘.2

　　

5U

　　

54.9

　　

53.1

　　

５口Ｊ

　　

訂.j

　

瑠.j

　

13.1

　

20.7＼ 2i.6　釦.4　　忿7.2　　27.忿　　27.ﾀ　四Ｊ　釦丿

　

四.2

　　

13S

　　

加.5

　　

四.4

　　

邱ｊ

　　

＆j

　　　

∂.j

　　　

＆忿

　　

s.-?

　　

∂.4

　

μｊ

　　

瑠.∂

　　

釘.θ

　　

17^

　　

四j

　　

5j

　　　

5.ﾀ

　　　

5j

　　

ぶ.4

　　

5.忿

　

舒.j

　　

11.9

　　

四丿

　　

麗丿

　　

訂.θ

　　

口丿

　　　

忿.S

　　　

2J

　　

＆9

　　

jJ

　

μ.忿

　　

＆θ

　　

認.∂

　　

μ.j

　　

瑠.5

　　

加.5

　　

却.j

　　

加.∂

　　

却.j

　　

∂.∂

　

μ.忿

　　

＆θ

　　

留.∂

　　

むj

　　

18.5

　　

却.5

　　

扨.j

　　

却.∂

　　

却ｊ

　　

∂.∂

　

μ.4

　

む.忿

　

17^

　

j＆7

　

留.ﾀ

　

却(λθ

　

j叩.θ

　

100.0

　

μ昿θ

　

勁θ.θ

　

j口Ｊ

　　

μｊ

　　

μj

　　

16^

　　

幻.θ

　　

卯

|

　　

卯.j

　　

認.∂

　　

57.7

　　

卵ｊ

　

ｆ.5

　　

11.7

　　

幻.4

　　

釘.5

　　

忿7.ﾀ
|

　　

初.5

　　

卯.∂

　　

む.4

　　

42J

　　

豺.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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その１

　

経営団体数の事業別調

第114表地方公営企業の

　　　　　

--¬＝=

　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

|

法適用企業|法非適用企業１合

　　　

計

　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業i

　　　　

1 524　　　　　－　　　　1524

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業1

　　　　

30 1 774　　　　　　　1804

・工業用水道事業1

　　　　

77

　　　　　　　

－

　　　　　　　

77

　

。。。。

!

　　

60

　　　　　　　

60 120

　　　　　　　　　　

｜

　

バ

　　　　　　　　

ス1

　　　　　

50

　　　　　　

－

　　　　　　

50

　

路

　　

面

　　

電

　　

車j

　　　　　

10

　　　　　

－

　　　　　

10

　

地

　　　

下

　　　

鉄1

　　　　　

51

　　　　　

－

　　　　　　

5

　　

ト

　

ロ

　

リ

　

ー

　

バ

　

ス；

　　　　　

２

　　　　　

－

　　　　　　

２

　　

モ

　

ノ

　

レ

　

ー

　

ル１

　　　　　

。２

　　　　　

－

　　　　　　

２

　　

索

　　　　　　　

道

　　　　　

Ｔ

　　　　

‾

　　　　　

‾

　　

上記以外の軌道・地方鉄道

１

　　　　　　

３１

　　　　　　

４

　　　　　　　

７

　　

・

　　　　

叫

　　　

り

　　

56

　　　　　　　　　

65

　

電

　　

気

　　

事

　　

業i

　　　　　

3い

　　　　　

－

　　　　　

37

　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業1

　　　　　

72

1

　　　　　

－

　　　　　

72

　

病

　　

院

　　

事

　　

業1

　　　　

716
!　　　　　－　　　　　716

　

公共下水道事業1

　　　　

26
’

254　　　　　　　280

　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業
1

　　　　

292

　　　　

1 513　　　　1805

　

合

　　　　　　　　　

計

　

1

　　　　　

2 834　　　　　　3 601　　　　　　6 435

--一一一一一一一一一一一一

　　　

-一一一一
㈱

　

交通事業団体数は事業ごとの重複があるので合計と合致しない。

その２

　

法適用企業数の推移

　　　　　　　　　　　

一

年

　　　　　

度

　

トo

　

l

　

3
り

　

32

　

1

　

33

　

1

　

34

　

1

　

3
り）6

法適用企業数1

　

188
1　220 l　２661　２981　344 1　402 1　642

1
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経営団体数および事業数

　

昭

　　　

和
一一
法適用企業ｉ

1４町

　

26 1

　

よ

　

（

　

町

　

11 ゛

　

5 i･

　

21

　

－

４

　

８

39

72

　　　　

44

一
法非適用企業

　　　　　　　

－

1 775

　

－

　

61

　

－

年

　　　

度

｜

　

合

－
－
―
一

　

一

　
　

一

-

-

ｊ
‐
‐
ｉ
ｊ
・

　

４

－
！
－
－
－
‐
－
Ｉ
ｆ
ｒ

59

一

一

　

228

1 427

3 491

計
-

1473

１

　

i
n

　
　
　
･
-

０

　

７

　

Ｃ
Ｍ

８

　
　
　

１

１

１

　

1

i
ｒ
>

^
-

５

　

１

２１

‐
－
‐
‐
‐
‐
－

　

２

’
－
‐
‐
―
－
・
－
ｉ
‐
ｌ
ｊ
－
－
－
－
・
‐
‐
‐
‐

８

　

７

　

９

　

２

　

８

　

３

　

２

　

４

　
　
　

６

　

３

　

７

　

２

　

５

　

０

　

t
ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

７

　

Ｃ
Ｍ

r
>
~

ｃ
v
j

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

C
D

　　

増

法適用企業

ｌ

　

ｊ
‘

５

２

　

一

△

ａ

－－

　

１

一

一

一

一

　

１

　

２

-

１２

17

61

ｌ
・
；
―

　　　

減

法非適用企業

　　　　　

－

　　　

ム

　　　

１

-

-

-

一

一

△

－

－

－

３

-

-

-

2
6

　

8
6
１１０

　　　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

T

　

40

　

1

41　　42 43 44ﾚ‾二万‾

　　　　

826

1　　936 j　1

171

1　1

260

1　1

384

1　1

731

1　2716 1　2

804

1　2

863

---－

　　　　　　

－-
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｜
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ｌ
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ｌ
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ｌ
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第115表地

　

方

　

公

　

営

ﾑ

ｼ

ﾉ‰

ず

:

）“゛T

二

|資木゛゛“≒|

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

2 054　　　　　　　　　　　　　897

川芙

　

ヨ

　

そ

l病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

107 951　　　　　　　　　　　　31
0町∵：

　　

三

　　

三

叫 ３月31日現在の職員数で、法非適用企業を含む。

第116表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

45

　

年

　

度（Ａ）

　　　　

昭

　

和

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

ａ

　

入|支

　

出|．

　

］

友‾二元

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　

2 248 088　　2313 938　－ 65 850　　1816 709

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　

1801 035　1 888 185　－ 87 150　1 462 248

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企業

　　

447 053　　425 753　　21 300　　354 461

収

　　

益

　　

事

　　

業

　

1429 637　1 390 052　　39 585　1 207 444

国民健康保険事業

　　

618 505　　580 787　　37 718　　515 165

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　

1418　　　　1383　　　　　35　　　1677

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　

20 069　　　16 924　　　3 144　　16 469

交通災害共済事業

　　

8 626　　7 337　　1 289　　6 967

公立大学附属病院事業

　　

21 648　　21 827　・　178　　16 857

　

合計

　

ご

㈱

　

地方公営企業の額の算出については、次による。

　

１

　

法適用企業では、現金の支出を伴わない費用を控除した。

　

２

　

法非適用企業では、歳入は前年度からの繰越金を含め、歳出は積立金および
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企

　

業

　

の

　

職

　

員

　

数

(単位

　

人)

合

　　　　

計

　　

丿

　

前年度末職員

　

｜

　　

増

　　　　

減

　　　　　　　　　　　

62 084
j　　　　　　　　　　58

748 3 336

　　　　　　　　　　　　

2 923 2 865 58

　　　　　　　　　　　　

2 951　　　　　　　　　　　2 767

j

184

　　　　　　　　　　　

62 542 64 622
1　　　　　　　　4 2 080

　　　　　　　　　　　　

2 756　　　　　　　　　　　2 994　　　　　　　　　ム 238

　　　　　　　　　　　　

1 748　　　　　　　　　　　　　1736j　　　　　　　　　　　　121

　　　　　　　　　　

107 982 103 16丿　　　　　　　　4 81り

　　　　　　　　　　　

15 923　　　　　　　　　　14 516　　　　　　　　　　　1 ４０7

j

　　　　　　　　　　　

2０236 18 709

j　　　　　　　　　　1

527

　　　　　　　　　　

279 145　　　　　　　　　　　　270 120 1　　　　　　　　　　9 025
1

決

　　

算

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　

44

　　

年

　

度（Ｂ）

　　　　　

増

　　　　　

滅

　

固一（Ｂ）

Ｙ‾‾二紆亙‾‾ニド

レ

　

入）

　

出）匹

j

　　　　

1 869 710　　　　・53001　　　　　431 379　　　　444 228　　　　ム　12849

　　　　

1 534 668　　　　ムフ2 420　　　　　338 787 353 51ﾔ　　＾14 730

j

　　　　　

335 042　　　　　19419　　　　　92 592　　　　　90 711 1　　　　　1881 1

　　　　

1 177 002　　　　　30 442　　　　　222 193　　　　　213 050

j　　　　　9

143

　　　　

492 802　　　　　22 363　　　　　103 340　　　　　87 985　　　　　15 355

　　　　　　

1 607　　　　　　　70　　　･･　　259　　　　ム　　224　　　　△　　35

　　　　　

13 728　　　　　　2 741　　　　　　3 600　　　　　　3 196

j　　　　　　403

　　　　　　

5 903　　　　　　1 064　　　　　　1 659　　　　　　1 434　　　　　　225

　　　　　

17 465　　　･･　　608　　　　　　4 791　　　　　　4 362　　　　　　430

　　　

3 578217　　　　　3071　　　　z66 703　　　　754 031　　　　12
67ぐ

前年度からの繰上充用金を含めた。
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その１

　　　　　　

第117表昭和45年度法適

収益および費用の状況

　

区

　　　　　　

分

　　

|水道事業ぼ轟ga卜通事業|電気事業

総

　　　

収

　　　　

益

　　　

300 165　　　24 554　　　134 193　　　27 89]

　

(営

　

業

　

収

　

益)

　　　　

259 653　　　20 638　　　1 12 686　　　26 613

　　

料

　

金

　

収

　

入

　　　

249 496　　　19 962　　107 575　　　26 419

　

も|他会計補助金

　　　　

6 338　　　2 103　　　9 267　　　　30

　　

国庫(県)補助金

　　　　　　

72

　　　　　

39

　　　　

6 678 5

総

　　　

費

　　　

用

　　　

281 450　　　24 375　　168 400　　　25 3％

　　

職員給与費

　　　

79 774　　3 219　　93 562　　4 711

1

　

ユ|
減価償却費

　　　

39 754　　　s 039　　　17 727　　　6 437

　　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　

66 025　　　9 555　　　31 550　　　10 967

当

　

年

　

度

　

純

　

損

　

益

　　　　

18 715　　　　179　・ 34 207　　　2 503

　

当年度純利益

　　　

21 410　　　　1 868 688　　　　2 507

　

当年度純損失

　　　

2 695　　　1 689　　34 895　　　　4

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　

12 500　　　10 782　　160 721　　　　129

累積欠損金比率

　　　　

4.∂

　　　

屁.忿

　　　

μ忿.∂

　　　

θ.5

不

　

良

　

債

　

務

　

額

　　　　

15 288 4 828　　　103 565 58

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　　　

£ﾀ

　　　　

認.4

　　　　

釘.ﾀ

　　　　　

θｊ

総収益対総費用比率

　　　　

106.6

　　　

100.7

　　　　

即.7

　　　

109^

赤字事業数比率

　　　　

19.1

　　　

如Ｊ

　　　

弱.7

　　　

瓦7

㈱１

　

２

水道事業には簡易水道事業を含む。

営業収益には受託工事収益は含まない。

　

３

　

不良債務額は再建債を加算しないものである。

その２

　

費用の性質別構成および対営業収益比率の状況

区分

水道事業

その

　

計

―
－
‐
‐
‐
‐

　

他

金額ｒ
－
―
Ｉ
ｌ
ｉ
！
―
－
－
－

　

－
－
－

　

ｌ
ｌ
ｉ
！
ｉ
－
』
―
１
１
１

　
　

４

　

４

　

５

　

７

　

０

　
　

７

　

Ｓ

　

２

　

９

　

５

　
　

７

　

７

　

０

　

８

　

４

　
　

９

　

９

　

６

　

５

　

１

　
　

７

　

Ｃ
Ｏ

v
£
>

Ｏ
^

Ｏ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

C
Ｍ

―
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－
１

　

>
~
l

>
Ｏ

＞
ｉ
　
０

　

-
-
■
ｆ

≪
>
3

-
＾
　
０
　

　

ｊ

　

２

　

ｊ

　

ｏ

工業用水道事業

一一

金額ｒ

　
　

－
１
１
－
－
－
－
－
－
―
！
－
1
1
1
1
1
1
1

9

　

9

　

5

　

2

　

5

1

　

C
O

i
n

＼
ｏ

t
^

C
N

O

1
／
5

Ｕ
Ｏ

０
０

３

　

５

　

９

　

６

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ク
』

交通事業

金額 Ｐ
－
―
―
―
－
－
ｊ
ｌ
゛
1
1
1
1
1
ｒ
―
“
－
1
1
1
1
1

　

″
ひ

　

５

　

７

　

忿

　

０
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一

　

・
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Ｉ

　

>
o
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Ｖ
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０

　

Ｗ
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≫
-
i

l
-
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≫
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２

　

７

　

０

　

１

　

０

　

６

　

２

　

５

　

６

　

０

　

ｍ

t
^

＼
ｎ

i
n

＾
-

　

３

　

７

　

１

　

t
ｎ

　

８

　

９

　

１

　

３

　

２

　

６

－
‐
－

　

δ

　

４

　

ｊ

　

Ｓ

　

Ｉ

　
　

一

　
　

・

　
　
　
　

一

　
　

・

　

l
o

-
ａ
.

s
ｏ

>
~
i
　
8

　

ｖ
-
l

≪
Ｑ

-
＊

t
o

>
―

’
－
’
―
－
－
－
－
’
Ｆ
Ｆ
‐
1
1
1
1
1

　

9
″
７

　

タ
’
０
″
Ｏ

　
　

・

　
　

・

　
　

一

　
　

一

　
　

・

　

Ｂ
＾

Ｃ
>

C
i

≪
J
　
0

　

ｙ
‘

　

忿

　

丿

　

忿

　

０

電気事業

金額Ｐ

4 711

６

　

０

　

３

　

５

　
　
　

１

　
　
　

｛
／
｝

㈱

　

対営業収益比は受託工事収益を除いた営業収益を基礎とした。
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用企業決算の状況

(単位 百万円・％）

ガス事（ｓｌ事制Ｌ％‾リ1モの他事（

　　

計

　　　　　

10 045　　　　281 881　　　　　48 998　　　　　143 043　　　　　970 778

　　　　　　

8 971　　　　251 897　　　　　25 566　　　　　H8 145　　　　　824 169

　　　　　　

7 957　　　　241 509　　　　　18 021　　　　　116 366　　　　　787 305

　　　　　　　　

22

　　　　　

6 682　　　　　19 591　　　　　　1 709　　　　　　45 742

　　　　　　　　　

2

　　　　　　

253

　　　　　　　

19

　　　　　　　

501

　　　　　　

7 569

　　　　　　

9 556　　　　293 120　　　　　50 436　　　　　135 463　　　　　988 196

　　　　　　

2 140　　　　141 729　　　　　8 971　　　　　　9 642　　　　　343 748

　　　　　　

1 313　　　　　10 996　　　　　9 202　　　　　　3 592　　　　　　94 060

　　　　　　　

777

　　　　　

9 759　　　　　19 297　　　　　　12 026　　　　　159 956

　　　　　　　

489

　　　

△

　

11 239　　　ム　I 438　　　　　　7 580　　　　－17 418

　　　　　　　

594

　　　　　

2 827　　　　　　573　　　　　　9 605　　　　　　40 072

　　　　　　　

105

　　　　　

14 066　　　　　2011　　　　　　2 025　　　　　　57 490

　　　　　　　

510

　　　　

36 178　　　　　9 887　　　　　　5 575　　　　　236 282

　　　　　　　

5.7

　　　　　

lu

　　　　　　

J＆7

　　　　　　　

4.7

　　　　　　　

認.7

　　　　　　　

442

　　　　　

28 390　　　　　6 056　　　　　　12 728　　　　　171 355

　　　　　　　

4j

　　　　　　

11^

　　　　　　

23.7

　　　　　　　

10.8

　　　　　　　

2θ.∂

　　　　　　

105.1

　　　　　　

96.2

　　　　　　

97.1

　　　　　　

105.6

　　　　　　　

!?∂J

　　　　　　　

11.1

　　　　　　

61.2

　　　　　　

2∂.ﾀ

　　　　　　　

2＆7

　　　　　　　

J忿.忿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

(単位

　

百万円・％)

ｽ事業

　　

病院事業

　

公共下水道事業

　

その他事業

　

｜

　

合

　　　

計
_＿･
㈹卜囃卜巾誹巾前列ＰＩＨ

匹

八

1り

に

1 729 It8.ぶし∂J 8 971 17.召し5.1 9 642 7.9 S.2343 748, ,?5≪? U.7

む.7μぶ10 996　3.8　4.4　9 2021 18.2＼36.θ　3 59J　乙∂　J.θに4 060　∂.∂　in

∂.口

　

＆7

　

9 779卜丿臨卵9よ～ﾂﾞ.ﾔ2 032八乱ﾆ59 987 16M 19^

55.7＼59.2 130 487に41訂jl 12 96J 25.7＼50ぷ97 186 79.U 82S＼in 243 SS.7＼ U5.S

ﾂヱ万竺

⊇

100.0

ﾄﾞ

3

ﾄﾞ

043

ら

00'

?

19

回

122 452ﾄﾞ0ト6975 038 10門118月

－367－



その３

　

資本的収支の状況

第117表昭和45年度法適用

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

トＵ事業は轟副回ｌｎｌＵｎ

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　

額

　

A

　　

232 536　　･ 5o 543　　H5 944　　　6 166

　

企

　　　　

業

　　　　

債

　　

188 382　　29 714　　101 477　　　4014

　

（う

　　

ち

　

借

　

換

　

債）

　　

20 308　　　2 695　　　6 698　　　　320

　

他

　

会

　

計

　

出

　

資

　

金

　　　

5 248　　　2 632　　　2 818　　　　－

　

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　

4 935　　　1 997　　　4 817　　　　55

　

他

　

会

　

計

　

補

　

助

　

金

　　　　

734

　　　　　

561

　　　　

218

　　　　　

－

　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

　　

33 237　　15 639　　　6 614　　　2 097

　

穀‰
I B　10 309　　　　1 711　　　3 207　　　　137

　

純

　　　　　

計（Ａ－Ｂ）C

　　

222 227　　　48 832　　1 12 737　　　6 029
資

　

本

　

的

　

支

　

出

　

額

　

D

　　

295 525 55 311　　134 304　　　16 379

　

建

　

設

　

改

　

良

　　

費

　　

234 375　　42 341　　97 283　　　5 725

　

（う

　

ち職員給与費）

　　

8 092　　058　　2％4　　　294

　

企

　

業

　

債

　

償

　

還

　

金

　　

56 551　　　11 731　　30 452　　　8 090

　

（う

　　

ち

　　

借

　

換

　

債）

　　

19 878　　　2 724　　　6 785　　　　320

　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

　　　

4 599　　　1 239　　　6 569　　　2 564
學沓混収入が資本的支出に不誓

　　　

73 842　　　6 558　　　21 722　　　10 350

補

　

て

　

ん

　

財

　　

源

　　

F

　　　

61 733　　　5 393　　　7 199　　　1o 320
補てん財源不足額

　

E―P

　

G

　　　

12 109　　　丿65　　　14 523　　　　30

補てん財源不足率普×100

　　

4･ﾘ

　

忿丿

　　

扨.∂

　　

θ.忿

㈱「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」の算出は、資本的収入のうち「翌

　

を集計したものである。

その４

　

資産、負債及び資本に関する調

｜

　

区

　　　　　　　

分

　　　

|水Ｕ業は轟ＵＵｉｎｌＵｎ

ｌ資

　　　

産

　　　

総

　　　

額

　

1 651 457　　338 021　　576 321　　212511

　

固

　　　

定

　　　

資

　　　

産

　

1 536 757　　320 741　　536 099　　196 183
酉

　

地

　　　

造

　　　

成

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　

流

　　

動

　　

資

　　

産

　　

112 445　　17 106　　37 766　　16 326

　

繰

　　

延

　　

勘

　　

定

　　　

2 255　　　　174　　　2 456　　　　2
負

　　　　　　　　　　　

債

　　

103 473　　26 906　　175 929　　11 283

　

固

　　

定

　　

負

　　

債

　　

18 580　　10 890　　39 009　　　6 323

　

流

　　

動

　　

負

　　

債

　　

84 893　　16 016　　136 920　　　4 ％0
資

　　　　　　　　　　　

本

　

1 547 984　　311 115　　40U 392　　201 228

　

自

　　

己

　

資

　

本

　

金

　　

257 586　　22 842　　61 061　　30 705

　

借

　

入

　

資

　

本

　

金

　

丿24 514　　205 932　　484 001　　164 463

　

資

　

本

　

剰

　

余

　

金

　　

138 020　　90 278　　14 875　　　1 ％9

　

利

　　

益

　

剰

　　

余

　

金

　　

27 864　－7 937　^ 159 545　　　4 091
自己資本構成比率

　　

認.∂

　　

おｊ

　　　

－

　　

17』
固定資産対長期資本比率

　　　

紹丿

　　　

即.∂

　　　

j麗.θ

　　　

糾.1
流

　　　

動

　　　

比

　　　

率

　　　

1S2£

　　　

j邱J

　　　

Z7.6

　　　

j四丿
企業債償還額対滅価償却比率

　　　

認,名

　　　

178.7

　　　

jおj

　　　

j弧7
髪塞泥余に対する企業債元利償

　　　　

如Ｊ

　　　　

卯丿

　　　　

砧.∂

　　　　

卯.7

不

　　

良

　　

債

　　

務

　　

額

　　　

16 015　　　4 828　　130 251　　　　　58
不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　

∂.忿

　　　　

留.4

　　　

ii5.e

　　　　

θ.2

㈱ 不良債務額は再建債を加算したものである。
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企業決算の状況（つづき）
(単位 百万円・％）

ガス事業

　

｜

　

病院事業

　

｜

　

雫

水道事

jU§

　

1

　

その他事業

　

｜

　　　

計

　　　　　

2 250　　　　　43 884　　　　　116 765　　　　　262 168　　　　　830 256

　　　　　

1 776　　　　　23 179　　　　　67 666　　　　　115 603　　　　　531 811

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

2 590　　　　　　1 616　　　　　34 227

　　　　　　　

13

　　　　　

12 713　　　　　22 501　　　　　　　617　　　　　46 542

　　　　　　

158

　　　　　　

3 297　　　　　　440　　　　　16 443　　　　　32 142

　　　　　　　　

6

　　　　　　

712

　　　　　　

241

　　　　　　　

459

　　　　　　

2 931

　　　　　　

297

　　　　　　

3 983　　　　　25 917　　　　　129 046　　　　　216 830

　　　　　　　

85

　　　　　　

1 528　　　　　　1 583　　　　　15 806　　　　　34 366

　　　　　

2 165　　　　　42 356　　　　　115 182　　　　　246 362　　　　　795 890 ・

　　　　　

4 397　　　　　53 496　　　　　125 646　　　　　308 990　　　　　994 048

　　　　　

3 468　　　　　45 058　　　　　1 12 083　　　　　252 034　　　　　792 367

　　　　　　　

80

　　　　　　　

84

　　　　　　

4 195　　　　　　4 616　　　　　21 483

　　　　　　

769

　　　　　　

6 048　　　　　12 237　　　　　35 750　　　　　161 628

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

3

　　　　　　

2 638　　　　　　1 662　　　　　34 010

　　　　　　

160

　　　　　　

2 390　　　　　　1 326　　　　　21 206　　　　　40 053

　　　　　

2 233　　　　　12 199　　　　　10 472　　　　　68 019　　　　　205 395

　　　　　

1 927　　　　　　7 765　　　　　　9 502　　　　　58 457　　　　　162 296

　　　　　　

306

　　　　　

4 434　　　　　　970　　　　　9 562　　　　43 099 1

　　　　　　　

7.a

　　　

≪..?

　　　　

り.s

　　　

J

y

　　　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j

年度に繰越される支出の財源充当額」を控除した額が資本的支出に不足する額のみ

ｊス事業｜

19 260

16 952

　　　

－

　

2 275

　　　

33

　

2317

　　

451

　

1 866

16 943

　

3 488

11 882

　

1 159

　　

414

　

26j

　

97.5

　

121.９

　

５８.６

　

１８ゐ

　　

485

　　

5み

病院事ｚ

　

ｌ

Ｚａ

310 553

248 258

　　　　

－

　

61 759

　　　

536

　

86 050

　

10 252

　

75 798

224 503

107 725

132 052

　

15 142

　

30 416

　　

293

　　

瓦

　　

81.５

　　

５５､0

　　　

5j

　

29 934

　　

11.９

(単位

その他事業

　

654 400

　

611 660

　　　　　

－

　　

42 281

　　　　

459

　　

45 756

　　　

1 091

　　

44 665

　

608 644

　

169 560

　

331 206

　

H7 672

△

　

9 794

　　　　

U2.k

　　　

１００ｊ

　　　　

9U.7

　　　

104j?

　　　

159.0

　　　

6 056

　　　　

23.7

－869－

1 232 710

　

210488

　

901 797

　

H5 934

　　　

4 491

　

627 362

　

362 303

　

265 059

　

605 348

　

117 172

　

453 828

　　

17 553

　　

16 79S

　　　　

12j

　　　　

幻Ｊ

　　　

３８４.０

　　　

９４９.２

　　　　

３８.5

　　

12 729

　　　　

10.８

百万円・％）

一

　　

計

　　

4 995 233

　　

3 677 138

　　　

901 797

　　　

405 892

　　　

10 406

　　

1 079 076

　　　

448 899

　　　

630 177

　　

3916 157

　　　

770 139

　　

･2 907 878

　　　

396 668

　　

△158 528

　　　　

忿０､２

　　　　

８４.２

　　　　

２０７.5

　　　　

135.７
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収
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適用企業決算の状況
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その1

　

(1)

収支の状況

事業勘定
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(1)

歳入歳出内訳

事業勘定(歳入)

第120表

　

国

　

民健康保険

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

ﾚｏサ度)和44年度 |

増
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ｙ
ンご

　

Λ[ト:レスレ:]E
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事業決算の状況（つづき）
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その２

　

歳入歳出内訳(つづき)

　

(1)事業勘定(歳出)
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２
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２
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の

　

他

　

の

　

支

　　

出

　　　　　

103

　　　　　

98

　　　　　　　　　

5

　　

歳

　　　

出

　　

合

　　

計

　

，

　　

17808

　　　　

16118

　　　　

1690

その３

　

国民健康保険、健康保険の被保険者数等の状況

　

区

　　　　　

分

　

|

昭

こ

年度

T

昭和

二

年度

で

増

数

減

霖

　

民♂

　

康保保

　

臨

　　　

43 364千人　　46 809千人－　3 445千人

政府管掌被保険者分

　　

13 183 9 755　　　　　3428
政府管掌被扶養者分

　　

12838　　　　　10231 2 607
組合

　

掌被保険者分|

　　

9 697 5 629　　　　　4068
組合答掌被扶養者分！

　　

11539　　　7 994　　　　　3545

㈱１

　

２

　

３

｢国民健康保険｣は、市町村および国民健康保険組合分である。

｢受診率｣は、療養給付費のうち、診療費にかかる被保険者数(被扶養者数)100

｢1人当たり医療給付費｣とは、療養の給付(家族の療養の給付)に療養費(家

その４

　

総所得金額等の段階別国民健康保険税(料)額等の状況

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　

／

　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　

世

　　　

帯

　　　

数1構

　　

成

　　

比

13

　

万

　

円

　

以

　

下

　

の

　

も

　

の

　

1

　　　　　　

2 277千世帯i　　　　　　　　18.7%
13万円をこえ

　

15万円以下のもの

　　　　　　　

463

　　　　　　　　　　　　　　

∂j

15万円をこえ

　

20万円以下のものl

　　　　　　

783

　　　　　　　　　　　　　　

∂.4

20万円をこえ

　

30万円以下のもの

　　　　　　

1 600 18j
30万円をこえ

　

４０万円以下のもの！

　　　　　

15％

　　　　　　　　　　

lSJ.

40万円をこえ

　

50万円以下のもの｜

　　　　　

1 338　　　　　　　　　　　jj.θ
50万円をこえ

　

70万円以下のもの1

　　　　　

1 663　　　　　　　　　　13.6
70万円をこえ

　

100万円以下のものl

　　　　　

t 245　　　　　　　　　　　　　10.2
100万円をこえ

　

150万円以下のもの:

　　　　　　

733

　　　　　　　　　　　　　　

＆θ

150万円をこえるもの

　

｜

　　　　

507

　　　　　　　　　　　　　　

4.j

　　　　　　　

計

　　　　　　　

，

　　　　

12 205　　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--

　

--一晶

　　　　　　　　

-‥
回１｢世帯数｣は、昭和45年現年度分市町村民税の課税の基礎となった総所得金

　　

２｢保険税(料)｣は、昭和45年現年度分の保険税(料)(減額の規定に基づく国民

　　

いては、昭和46年３月31日現在における加入市町村において月割を行なう前

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－380－



事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況（つづき）

決算額構成比

45

　

年

　

度

θ
θ
ｊ
忿
ｊ
θ
４
５
ｊ
４
タ
δ

-
＊
>
ｏ
Ｑ
>
<
ｓ
ｒ
f
i
ｒ
ｆ
ｃ
５
>
-
^
>
-
＾
o
o
;
'
ｉ

44

　

年

　

度

*
-
^
^
■
＜
^
c
＾
i
(
＾
^
ｏ
･
<
*
･
≫
ｏ
Ｇ
-
l
'
-
＊
<
＾
>
?
ｃ
)

匹
瓦
ａ
ａ
ａ
ａ
ａ
ム
エ
仄
仄
ａ

増滅額構成比

45

　

年

　

度 44

　

年

　

度

｀
心
一

錨
Ｍ
Ｅ
心
躬
一
心
以
卵
一
一
一
回
心

　

,ia.-2

　

j忿ｊ

　

０.７

　

θｊ

　

θぶ

　

θｊ

　

０.9

　

3.5

　

ぶ.4

　

0､1

　

10.6

　

L4

100.0

増

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　

一

　　　

滅

　　　

率

45

　

年

　

度1 44　年

△
」
立

　

11.2

　　

7.θ

　

19､０

　

27.5

　　

＆j

　

弘Ｊ

200.0

　　

4J

　　

∂Ｊ

　　

＆θ

　

13.８

　

18ｊ

　　

５ｊ

ム

　

度

-

　

＆5

扨.ぴ

多.4

19.０

　

じ.5

如.０

５０力

27.８

３０.2

h2.U

　

jJ

おj

Jθ.7

　

し

　　　

゛

　　　

＿率

　　

１

　　

１Ａ当゛９・療給付竺＿

昭和45年度1昭和36年度i増

　　　

減

1

昭和45年度

　

昭和36年度|増

　　　

減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

451.0件1

　　　

257.9件1

　　　

193.1件i

　　　

17 652円j　　　3311円J　　　14 341円

　

昌:§

　　

昆:1

　　

庖り

　

貿か

　

皆剣

　

2ｽ阻

　

コ:2

　　

ン:ﾄﾞ

　　

にﾚ

　

麗胆

　

昌ド

　

不発

人当りの受診件数である。

族療養費)を加えた額を、年度間平均被保険者または組合員数で除した額をいう。

一一一一

金

一一一一

　

保

－=㎜－＝=====＝==

　　　　　　

険

　　　　　　　　

額

　　　　　

8 083百万円

　　　　　

2 ４92

　　　　　

6 155

　　　　

18 910

　　　　

27 802

　　　　

31 784

　　　　

50 843

　　　　

42 830

　　　　

32 079

　　　　

27 475

　　　

248 453

･･-一一一一

税

-

構

　

(料)

-一
成

= - ･ - =

比

-
33oi
1.０
ｊ.5
7.∂
11.2
12.８ 　■>

２０.５ 　＼

17.2 '

ｊ２.ﾀi

11.1 ’，

100.0！

１世帯当たり保険税(料)

　

３ ５５０

　

５ ３８２

　

7 861

11 819

17 420

23 ７５５

3
2
4
1
7

7
0
6
9
5

5
4
7
1
3

0
4
3
４
0

3
3
4
5
2

額等の段階にそれぞれ該当する世帯数である。

健康保険税(料)の減額の適用を受けた者については当該減額後の額、月割課税分につ
の年税額)である。
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．
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-
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ｉ

Ｊ
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－
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その１

　

収支の状況

第121表

　

収 益

　　

事 業

一一

　　　　　

一一一一一一一一一一一一一

　　　

----

　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　

和

　　　　　　

45

　　　　　　　

年

　　　　　

-

　

ｇ

　　

白ｌ旋数卜谷勺゛谷叫剽欝戸戸脊Ｐ

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

46

　　

329 590　　31 1 720　　　17 870　　　4 278

　

黒字団体

　　　

46

　　

329 590　　31 1 720　　17 870　　　4 278

　

赤字団体

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　　

一
市

　　

町

　　

村

　　　

1S6

　　

1 100 047　　I 078 332　　　21 714　　　1 573

　

黒字団体

　　

153

　

1 093 451　1 071 225　　22 226　　　1 573

　

赤字団体

　　　

3

　　　

6 595　　7 107　－　512　　　一
大

　　

都

　　

市

　　　　

6

　　　

57 658　　　56 380　　　　1 278　　　　　－

　

黒字団体

　　　

6

　　

57 658　　56 380　　　1 278　　　－

　

赤字団体

　　　

－

　　　　

一

　　　

一

　　　　

一

　　　

一
都

　　　　

市

　　　　

94

　　

668 266　　650 613　　　17 652　　　　789

　

黒字団体

　　　

93

　　

668 262　　650 610　　17 652　　　789

　

赤字団体

　　　

１

　　　　

４

　　　　

４

　　　　

０

　　　

－
町

　　　　

村

　　　　

5

　　　

15 973　　　16 429　－　456　　　　－

　

黒字団体

　　　　

4

　　　

9 381　　　9 326　　　　56　　　　－

　

赤字団体

　　　　

1

　　　

6 592　　　7 103　－　512　　　　一
一部事務組合

　　　　

51

　　

358 150　　354 910　　　3 240　　　　784

　

黒字団体

　　　

50

　　

358 150　　354 910　　　3 240　　　784

　

赤字団体

　　　

１

　　　　　　

０

　　　　　　

０

　　　　　　　

Ｏ

　　　　　

一
合

　　　　

計

　　　

202

　　

1 429 637　　1 390 052　　　39 584　　　5 851

　

黒字団体

　　　

199 1　1 423 041　1 382 945　　40 096　　　5 851

　

赤字団体1

　　　

パ

　　

6 595　　7 107　･･　512　　　一
一‥一一

　　

一一-一一一一一一一一一一一一一一一

　

その2

W=-=

　

- -･･-･-

歳入歳出内訳

　

ﾑﾑjﾊﾞﾚ臨゛万作｀車・゛］

|

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　　　　　　　　

7719

　　　　　　　　　

13431］

y

　

工

　

ｊ

　　

ｌ

ン

　

サ

　

３

　　　　　　　　　　　　

５

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　　　　

56

　　　　　　　　　

225

(困

　

施行団体数は、 １の団体が２以上の事業を実施している場合は、それぞれの事

　　　　　　　

― 382 ―



決

　　

算 の

　　

状 況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

度

　　　　　　　　

昭和44年度

　

｜

　

比

　

較

　

増

　

減

り
(G)

(F)ﾌﾞ縦(I)ﾔﾄﾞII‰リりち馴1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　

「

　　　

101

　　

34 994　　48 485　　　　46　　48 828
!　　　　　O　　･･　343

　　　

101

　　

34 994　　48 485　　　　46　　48 828　　　　　　0　　－　343

　　　　

一

　

－

　

－

　

－

　

－
|

　

－

　

－

　　　

699

　　

127 426　　146 869　　　　153　　1 19 177　　　　　　3　　　27 692

　　　

695

　　

127 099　　147 058 153　　119 177 1 0　　　27 881

　　　　　

4

　　　　

327

　

－

　

189

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

3

　　

，-

　

189

　　　　

－

　　　

8 558　　　9 837　　　　　6　　　8 342　　　　　　0　　　　1 495

　　　　

－

　　　

8 558　　　9 837　　　　　6　　　8 342　　　　　　0　　　　1 495

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

72

　　

83 486　　100 277　　　　92　　79 811　　　　　　2　　　20 466

　　　　

68

　　

83 486　　100 281　　　　92　　79 811　　　　　　1　　　　20470

　　　　　

4

　　　　

－

　

a

　　

4

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

1

　　　

ム

　　

４

　　　　

－

　　　

1 012　　　　556　　　　　6　　　　911　　△　　1　　　－　355

　　　　

－

　　　　

685

　　　　

741

　　　　　

6

　　　　

911

　　

み

　　

2

　　

－

　

170

　　　　

－

　　　　

327

　

－

　

185

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

l

　　　

a

　

185

　　　

627

　　

34 370　　36 199　　　　49　　30 113　　　　　　2　　　　6 086

　　　

626

　　

34 370 ’　36 199　　　　49　　30 H3　　　　　　1　　　　6 086

　　　　　

O

　　　　

－

　　　　　

O

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

1

　　　　　　

0

　　　

800

　　

162 420　　195 354　　　　199　　168 005　　　　　　3　　　27 349

　　　

796

　　

162 093　　195 543　　　　199

1　168

005　　　　　　0　　　27 538

　　　　　

4

　　　　

327

　

－

　

189

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

3

　　　

ム

　

189

(単位 百万円）

姦苓自子Ｌ畝釘4ド峠宝くじ事業l

　　

ｔ

　

‾

　　　

425

　　　　　　　

1 254　　　　　　　　－　　　　　　　　4644

　　

72 768　　　433昌　　　　二　　　1367鴛

　　　

二

　　　

，j

　　　　

二

　　　　

詔

　　　

眉

　　　

ぼ

　　　

ぷ

　　　

部?

　　

昌之

　　　

昌誂

　　　

門

　　　

溜訟

　　　

昌

　　　

ﾑ鸞

　　　

ぷ

　　　

忍沼

　　　

昌

　　　

４昌

　　　

5ヅ

　　　

澗劉

　　

詔?

　　

ぷ禦

　　　

謡

　　　

1 390 052

　　　

1雪

　　　

ヅ

　　　

イ

　　　

3昌

　　　

謡

　　

に

　　

昌

　　　

昌劉

　　　　

§

　　　

11§

　　　

lj

　　　

4a? 1

業ごとに１団体としている。
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その３

　

収

　

益

　

率

第121表収 益

　　

事 業

　

区

　　　　　　

分

　　

|

車馬

石

売上金

1

実質

叉ｼ

収支

T

叫／9

;L

loo

競

　　

馬

　　

事

　　

業

　　　　　

317 645　　　　　34 851　　　　　　j幼
自転車競技事業

　　　　

543 536　　　　84 176　　　　　15S
小型自動車競走事業

　　　　　

72 768　　　　　10 287　　　　　　μ.j
モーターボート競走事業

　　　　　

433 956 60 254　　　　　　　　13.9
宝

　　

く

　　

じ

　

事

　

業

　　　　　　

14 768　　　　　　　5 787　　　　　　　即Ｊ

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

1 382 673　　　　　　195 355　　　　　　　14.1

㈱

　

宝くじ事業の車馬券等売上金は、消化額を計上している。

その４

　

他会計への繰出金

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

1

　

45

繰

年

　

度

ﾂ

44

　

年

額

度

競

　　　

馬

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

27 136　　　　　　28 666
自

　

転

　

車

　

競

　

技

　

事

　

業

　　　　　　　

69 236　　　　　　60 435
小型自動車競走事業

　　　　　　

8 606 7 351
モーターボート競走事業

　　　　　　

51 764　　　　　40 352
宝

　　

く

　　　

じ

　　

事

　　

業

　　　　　　　

5 678　　　　　　　5076

　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

162 420　　　　　　141880

その５ 収益金繰入額の使途状況

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

1

収益金繰入額

|

　　　　　　

左

　　　　　　

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

民生費|衛生費|土木費

　

競

　　

馬

　　

事

　　

業

　　　

28 194　　　2 236　　　1 300　　　5 299

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

14 789　　　1 245　　　1 021　　　　402

　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

13 405　　　　991　　　　279　　　4 897

　

自転車競技事業

　　

64 607　　　2 949 2 890　　　24 149

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

8 984　　　　412　　　　148　　　2 485

　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

55 623　　　2 537　　　2 742　　　21 664

　

小型自動車競走事業

　　　

7 183　　　654　　　394　　　2 592

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

1 263　　　　30　　　　－　　　　430

　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

5 920　　　　624　　　　394　　　　2 162

　

モーターボート競走事業

　　　

49 437　　　1 730　　　1 468　　　17 991

　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

1 350　　　　－　　　　－　　　　1050

　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

48 087　　　1 730　　　1 468　　　16 941

　

宝

　　

く

　　

じ

　　

事

　

業

　　　

5 678　　　　156　　　　439　　　2 153

　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

4 653　　　　156　　　　　－　　　　1 674

　　　

「IT

　　　

町

　　　

村

　　　　

1 025　　　　－　　　　439　　　　479

　　

ム

　　　　　　　　

計

　　　

(lOOM)

　　

(5.0)

　　

（4J）

　　

(SS.6)

　　

□

　　　　　　　　　　

B

　　　　　　

155 101　　　7 725　　　6 491　　　52 183

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

31 040　　　1 843　　　069　　　6 041

　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　

124 061　　　5 882　　　5 322　　　46 142
-
㈱「合計」の（

　

）書きは構成比（％）である。
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決

　　

算

増

3 996

3 696

　

300

1 816

　

650

1 166

　

336

　

100

　

236

1333

　　

－

1 333

　

173

　

173

　　

－
(4j)

7655

4619

3 036

の

　　

状

比

一

　

滅

ム

　

1 530

　　　

8 801

　　　

1 255

　　

11 412

　　　　

602

　　

20 540

-
商工費

０
０
一
1
4
7
9
3
6
4
一
4
1
4
7
ｙ
ノ
4
1
3

0
0

　

1
8
2
8
0
8
8

　

8
7
4
2
4
5
3
2

1
1

　

7
9
7
5
4
1
0

　

0
1
1

　

。
６
６
０

　
　
　
　

１

　
　
　
　
　

１

　

１

　
　
　

印
３
１
２

額

教育費

11 377

　

5 740

　

5 637

19 ８76

　

2616

17 260

　

1 60S

　　

30０

　

1 305

17 ０52

　　

100

16 952

　

1 920

　

1 850

10

４1 ２２４

況（つづき）

　

7.4

　

4忿Ｊ

　

∂ｊ

　

５５､６

　

忿.ﾀ

100.0

訳

増

　　

滅

その他

1
5
6
9
0
9
3
一
３
１

　

１
０
０
一
ｊ
／
4
5
9

7
4
2
5
4
1
1

　

1
8

一
8
4
4

　

4
6
2
3

－

　

１
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O

―
.

6 135
1 337
3 332

　

525

　

941
9
5
0
1
9
0
5
2
3
6
４
9
7

6
2
9
7
3
0
2
0
2
2
1
3
2

４
0
４
４
4
1
5
7
9
3

　

４
7

6
8
1
5

　
　
　

５
４

　
　
　

３

－389－

－

＝

－

１

－

－
ｉ

－

－

-

-

］

ｊ

ｊ

ｌ

ｊ

ｊ

ｊ

－‾

　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　

ｊ

　　　　　　　　

Ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ぺ



その１

　

収支の状況

第124表交通災害共済事業

　　　　　

｜

　　　　　

昭

　　　　　　　

和

　　　　　　　

45

g

　

十

び聯巾水翠囚ド匹１

都道府県

　　

2

　　

439

　　

343

　　

％

　　

148

　　　

5

　

黒字団体

　　　

1

　　

306

　　

210

　　　

96 86　　　　　　5

　

赤字団体

　　　

1

　　

133

　　　

133

　　　

0

　　　

62

　　　

－

市

　

町

　

村

　　

228

　　

8 187　　6 994　　日93　　1 293　　　404

　

黒字団体

　　

138

　

3 931　　2 994　　937　　145　　　83

　

赤字団体

　　

90

　

4 255　　3 999　　256　　048　　320

大

　　

都

　　

市

　　　　

3

　　　

845

　　　

794

　　　　

51

　　　　

3％

　　　

105

　

黒字団体

　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

赤字団体

　　　

3

　　

845

　　

794

　　　

51

　　

3％

　　

105

都

　　　　

市

　　　

155

　　

3 441　　2 581　　　860　　　522　　　294

　

黒字団体

　　

89

　

1800

　　

043

　　

657

　　

143

　　　

81

　

赤字団体

　　

66

　

1 641　　1 438　　203　　379　　213

町

　　　　

村

　　　

12

　　　

33

　　　　

24

　　　　

10

　　　　

1

　　　　

2

　

黒字団体

　　　

8

　　

25

　　　

15 10　　　　　10

　

赤字団体

　　　

４

　　　　

８

　　　　　

９

　　

ム

　　

１

　　　　

－

　　　　　

２

一部事務組合

　　　

58

　　

3 868　　3 595　　　272　　　374　　　　2

　

黒字団体

　　

41

　

2 107　　1 837　　270　　　1　　　2

　

赤字団体

　　

17

　

1 761　　1 758　　　2　　373　　　一

合

　　　　　

計

　　　

230

　　

8 626　　　7 337　　　1 289　　　1 441　　　409

　

黒字団体

　　

139

　

4 237　　3 204　　1 033　　231　　　88

　

赤字団体

　　

91

　

４388　　4 13２　　256　　1 ２10　　320

－390－



(直営方式)決算の状況

(単位 百万円）

　　　

年

　　　　　

度

　　　　　

丿昭和４４年度

　　

比較増減

。Ｈ未ａﾖｎﾖＬＬ訂卜４ｻﾞＨ

］

１１Ｈム差引

　

(G)

　

如

　　

（I）

　

ぶ（Ｇ）ぶ如‾

　　

如

　　

（Ｌ）

　

（Ａ）一如しJト（Ｌ）

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

ム

　

57

　　　　

2

　

4

　

41

　　　　

0

　

･･

　

16

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

5

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

1

　　　　

5

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

A

　

62

　　　　

2

　

△

　

41

　　

A

　　

1

　　

△

　

21

　　　

2

　　　

－

　　　　

２

　　　

･･

　

503

　　　

220

　

･･

　

451

　　　　

8

　

△

　

52

　　　

1

　　　

－

　　　

－

　　　　　

710

　　　

125

　　　

528

　　　　

13

　　　

182

　　　

1

　　　

－

　　　　

2

　　　　

△1213　　　　95　- 979　△　　5　･･　234

　　　

I

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

450

　　　　

3

　

△

　

302

　　　　

0

　

ム

　

148

　　　

－

　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　　

l

　　　

－

　　　

－

　　　

･･

　

450

　　　　

3

　

A

　

302

　　　　

0

　

・148

　　　

－

　　　

－

　　　　

2

　　　　　　

42

　　　

152

　

4

　

132

　　　　

3

　　　

174

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　

433

　　　　

78

　　　

302

　　　　

11　　　131

　　　

－

　　　

－

　　　　

２

　　　　

ム

　

391

　　　　

74

　

ム

　

433

　

△

　　

8

　　　　

42

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

7

　　　　

14

　　　　

4

　

△

　　

2

　　　　

3

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

9

　　　　

8

　　　　

7

　　　　

0

　　　　

2

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

・

　

2

　　　　

6

　

－

　

3

　

4

　　

2

　　　　

1

　　　　

l

　　　

－

　　　

－

　　　　

△

　

103

　　　　

51

　　

△

　

21

　　　　

7

　

－

　

82

　　　　

I

　　　

－

　　　

－

　　　　　

267

　　　　

39

　　　

219

　　　　

2

　　　　

49

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

ム

　

371

　　　　

12

　

・240

　　　　

5

　

－

　

131

　　　

2

　　　

－

　　　　

2

　　　

－

　

560

　　　

222

　

－

　

492

　　　　

8

　

－

　

68

　　　

1

　　　

－

　　　

－

　　　　　

715

　　　

125

　　　

528

　　　　

14

　　　

187

　　　

1

　　　

－

　　　　

2

　　　　

･≫1 275　　　　97　　1 020　－　　6　" 255

－391－



その２

　

歳入歳出内訳

第124表交通災害共済事業

　　　　

一一－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　

総

　

額

1

都道府県

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　

総

　

額|大都市

　　

共

　

済

　

掛

　

金

　

収

　

入

　　　　　

6 083　　　　350　　　5 733　　　　642

　　

分担金及び負担金

　　　　

140

　　　

－

　　　

140

　　　

一

歳

　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　

1 245　　　　69　　　1 176　　　　86

　　

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　　　

971
1　　　　12　　　　959　　　　111

　　　

うち普通会計からのもの

　　　

のりち人件費およびその

　　　　

409

　　　　　

5

　　　　

404

　　　　

105

入

　　

他業務費にかかる額

　

固

　　

|

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

186

　　　　　

8

　　　　

178

　　　　　

7

　　

歳

　　

入

　　

合

　　

計(Ｂ)

　　

8 626　　　　439　　　8 187　　　　845

　　

総務及び業務費

　　　　

909

　　　　　　

28

　　　　

881

　　　　

112

　　　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

415

　　　　

6

　　　

409

　　　　

39

歳

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

352

　　　　

8

　　　

344

　　　　

39

　　　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　　

143

　　　　　　

14

　　　　

129

　　　　　

35

　　

共

　

済

　

見

　

舞

　

金

　　　　　

6 073　　　　315　　　5 758　　　　681

　　

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　　　

166

　　　　　

0

　　　　

166

　　　　　

1

出

　　

うち普通会計へのもの(Ｃ)

　　　　

２

　　　　

－

　　　　　

２

　　　　　

１

　　

モ

　　　　

の

　　　

他

　　　　　

188

　　　　

－

　　　　

188

　　　　

－

　　

歳

　　

出

　　

合

　　

計(Ｄ)

　　

7 337　　　　343　　　6 994　　　　794

　　

歳入歳出差引(B)-(D){E)

　　

1 289　　　　％　　　1 193　　　　51

　　

未経過共済掛金的

　　

1 441　　　148　　1 293　　　3％

収

　　

普通会計からの繰入金の

　　　

うち人件費およびその他

　　　　

409

　　　　　

5 404　　　　105

　　　

業務費にかかる額

　　

固

　　

普通会計への繰出金(Ｃ)

　　　　

２

　　　　

－

　　　　

２

　　　　　

１

　　

未

　　　　

収

　　　　

金(Ｇ)

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

支

　

未

　　　　

払

　　　　

金知

　　　　　

２

　　　　

－

　　　　　

２

　　　　

－

　　

再差引‰(珀‾か‾(ｃ)ﾍﾞﾚ

　

560

　

･･

　　

57

　

△

　　

503

　

･･

　　

450

－392－



(直営方式)決算の状況(つづき)

百万円・％）

　　

較

(単位

構

　

成

　

比

　　

比

増減額

昭和4･1年度

決

　

算

　

額

額

一
村

算度

　　

決

　　

町
一

村町

棚
心
″

　

△

　

４
５

　
　

θ

瓦

　
　

＆

２

274

　　

2

104

4２3

４

　

｀

4 809

　

1４2

1 349

　

＆9

100.0

　

11０

　

65

1659

*
-
(

≫
Ｏ

-
＊

　

Ｉ

　

・

　

一

忿
δ
ｊ

■
≫
-
Ｈ

。
ツ
一
心
に
四

　

一

　

一

　
　

一

　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

　

ム

3
3
9
2
6
0
2

　

4

7
9
4
3
2
3

　
　

6
3
4

1

　
　
　
　
　
　

2

　
　
　
　
　

4

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

　
　
　
　
　

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　

｀

８

　
　

９

　
　

１
７

　
　

６

　

２
３

　

１
７

４

　
　

９

　
　

２
６

　

３
２

　

０

　

１

　

４

５

　
　

２

　
　

１
９

　

7
3
3
1

　

８

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６

　
　
　
　
　
　
　
　

４

225

184

　

196

　　

4

　

124

5 903

1 064

1 257

110299

-

-

-

２
一

４
－４

　

一

２

　

９
０

　

２

　
　

２

　
　

４
８

　
　

２

　

０
３
９
７
２

　

１

　

３
５

　
　

２

　

４

　
　

２

　
　

１

３
３
９
０

　
　
　
　

０
６

　
　

７
４

　

８

　

４
７

　

２

　
　

２
９

　

７
７

　
　
　
　
　
　

一

９

　

１

　

２

　

４

　
　
　
　

１
８

　

３

　

１

　

１

　
　
　

９

　

１

　
　

１

　

５

　
　

２

　

３

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　
　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　

３

0
0
8
3

　
　

２

２

３

　

４

　

２

　

１

　

０
９
０

Ｑ
）

　
　
　
　
　
　
　
　

１

-

０
４

　

０
１

　
　

２

　
　

り
£

　
　

１
！

-

　
　
　
　
　

１

　

２

　

４

　
　

４

　
　

６
１

　
　

２

　

７
０
５

　

１

　

３

　

一

　

４
１

　

０

　

２

　
　

４

　
　
　
　
　
　
　

９
４

　
　

９

　
　

６
４

　

９
２

　

２

　

４
８
４

　
　

６
８

　
　

６

　

２

　
　

９

　
　

一

　

一

市
一

　

1
3
8

　

７
４

　

２

　
　

４

　

３
２
１

　

０

　
　
　
　

５

　

８
５

　

２

　
　
　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　
　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　

２

都

２

　

８

　
　
　

６

ム

△

　　

４

49２Ｚａ

－

103ム

－

７

　

２

４２

－393－

｜

．

　　　　　

．

　　　　　

｜

HH・ｑl4∠lｔt二ほﾐj¶

　　　　　　

，

　　　　　　

1

-

－－
｜

－

－

一

一

－

～

－

－

－

－

］

－



第125表公立大学附属病

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

｜昭

　　

和

　　

45

　　

年

　　

度

　　

決

　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

大

　　　

都

　　　

市

　　

収

　

益

　

的

　

収

　

入

　　　　　　　　

13 430　　　　　　　　5 749

　　　

医

　　

業

　

収

　

入

　　　　　　　　

10 012 4 444

歳

　　

医

　

業

　

外

　

収

　

入

　　　　　　　　　

3 418 1 305

　　　　

うち他会計繰入金

　　　　　　　　　

3 276 1 161

　　

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　　　　　　　　　　

1 262　　　　　　　　　1 207

　　　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　　　　　　　

517

　　　　　　　　　

360

　　　

他会計借入金

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

入

　

他会計繰入金

　　　　　　　

717

　　　　　　　　　　　　　

602

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　　　　　

245

　　

歳

　　

入

　　

合

　　

計固

　　　　　　　　

14692

　　　　　　　　　

6 956

　　

収

　

益

　

的

　

支

　

出

　　　　　　　　

13 272　　　　　　　　5 888

　　　

医

　　　

業

　　　

費

　　　　　　　　　

12 379　　　　　　　　　5 547
歳

　　

モ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

893

　　　　　　　　　　

341

　　　　

うち支払利息

　　　　　　　　

398

　　　　　　　　

－

　　

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　　　　　　　　　　

1 375　　　　　　　　　1 292

　　　

建

　

設

　

改

　

良

　

費

　　　　　　　　　　

1 015　　　　　　　　　　869

出

　

地方債償還金

　　　　　　　

347

　　　　　　　

379

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　　　　

43

　　

歳

　　

出

　　

合

　　

計(Ｂ)

　　　　　　　

14647

　　　　　　　　　

7180

　　

収支差引

　　　　

固－(Ｂ)(Ｃ)

　　　　　　　　　　

45

　　　　　　　

－

　　

223

収

　

積

　　　　

立

　　　　

金(Ｄ)

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　　

繰

　　　　

越

　　　　

金(Ｅ)

　　　　　　　　　　

87

　　　　　　　　　　　

0

　　

前年度繰上充用金(Ｆ)

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

730

　　

形式収支(Ｃ卜(Ｄ卜(Ｅト(P)(G)

　　　　　　　　　

133

　　　　　　　

ム

　　　

953

支

|

翌年度へ繰越すべき財源闘

　　　　　　　　　　

52

　　　　　　　　　　

－

　　

実質収支

　　　　　

朗一如

　　　　　　　　　　

80

　　　　　　　

953

　　　　　　　　　　　　　

－

394 ―



院事業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　

算

　　

額

　　　

昭和44年度

　　　　

比

　　　　　　　　

較

淳‾･‾･ア

|

決

　

゛

　

゛

に

　

ａ

　

（構

　

成

　

丿七

　　　　　　　　

19 179　　　　　　　　14 999　　　　　　　4 180　　　　　　　　S7.2

　　　　　　　　

14 456　　　　　　　　1 1 367　　　　　　　3 089　　　　　　　　必.5

　　　　　　　　

4 723　　　　　　　　3 632　　　　　　　I 091　　　　　　　　2Z.7

　　　　　　　　

4 437　　　　　　　　3 499　　　　　　　　938　　　　　　　　jﾀ.∂

　　　　　　　　

2 469　　　　　　　　　1 858　　　　　　　　611　　　　　　　　j口j

　　　　　　　　　

877

　　　　　　　　　

470

　　　　　　　　

407

　　　　　　　　

SJ

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　　

1 319　　　　　　　　　1 091　　　　　　　　228　　　　　　　　4.∂

　　　　　　　　　

273

　　　　　　　　　

297

　　　　

・

　　　

24

　　　　

，

　　　

θ.5

　　　　　　　

21 648　　　　　　　　16 857　　　　　　　4 791　　　　　　　　1 00.0

　　　　　　　

19 160　　　　　　　　15 618　　　　　　　3 542　　　　　　　　81.2

　　　　　　　

17 926　　　　　　　　14 646　　　　　　　3 280　　　　　　　　75J

　　　　　　　　

1 234　　　　　　　　　972　　　　　　　　262　　　　　　　　∂.θ

　　　　　　　　　

398

　　　　　　　　　

716

　　　　

－

　　　

318

　　　　

－

　　　

7j

　　　　　　　　

2 667　　　　　　　　　1 847　　　　　　　　820　　　　　　　　18.8

　　　　　　　　

1 884　　　　　　　　　1 184　　　　　　　　700　　　　　　　　j∂.θ

　　　　　　　　　

726

　　　　　　　　　

659

　　　　　　　　　

67

　　　　　　　　

j.5

　　　　　　　　　　

56

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　　　

52

　　　　　　　　

j.名

　　　　　　　

21827

　　　　　　　　

17465

　　　　　　　

4362

　　　　　　　

100.0

　　　　

A

　　　

178

　　　　　

△

　　　

608

　　　　　　　　

430

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

87

　　　　　　　　　

170

　　　　

ム

　　　

83

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

730

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

730

　　　　　　　　　

－

　　　　

･･

　　　

820

　　　　　

･･

　　　

438

　　　　

a

　　　

382

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

５２

　　　　　　　　　

２２４

　　　　

－

　　　

172

　　　　　　　　　

－

　　　　

ム

　　　

873

　　　　　

△

　　　

662

　　　　

a

　　　

2H

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

－395－



第126表企

　

業債

　

等

　

の

　

状況

　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　

償

　

還

　

額

　

昭和45年度

　

ｇ

　　　　

゛

レ

　

到lj

　

パ

　

計

　　

末現在高

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　

164 540　　171 140　　335 680　3 374 0％

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　

127 618　　147 840　　275 458　2 883 503

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　

36 673　　　63 637　　100 310　　1 107 546

　　

工業用水道事業

　　

9 007　　91H　　18 118 200 781

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　

23 667　　　26 801　　　50 468　　513 399

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　

7 770　　　10 648　　　18 418　　164 206

　　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　

769

　　　　

692

　　　　

1 461　　　11 410

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　

6 044　　　　7 238　　　13 282　　　128 756

　　

公共下水道事業

　　　

9 599　　19 055　　28 654　　330 959

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　

34 089　　　10 658　　44 747　　426 446

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企業

　　　

36 922　　23 300　　　60 222　　490 593

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

976

　　　　

1 639　　　　2 615　　　39 548

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　

71

　　　　　

57

　　　　

128

　　　　

948

　　

公共下水道事業

　　　

3 390　　　6 716　　10 106　　151 506

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　

32 485　　　14 888　　47 373　　298 591

国民健康保険事業

　　　

126

　　　　　　

83

　　　　

209

　　　　

1 547

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　

10

　　　　　　　

1

　　　　　

12

　　　　　

10

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

公立大学附属病院事業

　　　

379

　　　

303

　　　

683

　　　

4 333

　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　

165 055　　　171 527　　336 584　　3 379 986

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

㈱

　

借換債は除く。
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第127表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　　　　　　　　　

昭和45年

　　　

内

　　　　　　　　　

訳

　　　　

貸

　

付

　

ｇ

　　　

゛

年

゛ｏ

ﾚ

回県|市卜ぺi讐諾累計ｇ

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　

39 898　5 766　25 991　4 713　3 428　238 359

工業用水道事業

　

10 479　8 861　1 545　　－　　73　61 868

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　

3 114 100　　2 991　　　23　　　－ 14 722

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　

13％

　　

1 161　　235　　　－　　　－　　49 722

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　

724

　　　

15

　　

648

　　　

56

　　　

5

　　

7 759

港湾整備事業

　

2 905　087　307　　41　　770　27 391

病

　　　　　　　　

院

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

5319

市

　　　　　　　　

場

　　

1 758　　　－　　1 744　　　14　　　－　　10 487

と

　　　　

畜

　　　

場

　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

3 620

観

　　

光

　　

施

　　

設

　　　

904

　　　

－

　　

568

　　

306

　　　

30

　　

9 361

有料道路事業

　

9 130 9 130　　　－　　　－　　　－　　24 230

駐

　

車

　

場

　

事

　

業

　　

1 101　　118　　923　　　60　　　－　　2 560

　　　

臨

　　　　

海

　　

12 558･　8 018　2 267　　604　　1 669　　67 352
詣輦票|内

　　　　　

陸

　　

67長

　　

3 435　　1 883　　399　　1 009　　24 374

　　　

宅

　　　　

地

　　

3 767　　　－　3 408　　359　　　一　　25 651

公共下水道事業

　

7 201　　10　7012　　1　　52　27 873

　

小

　　　　　　

計(a) 101 661　38 502　49 522　6 601　　7 036　　　－

貸付累計額(b)

　　

― 227 357 293 156　39 790　4o 345　600 648

　　　

公有林整備事業

　　

3 519　　　－　　861　　2 632　　　26　　22 740

受

　

託草地改良事業

　　　

566

　　　

－

　　

107

　　

423

　　　

37

　　

1 355

貸

　

付

|

小

　　　　

計(ｃ)

　

4 086　　　－　　968　　3 055　　　63　　　　－

　　　

貸付累計額(d)

　　

－

　　　

－

　

5 460　18 424　　20　　24 095

45年度貸付額合計(ａ)刊c) 105 747　38 502　50 490　　9 656　　7 099　　　　－

貸付累計額(b)十(d)

　　

― 227 357 298 616　58 214　4o 556　624 743

　　　

公営企業再建債

　　　

一

　　　

]

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

3 837

再

　

掲

|

公営企業借換債

　　

3 000　　820　　2 094　　　32　　　54　　10 425

　　　　　　

計

　　　　　

3000

　　

820

　

２094　　　32　　　5４　　14 262

㈱１

　

公営企業再建債および公営企業借換債については、貸付対象事業の区分に応

　　

じて各事業に含めて計上し、その合計額をさらに再掲したものである。

　

２

　

貸付累計額は、昭和46年３月31日現在のものである。
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その１

　

歳

　

入

区 分

第128表地

昭和46年度

計

　

画

　

額

昭和45年度

計

　

画

　

額

方 財

(単位

　

億円・％)

　　

比

増

　

減

　

額

較

Ｐ

地

　　　

方

　　　　

税

　

40 550 ltl.7　33 748 訂.5　6 802 U2.7＼ZOJi＼20丿

　

普

　　　

通

　　　

税

　　

37 183　鉛j　30 882　認.θ　6 301　卯.5　20M 20丿

　

目

　　　　

的

　　　

税

　　

3 367　j.5　　2 866　3.5　　501　3.1　び.5 j7.5

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

1 348　j.4　1 097　j.4　251　1.6＼ 22.9 20^

　

地方道路譲与税

　　

1 038　1.1　　898　1.1　　140　∂.ﾀ巧.∂びｊ

　

石油ガス譲与税

　　

138

　

θ.j

　　

137

　

θ.忿

　　

1

　

θ.θ

　

0.7＼85.1

　

自動車重量譲与税

　　　

101

　

θ.j

　　　

－

　

－

　　

101

　

θ.∂皆増

　

－

　

特別とん譲与税

　　　

71

　　

θ.j

　　　　

62

　　

θ.j

　　　

9

　

θ.j

　

μ.5

　

∂.夕

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

20 464 21.1　16 925 20.8　3 539 22.2 20.9釘丿

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

23 935 2L6＼ 20 294 25.θ　3 641 22.8 17.9＼16.Z

　

11量教育職員給与費負

　　

5 083　JJ　　4 323　£j　　760　4.s　17.6μ.j

　

畠の他普通補助負担金

　　

6 975　7J　　5 820　7.忿　　1 155　7J　19.9 2iθ.忿

　

公共事業費補助負担金

　　

11 251　11.6　　9 574　と.&　1 677 10.5 17S 17S

　　

lt471簒設事業芦補助

　　

1o 521　加j　　8 791　加.s　□30 10.91 19.7 19J

　　

饗窟褒旧事業費補助

　　　

730

　

θ.S

　　　

783

　

j.θ－

　　

53k O^W O　忿.∂

　

失業対策事業費負担金

　　　

454

　

θ.5

　　

459

　

θ.∂・

　　

5k 0.0＼ 1̂.1＼-Cλ召

　

耶雛頷Ｐｏ

　

35 0.0　　　31　θ.θ　　　4　θ'.0 12J9＼1ﾀJ

　

J§1通安全対策特別交付

　　　

137

　

θj

　　　

87

　

θj

　　　

50

　

θj

　

57.5ム25.6

地

　　

方

　　

債

　

4 471　4.∂　3 632　4.5　839 5≪? 2S.1＼254

使用料及び手数料

　　

1 371　μ　I 258　j.5　　113　θ.7　∂.θ　＆θ

雑

　　

収

　　

入

　

5 033　5.忿　4 279　5J　754 4.7 17.61108J

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

97172 100.0　81233 100.0　15 939 100.0 19.6 22.3
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政

その２

　

歳

　

計

出

画

(単位 億円・％）

　　　　　　　　

昭和46年度

　　

昭和45年度

　　　

比

　　　　　

較

　

区

　　　　　　

分

　　　

計

　

画

　

額

　

計

　

画

　

額

　

増

　

滅

　

（㈹lﾐR

給与関係経費

　

29 900 S0.8　25 225 町.j　4 675 29^＼ 18.5μｊ

　

給

　　

与

　　

費

　

29 354 30JA lATi'A 304　4 620 29.0＼18.7μ.ﾀ

　

恩

　　

給

　　

費

　　

546 0.6　491　θ.∂　55　θ.j 11.2＼ 9£

一般行政経費

　

21 143 21.8　17 680 釘.S　3 463 叙.7四.6] 354

　

国庫補助を伴うもの

　　

9 750 却.θ　8 183 却.j　1 567　∂,∂四.忿以丿

　

胃庫補助を伴わないも

　　

11 393　と.7　　9 497　n.7　18％　とｊ　釦.θ　卯Ｊ

公

　　

債

　　

費

　

3 648 j.∂　3 091　j.S　557　J.5 18.0＼21.0

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　

1 737 M　1 SIO j.∂　227　1.M 15.0 10.0

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

36 613 37.7 30 403 S7Jt　6 210 S9.0＼20M 23.9

　

直轄事業負担金

　　

14H

　　

j.5

　　

1 136　1J^ 275　　1.7＼2i.2＼31.∂

　

公共事業費

　

18 192 瑠.7　15 228 瑠.7　2 964 1∂.∂19.5却Ｊ

　

普通建設事業費

　

17 212 m7　14 220 刀.5　2 992 瑠丿Z1.0 20S

　

災害復旧事業費

　　

980

　

j.θ 1008　j.忿－　28^ O.Z＼ 2̂.8　４ｊ

　

失業対策事業費

　　

676

　

θ.7

　　

685

　

θ.&・

　　

9・θ.ルjJ -0.6

　

一般事業費

　

7 272 7.5　5 ％5 7.j　1 307　8^＼ 21.91 22.7

　

普通建設事業費

　　

7 113　7.j　5810　7.2　1 303　8.2＼ 22.i＼22.9

　

災害復旧事業費

　　

159

　　

θ.2

　　　

155

　　

θ.忿

　　

４

　

θ.θ

　

乙∂μ.θ

　

特別事業費

　

9 062 9^　7 389　9j　1 673 10.5＼22.∂認丿

　

長期計画事業費

　　

5 940　∂j　5 350　∂.∂　　590　J.7 11.0＼3U^

　

饗密過疎等対策事業

　　

2 506　口.∂　　1831　口J　　675　4.2 S6.9＼33.6

　

詔詣岬５興゛

　

616

　

∂.∂

　　

208

　

θ.j

　　

408

　

2.6＼196^皆増

公営企業繰出金

　　

1 602　j.7　　1 348　j.7　　　254　　j.∂　瑠.∂　俘４

地方交付税の不交付団体
における平均水準をこえ

　　

2 529　口.∂　　1976　斜 553　　J.5　2＆θ12.5
る必要経費

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　

97 172 100.0　81 233 100.0 15 939 100.0 19.6 22.3
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その１

　

道府県税

第129表地 方

　　

税 収

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

昭和46年度

　　

昭和45年度

　　　

比

　　　　　

較

　

ｇ

　　　　

゛

　

ﾄ

ｌ゛゛

ﾄ

゛゛゛

ぺ

滅

　

（ｕ率

普

　　

通

　　

税

　

1997 293 S9.21682 101　測.5 31S 192 93.0＼ 18.7

道府県民税

　

462 415 20.6 367 939 却.4 94 476 Zr.9＼ 25.7

　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

3317

　

θj

　　

3 061　　θ.忿　　256　θｊ　∂.4

　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　

734

　

θ.θ

　　

679

　

θ.θ

　　　

55

　

θ.θ

　

∂.j

　

所

　　

得

　　

割

　

289 042 12.9＼220 003 11.6＼ 69 039 20A＼ Sl.k

　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　

169 322　7.∂　144 1％　7.∂　25 126　7.4　17.1*

事

　　

業

　　

税

　

1015 759 iS.i 867 168 U5.6＼148 591　i3.8＼ 17.1

　

個

　

人

　

事

　

業

　

税

　　

56 736　忿.5　47 787　忿.5　8 949　忿.∂　瑠.7

　

法人事業税

　

959 023 iS.8 819 381　豺j 139 642 UlS＼ 17.0

不動産取得税

　　

91 397　む　72 409　3S 18 988 J.∂　忿∂Ｊ

道府県たばこ消費税

　　

95 609　4J　86 795　4.∂　8814　忿.∂　皿忿

娯楽施設利用税

　　

28 021　IS　24 063　μ　3 958　j.忿　16.i

料理飲食等消費税

　　

115 681　5.忿　99 248　£忿　16 433　4j　拡∂

自

　　

動

　

車

　

税

　　

181 774　　∂j　159 406　∂.4　22 368 ∂.∂　μ.θ

鉱

　　

区

　　

税

　　　

706

　

θ.θ

　

829

　

θ.伽

　

123・θ.伽μｊ

狩猟免許税

　　

1 793　θ.j　619　θ.θ　ロ74　0.M 189.7

法定外普通税

　　　

0

　

θ.θ

　　　

55

　　

θ.叫

　　

55，

　

θ.θ

　

皆滅

固定資産税（特例分）

　　　

4 138 θ.忿　　3570 θ.忿　　　568　　θ.忿　j£ﾀ

目

　　

的

　　

税

　

242 239 10.8 218 375 払5 23 864　7.0＼ 10.9

　

自動車取得税

　　

75 230　μ 75 093 4.θ　　　137　　θ.θ　　θｊ

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　

165 626　7.4　142 801　7.5　22 825　∂.7　μ.θ

　

入

　　

猟

　　

税

　　

1 383　θj　481　θ.θ　902　θｊ瑠Ｍ

　

合

　　　　　　

計

　　　

2 239 532　100.0 1 900 476　100.0　339 056　100.0　17.8
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入

その２

見

　　

込

　　

状

市町村税

況

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　

昭和46年度

　　

昭和45年度

　　　

比

　　　　　

較

　

ｇ

　　　　

゛

　

U

゛･゛゛

づ

゛゛

　

m M　（皺率

普

　　

通

　　

税

　

1720 964 5-4^1406 082 55.-4 314 882 朗丿麗丿

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　

782 934　詔.j　614 079　幻.7　168 855　卯.5　27.5

　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

12 294 θ.7　　H246 θ.&　　1048　　θj　　l?ｊ

　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

3213

　

θ.忿

　

2 977　θ.2　　236　θ.j　7.ﾀ

　

所

　　

得

　　

割

　

492 470 %7.1 370 902 25.2 121 568 S5.6＼ 32.8

　

法

　

人

　

税

　

割

　

274 957 15.1 228 954 μ.5 46 003 13.5＼ 20丿

固定資産税

　

628 746 3U.6＼517 970 巧.j 110 776 32.5＼ 21Jt

　

純固定資産税

　

594 114　認.7 486 398　33.0＼ 107 716　お.∂　麗丿

　

土

　　　　

地

　

176 609　∂.7 137 363　∂j 39 246 11.5＼ 28.6

　

家

　　　　　　

屋

　

233 564　12.9　195 967　お.J　37 597　jムθ　却.2

　

償

　

却

　

資

　

産

　　

183 941　却.j　153 068　却.4　30 873　卵　加.2

　

交

　　　

付

　　　

金

　　

6 093　θj　5311　θJ　　782　θ.忿　μ.7

　

納

　　　

付

　　　

金

　　

28 539　j.∂　26 261　j.∂　2 278　θ.7　＆7

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　

25 855 j.4　23 058　　j.∂　　2797　　θｊ　12.1

　

市町村たばこ消費税

　　

168011

　　

∂j

　

152 523　扨.4　15 488　4.5　加.2

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　

108 958　∂.θ　92 344　∂.J　16614　卵　圃.θ

　

鉱

　　　

産

　　　

税

　　　

2 499　θ.j　2 443　θ.巳　　　56　θ.θ　忿Ｊ

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　

2 506　∂.7　2 506　θ.忿　　　O　θ.θ　θ.θ

　

艶貿Ｐ台9

　

1 455　　θ.j　　1159　　θj　　　2％　　θ.j　25.5

　

日

　　　

的

　　　

税

　　　

94 488　5.忿 68 270　　4.∂　26 218 7.7　認.4

　

入

　　

湯

　　

税

　　

4318

　

θ.忿

　

2 041　θj　2 277　θ.7 111.6

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　

89 793　卵　65 839　4.5　23 954　7.θ　錨.4

　

詔靉゛ｇ″

　

377

　　

θ.∂

　　　

390

　　

θ.θム

　　

13－

　

0.0k

　

＆J

　

合

　　　　　

計

　　

1 815 452 100.01 474 352 100.0 341 100 100.0　23.1

― 401



その１

　

算定基礎

第130表

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

46

　　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

当

　　　

初

　

｜

　

補

　　　

正

　

｜

　

最
（ａ）
終

国

　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　

2 832 816　　－　85 000　　　2 747 816

竺

|

法

　　　　　

人

　　　　　

税

　　　

2 871 479　－　290 000　　　2 581 479

jii

　

酒

　　　　　　　　　　

税

　　　

658 362　　－　23 000　　　635 362

　　　　　

計

　　　　　　　

（Ａ）

　　

6 362 657　－　398 000　　　5 964 6S7

　　

法

　

定

　

繰

　

入

　

率（％）（Ｂ）

　　　　　　

32.0

　　　　　　　

32.0

　　　　　　

32.0

　　　　　　　　　　　　

國×（Ｂ）

　　

2 036 050　　－　127 360　　　1 908 690

　　

精

　　　　　

算

　　　　　

分

　　　　

17 373　　　　　　－　　　　17 373

地

　

45年度特例措置分

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

一

方46年度特例措置分

　　　

1000

　　　　

－

　　　

1000

交

　　　　　　　

計

　　　　

（C）

　　

2 054 423　・　127 360　　　1 927 063

付

　

臨時地方特例交付金（Ｄ）

　　　　　

‾

　　　　

52 800　　　　52 800

税

　

借

　　　　

入

　　　　

金（Ｅ）

　　　　　

－

　　　　

129 560　　　　129 560

　　

借入金返還金（Ｆ）－

　

8000

　　　　　　

－

　　

a

　　

8000

　　　

合計（Ｃ）十（Ｄ）十（Ｅ）十(P)(G)　　2 046 423　　　　　55 000　　　2 101 423

　　

繰

　　　　

越

　　　　

分

　

佃

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　

総

　　　　　

（Ｇ）十

詣

　　　　

2 046 423　　　　55 000　　　2 1 01 423

－402－



税

　　

の

　　　

状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　

昭

　　

和

　　

45

　　

年

　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

当

　　

（最

　

(b)

　　

終

丿

増
(ａ)一(b)(c)額｜増(c)/(b)xioo率

　　　　　　　　　

｜

　　　　

2 305 503　　　　　2 385 566　　　　　　　362 250　　　　　　　　　15.2

　　　　

2 420 259　　　　　2 551 184　　　　　　　30 295　　　　　　　　　ム忿

　　　　　

577 132　　　　　　612 036　　　　　　　23 326　　　　　　　　　Jj

　　　　

5 302 894　　　　　5 548 786　　　　　　　415 871　　　　　　　　　7J

　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　

1 696 926　　　　　1 775 611　　　　　　　133 079　　　　　　　　　7.ぶ

　　　

－

　　

4 054　　　　－　　4 054　　　　　　　21 427　　　　　・　　528.5

　　　

－

　

30000

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

‾

　　　　

ソ

　　　

1000

　　　　　　　　　

－

　　　　

1 662 872　　　　　1 771 557　　　　　　　155 506　　　　　　　　　＆∂

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

52 800　　　　　　　　　－

　　　　　　

8000

　　　　　　　

8000

　　　　　　　

121 560　　　　　　　1 519.５

　　　

ム

　　

16500

　　　　

－

　　

16 500　　　　　　　　8 500　　　　･･　　　51.5

　　　　

1 654 372　　　　　1 763 057　　　　　　　338 366　　　　　　　　　19.2

　　　　　

38 191　　　　　　38 191　　　　，　38 191　　　　　皆　滅

　　　　

1 692 563　　　　　1 801 248　　　　　　300175　　　　　　　　16.7

－408－



その２

　

普通交付税算定状況

第130表

　

地

　

方 交

　　

付

　　　　　　　　　　

基

　　

準

　　

財

　　

政

　　

需

　　

要

　　

額

　

｜

　

基

　　

準

　

区

　　　　　

分

　

|

財源不足団体|財源超過団体|

　　　

計

　　　

|財源不足団体

道

　　

府

　　

県

　　　

2 127 094　　　684 013　　　2 811 107　　　1064498

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(274080)　(274 080)
市

　　

町

　　

村

　　　

1 939 056　　　4H 757　　　2 350 814　　　1010 713

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(274080)　(274 080)

　

大

　

都

　

市

　　　

307 365　　　274 080　　　581 445　　　352 420

　

都

　　　　

市

　　　

917 958　　　127 591　　　1 045 549　　　562 497

　

町

　　　　

村

　　　

713 733　　　　10 086　　　723 819　　　195 797

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(274 080）　(274 080）
合

　　　　

計

　　

4 066 150　　1 095 771　　5 161 920　　2 075211

㈱１

　

本表の額は再算定後の数値である。

　　

２

　

市町村分については、一般算定団体と合併算定替団体とを単純に合算したも

　　

３

　

東京都特別区については、単独では財源不足となるが、地方交付税法第21

　　　

財源超過団体として算入し、（

　　

）内書きとした。

その３

　

交付状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　

普通交付税|特別交付税|

　　　

計

道

　　　

府

　　　

県

　　　

1 056 161　　　　　40 609　　　　1 096 770

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　　

922 477　　　　　82 176　　　　　1 004 653

　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　

54 016　　　　　　5 442　　　　　　　59 458

　　

都

　　　　　　　

市

　　　　　

352 684　　　　　36 924　　　　　　389 608

　　

町

　　　　　　　

村

　　　　　

515 778　　　　　39 810　　　　　　555 588

沖

　　　　　　　　　

繩

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

合

　　　　　　　　

計

　　　

1 978 638　　　　1 22 785　　　　2 101 423

㈹ｌ

　

昭和46年度普通交付税は再算定後の数値である。

　

２

　

沖繩分は琉球政府分15億円および市町村分15億円である。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－404－



税 の 状 況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

　

財

　

政

　

収

　

入

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　　　　

財源超過額

　

財源不足額
四回叫

　　

お

　

１

　　　　

１

　　　　

ﾄ

ﾔ

　

（構j^
tb

　　

841 686　　　1 906 184　　157 673　　1 062 596　　1 056 161　　　　認.4

　

(216 973)　(216 973）（-57 107)

　　

387 495　　　1 398 208　　－ 24 263　　　928 343　　　922 477　　　　砧.∂

　

(216 973)　(216 973) (･57 107)

　　

216 973　　　469 392　　－57 107　　　54 946　　　54 016　　　　　忿.7

　　

156 391　　　　718 888　　　28 800　　　355 461　　　352 684　　　　17S

　　

14 131　　　　209 927　　　　4 045　　　517 937　　　515 778　　　　2∂ｊ

　

(216 973)　(216 973) (･57 107)

　

1 229 181　　　3 304 392　　　1 33 41 0　　1 990 939　　1 978 638　　　　100.0

のである。

条(都等の特例)の規定に基づき、東京都分と合算した場合財源超過となるので

(単位

　

百万円・％)

　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　

較

普通交付税|特別交付税|

　　　

計

　　　

増

　

減

　

額|増

　

減

　

率

　　　

926 754　　　　　36 412　　　　　963 166　　　　　133 604　　　　　　13.9

　　　

766 419　　　　　68 663　　　　　835 082　　　　　169 571　　　　　　2θJ

　　　　

54 076　　　　　　4 549　　　　　58 625　　　　　　833　　　　　　　j.4

　　　

294 380　　　　　29 938　　　　　324 318　　　　　65 290　　　　　　20J

　　　

417 963　　　　　34 175　　　　452 138　　　　　103 450　　　　　　22.９

　　　　　　

－

　　　　

3000

　　　　

3000

　　　

， 3000　　　皆城

　　

1 693 173　　　　　108 075　　　　1 801 248　　　　300 175　　　　　　16.7

－405



第131表

　

地 方

　　　　　　　　　　　　　　

昭和46年度当初計画

　　　

追

　

加

　

計

　

画

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

ａ

　

（ｏｎト．

4

（郎資裕募

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　

3 982　2 869　　1 113　2 321　　1 415　906

　　

一般公共事業

　　

507

　

348

　

159

　

1 658　923　735

　　

公営住宅建設事業

　　

1 120　　　690 430　　216 120　　　％

　　

災害復旧事業

　　

266

　

266

　　

－

　

110

　

110

　

－

　　

義務教育施設整備事業

　　　

776

　　　

731 45　　　92　　　92　　－

　　

産業廃棄物処理事業

　　　

20

　　　

10

　　　

10

　　

－

　　

－

　　

－

　　

一般単独事業

　　

433

　

309

　

124

　

245

　　

170

　

75

　　

辺地および過疎対策事業

　　　

320

　　

320

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

一

　　

同

　

和

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　

120

　　

120

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

一

　　

新産業都市等建設事業

　　　

150

　　　

75

　　　

75

　　

－

　　　

－

　　

一

　　

公共用地先行取得事業

　　　

270

　　　

－

　　

270

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　　　　　　　　　　　　

(49)

　

（一）

　

（49）（－）

　

（－）（－）
準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

2 287　1 001　　1 286　　909　　603　306

　　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　

230

　　　

153

　　　

77

　　

30

　　　

18

　　

12

　　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

1 077　　848　　229　　759　　585　174

　　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　

980

　　　

－

　　

980

　　

120

　　　

－120

　　

貧;SI輦整備事業・草地改

　　　

（49）

　

（－）

　

（49）（一）

　　

（－）（一）

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　

3 510　　1 565　　1 945　　787　　　344　443

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　

55

　　　

34

　　　

21

　　　

－

　　　

一

　　

一

　　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

1 730　　910　　820　　664　　304　360

　　

工業用水道事業

　　

305

　　　

110

　　　

195 51　　　　　7　　44

　　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　　

940

　　

432

　　

508

　　

－

　　　

－

　　

一

　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　

64

　　　

33

　　　

31

　　　

17

　　　

H

　　

6

　　

有

　

料

　

道

　

路

　

事

　

業

　　　

268

　　　

－

　　

268

　　

－

　　　

一

　　

一

　　

その他公営企業

　　

148

　　　

46

　　　

102 55　　　22 33

　　　　　　　　　　　　　

D 575》D 575);り　《－》　((-))　　((-))《－》
特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　

1 009　　1 009　　　－　　195　　　195　　－

　　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　　　

85

　　　

85

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

一

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　

300

　　　

300

　　　

－ 30　　　30　　－

　　

厚生福祉施設整備事業

　　　

300

　　　

300

　　　

－ 53　　　53　　－

　　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　　

219

　　　

219

　　　

－ 90　　　90　　－

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

94

　　　

94

　　　

－

　　　

10

　　　

10

　　

－

　　

jぽ舜Ｕ‰Ｕ

　　　

心

　　

心

　　

ム

　　

パ

　　

パ

　

ム

　　

八７１ﾖﾐ

　

ににHﾖ

　

ﾄはﾖ占ｍ

　

ふ

　　　　　　　　　　　

＿

　　　

（49）

　

（一）

　

(49) (一）　（一）（－）

　

口

　　　　　　　　　　

計

　　

10 788　6 444　4 344　4 212　2 557　1 655

公

　

営

　

企

　

業

　

借

　

換

　

債

　　　　

30

　　　

－

　　　

30

　　

－

　　　

－

　　

一
特

　　

別

　　

転

　　

貸

　　

債

　　　　

42

　　　

42

　　　

一

　　

二

　　　

－

　　

一

　

ａ

　　　

計1
儡品ぷ謳鸚

1
（ぶ

㈱１

　

公有林整備事業・草地改良事業の（

　　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁

　　

２

　

特別地方債の《

　　

》書きは、一般会計債の同和対策事業、準公営企業債の下

　　

金資金分である。

　　

3

　

45年度の一般公共事業は、一般補助事業と直轄事業である。
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債 計

昭和46年度最終計画

総

　

額固

-

　

630

　

２16

　

133

ぐ5瑚

　

1 204

G （

ｊ
j
j
j

O
1
0
9

0
9
7
4

1
9
1
ぐ

≪
=
5

!
!
=
S

１５

政府資金

４
１

(一

160

　

17

143

　　

－

(一

１９０

　　

3

121

Ｄ 575》

1 204

《lo》

Doo》

　

((91》

D7o》

　

(－)

9 001

公

　　

募

(49)

1 592

(49)

2 38a

((

((

卜))

(49)

5 999

画

昭和45年度最終計画

総

　

額(Ｂ)

-

　

3２3

(46)

1 846

３

１
１

D 285》

　　

817

　　　

75

《5昭

D3順

《28匈

　

(46)

9 043

政府資金

-

　

234

（

(－)

1 438

Ｄ 285》

　

817

副

帥82)り

ぬ

公

　　

募

１

(46)

1 705

(46)

3 666

(単位

　

億円)

一

比較増減

　

(A)-(B)

３
１

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
？

0
5
0
2
3
5

1
4
4
1
ぐ
９

-
.
-
_
Ｌ
.
-

l
O

　
　
　

S
=
i

＜

　
　
　
　

;
s
=
s

　　

(49)

　

（づ

　

(49)

　

（46）

　

（－）

　

（46）

　　

（3

　　

15 0721　　9 043　　6 0291　　9 0821　　5 3861　　3 6961　　　5 99

業金融公庫から委託を受けて融資するものであり、外書きである。

水道事業および公営企業債の上水道事業に含まれている厚生年金資金および国民年

― 407 ―



その１

　

歳

-

入

分

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

　

方
方

地
地
地

娯楽施設利用税交付金

軽油引取税交付金

自動車取得税交付金

　

小

　　　　　　　

計

金
債
他

出支
方
の

庫国
地
そ

合 計

第132表

　

予

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

2 499 203

　

108 135

1007 756

　　　　

－

　　　　

－

3 615 094

1 779 388

　

356 314

1 006 198

6 756 994

3７.0

　

j.∂

1辰9

-

　

５肌5

　

26j

　　

5J

　

1辰9

100.0

和
一
市
-
町

　　

村

1 655 420

　　

16 868

　

913 086

　　　

2 701

　　

14 2４４

　　

52 054

2 654 373

　

647 265

　

546 472

1 360 436

5 208 546

SI､8

　

0.３

１７､５

　

０.０

　

θ.j

　

1､０

　

５１､０

　

１２み

　

10j

　

26.1

100.0

年

算

合

　　

計

　

4 154 6２3

　　

125 ０03

　

1 920 ８42

　　　　

2 701

　　　

14 244

　　　

52 054

　

6 269 467

　

2 426 653

　　

902 786

　

2 366 634

11965 540

㈱「国庫補助金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金および交通安全対策

その２

　

歳出(性質別)

　

区

　　　　　　

分

費

　

費

　

費

　

費

　
　
　
　

修

件

　

件

　

補

　

助

　
　
　
　

持

人

　

物

　

維

　

扶

補

　　

助

　　

費

　　

等

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

モ

　　　　

の

　　　　

他

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

2 296 Ｈ1

270 092

　

74 31０

　

2４4 918

　

481 235

2 385 606

Ill 719

38 480

　

854 523

6 756 994

3辰０

　

辰0

　

1.1

　

＆6

　

7.ｊ

３５.1

Ｊ

　

助

　

12.7

100.0

－408－

和
一
市
-
町

　　

村

1２17 724

　

480 537

　　

97 548

　

332 675

　

321 743

1 987 878

　　

55 982

　　

66 458

　

648 001

5208 546

燧.4

<
Ｎ

O
l

-
＊

Ｋ
)

O
i

t
-
j

5
c

?
Ｏ

88ぶ

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

＞
-
J

T
-
H
ｃ
J

100.0

年
一

　

合 計

3 513 835

　

750 629
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．
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ツ
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ご
ヅ
ご
二
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ご

状 況

(昭和46年９月末現在)

度
額

年4
5
計

和昭
合

増

比

滅

3 514 266

　

107 440

1 609 981

　　　

1 596

　　

12 753

　　

48 099

5 ２94 135

2 045 190

　

636 192

1 904 3４0

9 879 857
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０
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一
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０
　
０

額

　
　

９
’
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1
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640 357
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1 105

　　　

1 491
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381 463

　

266 594
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62０ 195
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9 879 857

(単位

　

百万円・％)
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昭

　

和

　

46

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額（最終）

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

し

　

（むリ剣公

　

募

一

　

一

　　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　　　

644600　　439 900　　204 700

　

レこ♂住宅♂・ち菜

　　

毘昌

　

１昌

　　

ｎ§

　

ｌｈ４ｗｘj‰ま事菜

　　　

昌§

　　

昌§

　　

臨

　

れ竺業Ｊ Ｓ゛Ｊ ％゛菜　　丿昌　　鵬§　　詣§

　

；ＰＰＰＰＰ藁

　　　

?昌

　　

?昌

　　　　

二

　

l
g賢㎜復啓叢馨果菜

　　　

ぶ昌

　　　

ご

　　

詣§

二準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

319600　　161 400　　158 200

　

1雫％整。備♂菜

　　

ぶ器

　

ぷ棚

　

詣§

　

３地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　

110000

　　　　

－

　　

110000

三公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

429700　　192 700　　237 000

　

パE

　

～
jl
゛事　菜　　余詔　　。潔　　丿鵬

　

３工業用

　

水道事

　

業

　　　

35600　　13 500　　22 100

　

リ!Ｊタ％ち菜

　　

9ぽ

　

４潔

　

5昌

　

？票。?バ、占丿事菜

　

昌§

　

ぷ

　

詣§

四

　

特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　　　

120400 120400　　　　　－
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毘

　　　

婁

　　　

菜
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謡昌

　　　　　

二
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器§

　　　

二

　

ン?/。‰％Sll

　　

1昌
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二
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二

　　

二

　　

で
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地

　

方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　

許

　　　　　　　

可

　　　　　　　

額（47. 1.31現在）

総

　　　　　

額

　

｜

　

政

　

府

　

資

　

金

　

｜

　

公

　　　　　

募

　

｜

　

交

　

付

　

公

　

債

　　　　　　

416 955　　　　　　228 798　　　　　　184 051　　　　　　　　　4 106

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　

113 610　　　　　　　68 H0　　　　　　　45 500　　　　　　　　　　－
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－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

63 761　　　　　　　63 761　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－
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一

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

26 153　　　　　　　　　－　　　　　　　22 777　　　　　　　　　3 376

　　　　　　

363 283　　　　　　157 289　　　　　　152 695　　　　　　　　53 299

　　　　　　　

20168

　　　　　　　

13 773　　　　　　　6 309　　　　　　　　　　86

　　　　　　

192 171　　　　　　143 516　　　　　　　48 655　　　　　　　　　　－

　　　　　　

150 944　　　　　　　　　－　　　　　　　97 731　　　　　　　　53 213

　　　　　　

425096

　　　　　　

176 724　　　　　　248 372　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

5 028　　　　　　　3 00　　　　　　　1918　　　　　　　　　　－

　　　　　　

244 693　　　　　　n4 221　　　　　　130 472　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

28 417　　　　　　　10 633　　　　　　　17 784　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

86 639　　　　　　　39 100　　　　　　　47 539　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

8076

　　　　　　　

4400

　　　　　　

・ 3675　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

23 485　　　　　　　　　－　　　　　　　23485　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

28 758　　　　　　　5 260　　　　　　　23498　　　　　　　　　　－
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－

　　　　　　　　　　

－
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－

　　　　　　　

34 876　　　　　　　25 983　　　　　　　8 893　　　　　　　　　　－
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10 257　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

1 529　　　　　　　1 529
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歳

第134表地 方 財

‾Ｌ゛ﾉふ

　　

即４

　　　

／ゝ

　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円･％)

≒，

　　

≒

　　　

：

　　

二

　

二

　　

二

　　

ご

　

目

　　　　

的

　　　　

税

　　　

3 457　　3 367　　　　90　　　忿,7

≒ﾆこ∴ム：

　

ご

　

ご

　

2こ

　

な

　

お。″ムt,U
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Iン

　

よぶ
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；

　　

１
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：

　　　

二

　　

二

　　　

二
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驚務教育職員給与費国庫負担
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ご
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二

一

≒
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．
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別
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二

　

二

　

ゴ

　

ご
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ニ
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第135表地 方

　　

税 収

　　　　　　　　　

昭和46年度

　　　　　　　

昭

　　　　　　

和

　

税

　　　　　　　

目

　　　　

当初見込額

　

鼎雛荊瑠訂管長

　　　　　　　　　　　　　

自然増減収額

　　　

固十（Ｂ）

道

　　

府

　　

県

　　

税

　　　　　　

（Ａ）

　　　　　　　

（Ｂ）

　　　

｜

　

（ｃ）

　

普

　　　　

通

　　　　

税
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4二

　　

で

　　

53二
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人

　

均

　

等
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六窓
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；
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言
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⊃
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市
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税

計
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普
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通
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民

税

税
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4
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度
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(Ｃ)十(Ｆ)
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ム

ム

ム
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見

　　

込 状

　

況（つづき）

　　

47

　　　　　　　　　　

年
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｀

　

△

言
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－

　

－

　

－

　

－

-

-

-

一

一

一一

　

－

2 784

-

　

-

2 78４

11 375

2 784

14 159

・・

ａ

Ｚａ

４

Ｑ

ム

△

△

△

　　

度

一
改正法によ
る収入見込
額

(Ｃ)十㈲

2 784

2 954

　

143

　　

72

2 739

　

-

　

-

-

2 920

-

　

－

51 186

５１

-

-

-

186

39 982

51 186

91 168

254 772

753 153

228 870

272 833

21２ 660

　　

7 ４75

　

31 315

　

28 346

182 515

115 863

　　

2 376

　　

2 487

　　

2 593

1 966 497

　　　

4 53４

　

100 552

　　　　

37２

　

105 458

2 07J 955

2 29４ 887

2 ０71 955

4 366 842

－417－

・－

(単位

　

百万円・％)

増

　

滅

　

率

㈲/國×1０0

　

２0 185

124 407

　

52 261

39 269

28 719

　

1 382

　

2 776

　

2 491

1４ 56４

　

6 905

回
心
一
一
一

　

７
‘
忿

<
1

1６.８

１５.６

(
>
-

i
N

5
O

　

・

　

・

　

参

詣
O
S

Ｏ
J

乙

　

４

ｊ３
９
２

　

１

－
心

　

｀

1 138

△

245 533

　　　

216

　

10 759

　　　　　

5

　

10 970

256 503

　

5S 355

256 503

311858

ぶ
ｊ
Ｊ

０
０

≪
Ｃ
>

'
J
*
-

。
心

　

認(
Ｓ
.

Iks

ぶ
Ｊ
Ｊ

５
忿
ｊ

Ｊ
ｊ

　
　

Ｊ
ｊ

>
~
(
-
＊

c
i

~
S
-
7.7

ミ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　

Ｊ

｜

－
－

Ｓ

一

一

ｉ

ｌ

ｌ

！

－

－

－

｜

－

－

－

１

－
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第136表地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

区

　　　　　　　

分

　　　

昭和47年度1

　　　

昭

　　

和

　　

46

　　

年

　　　　　　　　　　

(ａ)

　　　　　

当

　　

初(bﾘ

　

補

　　　

正

≒゛

　

ゐ

　

税２

　　

驚二

　

にニ

　

フニ

　

：

　

Ａ

　

：

　

言二

　

ﾍﾟﾆ

　

丿二

≒万万≒jド

　　

ニご

　

二二

　

ヅニ

　

:に:に訟

　　

二

　　

で

　　

二

　

清

　　　

算

　　　

分

　　　　　

19250　　　　17373　　　　　　－

に編鮒魏1に

　　　　

1二

　　　　　　

二

　　　　

Ｔ

：

　　

１

　　

１に

　

／ニ

　

。

　

謡

　　

1T

合ｔ影貳゛‾j‾(Ｇ)

　　　　

2493894　　　　2046423 55000

第137表

　

地 方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

区

　　

（ｒ温門帥四|）

　　

（賢雛≒皺ｇ

一般会計債

　　　　　　　

準公営企業債

　

一般公共事業1 4 H0　5071 3 603　港湾整備事業 265　230 35

　

公営住宅建設事業

　

1 538 1 120　418　下水道事業　1 469 1 077　392

　

災害復旧事業

　

381

　　

266

　　

H5地域開発事業1 095　980　H5

　

摯務教育施設整備

　

877

　

776

　　

101

盟醤JI゛545　520　　25

　

墓
菜
廃棄物処理事

　　

20

　　

20

　　

－

　　　

皿醤Jlo130

　　

130

　　

－

　

一般単独事業

　

607

　

433

　

1741 流通業務団地造　　40　　－　　40

　

肆勧90450

　

320

　　

130

:孤発事業　250　240　　10

　

同和対策事業

　

180

　　

120 60　　　　　　　、

　

新産業都市等建設

　

200

　

150

　　

50

集宅用地造成事　130　　90　　40

　

;;

用地先行取得

　

320

　

270 5o!　爺乱変質掌素業･
(80) (49) (31)

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　

（80）（49）（31）

　　

計

　　

8 683 3 982 4 701　　計　　2 829 2 287　542

㈹

　

特別地方債の産業廃棄物処理事業、同和対策事業、下水道事業および上水道事

　

水道事業および公営企業債の上水道事業に含まれている厚生年金資金および国民
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の

　　

算 定

　　

基

　　

礎
(単位 百万円・％）

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　　　　　　　

1

対前年度当初

　

対前年度最終

　

対前年度当初

　

対前年度最終
最

　

終（ｃ）（ａト㈲

　

(d) (aト（ｃ）　（ｅ）（d）/（b）×100　(e)/(c)×100

　　

5 964 657　　　　　344 043　　　　　742 043　　　　　　　5.4　　　　　　狸.4

　　

2 747 816　　　　　568 584　　　　　653 584　　　　　　即丿　　　　　　燧J

　　

2 581 479　　　・279 779　　　　　10 221　　　－　　　∂.7　　　　　　　θj

　　

635 362　　　　55 238　　　　78 238　　　　　　＆4　　　　　j忿J

　　

1 927 063　　　　140 971　　　　268 331　　　　　　∂.∂　　　　　μ.∂

　　

1 908 690　　　　110 094　　　　237 454　　　　　　5.4　　　　　n.k

　　　　

1 000　　，　　1 000　　．　　1 000　　　　　　皆減　　　　　　皆減

　　　　　

－

　　　　　

30000

　　　　　

30000

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　

17 373　　　　　　1 877　　　　　　1 877　　　　　　10.8　　　　　　jθj

　　　

S2 800　　　　　105000　　　　　52 200　　　　　　　－　　　　　　98j

　　　　　

－

　　　　　

36 500　　　　　36 500　　　　　　　－　　　　　　　－

　　　

129 560　　　　　160000　　　　　30 440　　　　　　　－　　　　　　恕.５

　

△

　　

8000

　　　　　　

5000

　　　　　　

5 000　　　－　　62.5　　　　　　∂忿J

　　

2 101 423　　　　447471　　　　392471　　　　　釘.∂　　　　　認.7

債 計 画

(単位

　

億円)

一一一一一

　　　

-

　　　　　

一一一一-

　

ｘ

　　

（響雀鸚W半半）

　　

斜響石|鸚Wlｕｇ

公

電営嶮者篁

　

J

　

55

　

13

1云般廃棄物処理事

　

378

　　

219

　　

159

　

上水道事業2 410 1 730　680　簡易水道事業　128　　94 34

　

工業用水道事業

　

375

　

305

　　

701

　

と畜場整備事業

　　

23

　　

11

　　

12

　

地下鉄事業

　

970

　　

940

　　

30=

　　

小

　　　

計

　　　

1 340　1 009　331

　

詳録難詣|言づＵ難即拠o1，1，－

　

棄揚ガス観光等事

　

19?

　

148

　　

燃

　

Wぼ:1対策事業（再

　

150

　　

100

　　

50

　

市場事業

　

115

　

9o

　

25!

　

下水道事業（再掲) 204　　156　　48

　

が

　

不

　

事

　

業

　　

34

　　

20

　　

141

　

上水道事業（再掲) 392　300　　　92

　

駐車場整備事業

　　

40

　　

30

　　

司

　　　　

計 2 096　1 575　521

　

観光その他事業１

　　

８

　　

８

　　

－

　

ム

　　　　　

計

　

（80）（49）（31）

　　　

計

　　　

4 303 3 510　793　口　　　　　百　　17 155 10 788　6 367
‰≒ぐjFﾐ10

回§こ訟翁マ芸サ器にこ回Åこ

　

蒜爽ﾆ゛ｏ

　

回
∩。

　

・|総

　　　

お1蹊1儡志

業の再掲額は、一般会計債の産業廃棄物処理事業、同和対策事業、準公営企業債の下

年金資金分である。
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その１

　

国民総生産等

第138表主要経済指標および

-

　　

区

　　　　　　

分

　　

ヤ|
36

　　

i

37

　　

｜
38

　　

｜
39

国

　　

民

　　

総

　　

生

　

産

　

162 070　198 528　216 595　255 921　296 467

国

　　　

民

　　

所

　　　

得

　

132 691　157 551　177 298　206 145　233 751

政府財貨サービス購入

　

26 740　32 897　40 532　45 991　　53 280

　

錨畝゛拗尚尚－

　

13 183　　16 454　　20 203　　23 091　　27 248

国内総資本形成のうち民間分

　　

44 565　　64 013　　54 630　　70 553　　77 841

　

上のうち企業設備

　

31 706　42 274　42 292　46 702　54 978

゛Ｊﾆ‰Ｌ瓢
、
ｔ溝

　

57j

　　　

印.θ

　　　

μｊ

　　　

昭了

　　　

卵.4

‰Ｌ監

、
匁老轟譜

　

μ.θ

　　　

77.9

　　　

豺.忿

　　　

卯.5

　　　

朗.9

㈹

　

鉱工業生産指数は通商産業省調、消費者物価指数は総理府調、その他は経済企

　

ｇ

　　

゛

ﾄ

り刈

1

り利

/≒

，トｏ

/

．

国民総生産

　

却.j

　

舒.5

　

∂ｊ

　

18.Z＼ 15^ 103＼ 16.9 18.0 17.9

国

　

民

　

所

　

得

　

即.4

　

扨.7

　

j忿J

　

j∂ｊ

　

μ４

　

Ｕ.∂

　

17.Z jﾀ.θ召丿

焚府財貨サービス購

　

∬.∂

　

留.θ

　

認.忿

　

1S.5

　

j£∂

　

巧Ｊ

　

μｊ

　

瓦.∂

　

13.5

砿に徴数jSj

　　

糾丿

　

認ｊ

　

μＪ

　

召.θ

　

13.0

　

μ.4

　

13.2 17.2

国内総資本形成のう

　　

認.7

　

U3Sy U.7　四丿　加Ｊ・Ｕ.4　麗.S　28.5＼ 23.0
ち民間分

　

上のうち企業設備

　　

拡7

　

おｊ

　

θ.θ

　

j叫

　

び.か

　

Sj

　

邱丿

　

留丿糾丿

鉱工業生塵指
11
?y糾.∂

　

却.4

　　

＆4

　

11J^

　

貧.7

　　

＆7

　

μＪ

　

四j

　

17^

門μ鴛琵

　

j.∂

　　

５.j

　　

δJ

　　

7.∂

　　

3S

　　

7.∂

　　

5j

　

4.θ

　

５Ｊ
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地方財政計画等の推移
(単位

　

億円・％)

40

　　

1

　　

41

　　　

1

　　

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　

44

　　

j

　　　

45

328 380　　　383 995　　　452 943　　　533 806　　　629 204　　　　732 137

260 868　　　304 427　　　362 332　　　428 696　　　498 567　　　　590 480

　

61 761　　　　70 677　　　81 883　　　92 916　　　103 619　　　　122 189

　

30 786　　　35 217　　　39 883　　　46 738　　　55 497　　　　　68 775

　

68 956　　　84 677　　　108 815　　　133 886　　　170 338　　　　195 556

　

50 125　　　62 856　　　80 818　　　100 309　　　128 447　　　　147 207

　　

100.0

　　　　

llSS

　　　　

135.2

　　　　

X59.2

　　　　

185.9

　　　　　

忿jj.£?

　　

μ

画庁調による。

　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　　

数

44

　

1

　

45

　

1

　

35

　

1

　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39 40 41　42 43 44 45

17.9

　

却.4

　　

甜

　

丿叩

　

丿卯

　

丿即

　

μ∂

　

j砧

　

却了

　

忿認

　

忿印

　

む7

　

j卯

j∂Ｊ

　

召.4

　　

混

　

却θ

　

と∂

　

j訂

　

μS

　

j郎

　

却了

　

おり

　

腔2

　

む∂

　

j阿

Ｕ.5

　

ひ.ﾀ

　　

む

　

j叩

　

丿留

　

μθ

　

j卵

　

丿紹

　

釘5

　

助∂

　

認忿

　

む5

　

jが

召.7

　

留.∂

　　

釦

　

加θ

　

j留

　

μθ

　

j卵

　

瑠7

　

忿μ

　

糾忿

　

認4

　

お7

　

4召

忿.忿

　

μj

　　

7θ

　

加θ

　　

舒

　

とθ

　

j麗

　

丿卵

　

丿碧

　

丿加

　

忿卯

　

忿卯

　

釦５

認.j

　

μ.∂

　　

河

　

丿卯

　

丿面

　

Ill

　

j釦

　

丿却

　

丿如

　

四丿

　

焉7

　

卯4

　

∂砲

16.8

　

昂.j

　　

辰

　

丿叩

　

108

　

j釘

　

μ∂

　

j砧

　

丿混

　

四∂

　

認丿

　

忿印

　

訂J

　

5.4

　　

7.7

　　

邸

　

加θ

　

却7

　

j巧

　

丿卵

　

丿認

　

丿巧

　

μθ

　

μ∂

　

巧∂

　

j認
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第138表主要経済指標および

その２

　

予算および地方財政計画

　

区

　　　　　

分

　

|昭和35年度1

　　

36

　　

1

　　

37

　　

1

　　

38

　　

1

　　

39

国の一般会計

　

1 569 675　1 952 776　2 426 801　2 850 008　3 255 438

財政投融資計画

　

606 900　　773 700　　905 200　009 700　1 340 200

地方財政計画

　

1 538 155　1 912 672　2 285 073　2 633 593　3 138 127

　　

給

　

与

　

費

　

575 485　　695 678　　817 351　　956 845　1 095 339
り|

投資的経費

　

473 648　　624 720　　794 430　　914 302　1 133 900

ち

　

4長普通建設事

　　

343 337　　508 749　　636 448　　784 641　1 001 300

　　　　　

＿

　　　　

(350)

　

（800）

　

(l 200)　（1500）　（1700）
地方債計画

　

155 500　２00 000　245 000　315 0００　398 400

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　　　

滅

　

区

　　　　　

分

　　

35

　

1

　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

4o

　

l

　

41

　

1

　

42

国の一般会計

　

扨.∂

　

糾丿

　

糾j

　

j7.4

　

μ.忿

　

丿忿j

　

17.9

　

μ.∂

財政投融資計画

　

13.9

　

27.5

　

17.0

　

麗.∂

　

加.∂

　

加.9

　

認j

　

17£

地方財政計画

　

μ丿

　

μJ

　

jﾀｊ

　

巧Ｊ

　

四.忿

　

1S.2

　

μ.5

　

j£4

　　

給

　

与

　

費

　

11.7

　

即.9

　

m5

　

17.1

　

μ.5

　

16.6

　

12M

　

2.∂
う|

投資的経費

　

部.5

　

訂.∂

　

忿7J

　

巧丿

　

糾.θ

　

μJ

　

jﾀ.忿

　

j5.∂

ち

　

4各普通建設事

　

認.5

　

卯.忿

　

認丿

　　

留.j

　　

27.6

　　

μ.ﾀ

　　

四.θ

　

召丿

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　

払4

　

留,∂

　

麗.5

　

勿.∂

　

邱.5

　

釘.7

　

ｓＪ・j.5

― 422 ―



地方財政計画等の推移（つづき）
(単位

　

百万円・％)

　　

40

　　

j

　　

41

　　　

1

　　

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　　

44

　　　

1

　　　

45

3 658 080　　4 314 270　　4 950 910　　5 818 598　　6 739 574　　　7 949 764

1 620 600　　2 027 300　　2 388 400　　2 699 000　　3 077 000　　　3 579 900

3 612 149　　4 134 800　　4 771 400　　5 605 100　　6 639 700　　　8 123 300

1 277 289　　1 435 400　　1 616 600　　1 865 000　　2 153 100　　　2 473 400

1 296 300　　1 545 400　　1 790 000　　2 000 600　　2 453 000　　　3 040 300

1 150 584　　1 369 400　　1 617 700　　1 812 500　　2 272 600　　　2 8S4 200

　

（2 100）　（2 600）　（3 500）　（4 000）　（4 400）　　（4 600）

　

484 900　　　670 700　　　660 900　　　677 300　　　785 200　　　908 200

　

率

　　

｜

　　　　

指

　　　　　　　　　　　

数

-

　

43

　

44 45 35 36 37 38 39 40 41　42 43 44 45

　

17S ＼15£ 18.0　80 100 nkμ∂μ7 187 認丿　25h 298 3U5 iO7

　

13.0μ.0 ＼16^　９　加θ　117　j詔　173　忿卯　部忿　了卯　糾∂　J紹　4認

　

J7..5 18^ 22^　80 100 119丿認丿弱　丿卯　216 2h9　巳紹　Sh7 i25

　

15Ji. ＼1S4μ.∂　甜丿00 I 117 I 138 157 18i I 206 I 2S2 I 268了卯了邱

　

11^ 22.6 ＼2SS　7∂　加θ　j忿7　μ∂　詔忿　忿昭　糾7　認7　j釦　了昭　詔7

　

12.0 ＼25A ＼ZS.6　∂7　勁θ　j諮　jμ　却7　認∂　2印　了瑠　お∂　μ7　5む

　

忿.5 15.9 15.7　78 100 123丿認丿99 2i2 335 330了釣了昭4弱

－428－



その３

　

決算額(総括)

第138表主要経済指標および

　

区

　　　　　　　　

分

　　

|?Ld|36

　　

｜
37

　　

｜

38

　　

j

39

国の一般会計歳入

　

1％1 025 2 515 932 2 947 623 3 231 214 3 446 769

　

国

　　　　　　　

税

　

1 801 464 2 227 728 2 390 697 2 731 724 3 159 246

　　

う

　

ち

　

法

　

人

　

税

　　

573 353　714 265　780 374　862 914　975 389

国の一般会計歳出

　

1 743 148 2 063 468 2 556 617 3 044 292 3 310 ％9

普

　

通

　

会

　

計歳

　

入

　

2 025 802 2 5H 550 2 982 859 3 397 659 3 910 921

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

出

　

1 924 907 2 391 080 2 887 366 3 308 833 3 821 ％8

　

地

　　　

方

　　　

税

　

744 236　906 475 1 056 684 1 212 860 1 399 598

　

一

　

般

　

財

　

源

　

1 091 391 1 353 628 1 574 936 1 829 205 2 109 212

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

879 153 1 053 701 1 235 519 1 494 538 1 732 327

　

人

　　

件

　　

費

　

704 586　832 604 996 891 1 196 932 1 394 003

　

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

640 451　836 108 1 068 003 1 159 894 1 343 724

　

普通建設事業費

　

477 005　651 281　867 973　969 995 1 149 499

国と地方の歳出純計

　

2 863 233 3 489 242 4 261 125 4 962 845 5 575 782

　

う

　

ち

　

租

　

税2 545 700 3 134 203 3 447 381 3 944 584 4 558 844

　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

滅

　　　　　　　　

率

　

区

　　　　

分

　

1

　

35

　

1

　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

4o

　

l

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

国の一般会計歳入

　

麗.S

　

留J

　

17.2

　

!?.∂

　

∂.7

　

∂.5

　

加.∂

　

狸.4

　

μｊ

　

国

　　　　　

税

　

訂Ｊ

　

認.7

　

7J

　

μｊ

　

払7

　

jJ

　

11.7

　

加.θ

　

払j

　　

うち法人税

　

砧.∂

　

糾.∂

　

1?Ｊ

　

却.∂

　

む.θ・

　

匂

　

113

　

邱.∂

　

釘.7

国の一般会計歳出

　

j∂.∂

　

瑠.4

　

認.∂

　

jﾀ.j

　

∂Ｊ

　

犯4

　

却.∂

　

瓦7

　

jむ

普通会計歳入

　

19.9

　

糾.θ

　

瑠.∂

　

μ.∂

　

貧.j

　

μ.5

　

j£∂

　

μ.5

　

17.k-

普通会計歳出

　

瑠.5

　

糾.忿

　

加.∂

　

μ.∂

　

15S

　

μJ

　

15J.

　

13.9

　

ir.5

　

地

　　

方

　　

税

　

鯉Ｊ

　

む.∂

　

却.∂

　

μｊ

　

巧.4

　

加.7

　

μ.j

　

釘.5

　

加.θ

　

一

　

般

　

財

　

源

　

加.∂･

　

糾.θ

　

μＪ

　

μ丿

　

貧.j

　

11.1

　

1S.2

　

193

　

犯丿

　

義務的経費

　

皿∂

　

四j

　

173

　

む.θ

　

153

　

お.5

　

n.7

　

μｊ

　

巧.5

　　

人

　

件

　

費

　

jな

　

j∂.2

　

却.7

　

加丿

　

皿&

　

Ｍ.θ

　

11.6

　

μ.5

　

jμ

　

投資的経費

　

留.θ

　

釦.5

　

夙7

　

S.∂

　

∬.&

　

μ.j

　

17.7

　

犯4

　

加.j

　　

普通建設事業費

　

邱.忍

　

甜.5

　

認Ｊ

　

11^

　

皿5

　

μ.7

　

詔.7

　

μ.∂

　

留.θ

国と地方の歳出純計

　

勁,5

　

幻Ｊ

　

舘.j

　

j∂ｊ

　

忽4

　

む.θ

　

詔.j

　

μ.召

　

j∂.∂

　

う

　

ち

　

租

　

税

　

鉛丿

　

留.j

　

扨.θ

　

μ.4

　

巧.∂

　

5.∂

　

ｇ.5

　

加.5

　

即.7
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

40

　　

1

　　

４1

　　　

1

　　

4２

　　

1

　　

４3

　　　

1

　　

４４

　　　

1

　　　

４5

3 773 097　　４ 55２1４6　　5 299４46　　6 059 873　　7 109 267　　　8 459 181

3 279 652　　3 663 006　　4 396 804　　5 323 8４8　　6 ４55 38４　　　7775 385

　

927 120　　1 ０31698　　1 307 966　　1 591 88４　　2 008 713　　　2 567 168

3 723 017　　4 459 196　　5 113 035　　5 937 082　　6 917 838　　　8 187 697

４478 036　　5 177 746　　5 926 311　　6 95８874　　8 305 2２9　　10 103 998

４365 1４0　　5 026 177　　5 725 497　　6 72９574　　8 033 912　　　9 814 878

1 549４２1　　1768 587　　2 149 522　　2 58０1２8　　3 09０179　　　3 750 668

2 34２670　　2 651 572　　3 177 698　　3 785 222　　４ 644 09０　　　5657 603

２001 1４6　　２256 147　　2 575 041　　2 973 338　　3 410 082　　　4 083 196

1 602 453　　1 788 730　　2 030 312　　2 3０8101　　2 681 035　　　3 205 ４86

1 532 915　　1 803 629　　2 ０26 549　　2 ４3４０83　　2 904 690　　　3 649 178

1 318 987　　1 566 137　　1 784 456　　2 194 570　　2 662 452　　　3 398 753

6 301 206　　7 439 024　　8 495 299　　9 901 527　　11 742 750　　14 198 131

４829０73　　5 431 594　　6 5４6326　　7 9０3976　　9 5４5563　　11 526 053

　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　　

数

44ﾄ

ﾉ

35ト6）り3（白（り（川川マ

17^

　

jﾀ.θ

　　

９

　

却θ

　

117

　

j認

　

137

　

μθ

　

瑠丿

　

釘丿

　

糾丿

　

口お

　

お∂

21^

　

加.4

　　

町

　

加θ

　

扨7

　

j留

　

μ2

　

μ7

　

jμ

　

却7

　

認∂

　

忿卸

　

∂卯

部名

　

貯.s

　　

卯

　

却θ

　

j卯

　

丿幻

　

μ7

　

j卯

　

丿砧

　

詔了

　

忿認

　

認j

　

j弱

ｊ∂Ｊ

　

詔.∂

　　

肛

　

却θ

　

jμ

　

j詔

　

丿印

　

7卯

　

釘∂

　

忿砲

　

認∂

　

∂巧

　

即7

却丿

　

釘.7

　　

∂j

　

j卯

　

丿四

　

丿巧

　

丿邱

　

j9

　

釦∂

　

詔∂

　

忿77

　

J訂

　

4g

四丿

　

認.忿

　　

町

　

丿卯

　

丿忿j

　

j認

　

丿印

　

認了

　

忿jθ

　

認∂

　

認j

　

お∂

　

4却

四丿

　

碍.4

　　

甜

　

加θ

　

117

　

jμ

　

μ5

　

j刀

　

四5

　

留7

　

忿舒

　

μ丿

　

砲4

認.7

　

幻.∂

　　

∂j

　

j卯

　

jj∂

　

瑠5

　

j卵

　

173

　

j弱

　

留5

　

認θ

　

μj

　

4瑠

μ.7

　

却.7

　　

甜

　

丿叩

　

ｕ７

　

μ忿

　

jμ

　

j卯

　

釘4

　

糾4

　

認忿

　

了糾

　

了認

j＆忿

　

即.∂

　　

邸

　

丿卯

　

丿加

　

μ4

　

j∂7

　

却2

　

2巧

　

糾4

　

忿77

　

j麗

　

認5

却Ｊ

　

邱.∂

　　

77

　

却θ

　

j認

　

丿即

　

j∂j

　

j甜

　

包∂

　

忿42

　

巳釘

　

μ7

　

砲∂

釘Ｊ

　

9,7.7

　　

7j

　

却θ

　

jお

　

j卯

　

j7∂

　

口昭

　

糾丿

　

忿μ

　

認7

　

4卯

　

5舘

j＆∂

　

加.ﾀ

　　

認

　

加θ

　

j麗

　

μ忿

　

丿印

1

　

瑠丿

　

忿瑠

　

２剱

　

認4

　

お7

　

如7

加.s

　

加.7

　　

81

　　

j卯

　

丿扨

　

丿郭

　

μ5

　

巧4

　

j弩

　

忿卯

　

邸2

　

釦5

　

j田
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第138表

　

主要経済指標および

その４

　

決算額(都道府県分、市町村分)

　

区

　　　　　　

分

　　

降（

36

　　

1

37

　　

1

38

　　

1

39

　

歳

　　　　　　

入1 277 346 1 593 910 1 899 339 2 148 699 2 434 674

都

　

一

　

般

　

財

　

源

　

640 697 809 408　931 000 1 079 267 1 237 407

　　　

地

　　

方

　　

税

　

394 592　497 725　575 595　660 443　767 371道

　　　

うち法人事業税

　

173 524　221 538　248 185　277 091　304 425

府歳

　　　　　　

出1 208 935 1 513901 1 837 762 2 095 868 2 386 781

県

　

義務的経費

　

599 355 714 910 829 150　998 914 047 728

　　　

人

　　

件

　　

費

　

505 891　592 867　701 514　836 ％6　969 233
分

|

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

400 428　521 047　680 178　730 150　827 034

　　　

普通建設事業費

　

288 927　400 340　599 617　608 694　704 970

　

歳

　　　　　

入

　

816 356 998 862 1 188 634 1 376 697 1 618611

市

　　

一

　　

般

　

財

　　

源

　

451 644　545 721　645 767　752 563　873 363

　　　

地

　　

方

　　　

税

　

349 644　408 750　481 089　552 417　632 227
町歳

　　　　　　

出

　

783 871　％8 400 054 719 1 340 701 1 577 552

村

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

279 907　338 904　406 532　495 720　584 599

　　　

人

　　

件

　　

費

　　

198 694　239 737　295 398　359 966　424 770
分

|

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

281 777　360 763　445 995　498 814　594 999

　　　

普通建設事業費

　

217 1４9　２83843　361 296　４16 3４7　5０8925

　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　　　

滅

　

区

　　　　　　　

分

　　

1

　

351

　

36 37 38　39　1　4o　l　41　1　42

　

歳

　　　　　

入

　

Z1.6＼2i.8＼1乱2瑠丿13.S＼ 13.6＼ 15J.μｊ

都

　

一

　

般

　

財

　

源

　

Qh OX Of}O j5.θi5.5μｊ加.ﾀ12M Zl£

　　

地

　　

方

　　

税

　

3O.i 26.1 15.6μ.7＼ 16.2＼ 10.6＼ 16^＼ 23.6
道

|

　　

うち法人事業税

　

i2.5＼ 27.7 n.0＼ 11.6　∂Ｊ　θ.θ　17^　認丿

府歳

　　　　　　

出

　

W^＼ Z5.Z＼2lM U.0＼ 1S.9＼ 13.5μ.5 13S

県

　

義務的経費

　

μ.9 19^ 16.0 20.5μ,∂　13.6＼ 11.6 n丿

　　

人

　　

件

　　

費

　

ie.8 17.2＼18^却丿　貧Ｊ　μJ　11.0　1S.1
分

|

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

26.9 30.1 30.5　7j　1 Q Q　13.1　17.2　13.1

　　

普通建設事業費

　

釦丿38.6 S7^＼ 10.7　貧.∂　μ.θ　ぴ.4　μ.7

　

歳

　　　　　

入

　

16.6＼2ZM 19.0] 153び.∂拡4 17S μ.∂

市

　

一

　

般

　

財

　

源

　

153＼ 20丿18^＼ 16S＼ 16.1　11^＼ 13^ 17.6

　　

地

　　

方

　　

税

　

ISJA 16.9＼17.7μ･8 UJA 10.9 11S＼ 18.9

町歳

　　　　　　

出

　

15.6＼ns＼ 20S, 16.1＼ 17.7＼ 1S.9＼ 17.1 13.9

村

　

義務的経費

　

μ.1＼ 21.1＼20.0＼21.9 17.9 jl?.7μ.9 UA

　　

人

　　

件

　　

費

　

認丿20.7＼ 23.2＼21.9＼ 18.0＼ 16.6 lSJ.　μｊ
分

|

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

18M 28.0＼n.∂ii.s　j∂Ｊ　μ.∂　瑠.9　犯j

　　

普通建設事業費

　

i,9.S 50.7 WS＼ 15.2　舘Ｊ　巧.∂　加.∂　２.∂
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

40

　　

1

　　

41

　　　

1

　　

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　　

44

　　　

1

　　　

45

2 766 069　　3 184 017　　3 638 526　　4 279 458　　　5 057 598　　　6 053 912

1 374 662　　1 552 094　　1 885 230　　2 271 444　　　2 765 801　　　3 323 992

　

848 397　　　986 763　　1 219 928　　1 515510　　　1 854 498　　　2 265 873

　

304 568　　　357 274　　　458 778　　　579 720　　　731 563　　　9H 450

2 708 952　　3 102 273　　3 532 819　　4 166 590　　　4 925 076　　　5 915 031

1 304 028　　1 455 581　　1 643 9S1　　1 882 905　　　2 137 648　　　2 528 896
1 107 191　　1 228 534　　1 389 445　　1 567 941　　　1 805 775　　　2 135 155

　

935 622　　1 096 725　　1 240 580　　し

　

803 686　　　943 673　　1 082 439　　I 331 709　　　1 563 965　　　1 948 209

1 883４４9　　２２09 471　　2 532 4０S　　3０037４8　　　3665 812　　　4 535 219

　

972 246　　1 106 356　　1 301 409　　1 553 198　　　1 939 663　　　2 401 162

　

701 024　　　781 824　　　929 594　　1 064 617　　　1 235 681　　　1 484 795

1 827 671　　2 139 6４6　　2４37300　　2 887 316　　　3 527 017　　　４384 980

　

699 767　　　80４ 139　　　935 870　　1 096 634　　　1 280 760　　　1 565 644

　

４95２62　　　560 196　　　640 867　　　7４０160　　　875 261　　　1 070 331

　

687 792　　　817 535　　　916 128　　1 1OS 779　　　1 367 133　　　1754 078

　

589 352　　　71２ 681　　　803 940　　　991 151　　　1 249 216　　　1 632 251

　　

率

　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　

数

431

　

441

　

45 35 36 37 38 39 40 41　42 43 44
I　45

17.6

　

召.忿

　

却.7

　

卯

　

丿叩

　

丿却

　

丿舒

　

巧J

　

jμ

　

加θ

　

忿認

　

忿認

　

訂7

　

認θ

加.5

　

釘.&

　

加.忿

　

7∂

　

却θ

　

115

　

jお

　

15S

　

j7θ

　

j銘

　

忿＆9

　

認丿

　

μ忿

　

むj

助.忿

　

麗.4

　

認.2

　

7∂

　

j卯

　

丿巧

　

jお

　

jμ

　

j7θ

　

j昭

　

糾5

　

釦4

　

jな

　

4邱

部丿

　

郭.忿

　

糾.∂

　

９

　

却θ

　

と忿

　

丿邸

　

認7

　

む7

　

jに

　

釦7

　

忿屁

　

おり

　

砲j

17.9

　

認.2

　

加.j

　

釦

　

丿叩

　

jむ

　

j認

　

丿認

　

丿即

　

加５

　

忿お

　

275

　

j弱

　

了皿

μ.5

　

13.5

　

認Ｊ

　

糾

　

却θ

　

jj∂

　

μθ

　

j訂

　

認了

　

加4

　

留j

　

2醇

　

巳卯

　

認4

j忿丿

　

巧.忿

　

瑠.2

　

甜

　

丿叩

　

丿卵

　

μｊ

　

163

　

詔7

　

加7

　

留4

　

忿必

　

卯5

　

j卯

却.∂

　

巧Ｊ

　

餌.5

　

77

　

却θ

　

認j

　

μθ

　

巧∂

　

j卯

　

口jθ

　

忿認

　

認5

　

∂認

　

初忿

留.∂

　

nA

　

糾.δ

　

7忿

　

丿卯

　

瑠7

　

巧2

　

j7∂

　

忿皿

　

留∂

　

刀θ

　

認j

　

j釘

　

詔7

認.∂

　

麗.θ

　

留.7

　

毘

　

丿叩

　

と∂

　

j認

　

丿醍

　

丿即

　

認丿

　

邸4

　

釦丿

　

部7

　

砧4

193

　

糾.∂

　

認.&

　

甜

　

加θ

　

j認

　

丿認

　

丿印

　

j9

　

釦了

　

忿認

　

認5

　

舒5

　

μθ

μ.5

　

琵.j

　

即.忿

　

甜

　

丿卯

　

118

　

j邱

　

丿邸

　

び2

　

j釘

　

忿忿7

　

忿卯

　

釦忿

　

了肩

瑠.5

　

認名

　

騨Ｊ

　

甜

　

却θ

　

j即

　

丿如

　

165

　

却丿

　

忿留

　

認4

　

釦j

　

j認

　

4認

17.2

　

加.S

　

麗.忿

　

甜

　

丿卯

　

丿加

　

μ∂

　

j回

　

忿卯

　

留7

　

忿河

　

泥4

　

J9

　

4伺

巧.5

　

瑠Ｊ

　

認Ｊ

　

昭

　

丿卯

　

丿留

　

j5θ

　

j77

　

即7

　

留4

　

部7

　

j卯

　

了邸

　

μ∂

加.7

　

23.6＼ 28J　7∂　j卯　丿糾　丿認　165　四丿　麗7　詔4　釦7　j即　紹∂

認Ｊ

　

26.0 S0.7　芹　丿叩　丿忿7　μ7　j即　忿昭　忿釘　鉛∂　j卯　4如　575
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地方行財政制度の改正(昭和46年公布分)

　

地方財政に関連する主要な法律の制定、改正状況の概要は、次のとおりである。

　

１

　

自治省関係

　

地方交付税法の改正(昭和46年２月13日法律第２号)

(1)昭和45年度分の地方交付税の総額については、300億円を減額繰延べすること

　

とされていたが、この減額措置を行なわないこととし、これに伴い地方交付税の総

　

額の特例を改定するものとした。

(2)昭和45年度に限り、現下の要請にこたえて公共用地の先行取得を促進するため、

　

道府県分についても、基準財政需要額の算定費目として土地開発基金費を設けて算

　

入するとともに、大都市分(特別区を含む｡)については、単位費用を改定して土地

　

開発基金費を増額した。

(3)昭和45年度限りの措置として、沖繩に対して特別交付税から30億円を限度とし

　

て交付することができるものとした。

　

国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の改正(昭和46年３月26日法律

　

第６号)

　

最近における公務員の給与の改定、賃金および物価の変動、運賃の改定等に伴い、

国会議員の選挙等の執行について、国が負担する経費で地方公共団体に交付するもの

の現行の基準が、実情に即さないものとなったので、所要の改定を加えた。

　

地方税法の改正(昭和46年３月30日法律第11号)

(1)個人の道府県民税および市町村民税

　

ア

　

個人の道府県民税および市町村民税の所得控除を次のとおり改めた。

　　

(y)基礎控除額を14万円(従来は13万円)に引き上げた。

　　

吋)配偶者控除額を13万円(従来は11万円)に引き上げた。

　　

(ウ)扶養控除額を10万円(従来は８万円)に引き上げた。

　　

岡

　

寡婦控除等の額をそれぞれ９万円(従来は８万円)に引き上げるとともに特別

　　　

障害者控除額を11万円(従来は10万円)に引き上げた。

　　

例

　

配偶者のいない一人目の扶養親族に係る扶養控除額を11万円(従来は９万

　　　

円)に引き上げた。

　　

固

　

医療費控除の控除限度額を100万円(従来は30万円)に引き上げた。

　　

剛

　

生命保険料控除の控除限度額を２万7,500円(従来は２万6,000円)に引き上

　　　

げた。

　

イ

　

障害者等についての非課税の範囲を、年所得35万円(従来は32万円)とした。
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(2)事

　　

業

　　

税

　　

個人の事業税の事業主控除を86万円(従来は32万円)に引き上げた。

(3)不動産取得税

　

ア

　

公共の用に供する道路の附属物等不動産の取得については、非課税とした。

　

イ

　

都市計画において定められた路外駐車場のうち立体式のものの用に供する家屋

　　

で駐車の用に供する部分が地上にあるものを取得した場合の課税標準は、その家

　　

屋の価格からその駐車場の用に供する部分の価格の３分の１に相当する額を控除

　　

した額とする等、課税標準の特例を設けた。

(4)娯楽施設利用税

　　

ゴルフ場所在市町村に対して交付する娯楽施設利用税交付金の交付率を３分の１

　

(従来は６分の１)に引き上げた。

(5)料理飲食等消費税

　

ア

　

旅館における宿泊およびこれに伴５飲食の免税点を1,800円(従来は1,600円)

　　

に、基礎控除額を1,000円(従来は800円)に引き上げた。

　

イ

　

オリンピック冬期大会の開催に伴う特例措置として、昭和47年１月１日から

　　

同年３月81日までの間における外客の宿泊およびこれに伴う飲食に対しては、

　　

料理飲食等消費税を非課税とした。

(6)狩猟免許税

　　

税率を次のとおり引き上げた。

　

ア

　

甲種狩猟免許または乙種狩猟免許を受ける者でイ以外のもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4,500円(従来は1,500円)

　

イ

　

甲種狩猟免許または乙種狩猟免許を受ける者で、当該年度の都道府県民税の所

　　

得割額の納付を要しないもの

　　　　　　　　　　　

2,000円(従来は700円)

　

ウ

　

丙種狩猟免許を受ける者

　　　　　　　　　　　

1,500円(従来は450円)

(7)固定資産税

　

ア

　

都市計画法に規定する市街化区域内の農地に対して課する固定資産税につい

　　

て、税負担の激変を緩和するための調整措置を講じつつ課税の適正化を図るため、

　　

(ﾌつ

　

市街化区域農地については、状況が類似する宅地の価格に比準する価格に

　　　

よって評価を行なう。

　　

(ｲ)市街化区域農地であった土地が市街化区域農地以外の農地となった場合に

　　　

は、その農地について、類似する農地の価格に比準する価格によって評価を行

　　　

なう。

　　

等の措置を講じた。

　

イ

　

水質汚濁防止法に規定する特定施設を設置する工場または事業場の汚水または

　　

廃液の処理施設、大気汚染防止法に規定ナる有害物質の処理施設等の固定資産に
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ついては、非課税とした。

　

ウ

　

昭和45年５月１日から昭和47年３月31日までの間に取得された電子計算機

　　

の課税標準は、取得後８年度間に限り、その価格の３分の２の額とする等、課税

　　

標準の特例を設けた。

　

エ

　

重油に係る水素化脱硫装置および廃油処理施設の課税標準は、その価格の３分

　　

の１(従来は２分の１)の額とする等、課税標準の特例の率を改めた。

(8)都市計画税

　

ア

　

市街化区域内の農地に対して課する都市計画税について、固定資産税と同様の

　　

措置を講ずることとした。

　

イ

　

都市計画税は、原則として、都市計画区域のうち、市街化区域内に所在する土

　　

地および家屋に対して課税することとし、特別の事情がある場合に限り、市街化

　　

調整区域で条例で定める区域内に所在する土地および家屋についても課税するこ

　　

とができることとした。

(9)電気ガス税

　

ア

　

電気に対する電気ガス税の免税点を700円(従来は600円)に、ガスに対する電

　　

気ガス税の免税点を1,400円(従来は1,200円)に引き上げた。

　

イ

　

生石灰(流体燃料焼成法による4,のに限る｡)、エチレン・プロピレン・ターポリ

　　

マーゴムおよび合成グリセリン(過さく酸法によるものに限るものとし、その製

　　

造工程において副生されるさく酸を含む｡)を非課税品目に加え、非課税品目のう

　　

ち重かりん酸石灰およびさく酸(揮発油を原料とするものに限る｡)を削除した。

　

ウ

　

無水フタル酸の非課税期間を１年間延長した。

圀

　

入

　　

猟

　　

税

　　

税率を次のとおり引き上げた。

　

ア

　

甲種狩猟免許または乙種狩猟免許を受ける者

　　

3,000円(従来は1,000円)

　

イ

　

丙種狩猟免許を受ける者

　　　　　　　　　　　

1,000円(従来は

　

350円)

血

　

入

　　

湯

　　

税

　　

入湯税の使途に消防施設等の整備に要する費用を加え、標準税率を40円(従来は

　

20円)に引き上げた。

図

　

国民健康保険税

　　

国民健康保険税の課税限度額を８万円(従来は５万円)に引き上げた。

　

地方交付税法の改正(昭和46年３月31日法律第24号)

(1)長期的見地から社会資本の計画的な整備を推進するとと釘こ、最近の著しい変貌

　

に対処し、それぞれの地域の特性に応じて住みよい生活環境の整備を図るため、次

　

により基準財政需要額の算定方法を改正することとした。

　

ア

　

市町村道、下水道、清掃施設等住民の日常生活に直結する各種の公共施設の計
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画的な整備を促進するため、関係費目にかかる単位費用の改定および算定方法の

　　

改正を行なった。

　

イ

　

公害対策、交通安全対策および消防救急対策に要する経費を充実することとし

　　

た。

　

ウ

　

人口急増地域における財政需要の増加に対応して、都市施設の整備に要する経

　　

費を充実するほか、義務教育施設、都市計画事業等の整備のため、人口急増補正

　　

および態容補正による算入額の強化を図ることとした。

　

エ

　

引き続き市町村分の｢土地開発基金費｣を算入するとともに、その拡充を図った。

　

オ

　

過疎地域における行政水準の維持向上を図るため、人口急減補正の強化および

　　

態容補正の合理化等により、後進市町村の財政基盤の強化を行なった。

　

ヵ

　

広域市町村圏内における基幹生活関連道路の整備を引き続き促進するための措

　　

置を講ずることとした。

　

キ

　

その他、各種の制度改正、給与改定の平年度化等により増加する経費を基準財

　　

政需要額に算入するため、関係費目の単位費用を改定するほか、基準財政需要額

　　

の算定方法の簡素合理化を図った。

(2)基準財政収入額については、算定方法の簡素合理化を図った。

　

公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律(昭和46年５月

　

26日法律第70号)

　

本法は、公害の防止に関する施策の一層の推進を図るため、地方公共団体が行なう

公害防止対策事業にかかる国の負担割合の特例その他国の財政上の特例措置について

定めたもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)公害防止対策事業に係る国の負担または補助の特例

　

ア

　

地方公共団体が公害対策基本法第19条第２項の規定による公害防止計画に基

　　

づいて実施する次に掲げる公害防止対策事業にかかる経費については、国は、そ

　　

れぞれ次に定める国の負担または補助の割合(以下｢国の負担割合｣という。)によ

　　

り、その一部を負担し、または補助するものとした。

　　

ぐア)特定公共下水道、都市下水路(公害の原因となる物質のたい積を排除する目

　　　

的をあわせ有するものに限る｡)および終末処理場の設置または改築の事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２分の１

　　

げ)緩衝緑地その他これに類する施設の設置の事業

　　　　　

２分の１

　　

(ウ)廃棄物の処理施設の設置の事業

　　　　　　　　　　　　

２分の１

　　

倒

　

公立の義務教育諸学校の移転または施設整備の事業

　　　　　

２分の１以上３分の２以内の範囲で政令で定める割合

　　

團

　

河川、湖沼、港湾その他の公共用水域におけるしゅんせつ事業、導水事業そ

　　　

の他政令で定める事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２分の1
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固

　

農用地または農業用施設について実施される客土事業、施設改築事業その他

　　　

政令で定める土地改良事業

　　　　　

２分の１以上３分の２以内の範囲で政令で定める割合

　　

剛

　

公害に関する監視、測定、試験または検査にかかる施設および設備の整備の

　　　

事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２分の１

　　

㈲

　

前各号に掲げるもののほか、政令で定める事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

政令で定める割合

　

イ

　

アの場合において他の法令の規定による国の負担割合がアの国の負担割合をこ

　　

えるときは、当該他の法令の定める国の負担割合によるものとした。

　

ウ

　

公害防止計画が定められていない地域において実施される公害防止対策事業で

　　

アの團から剛までに掲げるもののうち、自治大臣が主務大臣および環境庁長官と

　　

協議して指定するものにかかる経費についても、国はアに定める国の負担割合に

　　

よりその一部を負担し、または補助するものとした。

(2)公害の防止のための事業にかかる地方債

　

ア

　

公害防止対策事業で(1)の適用を受けるものに要する経費については、地方財政

　　

法第５条第１項各号に規定する経費に該当しないものについても、地方債をもっ

　　

てその財源とすることができるものとした。

　

イ

　

公害防止対策事業で(1)の適用を受ける4,のならびに公害防止計画に基づいて実

　　

施される公共下水道および流域下水道の設置および改築の事業に要する経費の財

　　

源に充てるため起こした地方債については、国は、資金事情の許す限り、政府資

　　

金をもって引き受けるよう特別の配慮をするものとした。

(3)元利償還金の基準財政需要額への算入

　　

(2)のイの地方債で自治大臣が指定したものの元利償還に要する経費は、地方交付

　

税法の定めるところにより、地方交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入

　

するものとした。

(4)公害防止事業団等についての本法の適用

　

ア

　

公害防止事業団が政府の補助を受けて公害防止計画において定められた(1)の印

　　

に掲げる事業を行なり場合における政府の補助は、(1)の吋)に掲げる事業にかかる

　　

経費に対する国の負担割合の例により算定するものとした。

　

イ

　

港務局は、本法の適用については、地方公共団体とみなすものとした。

　

昭和42年度以後における地方公務員等共済組合法の年金の額の改定に関する法律

　

等の改正(昭和46年５月29日法律第83号)

　

昭和45年度に実施した地方公務員共済組合の年金の額の改定につき恩給法等の改

正内容に準じて所要の措置を講ずるとともに、地方団体関係団体職員共済組合が支給

する年金の額を地方公務員共済組合が支給する年金の額の改定措置に準じて改定する
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ほか、遺族年金の受給資格者たる範囲の拡大、退職年金等の最低保障額の引上げ等の

措置を講じた。

　

自動車重量譲与税法(昭和46年５月31日法律第90号)

　

本法は、市町村の道路目的財源の充実を図るため、自動車重量譲与税制度を設けて

いるもので、その要旨は次のとおりである。

(1)自動車重量税の収入額の４分の１に相当する額をもって自動車重量譲与税とし、

　

市町村に譲与することとした。

(2)自動車重量譲与税は、毎年４月１日現在の市町村道の延長および面積にあん分し

　

て譲与するものとし、市町村道の延長および面積は、自治省令で定めるところによ

　

り算定することとした。ただし、道路の種別等の事情により、自治省令で定めると

　

ころにより補正することができるものとした。

(3)市町村は、譲与を受けた自動車重量譲与税の総額を道路に関する費用にあてなけ

　

れぱならないものとした。

　

消防法の改正(昭和46年６月１日法律第97号)

　

最近における火災の実態にかんがみ、危険物の保安の確保を図るため、危険物の品

名の整理および指定数量の合理化、危険物取扱者制度の整備、タンク・ローリによる

危険物の移送の監視等の措置を講ずるとともに、旅館、病院、中高層建築物等におけ

る防火管理の徹底を図るため、防火管理者の選任命令等の措置を講じた。

　

後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律の改正

　

(昭和46年６月４日法律第102号)

　

近年、特殊土じょうに起因する災害が多発し、その態様も多様化しつつある現状に

かんがみ、急傾斜地崩壊防止施設にかかる事業を開発指定事業とし、急傾斜地崩壊防

止対策事業にかかる経費に対する国の負担割合を引き上げるものとした。

　

昭和46年度分の地方交付税の特例等に関する法律(昭和46年12月６日法律第116

　

号)

(1)昭和46年度分の地方交付税の総額については、次の措置を講じて当初予算計上

　

額を確保するとともに、給与改定のための所要の財源措置を講ずるものとした。

　

ア

　

臨時地方特例交付金528億円を一般会計から交付税および譲与税配付金特別会

　　

計に繰り入れる。

　

イ

　

1,295億６千万円を交付税および譲与税配付金特別会計において借り入れる。

(2)給与改定等に伴い、昭和46年度分の単位費用の特例を設けた。

(3)昭和46年度における交付税および譲与税配付金特別会計の借入金を償還するこ

　

とに伴い、昭和47年度から昭和54年度までの間に限り、地方交付税の総額は、当

　

該各年度における法定額から当該各年度における償還所要相当額を減額した額とし

　

た。
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地方公務員等共済組合法の改正(昭和46年12月14日法律第119号)

(1)地方議会議員が共済会に納付する掛金の掛金率を現行の100分の７から100分の

　

９に引き上げた。

(2)給付金の算定の基礎となる標準報酬月額は、従来議員の退職時の月額となってい

　

るものを、退職前３年間の掛金の基礎となった標準報酬月額の平均額とすることと

　

した。

(3)共済会の給付に要ナる費用として地方公共団体が毎年度負担すべき金額は、共済

　

会の収支の状況を勘案して、自治省令で定めることとした。

　

２総理府関係

　

特殊土じょう地帯災害防除及び振興臨時措置法の改正(昭和46年４月20日法律第

　

49号)

　

特殊土じょう地帯において、災害防除および農業振興の対策事業を引き続き実施す

る必要があるため、特殊土じょう地帯災害防除および振興臨時措置法の有効期限をさ

らに５年間延長して昭和52年３月31日までとした。

　

沖繩地域における産業の振興開発等のための琉球政府に対する資金の貸付けに関す

　

る特別措置法の改正(昭和46年５月28日法律第78号)

　

琉球政府および沖繩の市町村の公共施設の整備等に寄与するため、琉球政府が琉球

政府の一般会計または沖繩の市町村に次の資金を貸し付けることができるよう、琉球

政府に資金運用部資金等を貸し付けるために所要の規定の整備を行なった。

(1)琉球政府または沖繩の市町村が経営する企業の施設の建設に必要な資金

(2)琉球政府または沖繩の市町村が設置する公共施設または公用施設の建設に必要な

　

資金

(3)琉球政府の支給する公務員にかかる退職手当に必要な資金

　

恩給法等の改正(昭和46年５月29日法律第81号)

(1)恩給年額を昭和46年10月分以降SA%増の額に増額した。

(2)昭和23年６月30日以前に給与事由の生じた文官等の恩給についての不均衡是

　

正、旧軍人等に対する一時恩給および特例傷病恩給の支給等の改善を行なった。

　

環境庁設置法(昭和46年５月31日法律第88号)

　

公害の防止、自然環境の保護および整備その他環境の保全を図り、国民の健康で文

化的な生活の確保に寄与するため、環境の保全に関する行政を総合的に推進すること

を主な任務とする環境庁を総理府の外局として設置することとした。

　

許可、認可等の整理に関する法律(昭和46年６月１日法律第96号)

　

行政の簡素合理化を図るため、許可、認可等のうち、廃止を要するもの、規制の緩和

を要するもの、処分権限の委譲を要するもの等について一括整理を行なった。
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道路交通法の改正(昭和46年６月２日法律第98号)

　

最近における道路交通の実情にかんがみ、交通事故を防止し、その他交通の安全と

円滑を図り、道路の交通に起因する障害の防止に資するため、歩行者の通行の安全を

図り、都市交通対策を推進するための規定を整備すること、その他交通方法に関する

規定を合理化すること等交通管理のための規定を整備するとともに、交通方法に関す

る教則の作成および運転者等に対する講習について規定する等運転者管理のための規

定を整備した。

　

豪雪地帯対策特別措置法の改正(昭和46年６月７日法律第104号)

(1)特別豪雪地帯における基幹的な市町村道で建設大臣が指定するものの改築につい

　

ては、昭和47年４月１日から昭和57年３月31日までの間に限り、道府県が代

　

わって行なうことができることとし、この場合には、道府県営事業にかかる国の負

　

担割合の特例の適用を受けることとした。

(2)積雪による通学の困難を緩和するための公立の小・中学校の分校の校舎および屋

　

内運動場等の新・増築またはこれらの施設で構造上危険な状態にあるものの改築な

　

らびに特別豪雪地帯における公立の小・中学校の寄宿舎で構造上危険な状態にある

　

ものの改築に要する経費についての昭和47年度から昭和56年度までの各年度にお

　

ける国の負担割合は、３分の２とすることとした。

　　

国は、積雪による通学の困難を緩和するための公立の小・中学校の寄宿舎の新・

　

増築および積雪による通学の困難を緩和するための公立の小・中学校教職員の住宅

　

の建築に要する経費については、昭和47年度から昭和56年度までの各年度におい

　

て、その３分の２を補助するものとした。

　

一般職の職員の給与に関する法律の改正(昭和46年12月15日法律第121号)

　

一般職の国家公務員の給与改定を、人事院勧告どおり５月１日から実施するもの

で、その主な内容は次のとおりである。

(1)全俸給表の全俸給月額を改め、指定職以外の俸給表については、4,800円ないし

　

１万5,600円引き上げた額とし、指定職の俸給表については、１万6,000千円ないし

　

２万円引き上げた額とした。

(2)医療職俸給表目の適用を受ける職員の初任給調整手当について、支給月額の限度

　

を８万円(従来は４万５千円)に引き上げ、支給期間の限度を30年(従来は20年)に

　

延長するとともに、その逓減方法を改めた。

(3)扶養手当の支給月額を、配偶者については2,200円(従来は17,00円)に引き上

　

げ、満18歳未満の子のりち２人までについてはそれぞれ600円を支給することと

　

し、配偶者を欠く職員の子のり

　

上げた。

なお、児童手当法による児童手当の額の算定の基礎となる子については、同法が施行
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される昭和47年１月１日から扶養手当を支給しないこととした。

(4)期末・勤勉手当について、６月に支給する期末手当の支給割合を0.1月分増額し

　

て1.1月分とするとともに、人事院規則で定める管理監督の地位にある職員につい

　

ては、俸給月額の100分の25をこえない範囲内で人事院規則で定める割合を乗じ

　

て得た額を、期末・勤勉手当の算定の基礎としている給与の額に加えることとした。

　

沖繩の復帰に伴う特別措置に関する法律(昭和46年12月31日法律第129号)

　

本法は、沖繩が４半世紀以上にわたる外国の施政権下にあったことにより、そこに行

なわれている諸制度と本土の諸制度とにかなりの相違があり、本土復帰後直ちに沖繩

に本土の諸制度を適用するならば沖繩の社会、経済の全般にわたって急激な変化が生

じ、県民に多大の不安をもたらナおそれがあることにかんがみ、住民生活の安定に配

慮しつつ特別措置を講ずることにより本土の諸制度への円滑な移行を図ることを目的

とするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)従前の沖繩県は当然に地方自治法に定める県として存続することおよび沖繩の市

　

町村は地方自治法の規定による市町村となるものとすることならびに沖繩県および

　

沖繩の市町村の発足に際しての必要な措置について定めること。

(2)裁判の効力の承継等に関し、民事事件の承継、刑事関係について、その罰則に関

　

する経過措置、裁判権等の分配、手続、執行等の承継等について定めること。

(3)琉球政府、地方教育区、琉球水道公社、琉球電信電話公社、その他の法人の権利

　

義務の承継について定めること。

(4)通貨等の交換、合衆国ドル表示の債権または債務の切替えについて定めること。

(5)沖繩法令による免許等の効力の承継について定めるとともに、税制、医療制度、

　

食糧管理制度、電波監理制度、交通方法等沖繩県民の生活に影響をおよぽす諸制度

　

に対する経過、特例措置をその所管する各省別に定めること。

(6)本土法令の沖繩の適用についての経過措置等については、政令、最高裁判所規則

　

等に委任することができるものとすること。

　

沖繩の復帰に伴う関係法令の改廃に関する法律(昭和46年12月31日法律第130

　

号)

(1)南方同胞援護会等沖繩が本土の施政権下になかったために必要とされていた法律

　

を廃止し、および特別に必要とされて:いた規定を削除し、または改正した。

(2)沖繩開発庁沖繩総合事務局に置かれることとなる国の出先機関以外に沖繩に置か

　

れる必要がある国の出先機関について各省設置法等の一部を改正した。

(3)植物防疫法の一部改正等沖繩の復帰に伴い必要となる規定の整備その他の経過措

　

置を定めた。

　

沖繩振興開発特別措置法(昭和46年12月31日法律第131号)

　

本法は、沖縄の復帰に伴い、沖繩の特殊事情にかんがみ、総合的な沖繩振興開発計
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画を策定し、およびこれに基づく事業を推進する等特別の措置を講ずることにより、

その基礎条件の改善ならびに地理的および自然的特性に即した沖繩の振興開発を図

り、もって住民の生活および職業の安定ならびに福祉の向上に資することを目的とす

るものであって、その主な内容は次のとおりである。

（1）振興開発計画および振興開発事業

　

ア

　

土地の利用、産業の振興開発その他沖繩の振興開発に関し必要な事項につい

　　

て、昭和47年度から10箇年を目途として達成される振興開発計画を策定するこ

　　

ととし、沖繩県知事がその案を作成し、内閣総理大臣が沖繩振興開発審議会の議

　　

を経て決定すること。

　

イ

　

振興開発計画に基づく土地改良、道路、港湾等特定の事業について、国の負担

　　

または補助の割合の特例等の措置を講ずることができること。

　

ウ

　

振興開発計画に基づいて行なう県道または市町村道の新設または改築、２級河

　　

川の改良工事、維持または修繕および港湾工事等について、国が直轄で行なえる

　　

途を開く等の特例措置を講ずること。

　

エ

　

地方公共団体等に対する国有財産の譲与等について特例措置を講ずること。

（2）産業振興のための特別措置

　

ア

　

工業開発地区の指定制度を設け、農用地等の譲渡にかかる所得税の軽減、事業

　　

用資産の買換えの場合の課税の特例、減価償却の特例、地方税の課税免除または

　　

不均一課税に伴う措置、特定事業所にかかる課税の特例等の措置を講ずること。

　

イ

　

中小企業の業種別振興を図るため、「指定業種」について近代化基本計画の策

　　

定、「特定業種」について構造改善計画の承認、およびこれらの業種についての課

　　

税の特例等の措置を講ずること。

（3）電気事業振興のための特別措置

　

ア

　

国および地方公共団体は、電気事業設備の整備につき資金の確保に努める等の

　　

措置を講ずること。

　

イ

　

沖繩における電気の安定的、かつ、適正な供給を確保するため、沖繩電力株式

　　

会社を設立し、同社は琉球電力公社に関する権利および義務を承継すること。

（4）沖繩過疎地域市町村における基幹道路の整備、無医地区における医療の確保、離

　

島および過疎地域における地方税の課税免除または不均一課税に伴う措置を講ずる

　

こと。

　

３大蔵省関係

　

所得税法の改正(昭和46年３月31日法律第18号)

　

所得税負担の軽減を図るための基礎控除、配偶者控除、扶養控除、障害者控除、老

齢者控除、寡婦控除、給与所得控除および専従者控除を引き上げるとともに、配偶者
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控除および扶養控除の適用要件である所得限度の引上げ等所得税制の整備合理化を行

なった。

　

法人税法の改正(昭和46年３月31日法律第19号)

　

完成工事補償引当金制度を製品保証等引当金制度に改め、その対策事業の範囲を拡

大する等課税所得の計算の合理化に必要な措置を講じた。

　

租税特別措置法の改正(昭和46年３月31日法律第22号)

(1)当面の経済社会情勢に即応した公害対策、海外投資対策、資源開発対策、貯蓄奨

　

励対策、住宅対策、中小企業対策、農林業対策および企業体質の強化等の促進のだ

　

めの措置を講じた。

(2)輸出割増償却制度について、輸出貢献企業に対する特別割増を廃止し、割増償却

　

率を輸出比率の80パーセｙト(現行100パーセント)に縮減したい

　

３年間延長する等輸出振興税制の改正を行なった。

(3)土地税制について、次のとおり改正を行なった。

　

ア

　

都市計画法第56条の規定により土地等が買い取られる場合を収用等の場合の

　　

課税の特例の対象に加えた。

　

イ

　

住宅地区改良事業の施行に伴い、地区外に改良住宅を建設するために土地等が

　　

買い取られる場合を300万円の特別控除の対象に加えた。

　

ウ

　

地方公共団体等が収用事業者に代わって代替地を取得する場合を300万円の特

　　

別控除の対象に加えた。

　

自動車重量税法(昭和46年５月31日法律第89号)

　

道路その他の社会資本の充実の要請を考慮し、自動車に対して、道路運送車両法の

規定による検査および軽自動車の使用の届出の際に、その重量に応じて課する自動車

重量税を新たに創設した。

(1)課

　

税

　

物

　

件

　　

道路運送車両法の規定による検査を受け自動車重量税者証の交付等を受ける自動

　

車および使用の届出により車両番号の指定を受ける軽自動車

(2)納税義務者

　　

自動車検査証の交付等を受けた者および車両番号の指定を受けた者すなわち自動

　

車および軽自動車を使用する者

－488－



（3）税

　　　

率

　　

検査自動車
-

　　　　

乗用自動車（二輪の

　　　

乗用自動車以外の自

　

区

　　

分

　　

小型自動車を除Ｏ

　　　

動車（

　　

゛

　　

）

　　

二輪の小

　　　

|

車両重量0.5同0.5トンを

|

車両総重量

　

同１トンを

|

　

型自動車

　　　　

トン以下

　

|こえるもの

　

１トン以下|こえるもの

，皿訓

　　

0.5

　

トン又

　　　　　　　

１トン又は
効期間宗2

　　

5,000円

　

嘗1回端数

　　

5,000円

　

1回端数ご

　　

3,000円
年のもの

　

1

　　　　　　　　

5,000円

　　　　　　　　

5,000円

靉I

　

2,500H

　

Tt吊謐

　

45,

U

ﾐ

ﾋﾞｊ訓

　

l,500R
で詐）゜

　　　　

2,500円

　　　　　　　　　

2,500円

　　

届出軽自動車

　　　

軽自動車(二輪のものを除く｡)

　　　　

7,500円

　　　

二輪の軽自動車

　　　　　　　　　　　　

4,000円

　

日本万国博覧会記念協会法(昭和46年６月１日法律第94号)

(1)日本万国博覧会の成功を記念して、その跡地を文化公園として整備するとともに、

　

日本万国博覧会記念基金を設けて管理することとした。

個

　

日本万国博覧会協会は、関係地方公共団体の長、学識経験者５人以上が発起人と

　

なり、大蔵大臣の認可を経て設立することとした。

(3)政府および地方公共団体は、予算の範囲内において、協会に対し、その業務に要

　

する経費の一部を補助することができることとした。

　

４文部省関係

　

高等学校の定時制教育及び通信教育振興法の改正(昭和46年５月25日法律第69号)

　

公立の高等学校で定時制の課程または通信制の課程を置くものの校長および教員に

対する定時制通信教育手当に係る国の補助の限度額の算定について、その基礎となる

給料月額に乗ずる割合を100分の10(俸給の特別調整額を受ける者にあっては100分

の８以内)に引き上げた。

　

国立及び公立の義務教育諸学校等の給与等に関する特別措置法(昭和46年５月28

　

日法律第77号)

　

義務教育諸学校等の教育職員の職務と勤務態様の特殊性に基づき、給与その他の勤

務条件について特例を定めた。

(1)国立の義務教育諸学校等の教育職員のうち、職務の等級が２等級または３等級で

　

ある者には、その者の俸給月額の100分の４に相当する額の教職調整額を支給する

　

こととした。
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(2)国立の義務教育諸学校等の教育職員(俸給の特別調整額を受ける者を除く｡)には、

　

一般職の職員の給与に関する法律の規定中超過勤務手当等の支給に関する規定は適

　

用しないこととした。

(3)国立の義務教育諸学校等の教育職員について正規の勤務時間をこえて勤務させる

　

場合は、文部大臣が人事院と協議して定めることとした。休日等において正規の勤

　

務時間中に勤務させる場合についても同様とした。

(4)公立の義務教育諸学校等の教育職員については、上記を基準として同様の措置を

　

講ずるものとされた。

　

５厚生省関係

　

原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律の改正(昭和46年３月30日法律第

　

12号)

　

健康管理手当の支給の対象となる老令者の範囲を65歳以上の者から60歳以上の者

とした。

　

国民年金法等の改正(昭和46年３月30日法律第13号)

(1)国民年金法関係では、46年10月分から、福祉年金額の月額を老令は2,000円か

　

ら2,300円に、障害は8,000円から3,400円に、母子(準母子)は2,600円から2,900

　

円にそれぞれ引き上げるとともに、老令福祉年金の支給開始年令を、法別表に該当

　

する障害者については65歳に引き下げた。

(2)児童扶養手当法関係では、46年10月分から児童１人の場合の手当の月額を2,600

　

円から2,900円に引き上げた。

(3)特別扶養手当法関係では、46年10月分から手当の月額を児童１人につき、月額

　

2,600円から2,900円に引き上げた。

　

厚生年金保険法等の改正(昭和46年５月27日法律第72号)

(1)厚生年金保険法関係では、年金額のうち定額部分について、被保険者期間１月当

　

たり400円を460円に引き上げるとともに、障害年金および遺族年金の最低保障額

　

を月額8,000円から8,800円に引き上げた。また、１万円から10万円までの28等

　

級であった標準報酬月額を１万円から13万4,000円までの33等級に改め、更に、

　

女子に対する脱退手当金の特例措置の期限を５年間延長した。

(2)船員保険法関係では、老令年金の定額部分の額を現行の月額8,000円から9,200

　

円に引き上げるとともに、職務外の事由による障害年金および遺族年金の最低保障

　

額を現行の月額8,000円から8,800円に引き上げた。また、１万2,000円から13万

　

4,000円までの32等級であった標準報酬月額を１万2,000円から15万円までの84

　

等級に改め、更に、女子に対する脱退手当金の特例措置の期限を５年間延長した。

　

児童手当法(昭和46年５月27日法律第73号)
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(1)児童手当は、18歳未満の児童が３人以上いる場合、義務教育終了前の第三子以

　

降の児童１人につき、月額3,000円を当該児童を養育している者に対して支給する

　

こととした。ただし、前年の所得が、政令で定める額(扶養親族５人の場合、前年

　

の収入200万円)以上であるときは支給しないこととした。

(2)児童手当には、租税その他の公課は課さないものとした。

(3)被用者に対して支給する児童手当の財源負担は、事業主拠出金10分の７、国庫

　

10分の２、都道府県10分の0.5および市町村10分の0.5とした。

(4)農業従事者その他自営業者等に対して支給する児童手当の財源負担は、国庫６分

　

の４、都道府県６分の１および市町村６分の１とした。

(5)公務員および公共企業体の職員に対ナる児童手当については、国、地方公共団体

　

または公共企業体が直接支給し、その費用は、それぞれ支給者において全額負担す

　

ることとした。

　

悪臭防止法(昭和46年６月１日法律第91号)

(1)都道府県知事は、住民の生活環境を保全するため悪臭を防止する必要があると認

　

める地域を規制地域として指定しなければならないものとした。

(2)都道府県知事は、規制区域について、その自然的、社会的条件を考慮して必要に

　

応じ当該地域を区分し、悪臭物質の種類ごとに規制基準を定めなければならないも

　

のとした。

(3)都道府県知事は、規制地域の指定をし、および規制基準を定めようとするとき

　

は、当該規制地域を管轄する市町村長の意見をきかなければならないものとした。

(4)以上のほか、規制基準の遵守義務、改善勧告、改善命令、悪臭の測定、罰則等に

　

ついて規定する4,のとした。

　

６農林省関係

　

漁業協同組合法の改正(昭和46年４月１日法律第30号)

　

今後引続いて漁業協同組合の合併の促進を図り、漁業に関する協同組織の健全な発

展に資するため、昭和51年３月31日まで合併および事業経営計画を提出し、その適

否の認定をもとめることができることとナるとともに、認定されたものについて従前

の例により税制等の特例措置を講じるものとした。

　

卸売市場法(昭和46年４月３日法律第35号)

(1)卸売市場の整備改善を長期の見通しにたって計画的に推進するため、農林大臣は、

　

卸売市場整備基本方針および中央卸売市場整備計画を定めるものとし、また、都道

　

府県知事は、これらに即して都道府県卸売市場整備計画を定めることとIした。

(2)中央卸売市場については、基本的には現行制度の内容を引きっぐことになるが。
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広域的な市場行政を展開する等の見地から市場の開放資格等に関する諸規定を整備

　

する等所要の改正を行なった。

(3)地方卸売市場については、その施設が一定規模以上のものを地方卸売市場として、

　

その開設および卸売の業務は、条例で定めるところにより、都道府県知事の許可を

　

受けなければならないものとしたこと等所要の改正を行なった。

(4)中央卸売市場の施設整備について、重要施設には国の補助率を３分の１から10

　

分の４に引き上げることとした。

(5)その他税制上の優遇措置等所要の規定を整備した。

　

国有農地等の売払いに関する特別措置法(昭和46年４月26日法律第50号)

(1)売払代金の納付については、長期(５年以内)の分割払いを認めることとした。

(2)旧所有者等に売り払うべき農地等について、特定の場合には、直接これを公共用

　

または公用へ転用し得る旨を規定した。

　

漁港法の改正(昭和46年５月17日法律第61号)

　

北海道の財政の状況、他の補助制度との均衡等を勘案し、かつ、事業運営の効率的

促進を図る趣旨をあわせて考慮して、国以外の者が、北海道において漁港修築事業を施

行する場合、基本施設のうち外かく施設または水域施設の修築に要する費用につい

て、国の負担割合を｢全額｣から｢100分の90｣に改めた。

　

海洋水産資源開発促進法(昭和46年５月17日法律第60号)

(1)農林大臣は、水産物の需要および生産の動向に即して、沿岸海域における水産動

　

植物の増養殖の推進、海洋の新漁場における漁業生産の企業化の促進等の事項を内

　

容とする｢開発基本方針｣を定め、公表するものとした。

(2)都道府県は、開発基本方針に即して、一定の沿岸海域を開発区域として:指定し、

　

開発計画を定めるものとした。

(3)国および都道府県は、開発計画の達成のために必要な助言、指導その他の援助を

　

行なうように努めるものとした。

　

農業災害補償法及び農業共済基金法の改正(昭和46年５月28日法律第79号)

(1)農業災害補償法関係

　

ア

　

組合等は、農作物共済について、組合員等ごとに２割以上の被害があった場合

　　

に共済金を支払う農家単位引受け方式を採用することができるものとし、国は、

　　

この方式の円滑な実施に資するため、当分の間、この方式を実施する組合等に対

　　

し、一定額の補助金を交付することができるものとした。

　

イ

　

農作物共済に係る共済掛金の国庫負担割合の改正に伴う農家負担の増加を緩和

　　

するための措置として、当分の間、補助金を交付することができるものとした。

　

ウ

　

牛および馬に係る共済掛金の国庫負担を引き上げるとともに、種豚についても

　　

新たに３分の１の共済掛金の国庫負担をすることとした。
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(2)農業共済基金法関係

　　

農業共済基金法の業務として、組合等に対する資金の貸付けおよび債務の保証の

　

業務を追加する等の改善を図った。

　

家畜伝染病予防法の改正(昭和46年６月５日法律第103号j)

(1)家畜が家畜伝染病以外の一定の伝染病にかかり、またはかかっている疑いがある

　

ことを発見した獣医師は、遅滞なく、市町村にその旨を届け出なければならないも

　

のとした。

(2)都道府県相互間における家畜防疫員の応援派遺についての規定を設けた。

(3)家畜の所有者が自衛防疫に努め、これに対し、国および地方公共団体が助言、指

　

導を行なう旨の規定を設けた。

　

国有林野の活用に関する法律(昭和46年６月10日法律第108号)

(1)農林大臣は、国有林野の活用の適正な実施を図るため、用途を指定する等必要な

　

措置を講ずるとともに、国有林野の活用を売払いにより行なうときは、用途を指定

　

し、当該指定用途に反する場合には、買戻すことができるよう10年間を買戻し期

　

間とする買戻しの特約をつけなければならないものとした。

(2)農林業構造改善のためにする国有林野の活用を円滑に実施するため、国有林野の

　

活用として、土地等の売払いをする楊合には、25年以内の延納の特約をすること

　

とした。

　

農村地域工業導入促進法(昭和46年６月21日法律第112号)

(1)主務大臣は、農村地域工業導入基本方針を定めるものとした。

(2)都道府県知事は、当該都道府県内における区域別の農村地域工業導入基本計画を

　

定めることができるものとした。

(3)都道府県又は市町村は、農村地域工業導入実施計画を定めることができるものと

　

した。

(4)農林中央金庫は、実施計画に基づいて立地した企業に対して、業務上の余裕金を

　

融資できるよう措置するものとした。

(5)実施計画に基づいて立地した企業に対して減価償却の特例、事業用資産の買換え

　

の場合の課税の特例、地方税の減免に伴う交付税による補てん措置等の優遇措置を

　

講ずるものとした。

(6)都道府県または市町村に、基本計画または実施計画の作成その他農村地域への工

　

業の導入の促進に関する重要事項を調査、審議させるため、条例で審議会を置くこ

　

とができるものとした。
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７

　

通商産業省関係

(昭和46年３月30日法律第10号)

(1)産炭地域振興臨時措置法の有効期間を10年延長した。

(2)産炭地域振興審議会の存置期限を10年延長するとともに、臨時石炭対策本部の

　

存置期限を昭和48年度末まで延長した。

　

中小企業特恵対策臨時措置法(昭和46年４月５日法律第38号)

(1)事業の所管大臣が中小企業近代化審議会の意見をきいて政令で定めた特定事業に

　

ついて、事業の転換を行なおりとする中小企業者は、事業の転換に関する計画を都

　

道府県知事に提出して、その計画が適当である旨の認定を受けることができること

　

とした。

(2)特定事業を行なう中小企業者が、その特定事業の用に供している減価償却資産を

　

認定計画に従って廃棄または譲渡するときは、租税特別措置法で定めるところによ

　

り、法人税または所得税の課税について特別の措置を講ずることとした。

　

採石法の改正(昭和46年６月７日法律第106号)

(1)採石業者の登録制度を創設し、採石業を行なおうとする者は、通商産業大臣また

　

は都道府県知事の登録を受けなければならないこととした。

(2)岩石採取計画の認可制度を創設し、採石業者は、岩石の採取を行なおうとすると

　

きは、岩石採取場ごとに採取計画を定め、都道府県知事の認可を受けなければなら

　

ないこととした。

(3)市町村長は、岩石の採取に伴う災害が発生するおそれがあると認めるときは、都

　

道府県知事に対し必要な措置を要請することができることとし、都道府県知事は、

　

この要請があったときは、必要な調査を行ない、その結果必要があると認めるとき

　

は、採取計画の変更命令等必要な措置を講じなければならないこととした。

　

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律(昭和46年６月10日法律第107

　

号)

　

本法は、最近における公害の実情にかんがみ、特定工場における公害防止組織の整

備を図り、公害の防止に資するため、公害防止総括者等の制度を設けようとするもの

で、その主な内容は次のとおりである。

(1)特定工場は、ばい煙発生施設、汚水等排出施設、騒音発生施設または粉じん発生

　

施設を設置する工場で政令で定める要件に該当するものとした。

(2)特定工場を設置している者は、公害防止統括者、公害防止管理者、公害防止主任

　

管理者等を選任し、都道府県知事に届け出なければならないこととした。

(3)国および地方公共団体は、公害防止管理者または公害防止主任管理者として必要

　

な知識および技能を習得させるため、必要な指導その他の措置を講ずるよう努める

　

ものとされた。
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８運輸省関係

　

踏切道改良促進法の改正(昭和46年３月30日法律第14号)

　

踏切道における交通量の増加等の状況にかんがみ、交通事故の防止と交通の円滑化

に寄与するため、本法により改良すべき踏切道として:指定することができる期限を昭

和46年度以降５箇年間延長した。

　

港湾整備緊急措置法の改正(昭和46年５月６日法律第57号)

　

現行港湾整備５か年計画策定後において生じた港湾貨物取扱量の予想外の増大傾

向、海上コンテナ輸送、フ。リー輸送等の新しい海上輸送方式の本格化ならびに地域

開発のための新規港湾の整備、艦船の大型化と航行船舶のふくそうに伴う海難の防止

等の要請に対処するため、現行の昭和43年度を初年度とする港湾整備５か年計画を

昭和46年度を初年度とするものに改定した。

　

９労働省関係

　

中高年令等の雇用の促進に関する特別措置法(昭和46年５月25日法律第68号)

　

中高年令者および中高年令失業者等に対する特別措置を講じるとともに、緊急失業

対策法は、本法施行(昭和46年10月１日)の際現に失業対策事業に使用されている失

業者および労働省令で定めるこれに準ずる失業者についてのみ、その効力を有するも

のとした。

　

勤労者財産形成促進法(昭和46年６月１日法律第92号)

(1)国および地方公共団体は、勤労者について、貯蓄の奨励および持家の取得を促進

　

するための施策を講ずるよ引こ配慮するとともに、労働大臣、大蔵大臣および建設

　

大臣は、勤労者財産形成政策基本方針を定め、これを公表するものとした。

(2)勤労者が金融機関等と勤労者財産形成貯蓄契約を締結し、賃金から控除する方法

　

により事業主を通じて、預貯金等の預入等を行なったときは、租税特別措置法の定

　

めるところにより、所得税の課税について特別の措置を講ずるものとした。

　

10

　

建設省関係

　

交通安全施設等整備事業に関する緊急措置法の改正(昭和46年３月31日法律第27

　

号)

(1)昭和44年度以降３か年間において実施すべきものとされている交通安全施設等

　

施設整備事業に関する計画を改訂し、新たに、昭和46年度以降５か年間において

　

実施すべき計画を作成するものとした。

(2)都道府県公安委員会が行なう交通安全施設等整備事業として、新たに交通管制セ

　

ｙターの設置に関する事業を加えるものとした。
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(3)都道府県ごとに、都道府県公安委員会と道路管理者とが協議して総合交通安全施

　

設等整備事業に関する計画を作成するものとした。

(4)北海道の区域内の道路管理者が行なう交通安全施設整備事業に要する費用につい

　

て、国と地方公共団体との負担割合の特例を定めた。

　

農地所有者等賃貸住宅建設融資利子補給臨時措置法(昭和46年４月１日法律第32

　

号)

(1)政府は、農地所有者等に特定賃貸住宅の建設資金を融通する農業協同組合等の融

　

資機関に一定の範囲内の利子補給をする契約を結ぶことができるものとし、利子補

　

給の対象融資により特定賃貸住宅を建設できる者は、当該住宅の敷地となる土地の

　

区域内の農地等を所有する個人等とした。

(2)特定賃貸住宅は、大都市およびその周辺都市の市街化区域内に建設される規模、

　

構造、設備が一定の基準に適合する賃貸住宅で、面積または住宅戸数等が定められ

　

た基準に適合するとともに、定められた面積以上の水田の宅地化を伴'うと認められ

　

る一団地の住宅建設の全部または一部として建設されるものとした。

(3)利子補給の対象融資は、利子が補給されている間の利率が年5.5%で償還期間が

　

25年以上であること、および利子補給金は一定の方法で計算した対象融資残高に年

　

3.5%をこえない範囲で建設大臣が定める利子補給率により融資の日から10年間、

　

一定期間ごとに融資機関に支給して行なうものとした。

(4)政府が利子補給契約を結ぶことができる期間は、昭和51年８月31日までとし

　

た。ただし、特別の要件に該当する場合には、昭和53年３月81日までとした。

　

下水道整備緊急措置法の改正(昭和46年４月５日法律第37号)

　

下水道の緊急かつ計画的な整備を促進して都市環境の改善を図り、あわせて公共用

水域の水質の保全に資することを目的として、新たに昭和46年度を初年度とする下

水道整備５か年計画を策定することとした。

　

道路法等の改正(昭和46年４月15日法律第46号)

(1)道路法関係では、最近における交通事故の発生の状況にかんがみ、車両の通行に

　

関する規制措置を強化し、あわせて自転車専用道路、歩行者専用道路等の指定およ

　

びこれらと道路等との交差等に対する措置について必要な規定を設けた。

(2)高速自動車国道法関係では、道路管理者の行なう道路管理と都道府県公安委員会

　

の行なう交通規制との調整措置等について必要な規定を設けた。

　

宅地建物取引業法の改正(昭和46年６月16日法律第110号)

(1)免許の基準について、免許の取消し等を受けた場合において新たな免許を受ける

　

ことができない期間を、２年から３年に延長することとした。

(2)宅地建物取引業者は、宅地造成または建築に関する工事の完了前に行なう宅地ま

　

たは建物の売買については、開発許可、建築確認等があった後でなければ、広告。
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売買等をしてはならないものとし、また、銀行等の金融機関、保険会社、前金保全

　

措置を講じた後でなければ、購入者から前金を受領してはならないものとした。

　

積立式宅地建物販売業法(昭和46年６月16日法律第111号)

(1)積立式宅地建物販売業を営もうとする者は、建設大臣または都道府県知事の許可

　

を受けなければならないものとした。

(2)積立式販売業者は、基準日(毎年３月31日および９月30日)現在において、積立

　

式販売契約に基づいて受領している積立金等の３分の１の相当額を営業保証金の供

　

託または営業保証金供託委託契約締結による措置によって保全しなければならない

　

ものとした。

(3)積立式販売業者が営業を行なうことができなくなった場合等において、積立金等

　

債権者は、その業者または委託契約に基づいて金融機関が供託した営業保証金から

　

積立金等の返還を受けることができるものとし、建設大臣または都道府県知事は積

　

立金等債権者から申出のあった権利の調査を行ない、その結果に基づいて保証金の

　

配当を実施するものとした。
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